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は じ め

東京大学社会科学研究所は I広く世界各国の法律・政治 ・経済の制度及び事情に関し正確

なる資料を組織的系統的に蒐集 し且つこれが厳密に科学的なる比較研究を行う 」ことを目的と

して， 1946年 8月 24日勅令第 394号 「社会科学研究所官官jlJJをも って，東京帝国大学に附

置されたが，それがおおやけに姿をあらわしたのは翌 1947年 2月1日の|沼所記念講演会にお

いてであり，爾来，同日を閉所記念日と定めてきた。したが って，東京大学が創立百周年を記

念しようとしている 1977年に ，われわれの社会科学研究所もまた創立 30周年を迎える。

社会科学研究所の創立は I社会科学Jが強権的に禁句とされ，社会科学の研究が犯罪視さ

れた社会への決別を画する，戦後民主化の象徴的な出来事のひとつで、あ った。 しかも，それが

東京帝国大学附置研究所として発足したことは，特別の注意に値するであろう O そこには，日

本社会と東京帝国大学の民主的再生への期待と願望がこめられていたというべきであ って，創

立後一世代を終えた今日，われわれは改めて初心にたちかえり，自己の目的とした社会現象の総

合的比il0:研究がこの全国民的な期待と願望にどこまでこたええたかを冷厳に反省し，あわせて，

戦後史のひとつの総括のうえに，現時点でのわれわれの課題を再構築することが必要であろう 。

周知のように，東京大学創立百年記念事業の一環として東京大学百年史の編纂が企画され，

当社会科学研究所も東京大学の一部局としてこの事業に参画しているが，これと並行しつつこ

れとは独立に「東京大学社会科学研究所 30年史Jをつくることを企図したのは，上記の理由

からである。いまここに配布しようとするこの小冊子，r社会科学研究所の 30年』は，われわ

れ自身のこの 30年史のための資料の一部を， 30周年記念式典のために，とりまとめたもの

である。われわれの冒した幾多の過誤，われわれの耐えた幾多の試煉をふりかえりつつ，この

間つねに本研究所にたいして叱陀と激励を惜しまれなかった関係各位に，心からの感謝をこめ

て，この小冊子を供したいと思う。われわれの I30年史Jの達成のために忌悼のない御批判を

寄せられるようお願いする所存である。

最後に，本書の刊行には，柴垣和夫教授を委員長とする 「社研史編纂委員会」がその任にあ

たったことを記 し， その並々ならぬ努力に謝意を表しておきたい。

東京大学社会科学研究所長

岡田与好





沿革・東京大学社会科学研究所規則

泊 革

東京大学社会科学研究所は，社会科学K関する総合研

究，即ち，広〈世界各国の法律，政治，経済K関する正

確な資料を組織的K収集調査し，厳密K科学的な方法K

基づいて理論的並びK実証的な比較研究を行うととを 目

的として 1946年 8月 2/1日勅令第 394号「社会科学研

究所官告IJJをもって東京帝国大学K附置されたが，その

後， 1949年5月31日法律第 150号「国立学校設置法」

第 4条K基づくものとされ，同時K上記の官制は廃止さ

れて今日 K及んでいる。

本研究所は，創立当初は14部門よりなる計画であった

が，創立と同時1'1:5部門をもって発足した。 1951年ま

で1'1:3回Kわたって都合 6部門が増設されたが，その後

15年間 11部門のまま Kとどまり， 1965年Uてようやく l

部門が追加され，計12部門となった。 しかし，世界各国

の総合的比較研究という本研究所設置以来の基本構想を

実現し，その本来の任務を遂行するためKは， I臼来の部

門構成では明 らかK不充分かつ不適当であり ，とく K近

年ますます法律，政治，経済の領域Uてなける国際諸関係

が緊密化してきたため，外園地域研究部門を急速に増大

し，基礎研究部門と地域研究部門とを一本化して拡充し

てゆ〈ととが，緊急在学問的要請となってきた。そのた

め 196'1年 12月以降，東京大学総合計画委員会は，社会

科学研究所拡充改組の問題を全学的見地から取り上げて

検討し，12固にわたって開催された専門委員会にかける

審議の結果， 1966年2月，外国地域研究部門の拡大強化

を軸とする社会科学研究所拡充改組案が承認され，東京

大学評議会の議をへて， 1967年度以降の東京大学の概算

要求のうちK組み入れられ，その早期の実現を期する ζ

とKなった。との線にそって 1967年度から部門の改組が

すすめられるとともに， 1967年1'1:1部門 68年1'1:2部

門， 69年1'1:1部門， 73年1'1:1部門が追加され，現在，

本研究所は基礎研究部門 8，地域研究部門 9の計 17部門

から構成されている。その名称、なよひ'設置の時期はっき

のどとくである。

現部門 旧部門

基礎研究部門

私法 本邦私法

公法 本邦公法

社会法

政 治二三〉 本邦内政

¥¥  財政金融 本邦財政金融

労働 本邦社会調査

と〉くごソ連 邦 ( 即 日 欧 諸 国 )

中国(並びに朝鮮)

地域研究部門

ヨーロッパ圏法律 人 ~ 

ヨーロァパ圏政治 どへ\~

ヨーロッパ園経済第一(イギリス)>ぐに

ヨーロァパ圏経済第二(大陸~ 1 

アメリカ圏政治

アメリカ圏経済

社会主義圏法律

社会主義圏政治

社会主義関経済

設立年月日

1951年4月 l日

1946年8月24日

1969年4月 1日

1946年8月24日

1946年8月24日

1973年4月 l日

1949年 1月23日

1950年4月 l日

イギリス(並びK自治領)

ドイツ(並びK中欧 ・北欧諸国)

1946年8月24日

1965年4月 1日

1968年4月 1日

1951年4月 1日

1946年8月24日

1967年6月 l日

1968年4月 1日

1949年 1月23日

1951年4月 l日

フランス(並びK西欧 -南欧諸国)

アメリカ(合衆国並びに米州諸国)

一一1一一



4条第 l項の規定K基づき，社会科学に関する総合研

究を行うととを目的とする。

(所長)

第2条研究所Irc，所長を置〈。

2 所長は，研究所を代表し，その所務をつかさどる。

(部門)

第 3条 研究所Irc，次に掲げる研究部門を置く。

私法

公法

社会法

政治

農業

工業

財政金融

労 働

ヨーロッパ図法律

ヨーロッパ圏政治

ヨーロッパ圏経済第一

ヨーロ γ パ圏経済第二

アメリカ圏政治

アメリカ圏経済

社会主義圏法律

社会主義圏政治

社会主義圏経済

(教授会)

第 ，1条研究所Irc，

置く。

2 教授会の組織及び運営K関する事項は，月IJIrc定め

る。

(事務部)

第 5条研究所の事務を処理するため，事務部を置〈。

2. 事務部に関する事項は，別K定める。

(細則への委任)

第 6条 ζの規員IJIrc規定するもののほか，との規則の実

J胞について必要な事項は，細則で定める。

附買IJ

ζの規則は，昭和 48年 5月 15日から施行し，昭和

'1 8年 4月 12日から適用する。

重要念事項を審議するため教授会を

上記の拡充改組案はなな遂行中であるが，そζK予定

されていながら現在までなな実現Kいたっていない部門

は以下のどとくである。

地域研究部門のうちアメ リカ圏法律一一旧アメリカよ

り分離新設一一

拡充改組案の完全実現のさいには，本研究所は，基礎

研究部門 8，地域研究部門10より構成されるとと K左る

が，ζの他K客員部門4をもち，さらIrc附属研究施設と

して社会科学資料文献センターを有するものとなるはず

である。

なな，現在各部門十ては，教授，併任教授，助教授，講

師，助手なよび事務職員が配置されているが，それらK

ついては別項の記載Kゆずり，本研究所開設以来歴代の

所長名と在任期間とをあげれば，下記の通りである。

( 1976年 12月31日現在)

在 職 期 間

1946年 8月24日-49年 6月30日

1949年 7月1日-52年 1月31日

1952年 2月1日-53年 3月18日

1953年 3月19日~臼年 5月12日

1953年 5月13日-55年 5月16日

1955年 5月17日-57年 2月15日

1957年 2月16日~ω年 3月31日

1蜘年明 1日-64年 3月31日

1964年 4月 l日-66年 3月31臼

1966年 4月 1臼-68年 3月31日

1968年 4月 11ヨ-68年 11月13日

19ω年 11月14日-69年 2月21日

東京大学社会科学研究所規則

(昭 37.10.16制定昭 39.5.19改正

昭 40.5.18改 正 昭 42.9.19改正

昭 43.12.17改正昭 44.7.15改正

昭 48. 5.15改正)

1969年 2月22日-70年 3月13日

1970年 3月14日-72年 3月13日

1972年 3月14日-74年 3月13日

1974年 3月14日-76年 3月13日

1976年 3月14日~在任中

矢内原忠雄

宇野弘蔵

鵜飼信成

有泉 亨
(事務取扱)

山之内一 郎

有泉 亨

内田力蔵

高橋幸八郎
(八郎右衛門)

有泉 亨

高橋幸八郎

加藤俊彦

氏原正治郎
(事務取扱)

氏原正治 郎

潮見俊隆

高柳信

渡辺洋

岡田与 好

教授

同

同

同

同

同

同

同

同

同

向

同

同

同

同

同

同

(目的)

第 I条東京大学社会科学研究所(以下「研究所Jとい

う)は，国立学校設置法(昭和24年法律第150号)第

一一 2一一



沿革 東京大学社会科学研究所規則

東京大学社会科学研究所機構図

予 算

委 図 書

出 j仮

rー一一ーー一 ~ 大学術Ij1変改革

教 所
員

全体研究運営

保健及び安全保持

会 図書資料特別

授 員 社 研 史 編 纂

吉日 r~ 

~ 会 第 l 私 法

「一 第 2 ~ 、i 法

研 第 3 t:f: ぷ45ζh 法

第 4 政 治

第 5 農 業

一 一 第 6 工 業

所 協 第 7 財政金融

究
第 8 労 働

議 第 9 ヨーロァパ罰法律

第 10 ヨーロッパ圏政治

員 第 11 ヨーロッパ園経済第一

第 12 ヨーロァパ圏経済第二

長 会 第 13 アメリカ圏政治

」一

昔日 第 14 アメリカ圏経済

第 15 社会主義圏法律

第 16 社会主義圏政治

第 17 社会主義圏経済

庶 務 接|

A総務 主任 ト
~ 高; 持卜

業 務 按ト
事

『調査統計掛

務 LJ L 
図 書 掛

図書主任
資料雑誌掛

音E

全体研究事務局

訳
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年表社会科学研究所 1945-1976

1 ζの年表は， 1945年8月15日より 1976年末日まで在対象期間とし3 事項を所内と所外K

介けて記載している。

2 所内の動きとしては，制度上の変化，部門増設，所員人事，共同研究，出版物，建築など

のほか，教授会，所員会の動きそ中心Kして，事項を収めているo

3 所員の人事Kついては，すべて発令の日付で記載しである。採用人事の場合は( Jの中

K職名を表わした。また氏名の後の内は 3 前職または転出先を表わした。

4. 各年度のはじめK共同研究の題目をかかげている。そのうち全体研究tてあたるもの Kは

本印1<:付した。内Kは，代表者名と終了年度を記載した。

5 所外の動きとしては，所内の動きの理解を助けるかぎりで，学内，日本会よび世界の出来事

を収めた。学内の事項Vてついては， キ印を付した。参考Kしたのは， r近代日本総合年表』

(岩波書応 )， r戦後 20年史年表J(日本評論社)， r朝日年鑑』左どである。

所 内 所 タ1

10-11月 経済学部(舞出長五郎学部長)も上記案K同意

1945年(昭和20年)

8. 15 日本敗戦，第二次大戦終了 I 8. 16 文部省，学徒動員解除を通達

9月 法学部(南原繁学部長)(1(制度調査委員会設置され，法政経Kわた

る新研究所創設を検討 I 10. 4 GHQ，政治的民事的 宗

教的自由K対する命IJ限撤廃の覚書

10.24 読売新聞「生産管理」はじま

る

10.30 GHQ，教育関係の軍国主義

者・超国家主義者の追放を指令

* 11. 4 経済学部教授会，橋爪明男 s

難波回春夫らの退職と矢内原忠雄，

大内兵衛，山田盛太郎ら 6人の復職

を決定(とのζ ろ，東北帝大も宇野

弘蔵らの復l践を決定)

11-12月 GHQ，財閥解体・農地改

革を指示，労働組合法公布

12. 6 南原新総長就任，以後そのもとで，上記案さらK検討

1946年(昭和21年)
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年表社会科学研究所 1945-]976

所 内 タト所

演説

4. 5 社会科学研究所設置事由 C1946.3.30付)起草(要求 14講座 ) I 4. 10 戦後初の総選挙

4. 18 向上，文部省へ発送

8. 24 社会科学研究所，東京帝国大学K附置さる(勅令第 394号)，所長

矢内原忠雄(経済学部，終戦時は無職)， 5部門(北米 ・英国・

本邦公法・本邦内政 -本邦産業経済)

8. 31 (嘱託]山之内一郎(外務省調査局)

〔同 〕鵜飼信成(終戦時は京城帝国大学)

〔同〕有泉亨(法政大学，終戦時は京城帝国大学)

〔同〕林茂(終戦時は京城帝国大学)

9. 30 (同〕高橋勇治(法政大学，終戦時は北京大学)

〔助手]松村憲一

10. 31 (!病託〕大内力(日本農業研究所)

11 月 法文経第 19番教室で業務開始

1 L 30 (助手〕塩田庄兵衛

〔事務長〕長谷川潔(経済学部)

12. 9 第 l回所員会，担当部決定

第 l昔日(米国)嘉治・内田 楊井

第 2部(英国)末延・野田・遠藤

第 3部(公法)鵜飼 ・有泉

第 4昔日(政治)山之内 ・高橋・林

第 5部(経済)大河内・ 鈴木・大内

12. 28 (照託〕内田力蔵(法政大学，終戦時は陸軍経理学校)

1947年(昭和22年)

L 20 英語名称 Clnstitute of Social Science. Tokyo Imperial 

Un ivers i ty )決定

L 31 (螺託 )字野弘蔵(三菱経済研究所)

〔併任教授〕大河内一男(経済学部)

2. 1 開所記念講演会(法文経第 25番教室)ー南原繁総長，矢内原忠雄

所長挨拶，鈴木鴻一郎 「日本現下の経済問題 J，鵜飼信成「アメ

リカ法学tてかける リア リズムとラショナリズム」

2. 14 (助教授〕大内力

〔 同 〕鈴木鴻一郎(東京芝浦電気株式会社)

〔翻訳官〕遠藤湘吉(経済学部助手，終戦時は陸軍主計少尉 )

3. 8 (教授〕 山之内一郎・鵜飼信成

〔併任教授〕末延三次(法学部)

〔併任助教授 ]野田良之(同)

〔同]大塚久雄〔経済学部)

一一 5-

5. 3 極東軍事裁判開始

5. 19 食糧メーデー

9. 14 文部省，人文科学委員会を設

置(山田盛太郎委員長)
ホ

9 月 勅令Vてより小野清一郎，末弘

厳太郎(法学部)退職

10.21 第 2次農地改革

1 L 3 日本国憲法公布
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1947. 3-1949.3 

所 内 所 タ1

3. 11 (助教授]高橋勇治内田力蔵

3.24 (教授〕嘉治真三(文部省s 終戦時は大阪商大 13.31 教育基本法学校教育法公布

4月 ζの年度よ P学術研究会議民主主義研究特別委員会の研究を担当

(矢内原忠雄， 1948年度まで)

第 I部「民主主義の思想と制度一ー各国の比較研究」

第 2部「日本¥'[;なける資本主義の発達と民主主義J(鈴木鴻一郎)

第 3部「転換期Kなける行政機構の民主主義化の問:m，とく K各種

行政委員会の実態調査J(鵜飼信成)

第 4部「労働組合運動と民主主義，殊K最近の労働争議¥'[現われた

る民主主義化の傾向の実態調査 J(大河内一男)

4. 14 研究生 6名を採用 (4.28¥'[もl名を追加採用)

4.21 助手 〕下山瑛二 ・福島新吾

4.28 社研主催のロシア語講習会開始(毎週月曜日 7月中句まで，講師

は外務省嘱託清水威久，社研所員研究生 他学昔日教職員を対象)

5. 5 公開講座はじまる(週 3日 3週間， 25番教室と 山上会議所Kて)

一宇野弘蔵 「資本論入門 J(5， 6， 7 )，高橋勇治 「中国国民党と

共産党との関係J( 1 2， 1 3， 1 4 )，有泉亨 「労働争議の法律問題」

(19， 20， 21) 

5. 19 (瞬託〕松本達郎

5.20 (助教授〕有泉亨

〔併任助教授 ]楊井克巳(経済学部)

6.28 (教授〕字野弘蔵

7. 7 r社会科学研究所図書規定」決定

7. 10 (翻訳官〕林茂

〔併任教授〕 岡義武(法学部)

7. 31 (瞬託〕藤井洋(三菱経済研究所〉

4. 14 独占禁止法公布

4. 17 地方自治法公布

6. 5 マーシャノレ ・プラン発表

8. 4 最高裁判所発足

8. 15 インド独立
ホ

8. 19 教職員適格第三審，神111彦松

(法人土屋喬雄(経)を不適格と判

定

* 10. 1 帝国大学の名称、廃止，東京大

8. 31 (嘱託 〕高橋幸八郎(農林省農業綜合研究所，終戦時は京城帝国大| 学となる

学 110.26 改正刑法公布

9. 30 (助手]渓内謙 111. 1 東京大学l隊員組合結成(宮村

10. 6 社研主催で労働組合運動の研究会をはじめるとと決定される | 摂三委員長)

10 月 秋季公開講座ー内田力蔵「米英の家族法J，大河内一男 「婦人と労 111. 6 ;1連原爆保有

働問題 J，山之内一郎「ソ連憲法と婦人の地位 J 112. 6 日本法社会学会創立

10. 31 (嘱託〕佐藤功(法務省 112.22 改正民法公布

1948年(昭和 23年)

|月 社会科学研究叢書(白日書院)干1)行は じま る(宇野弘蔵『資本論入

門j第 1巻) ) 

2. 1 関所記念講演会一林茂「政治原論 J，宇野弘蔵 「資本論Kなける I2.25 チエ コK共産党政権成立

社会科学的方法の確立」

3月 『社会科学研究』創刊(年干114号， 白日書院)

有泉亨『労働争議の法理j (社研叢書 2) 

3.31 (退職〕松村憲一(学習院大学)

〔廃嘱〕松本達郎 ・藤井洋・高橋幸八郎・佐藤功

- 6ー



所 内

4月 ζの年度よりはじまった共同研究

「労働組合運動の実態調査 J(大河内一男， 1953年度まで)

雑誌掲載論文の合評会さかんtてな ζ なわれる

4. 1 [研究員〕松本達郎・中木康夫・小山侍也竹浪祥一郎・近江谷左

馬之介

4.30 [教授]有泉亨

5.24 研究員の所員会参加をみとめる

5. 28 [助教授〕林茂

5-6月 春季公開講座 嘉治真三「外資導入の問題 J，遠藤湘吉「イン

フレ ションと財政政策 J，大内力「農村再建と農民運動」

6. 7 2部門増設決定Kさいして，49年度概算要求VC5部門 (.1中華民国

並朝鮮 2.印度並東南亜細亜諸国 3仏関西並西欧南欧諸国 4 

本邦私法関係事項 5本邦社会調査関係事項)の新設を入れると

年表社会科学研究所 1945-1976

所 外

キ

5月 新聞研究所・生産技術研究所

設置

とを決定 1 6.26 土地制度史学会 3私法学会創立

6. 14 [翻訳官]高橋幸八郎 1 6.28 日本公法学会創立

7. 12 [助手]松本達郎 I 7. 10 日本学術会議法公布

この頃 建設省の要請Kより社研所長を代表者とする宅地住宅総合研究会 1 8. 13 大韓民国樹立

結成される 1 9. 9 朝鮮民主主義人民共和国樹立

10. 1 [研究員〕佐藤功 (1954.3.31まで)
* 10. 11 助手として川田侃，喜多川篤典の採用を決定(ポストがないため川 110月 矢内原忠雄，経済学部長と左

回侃は経済学部特研生として発令 る

10-11月 秋季公開講座 「現下の経済と政治J 嘉治真三「外資導入の

FJ唱 J，佐藤功「最近K於ける行政機構の諸問題 J，鵜飼信

成 「行政委員会制」

日 8 林野局長官よ h宇野弘蔵へ「林野大面積所有者実態」調査の依嘱が 111.12 極東裁判判決

あり，承認された

11. 15 [助手〕喜多川篤典

この秋 社会科学研究所助研会結成さる

1949年 (昭和 24年 )

1. 23 2部門増設(rソ連並東欧 J， r本邦財政金融J)され 7部門

となる

1. 24 高橋幸八郎，遠藤湘吉の助教授採用を助手をのぞく所員会で決定

l 月 『社会科学研究』第 I巻 4号刊行(以後 1950年 4月まで停干iI) 

2. 1 開所記念講演会一遠藤湘吉 「戦後労働組合の実態 組合財政

を通 じてみる J，有泉亨 「労働委員会の構成と運営 その創

設以来の経験を通じて見たる」

2.24 [併任助教授]辻肩明(法学部)

2 月 社会科学研究所職員組合結成(塩田庄兵衛委員長)

高橋勇治『中国国民党と中国共産党J(社研叢書 3) 

3.31 [研究員(二級官同格)J藤田若雄(西南学院専門学校)

〔同〕氏原正治郎(経済学部助手〕

一ー 7一一

11. 15 日本政治学会創立

12. 18 経済安定9原則

1. 20 トノレーマン，後進地域開発計

画(ポイント・フォア)を発表

1. 23 衆議院選挙で共産党 35議席

Kふえる



1949.4-1951. 11 

所 内

〔助手]竹浪祥一郎

〔研究員(三級官同格)J吉野悟・阪本仁作

4 月 との年度ょ b本格化した共同研究

「住宅宅地問題の総合的研究 J(矢内原忠雄， 1951年度まで)

「林業経営と林業労働 J(宇野弘蔵， 1951年度まで)

4. 8 [教授〕内田力蔵・鈴木鴻一郎

所 外

I 本

4.25 [助教授〕加藤俊彦(東京高等師範学校 15.31 新館1]東京大学発足，矢内原忠

5 月 遠藤湘吉 『イY プレーションと日本の財政J(社研叢書 4)，宇野| 雄，教養学部長K任命される

弘蔵 『資本論入門』第 2巻(社研叢書 5，とれKて叢書刊行終る)I 7. 19 イーノレズ，共産主義教授追放

5.25 [助教授〕高橋幸八郎・遠藤湘吉 | を講演

5. 31 [助教授〕磯田進〔法務庁事務官 1 7月 国鉄人員整理，下山事件s 三鷹

国立学校設置法公布，その第 "条十てより新ltl]東京大学の附置研究所| 事件

として設置される 1 8. 17 松川事件

6. 1 [助手〕氏原正治郎 ・藤田若tIt藤井洋・小山博也 ・中木康夫・近 19. 19 人事院，政治的行為K関する

江谷左馬之介 | 人事院規則を制定

6. 13 矢内原忠雄所長辞任のため最初の所長選挙(助手をのぞく)，宇野 110.1 中華人民共和国樹立

弘蔵選出 110. 19 朝連系朝鮮人学校閉鎖さる

6. 30 [所長〕宇野弘蔵

1950年 (昭和 25年 )

1. 15 r人事K関する所員会」内規決定

2. 13 特別研究費調査として 3テーマ決定

I.r安定経済下の農村経済の変貌 J 2.r立法及政治教育の政策

K寄与するための地方自治体の綜合的実態調査 J 3.r戦後世

界各国Kなける経済社会立法なよび政策の比較研究 J

3月 東京大学社会科学研究所研究報告刊行は じまる (第 1集，東大社

研編 『戦後労働組合の実態』日本評論社)

4月 1部門 (r社会調査 J)増設され 8部門となる(4. 1 ) 

『社会科学研究』第 2巻 1号出る

との年度ょ bはじまった共同研究

「日本社会の住宅問題 J(有泉亨， 1953年度まで〕

「給与 ・公営住宅の研究 J(有泉亨， 1955年度まで)

「労働協約の総合的研究 J(有泉亨， 1954年度まで)

「立法及び政治教育の政策K寄与する目的のための農村実態の総合

的調査J(鵜飼信成， 1953年度まで)

「安定経済下の農村経済の変貌 J(宇野弘蔵， 1952年度まで)

5. 13 [講師 〕藤井洋

1. 6 コミンフォノレム ，日本共産党

を批判

1. 15 平和問題談話会，全面講和を

主張

* 3.20 学内共産党細胞禁止を告示

5月 吉田首相，南原総長の全面講

5.29 51年度増設要求部門(第二工学部講座振替)を決定(1.本邦私法| 和論を 「曲学阿世」と攻撃，南原総

関4併係手系、事項 2.中国 3.フフランス 4 

6. 1ゆ9 [翻訳官〕宇高基l輔補(岡山大学法文学音部日 I6. 6 GHQ，共産党幹音部Eの公I職隊追

6.3叩o[翻訳官〕氏原正治郎 | 放を指示

〔講師 〕藤田若雄 I 6.25 朝鮮戦争はじまる(特需景気)

〔転出 〕塩田庄兵衛助手(東京都立大学 I7. 8 社会政策学会設立
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所 内

9.30 [翻訳官〕潮見俊降(法学部特研生)

1 L 30 [助手]長坂聴秋田成就

12.31 助教授〕宇高基輔

〔転出〕下山瑛二助手(大阪市立大学)

1951年(昭和 26年)

年表社会科学研究所 1945-1976

所 外

7. 11 日本労働組合絞評議会結成

7. 24 レッド・パージはじまる

8. 10 警察予備隊創設

11 月 日本行政学会創立

* 12. 4 評議会，戦没学生記念像の設

置を拒否

2.26 藤井洋講師死去 1 3 月 東京大学出版会設立

4 月 3部門増設(I本邦私法 JI中国 JIプランス J)され，11部門と

なる(4. 1 ) 

ζの年度ょ bはじまった共同研究

「戦後tてなける資本家的大企業復興の実態的研究 J(鈴木鴻一郎)

「近代民主主義社会成立過程の社会経済史的分析J(高橋幸八郎)

「議会制度の原理的歴史的比較的研究J(鵜飼信成)

4. 1 [助手 〕外尾健一 ・江守五夫

〔研究員〕高柳信一

4. 15 [転出〕渓内謙助手(名古屋大学)

5.28 助研会，所長選挙権を要求

5 月 東大社研編 『行政委員会』 日本評論社

6. 4 I人事K関する所員会 J，所長選挙を延期

6 川 所長選挙Kょb宇野弘蔵再選さる

6. 30 [所長〕宇野弘蔵

7. 1 [研究員]障峻衆三

10.31 東京大学社会科学研究所 『研究月「口実態調査資料』干Ii行

第 1部門(アメリカ)嘉治，楊井(教授)，秋田(助手 )

第 2部門(イギリス)内田，末延，大塚(教授)，遠藤(助教授)

喜多JlI(助手)

第 3部門(本邦公法)鵜飼，辻(教授)，吉野(助手)，佐藤，

高柳(研究員)

第 4部門(本邦内政)岡(教授)，林(助教授)，福島 3 小山，

阪本(助手)

第 5部門(本邦経済産業)鈴木(教授)，大内(助教授)，近江

谷，長坂(助手)，服峻(研究員)

第 6部門(ソグェト連邦)山之内(教授)，宇高(助教授)，竹

浪(助手)

第 7部門(本邦財政金融)字野(教授)，加藤(助教授)，松本

〔助手)

第 B部門(社会調査)大河内(教長)，藤田(講師人氏原，潮

見(翻訳官)，江守(助手)

第 9部門 (本邦私法)有泉(教授)，磯田(助教授)，外尾(助

手)

第 10部門(中国)高橋勇治(助教授)

9-

4. 16 -<・ノカーサー解任され，離日

6.20 第 l次追放解除

9. 8 対日平和条約・日米安保条約

調印(1952. 4. 28発効)

1 L 12 京大同学会，天皇を戦争反対

のアピーノレで迎える



1951. 12-1953.6 

月fi 内 外所

第 11部門(フランス)野田(教授)，高橋幸八郎(助教授)， 

中木(助手)

事務l隊員は事務長，会計・庶務 ・図書の 3掛長をふくめて 22人

12. 1 (助教授〕潮見俊隆 -氏原正治郎

〔解併任〕岡義武

12. 3 宇野弘蔵所長，研究所のあ h方をめぐって辞意表明

12. 17 人事所員会，とれを承認

1952年(昭和 27年 )

1. 17 鵜飼信成を所長K選出

1. 19 高橋幸八郎，フランス政府の招きで長期出張 0953.10.31まで，

初の在外研究)

2. 1 (所長〕鵜飼信成

2. 4 協議員を初めて選出(嘉治真三 ・有泉亨・鈴木鴻一郎)

2. 11 r研究体制確立」と関連 して，科学研究費-特別研究費・機関研究

-研究計画Kっき討議

2. 16 人事所員会，5Jj;1J'手の助手論文を審査，助教授として採用し念いととに

決定

3. 3 人事所員会，小山博也松本達郎・竹浪祥一郎の 3助手Kっき任期

「一年間更新」を決定(諒解事項「必要の度合が強い場合Vてはそ

の期間を長くするととができる J) 

3. 17 行政管理庁行政監察部行政監察委員の行政管理庁長官宛報告書案の

なかf'Cr本所の廃止を適当とする旨の記載」があるKっき協議

(意見書提出)

3. 31 (転出 〕近江谷左馬之介助手(九州大学)，喜多川篤典助手(東京

都立大学)

4 月 との年度ょ bはじまった共同研究

「主ンミュエティの研究J(鵜飼信成 1954年度まで)

「人民民主主義の政治・法律の総合的研究J(山之内一郎， 1954年

度まで)

「村落構造の研究 J(磯田進， 1963年度まで)

4. 1 (助手〕戸原四郎 岡田与好藤田勇・大島太郎

5. 16 (教授 〕高橋勇治

5. 19 特別研究費「コンミュニティの研究」決定Kともない，同研究開始

5.31 佐藤功 ・隠峻衆三 ・高柳信ーの 3研究員任期終了 6月 1日付で再

任命 (1953年 3月 31日まで)

6. 1 (教授〕高橋幸八郎

6.30 新制大学院設置十てあたり態度決定(r研究所員としてのi獄務遂行K

差支ない限度K沿いて参加 J) 

7. 10 (転出〕 中木康夫助手(名古屋大学)

7. 24 所員会，特殊研究 「コンミュニテ ィの研究 」本調査対象を群馬県強

戸村f'C決定(8月調査実施，全所員参加〕

9. 1 (助教授〕本邦公法部門 高柳信一

一一 10一ー

ホ

12. 14 矢内原忠雄，総長K就任

キ

2.20 ポポロ事件(学生s 学内潜入

警官の警察手帳押収)

4. 28 日華平和条約調印

5. 1 メーデ一事件

5.31 民主主義科学者協会第 7回全

国大会「国民的科学の創造と普及」
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所 内

〔翻訳官〕本邦内政部門 石田t!t(法学部助手〕

10. 13 全学「アメ リカ研究」セミナー委員会第一回会合報告(出席者3 所

長 3 嘉f台真三)

所員会十て;ないて，I助手の任期 J¥iLっき問題提起さる

1 L 10 r社研叢書Jの復刊と 『社会科学研究所報告』の出版を決定

1 L 11 強戸村調査報告会

1 L 13 鵜飼所長，松本 ・福島 ・竹浪・小山 吉野の 5助手と面会。 1953

年 3月任期満了K伴う措置Kっき懇談

1 L 24 人事所員会で，助研会より 4助手の任期延長要望書が所長。て提出さ

れたこと報告さる

12 月 『東京大学社会科学研究所研究叢書』第 l冊(鵜飼信成 『行政法の

歴史的展開J有斐閣)発行

1953年 (昭和 28年 )

L 19 人事所員会 3助手の任期 1ク年延長を決定。 1助手Kついては任

期延長を認めず 3 助手任期問題深刻化

L 26 人事所員会，新学年度より定例所員会は火曜日，月・火・木の 3日

間は出所を申合せ

2. 16 ~ 2.26所員会，助手任期問題をめぐb活発な討議

年表社会科学研'究所 1945-1976

所 タト

3. 12 助研会 よD人事所員会へ「要求書」提出 (助手任期延長の件 I3. 5 スターリン死去

3. 18 鵜飼信成所長， 辞意表明 (助手任期問題と の関連で )， 有泉教授

を所長代理K選出

3. 19 鵜飼所長の辞任承認

〔所長事務取扱〕有泉亨

助研会，人事所員会K宣言(I一切の実力を行使して要求及び主張

の貫徹を期ナる J)を発 し，闘争体命1]¥iL入る

3.25 JtlJ研会，人事所員会へ「公開質問状 J(助手任期延長問題)発す

3. 30 “SociaJ Science Abstracts"No.1発行(No.3よD年 1回干1]) 

4 月 ζの年度よ bはじまった共同研究

「立法過程の法社会学的研究 J(鵜飼信成， 1954年度まで 〕

「京浜工業地帯Kなける労働市場の実態調査研究 J(大河内一男，

1955年度まで)

「社会保障の比較研究 J(山之内一郎， 1962年度まで)

「地租改正の研究 J(宇野弘蔵， 1957年度まで)

「都市tてなける貧困層の実証的研究 J(氏原正治郎， 1963年度ま

で)

4. 1 (転出]陣峻衆三研究員(東京教育大学)

〔助手]岡崎栄松 ・奥平康弘

5. 2 火曜午後を定例所員会の時間 P 木曜午後を研究会 ・委員会・臨時所

員会の時間と決定

5. 13 (所長〕 山之内一郎

5. 26 (協議員〕鈴木鴻一郎・嘉治真三 ・有泉亨

6. 9 人事所員会，小山博也助手の研究員採用決定(任期は 1954年 3月

一一 11一一
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4. 1 東京大学大学院〔新命IJ)発足



1953.6-1957.12 

所 内

末日迄，給与は助手K準ずる)

6. II 所長と助研会交渉，助研会，闘争体制をとく

7. 1 (研究員〕小山博也

7. 9 強戸調査参加者会合の経過報告(有泉研究体制委員より)

9. 1 (転出〕小山博也研究員(埼玉大学)

10. 1 調査統計掛設置

10. 6 (助教授]石田雄

1. 5 (転出〕鈴木鴻一郎(経済学部)

1954年 (昭和 29年 )

3.22 (助教授〕中国部門 古島和維(東洋文化研究所研究員)

次年度から法 -経両学官11ょbの併任教授依頼を中止するととK決定

(ζの年度までの併任教授は，法学部，末延三次 ・野田良之 ・辻

清明教授，経済学部，大河内一男 ・楊井克巳・大塚久説教授)

4 月 との年度よ bはじまった共同研究

「比較土地制度史研究 J(高橋幸八郎， 1958年度まで )

「ニューディーノレの総合的研究 J(嘉治真三， 1959年度まで )

「労働協約の総合的研究 J(有泉亨， 1956年度まで )

4.27 本研究所建物完成引夜し(旧館北側，地下 1階，地上4階，延面積

1，072平方米)

4.30 (転出]福島新吾助手(専修大学〉 松本達郎助手(東京女子大学)

-吉野悟助手(専修大学)

所 タト

7. 27 朝鮮戦争休戦協定調印

9.21 r日本資本主義講座J(第 1巻)

3. 8 日米MSA協定調印

5. II r東京大学社会科学研究所比較土地制度史研究班 J(連絡担当高橋 I6. 17 日本製鋼所 (室蘭)人員獲理

幸八郎)結成

6.29 研究助手ポ1 トの事務助手ポストへの流用決定 (図書整理，翻訳 .I 7. 1 防衛庁設置，自衛隊発足

外国資料整理，統計機械掛兼実態調査事務担当の 3名 I7. 21 ジュネ -7"f;あ定調印

10. 1 (専任講師]アメリカ部門鈴木圭介(経済学部研究員)

10. 5 臨時制度委員会 r臨時制度委員会報告メモ J提出(部門制，助手

制度，兼任，非常勤，各種委員会，研究計画策定等)

12. 31 (退職〕竹浪祥一郎助手(中部日本新聞社〕

1955年 (昭和 30年 )

1. 13 雑誌、合評会再開決定 I 1. 22 r春闘」はじまる

4 月 との年度よりはじまった共同研究

「よ業の実態、並K失業対策の効果K関する実証的研究 J(有泉亨，

1965年まで)

「現代日本政治の実態分析K関する基礎的研究 J(石田雄，1956 

年度まで)

「統治過程K卦ける中央と地方との関係 J(鵜飼信成)

「ソ連邦なよび中国K砕ける財産制度の変遷と現状 J(山之内一

郎， 1956年度まで)

5. 17 (所長〕有泉亨(山之内一郎所長任期満了)

〔協議員〕高橋幸八郎 ・宇野弘蔵 ・山之内一郎

一-12一一

4. 18 パン ドン会議



年表社会科学研究所 1945-1976

所 内 所 タ1

6.28 特殊研究費「失業の実態並K失業対策の効果K関する実証的研究 J 1 7. 29 日本共産党第 6回全国協議会

決定発足 1 8. 6 第一回原水爆禁止世界大会

7. 16 [助手〕望月礼二郎・松沢弘陽 1 10.. 13 社会党統一

10. 5 昭和30年度行政整理滅(助教授 1，雇員 1，計 2) 110.17 小繋刑事事件はじまる

12. 6 特殊研究費配分使用決定(r失業の笑態 Jr村落構造 Jr総選挙及 111.15 自由民主党結成

び統治過程 Jr両体制 Jr比較土地 J) 

1956年(昭和31年 )

2.20. [教授〕字高基輔 ・林茂 1 2.24 ソ連共産党 2 0 回大会ス~-

3. 8 助手の任期を決定(旧布Ij助手は 5年十就職猶予期間 I年，新首IJ大学 | リン批判

院修士の助手は 4年+就鞠酋予期間 1年)

3. 16 [転出]長坂耳目、助手(東京教育大学 I3. 19 矢内原総長ら在京 10大学長，

3.31 経済学部，高橋幸八郎宇高基事li.加藤俊彦 大内力の併任を解< 1 教育 2法反対声明

4 月 との年度よりはじまった共同研究

「わが国労働組合の組織なよび機能K関する実態調査研究 J(大

河内一男， 1959年度まで )

4. 1 [停年退官〕 山之内一郎(熊本大学)

4. 1 [転出〕岡田与好助手(東北大学)・外尾健一助手(東北大学)

4.26 [協議員]字野弘蔵 ・内田力蔵・高橋幸八郎

6. 17 本月より俸給は月 1回払(毎月 17日)となる(従来は 9日， 24 

日の 2回払)

7. 1 [翻訳官〕フランス部門 波辺洋三 1 10. 19 日ソ国交回復共同宣言

9. 13 r社会科学研究』を第8巻よ!?r東京大学社会科学研究所紀要』と 110..23 ハンガリ一事件

して出版するととを決定 12. 18 日本，国際迎合加盟

1957年(昭和32年)

1. 1 [助手〕戸坂嵐子

1. 17 特殊研究費の配分決定(r失業実態 J，r村落構造 J，r両体制 J，

「現代ア メリカ経済の分析 J) 

2. 14 [協議員〕嘉治真三・高橋勇治・高橋幸八郎

2. 16 [所長〕内田力蔵(有泉亨所長任期満了 I2.25 岸内閣成立

3. 31 [転出〕秋田成就助手(法政大学) 江守五夫助手(明治大学)・

奥平康弘助手(専修大学)・岡崎栄松助手(立命館大学)

4 月 との年度ょ bはじまった共同研究

「我が国ドノレ不足とアメリカ経済 J(嘉治真三 ，1958年度まで)

4. 1 [助手 〕遅塚忠弟・刺谷信義

5. 16 r人事所員会 」を「教授会 JVC， r一般所員会」を 「所員会 JVC名

称変更

6. 1 [教授〕磯田進加藤俊彦

9. 12 r国際R噛研究所」案配布さる

1 o.. 10. [転出〕 大内力(経済学部)

12. 9 新建築完成し引澱完了(旧館南側，地下 I階地上4階延面積 1.152

平方米)

一一 13一一

8.27 原子力研究所の第 1号原子炉

vcゾくともる 、
10.. 4 ゾ連人工衛星府上げ

10..24 愛媛県教委，勤評笑施
キ

12. 14 茅誠司総長就任



1958. )-)960.6 

所 内

1958年(昭和 33年 )

1. 1 (助教授〕波辺洋三

1. 16 1"国際問題研究所 」問題対策特別委員会設置(所長・鵜飼 ・嘉治 ・

高橋(勇)・高橋(幸)・林・宇高・磯田 ・遠藤 潮見)

2. 13 助手任期決定(新制大学院博士課程修了者任期 2年+就職猶予期間

1年)

2.25 法文経 19番教室(一部)の経済学部返還決定

3. 18 評議会，国際問題研究所〔仮称)に関する委員会の設置決定(委員

は，教養 ・文 -法・経，各 2名，東洋文化研・社研，各 2名，ア

メリカ研究セミナ一委員会 2名，計 14名)

3. 31 (停年退官]宇野弘蔵(法政大学)

3. 31 (転出〕阪本仁作助手(関西学院大学)・大島太郎助手(専修大学)

〔退職〕藤田勇助手

4月 ζの年度主りはじまった共同研究
ホ

「アジア地域の法構造ならびK社会構造の近代化K関する研究」

(内田力蔵， 1963年度まで)

* 「日本社会の近代化K関する研究 J(内田力蔵， 1960年度まで)

「アメリカ行政法の戦後日本の行政法K及ぼした影響K関する実

証的比較的研究 J(鵜飼信成， 1960年度まで)

「国際歴史学会への日本歴史学の現状報告書作成及び日本歴史学文

献の整序並びK翻訳等々のための体系的研究 J(高橋幸八郎，

1958年度ま で)

4. 1 (助手〕浅井敦・石崎昭彦 ・波辺昭-小林謙一 ・稲本洋之助

所 タl

本

2. 18 評議会，本学Kなける諸問題

(共同の研究所K関する問題を含む)

を総合的K検討するため学部長会議

で原案を作るととを了承

4. 17 1"国際問題研究所」委員会(全学)委員決定(内田所長，高橋(幸))I 6. 8 憲法問題研究会(大内，我妻-

7. 3 教官の勤務外兼任Kっき，申 し合せ(他大学講義週 3回限度，集中 |宮沢ら)第 1回総会

講義年間 1カ月以内， 兼任教授は原則として認め左い 16. 30 経済研究所(経済企画庁)設

7. 15 (教授〕遠藤湘吉 |置

〔助教授〕ソヴェト部門(法律)藤田勇

7 月 『東京大学所蔵ロシア ソグェト関係図書目録』発行(1"文献目録 」

第 1冊)

9.25 所員会「アジア地域の法構造研究会 」運営委員会の設置決定

10.23 1"国際隅研究所JVC関し，研究所の意見(1"賛意味するととは 1108酬法改正案，国会上程

できない J)を委員会(全学 )VC提出

所員会「警職法改正 JVCっき「研究班」を設置〔主任鵜飼教授)

11. 20 教授会，社会科学研究所の性格づけの文書(国際問題研究所委員会 112.19 アジア経済研究所設立認可

K提出)を承認

1959年(昭和34年)

l月末近代化研究室開設

2. 16 (所長〕内田力蔵(再任)

2. 19 (協議員〕嘉治其三 ・有泉亨・高橋幸八郎

一一 14ーー

2.16 キューパ革命成功(カス トロ

首相就任)



年表社会科学研究所 1945-1976

所 内 所 外

4 月 との年度よりはじまった共同研究 I 4. 18 東洋文化研究所「国際問題研

「近代財政金融制度の成立J(加藤俊彦， 1963年度まで 究所K，全体として参加してよい J

r 1 9世紀初期Kなけるイギリス立法改革運動の研究 J(内田力蔵， I との意志表示

1960年度まで 〉

「社会主義協同組合の研究 J(宇高基輔， 1963年度まで )

「宅地住宅総合研究 J(有泉亨， 1961年度まで)

4. 1 [助手〕辰巳光世

5.20 r東京大学社会科学研究所要覧J第 l号発行

6.25 r国際作彊研究所K関する小委員会仮案 JVてっき態度決定

6. 30 [退職〕戸原四郎助手

7. 17 r社研拡充フe ラン」十てついて意見交換(r国際問題研究所」問題と I 9. 15 7ノレ γ チョフ訪米

の関連で 1 9.30 中ソの意見対立激化

1 L 26 安保条約改定問題Kっき「専門家の報告を聞く会」をなく(世話人 11L 2 水俣病問題で不知火海泊岸漁

有泉教授 民，日本窒素水俣工場へ舌L入

5. 10 経済理論学会創立

所員会で国際問題研究所委員会(全学)が「社研，東洋文化研は，その

まま Kして地域研究を行う」と決定したとの報告さる

この年 『調査資料』第 1集(大内力 『農業災害制度の実態』当所干Ij)発行

1960年(昭和 35年)

2. 11 r国際問題研究所K関する委員会報告書 J( 1.アメリカ， ヨーロ:; 1 L 5 三池争議始まる

ソ速なよび関係地域の法律，政治，経済，社会，文化等の綜 1 L 16 全学連，首相訪米阻止行動

* 合的比較的研究機関とする 2アジア地域は東洋文化研究所，日 1 L 30 r国際問題研究所K関する委

本社会の実態究明は社会科学研究所の分担とする)を討議3 社 会 | 員会報告書」

科学研究所の意見を確認(国際問題研究所設立案K反対を表明)

3. 16 [助教授]本邦経済産業部円 安良減盛昭

4 月 との年度ょ Dはじまった共同研究

「現代アメリカ資本主義の特質と諸変化 J(嘉治真三， 1961年度

まで)

「戦後労働争議の研究 J(藤田若雄， 1963年度まで)

「神奈川県下K;1:，'ける関連中小企業 J(大河内一男， 1961年度ま

で)

「神奈川県下Kなける民生基礎調査 J(氏原正治郎， 1961年度ま

で)

「日本Kなけるユニオ Y ・リーダーの性格 J(大河内一男， 1961 

年度まで)

「人民公社の総合的研究 J(高橋勇治， 1963年度まで)

「土地制度の法律問題J(澱辺洋三 1963年度まで)

4. 1 [所長〕高橋幸八郎(内田所長任期満了)

〔協議員〕有泉亨・高橋勇治・宇高基輔

〔助手]小池和男 ・佐藤良雄・林健久・和田春樹

〔転出]松沢弘陽助手(北海道大学)

6. 14 教授会，助手の所長選挙権要求を否認

6. 16 6. 15事件K関連 し教授懇談会

保

議
女

は

る

}

亡

因

主

人

死

原

始

4

決

子

の

命

幻

採

智

モ

革

(

行

美

デ

生

志

強

樺

生

学

有

約

で

学

月

官

条

モ

4

教

保

デ

長

国

大

明

安

会

総

韓
ホ
東
声
新
国
#
茅

を

向日

n
U

斗リ

ハ
U

R

3

PO

1
1
2
3〆

2

l

l

A
斗

A
斗

E
Jb

F
D

PO

P

口

一一 15一一



1960.6-1963.4 

所 内

7. 1 [転出〕望月礼二郎助手(東北大学)

11. 17 制度審議会第三専門委員会の総長選挙規程改正案Kっき意見を提出

1961年(昭和36年)

2. 2 予想される国際問題研究所設立との関連で社会科学研究所の研究休

借りを検討

3.31 転出〕 小林謙一助手(名古屋市立大学) 石崎昭彦助手(神奈川

大学)

4月 との年度ょ bはじまった共同研究
本

「戦後Uてなけるアーパニゼーションの進展と地域社会の変貌(京

葉地帯を中心として)J (高橋幸八郎， 1963年度まで)

「アジア地域の社会経済構造K関する総合的研究 J(高橋幸八郎，

1962年度まで〉

「産業構造の比較史的研究J(高橋幸八郎， 1963年度まで)

「ア メリカ合衆国中西部の研究 J(嘉治真三， 1964年度まで〕

「社会主義諸国K沿ける司法，調停制度K関する比較研究 J(高

橋勇治， 1962年度まで〕

「中小単産の組織なよび機能Vて関する研究 J(氏原正治郎， 1964 

年度まで)

「ア ジア諸国i'C:J:，'ける法制度の変遷と実態 J(内田力蔵， 1963 

年度まで)

4. 1 [協議員〕有泉亨・高橋勇治・宇高基輔

〔助手〕伊藤隆・柴垣和夫・藤i額浩司

〔転出〕波辺昭助手(和歌山大学)

5.25 鵜飼教授辞意表明(国際キリスト教大学学長就任のため)

6. 1 [助教授〕ドイツ経済 戸原四郎

7. 1 [助教授 〕アメリカ部門井出嘉憲

10. 15 [転出〕鵜飼信成(国際キリスト教大学)

所 タト

会制の危機Kあbと声明

6. 19 新安保条約地位協定自然、承

三刃
仙色、

ホ

6 月 国際問題研究所設立案件，実

行委員会K移る

7. 16 ソ述人専門家の中国引揚げ通

とと
口

8.29 -9.2近代日本研究会議主催セ

ミナーのための箱根予備会議

12.27 池田内閣，所得倍増計画決定

5. 16 韓国軍事クーデタ

6. 12 農業基本法公布

11. 30 [転出〕利谷信義助手(東京都立大学 111.14 通産省，徳山・水島コンビナ

12. 14 創立 15周年記念論文集のための全体研究会開催を決定 | ート建設認可方針決定

「人事K関する内規」ー音日改正(専任講師教授会参加， 1962. 1. 

1施行)

12. 16 [転出〕関谷嵐子助手(北海道立寒地建築研究所)

12.25 矢内原忠雄元所長死去

一一 16-



所 内

1962年(昭和 37年)

1. 16 [教授〕氏原正治郎

3.28 -29京葉工業地帯見学

3. 31 [転出〕浅井敦助手(愛知大学)

クリストアァ ・ヒノレを囲む研究会

4 月 との年度ょ bはじまった共同研究

「福祉資金行政K関する研究 J(氏原正治郎， 1963年度まで〉

「中小企業の合理化の現状と問題点 J(氏原正治郎)

「労働基準法の研究 J(有泉亨， 1963年度まで)

「アメリカ資本主義の構造 J(鈴木圭介， 1966年度まで)

「世界経済の研究 J(加藤俊彦， 1967年度まで)

4. 1 [所長]高橋幸八郎〔再任)

年表社会科学研究所 1945-1976

所 タト

3. 18 アノレジエリア戦争終了

3.29 京都大学，経済研究所設置

3.31 旧制博士制度打ち切b

6. 19 詐議会，さ きK解散した「国

際問題研究所K関する委員会」委

員vnアメリカ研究K重点をな〈

研究所を設置する構想、 J(rCついて

〔協議員〕有泉亨高橋勇治宇高基報 意見を求める

〔助手〕伊藤喜雄 加藤栄一-山田卓生 1 6.20 中教審「大学の管理運営Kつ

6.28 大学管理問題K関し，総長K反対の意向を申し入れるととをi決定す| いて」答申案作成(1 962. 1 O. 15 

るととも K情報収集のため連絡委員会(遠藤・加藤 ・波辺 ・井出)1 最終答申)

を設置 1 7. 5 アジア ・フォード財団の中国

7. 6 大学管理問題K関し，東洋文化研究所，史料編纂所，新聞研究所， 1 近代史研究への資金供与反対運動

社会科学研究所の各代表，総長と会見 l 起9， γyポジゥム開催

7. 10 大学管理問題K関し，対策委員会(上記連絡委員のほか，内田 ・有 1 7月中印国境紛争

泉 高橋勇・宇高高柳)を設置 110.22 キューパ危機

8. 17 大学管理問題対策委員会 rr中間報告j(rCなける問題点」作成 111. 2茅国大協会長ら，文相に大学人

10 月 「社会科学研究所規則」命促 | 事K文相が拒否権をもつべきでな

11. 1 助手〕堀部政男 | い等申し入れる

1963年(昭和 38年)

1. 17 助研会，所内研究会再建促進方十てっき，委員会設置を所員会K提案

3.27 社会科学研究所創立 15周年式典挙行(於医学部講堂)

『社会科学の基本問題』上 ・下巻刊行

3. 31 [転出〕小池和男助手(法政大学) ・林健久助手(立正大学)

3 月 助研会「所内教授の人と学問」シリーズ開始(第 1回，遠藤湘吉教

授)

4 月 との年度よりはじまった共同研究

「ア ジア・アフリカ地域の社会経済構造K関する研究 J(高橋幸八郎，

1966年度ま で〕

「アジア・アフリカ地域K関する研究文献ならびK資料の総合的調査

研究 J(内田力蔵， 1965年度まで)

「資源開発の歴史的実証的研究 J(嘉治真三， 1965年度まで)

「インド及び東南ア ジアKなける イギリス法の影響の研究 J(内田

一一17一一

12. 5池田首相の「人づく b懇談会」

発足

2 月 中ソ公開論争激化
本

3 月大学院人文科学 ・社会科学研

究科を改組 し， 人文科学・教育学

.法学政治学 ・社会学・経済学の

5研究科を設置

キ

4 月外国法文献センター設置(法

学部人京都大学K東南つ戸、ジア研

究センター設置



1963. 4 -1 965. 4 

所 内

力蔵)

「医療情Ij度の研究 J(有泉亨， 1966年度まで)

「公法と私法の研究 J(高柳信一， 1969年度まで)

「損害賠償と損失補償の研究 J(高柳信一， 1964年度まで)

「老令者の職業と生活K関する研究J(氏原正治郎， 1964年度まで)

「近代日本Kなける政党構造の史的研究 J(林茂， 1967年度ま

で)

4. 1 (協議員〕有泉亨・高橋勇治・字高基輔

〔助手〕毛利健三 ・山口浩一郎 ・山本潔

〔転出〕遠藤湘吉(経済学部)・藤瀬浩司助手(名古屋大学)

4. 16 (助手〕保木本一郎

「規則」一部改正(部門の名称変更)を教授会決定(r北米合衆国

並米州諸国 」→「アメリカ J，r本邦私法関係、事項」→「本邦私

法 J，rフランス私法関係、事項」→ 「フランス J) 

5. 16 教授会，在外研究期聞は原則として 2年未満とし，とれをとえる場

合は休職とするととを申し合わす

6. 4 所内研究会開始(第 I固 有泉亨報告「法と事実K関するこ，三の

思いつき J) 

8. 1 (転出〕遅塚忠約助手(北海道大学)

所 外

8 月 「大学の自治と大学の管理J( r思想J466号所載，遠藤・高柳 ・ 1 9. 6 首都圏基本問題懇談会，筑波

波辺執筆)を学内K配布 | 学園都市建設を結論

10. 1 (助教授〕本邦経済産業部門 大石嘉一郎(福島大学 111.22 クネディ米大統領暗殺

* 業務掛設置 112. 14 大河内一男総長就任

1964年 (昭和 39年 )

1. 1 (教授〕潮見俊隆

2. 12 助研会，r次期所長Vてたいする助研会の要望 」提出

3. 16 (転出 〕加藤栄一助手(東北大学)

3. 19 ちかく発足する東京大学総合計画委員会の委員K有泉亨を選出

3.31 (退職〕柴垣和夫助手

4 月 ζの年度よりはじまった共同研究

「主本的人権の比較的・総合的研究 J(有泉亨， 1966年度まで)

「日本近代化K関する総合的研究 J(高橋幸八郎， 1965年度まで)

「産業革命の研究 J(高橋幸八郎， 1965年度まで)

「日本産業革命の展開とその構造的特質K関する研究 J(大石嘉一

郎， 1967年度まで)

「中ソ論争の研究 J(高橋勇治， 1965年度まで)

「社会主義法十てなける個人の権利と自由なよびその保障J(高橋勇

治， 1965年度まで)

「農山漁村の法律問題の研究 J(潮見俊隆， 1967年度まで〕

「日本漁業と漁村の構造K関する法社会学的研究 J(潮見俊隆， 1965

年度まで)

ー-18ーー

本

2. 18 r東京大学名誉教授称号授与

規則JJ制定 (4.1施行〉

3. 5 都立大学教授戒能通孝，小繋

事件弁護のため辞表提出
ホ

3.27 宇宙航空研究所設立



所 内

「チューダ一期のイギリス法 J(内田力蔵， 1965年度まで )

「アジアの経済法 J(内田刀蔵， 1965年度まで )

「アジア法(とく Kインド法を中心として)の総合的研究 J(内田力

蔵， 1967年度まで 〕

「アメリカ資本主義の構造研究 J(嘉治真三，1966年度まで)

「中小企業の階層分化K関する研究 J(氏原正治郎， 1966年度ま

で)

「社会保障意識K関する研究 J(氏原正治郎， 1965年度まで)

4. 1 [所長〕有泉亨(高橋幸八郎所長任期満了)

〔協議員]高橋勇治・宇高基車市 田高橋幸八郎

〔助手〕石坂昭雄 佐々木隆雄・中主主太一

4.20. E.F.ジェ コ7-教授を囲む研究会

B. C_ツェーファ教授を囲む研究会

所内企画委員会発足(東京大学総合計画委員会設置K対応し，社会

科学研究所体制を再検討)

『研究計画並びK研究実績』刊行はじまる(毎年干1])

6.30. 企函委員会，外国部門の教授懇談会を開催(社会科学研究所の外国

部門の特質を討議)

7. 20. [併任教授〕小林直樹・野田良之(法学部， 1968.3.31まで)， 

併任教授依願を再開，

10. 15 r基本的人権の研究」運営委員会(有泉 高橋(勇〕高橋(幸〕・氏

原・小林・石田 ・高柳・大石)，同幹事会(高柳 波辺・藤田)

発足

10..22 I国立大学協会会則改正案 JVCかんする社会科学研究所意見を決定

(学長選有権者への総会公開，総会議事録の作成・保管，向上議

事録公開など)( 10. 27 東京大学意見)

『社会科学研究J第 16巻第 1号(本年 10月)よ b東京大学出版会

発行となる(第 3巻第 I号以降有斐閣)

11. 1 転出〕伊藤喜雄助手(農林水産技術会議事務局 )

1 L 12 学術会議(人文社会科学振興のための特別委員会〕の「日本近代化

の研究 J計画作成依頼を受諾

1 L 26 r社会科学研究所改組拡充計画 J(案)作成(本邦 8部門，外国 13部

門，客員その他 5部門)

12 月 「日本近代化K関する総合的研究」準備委員会発足

1~6 5年(昭和40 年)

年表社会科学研究所 1945-1976

所 タl

4. 1 日本 IMF 8条国K移行

4.17-4.26 国際歴史学会本部事務

局理事会，東京で開催

4 28 日本，OECDVC加盟

* 5 月総合計函委員会規程制定(1969

4 まで)

6. 1 三菱重工(株)発足(三重工合

併)

8. 2 トンキン湾事件

8.21 -31 北京科学シンポジウム開

催

10. 1 東海道新幹線開業

10. 15 7ノレシテョフ， ソ連共産党第一

一書記兼首相を解任さる

* 1 L 10 総合計画委員会，社会科学研

究所K改組拡充計画案提出を要請

12. 5 マックス 田ウェーパ一生誕

100年記念ツンポジゥム開催(東大

経済学会・社会学会共催)

* L 28 I社会科学研究所改組拡充小委員会」委員として有泉王子，高橋幸八 IL 26 総合計画委員会， I社会科学

郎を選出

3. 31 [停年退官〕嘉治真三(独協大学)

〔転出〕佐藤良雄助手(成城大学)

〔退験〕辰巳光世助手

4 月 1部門増設(rドイツ J)され 12部門と在る(4. 1 ) 

との年度ょ bはじまった共同研究

ーー 19一一

研究所改組拡充小委員会」設置を

決定

2. 7 米，ベトナム北爆開始



1965.4-1967.4 

所 内

「地域開発の社会科学的研究 J(加藤俊彦一経済学部機関研究K

協力参加ー 1967年度まで)

「公害払唱の研究 J(有泉亨一生産技術研究所と協力して発足一

1967年度まで)

「戦後日本V亡なける労働j調査の研究方法K関する基本資料の集成」

(氏原正治郎， 1970年度まで)

「第三次産業の労働問題 J(氏原正治郎， 1967年度まで)

「資本主義の進展と農業近代化に関する比較経済史的総合研究」

(高橋幸八郎， 1967年度まで)

「ソ連邦Vてなける 『工業化』の歴史的 ・実証的研究 J(宇高基輔，

1967年度まで)

「現代社会の構造変化と政治指導ー 1930年代の比較政治的研究」

C林茂， 1967年度まで〕

「住宅団地管理K関する比較研究 J(有泉亨， 1966年度まで)

4. 1 (協議員〕高橋勇治・宇高基輔・高橋幸八郎

〔助教授〕本邦財政金融部門 柴垣和夫

〔助手]高村直助

所 タl

〔転出〕毛利健三助手(福島大学 I4. 13 東京大学， ロストウ訪問中止

4. 16 (教授]高柳信一 | を発表

* 5. 13 r人事K関する内規」検討委員会(高柳 ・波辺 戸原)設置 I 5.26 総長のもとで「社会学部案」

社研のあD方を検討する委員会(加藤委員長)設置 | 検討会設けられ，第 l回会合

6.24 r人事K関する内規」→日改正(r翻訳官」の削除など I5.28 日銀，山一証券κ特別融資

7. 15 あb方委員会 rr地域研究連絡センタ 』の具体的構想tてついて J I 6. 12 家永三郎，教科書検定違憲の

を作成 | 訴え，阿賀野川流域で第二水俣病

8. 26 有泉所長「社会科学研究所改組拡充専門委員会メモ J(専門委Uてな| 発見

ける議論の内容を社会科学研究所の立場から整理 しつつ「社会科 I6. 22 日韓基本条約調印

学の比較総合研究」という創設以来の立脚点から改組拡充の根本

思想、を論じ，あわせて国際問題研究所懐)との関連K言及)

8. 31 (転出]山口浩一郎助手(横浜国立大学)

10. 1 (助手〕松沢哲成

10. 1 インドネシ79.30事件
本

10.21 文学部教官，r社会科学研究

〔併任教授〕芦部1言喜 (1968.3. 31まで 所改組拡充小委員会J(tL地域研究の

11. 18 科学技術基本法案K対する意見(人文・社会科学との関連明確化な | あり方Kついて意見書提出(特定部

ど 局K設置せず，中央直結の全学的機

構とする)

1966年(昭和41年)

1. 1 (教授]渡辺洋三

1. 13 r社会科学研究所改組拡充専門委員会 」社会科学研究所提出の 「改

組拡充仮案」を承認

2.24 r社会科学研究所改組拡充専門委員会報告 J(tLもとづき概算要求起

革委員会 L加藤 ・潮見・石田・安良城 ・藤田)設置

国大協 「大学の管理運営K関する意見(案)J検討小委員会〔高柳・

淀辺・石田・安良城・柴垣)設置

一-20一一

* 2. 16 r社会科学研究所改組拡充専

門委員会報告書J(2. 23 総合計

画委員会承認)((1)本邦 ・外国 2部

門市IJ (2)外国部門の国別編成を地域

別編成K改組 ・拡充 (3)国際問題研

究所廃案など)



年表社会科学研究所 1945-1976

所

3. 1 講師〕フランス部門 稲本洋之助

3. 31 [転出〕 山本潔助手(法政大学)

〔退職〕伊藤隆助手

4月 乙の年度よりはじまった共同研究
本

「日本の近代化の構造的特質に関する総合的研究一人文社会諸

科学の協同Kよる ー J(高橋幸八郎， 1968年度まで)
キ

「日本の近代化過程tてかける国家と経済K関する総合的研究一国

際的契機との関連十てないてー J(林茂， 1968年度まで)

「イギリス近代法の生成と展開 J(内田力蔵， 1973年度まで)

「団地居住者生活実態調査J(氏原正治郎， 1968年度まで)

内 所 外

4. 1 [所長〕高橋幸八郎(有泉所長任期満了 〉
本

4 月 東洋学文献セン Fー設置(東

洋文化研究所)，中国文化大革命

拡大

〔協議員〕林茂 ・加藤俊彦 ，潮見俊隆

〔助教授 〕本邦公法部門 奥平康弘(名古屋大学)

〔講師〕ソ連経済和田春樹

〔助手 〕戒能通厚-柳沢治

〔併任教授〕遠藤湘吉(経済学部，1975. 1 O. 1 9まで )

〔転出〕山口浩一郎助手(横浜国立大学)

4. 14 r国立大学協会大学管理運営協議会 『大学の管理運営K関する意見

(案)Jvc:対する意見

5. 9 r東京大学社会科学研究所改組拡充案」を決定(改組拡充の趣旨， I 5. 11 明治百年記念準備会議(議長

改組拡充の特色3 研究部門(23部門案)内容説明)( 5. 26. 佐藤栄作首相)発足

22部門案K修正〕

5.26 ヰ報伝研究第一テーマVc:r技術革新」推進を決定
キ

6.23 改組拡充と関連して， (1) r社会科学資料文献センター」検討委員会 I6 月 大型計算機センター設置

(氏原・被辺 古島他 )，なよび，(2) r客員部門」検討委員会 110.31 中教審「後期中等教育の拡充

(協議員高柳)設置

8. 1 [転出〕石坂昭雄助手(北海道大学)

10. 1 [助手〕手塚和彰
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〔転出〕高村直助助手(横浜国立大学 の自治」配布

10.20 r資料文献セン Fーの考え方 J(セン Fー業務内容 r資料文献セ|日 30 国大協学生問題特別委員会

ンタ一団地」構想、左ど)

12. 1 [転出〕場部政男助手(一橋大学)

12. 14 社研職組青年部結成

「学生問題K関する所見」 発表

12. 8 建国記念日審議会，建国記念

日r2月11日」を答申

1967年 (昭和 42年)

2.23 特殊研究「技術革新の研究」実施計画作成のための小委員会(氏原

・高柳 ・安良城・柴垣)設置

3.31 停年退官〕有泉亨(上智大学)

〔転出〕佐々木隆雄助手(法政大学) ・山田卓生助手(中央大学)

4月 との年度よりはじまった共同研究

* 「技術革新のなよほす社会経済的影響 J(加藤俊彦，1971年度まで)

「義本主義形成展開と『営業の自由JJ(高柳信一， 1972年度まで)

「アメリカ独占資本主義の研究 J(鈴木圭介， 1972年度まで)

一-21ーー



1967.4-1969.1 

内 外所

4. 1 協議員〕林茂 ・加藤俊彦 ・潮見俊隆

〔教授〕古島和維

〔助教授〕稲本洋之助

〔向〕イギリス部門 岡田与好(東北大学)

〔同〕イギリス部門 戸塚秀夫(明治大学)

〔助手〕神林章夫・西川純子・宮崎良夫

〔転出〕中富太一助手(滋賀大学)

〔事務長〕安原弥三郎(本部経理部)(長谷川潔事務長転出)

5. 16 [名誉教授〕有泉亨

6. 1 部門増設 (1アメリカ圏経済 J)，拡充改組スタ トし，計 13部

門となる

〔教授〕石田雄

6. 15 社会科学研究所創立 20周年記念講演会(於法文経 22番教室)

氏原正治郎 「戦後労働市場の変貌 J.高柳信一「基本的人権序説」

所

5 月 学術研究への米軍資金援助が
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6.20 ゼロックス (420型)はじめて設置 | 事訴訟を提起

7. 1 1東京大学社会科学研究所拡充改組計画説明資料 (1-四一1967)J1 9. 1 四日市ぜん息患者も民事訴訟

作成 | を提起

10.31 第 1回「技術革新」全体研究会 110 8 3派系全学連，佐藤首相のベ

12. 1 [併任教授〕隅谷三喜男(経済学部， 1971. 3. 31まで トナム訪問阻止行動

12. 14 事務機構検討小委員会(研究室主任，図書，雑誌，出版各委員長) 111. 13 ベ平連，米空母イ y トレピッ

設置 | ド号4水兵の脱走を発表

1968年(昭和43年)

1. 18 教授会，助研会より提出の所長選挙権要求の要求書を検討 3 次期所

長選挙は従来どを!Jvc行うととを決定

1. 25 社研 13部門中 11部門K大学院学生定員がついた ζ と報告される

2. 1 [助教授]和田春樹

2. 6 パ リ大学文学部アンリ・ノレフェ ーフソレ教授をかとむ研究会

2. 16 [講師 〕政治部門 有賀弘(法政大学)

3. 7 社研増築のための予算が認可されたため 3 建築委員会(潮見俊隆委

員長)iJl設置された

3. 26 W基本的人権』第 1巻(総論)，東京大学出版会

3. 31 [転出〕保木本一郎助手(国学院大学〕

4 月 2部門増設(1ヨー ロッパ圏経済第 1J， r社会主義圏法律 J)さ

れ， 15音E門と念 る(4. 1 ) 

定員削減で事務定員 1名滅

ζ の年度よ bはじまった共同研究 1 4. 17 八幡 ・富士製鉄の合併発表

「戦後日本Kなける労働争議の法社会学的研究 J(藤田若雄，197115.3 パリ r5月革命」のはじま b

年度まで 15.27 日大全共斗結成

4. 1 所長]加藤俊彦(高橋所長任期満了 1 6. 2 米ジェッ ト戦闘機，九大K墜

〔協議員 〕高橋幸八郎・潮見俊隆 ・高柳信一 | 落

〔助教授〕アメリカ圏経済 馬場宏二(神奈川大学)

〔助手〕小湊繁・早川|征一郎・平石直昭 ・本間重紀

一-22一一

1. 19 米原子力空母エンタープライ

ズ佐世保入港

* 1. 29 医学部で登録医制度反対の無

期限スト

1. 31 南ベ トナム解放戦線，テト攻
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年表社会科学研究所 1945-1976

内 外所

5. 1 [教授〕藤田若雄・鈴木圭介

6. 18 助研会，機動隊導入V亡対する抗議声明を発する

6.20 臨時教授会で事態を協議，評議会Kよる導入 「了承 JI'C疑問出され

る

7. 10 教授会，社会科学研究所名の意見書(7.9付)を総長K提出(機動

隊導入の危険性を指摘し 6.17措置を批判)

7. 16 [助教授〕有賀弘

8. 12 教授会， 8.10告示Kついて討議

10. 3 教授会，学内問題Kついて審議し，医学部処分を撤回し，学生との

合意を重視し，機動隊導入を反省して，青医速を公認するととが必

要であるとの見解K到達

10.29 緊急教授会，総長試案について討議

IL 7 加藤所長辞意を表明，高橋上席協議員もとれK向調，教授会， ζれ

を認め，氏原正治郎を所長事務取扱K選出

IL 8 文学部「団交 」をめぐる機動隊導入の危険にかんし，執行部K慎重

K判断すべきととを申し入れる

1 L 9 r教授会確認事項 00.29付)Jを承認し，部局内K配布するとと決

定 (8.10告示廃止，評議会自明Hてよる処分取消し，機動隊導入自

己批判，青医連公認，全学集会での合意tてよる解決)，教授会内

K基本問題委員会と対策委員会を設置

1 L 11 との日より教授会メンパ-I'Cよる宿直をなとなうととKなる

1 L 14 [所長事務取扱〕氏原正治郎

〔協議員〕古島和維

1 L 16 教授会， r 8.10付告示についての見解J決定

12. 1 [助手〕原因純孝

12. 5 社研対策委員会「医学部処分取消の根拠と文学部処分問題」を作成，

総長代行K提出

12. 10 同r12月2日付『学生諸君への提案』の問題点 」を作成，総長代行

K提出

所

キ

6. 15 全学闘，安田講堂占拠

* 6. 17 機動隊導入，評議会了承
キ

6.20 9学部ス ト
ネ

6.28 総長会見

7. 2 長田講堂第 2次占拠

* 7. 16 全共闘 7項目要求

ヨド

8. 10 総長告示

8. 20 ソ連軍，チェコ侵入
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* 
12. 12 理学部化学教室で人文系4研究所教官と加藤総長代行との会見 112.26 加藤総長代行rr提案』をめ

12.26 教授会 ，社研職組より提出された 「社研民主化」 要求Kついて討議 | ぐる基本的見解J，7学部代表団と

12 月 談話会をとの月で終9，春まで中止するとととなる | の予備折衝

1969年 (昭和 44年)

L 9 社研の建物内K侵入 した共閥系学生が，教育学部内の民主化行動委

の学生を攻撃 し，との戦闘で社研のうけた被害は甚大であった。

機動隊が導入され，共閥系学生は逃げ去ったが，民主化行動委の

つ〈ったパ リクードが社研内Kのとり， 同委系学生I'Cよる社研の

建物の一部占拠の状態と念った

L 10 所長代行は民主化行動委代表Kパリクー ド撤去を申し入れる，との

日より教官の日直はじめる

L 11 教官個室の重要書籍避難

L 14 所長代行は新聞研究所岡部所長との連名で，全学共闘会議と民主化
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* L 10 7学部集会，10項目確認書

* L 14 工学部ス ト解除，安田講堂城

砦化はじまる



1969.1-1971. 10 

内 所 タl所

行動委員会の双方K厳重申し入れ

1. 16 教授会，入試問題Vてついて討議

1. 31 教授会，確認書について討議

2. 4 全学閉鎖，検問K立つ

2. 6 との日よ 9，教官 Kよる宿日直と bやめる

2. 18 所長選挙，氏原正治郎選出

2.22 (所長〕氏原正治郎

2.27 社研改革委員会設置(高柳・加藤.戸塚奥平 )，社研改革シンポ

ジウムをはじめる

3. 15 新館竣工(地下 1階地上6階 2，074平方米)

3.25 r基本的人権』第 5巻刊行，とれKて完結

3. 31 (停年退官〕内田力蔵(国学院大学)

4 月 1部門(r社会法J)増設され， 16部門となる(4. 1 ) 

との年度よりはじまった共同研究

* 「戦後改革の比較的・総合的研究 J(氏原正治郎， 1972年度まで)

r 19世紀後半K台ける欧米諸国Kむける近代化の実証的研究 J(氏

原正治郎， 1969年度かぎり)

r r新左翼j労働運動の歴史的・実証的研究 J(戸塚秀夫， 1974 

年度まで)

4. 1 停年退官〕高橋勇治(千葉大)

〔協議員〕高柳信一・潮見俊隆古島和維

〔助教授〕私法部門利谷信義(都立大)

4. 17 教授会，非常勤講師出向の枠を再確認(週 3回以内，集中講義 2週

間以内)

4. 24 ソ連科学アカデミー アジア諸民族研究所日本部長ラトゥイシェフ

博士をかとむ懇談会

教授会 3 東大紛争総括Kかんし，と(It(助手の傍聴をみとめて討議

5. 22 新館のヲ|波しをうける

5.23 教授会，ヲ|きつづき，東大紛争総括のための討議

5.27 (名誉教授〕内田力蔵高橋勇治

6.26 社研改革シンポジウムを終えるととを決定

7. 16 (併任教授〕立病明(法学部， 1974.3.31まで)

7. 17 全体研究「戦後改革の比較的・総合的研究」の運営方法Kついての

討議が主?となわれ，石田，利谷，柴垣の 3委員を選出

10. 2 教授会，法科系助手Kついても募集をbとなわないと決定

10.21 r戦後改草の研究」運営委員会(石田 ・藤田・大石・戸原・刺谷 ・

柴垣)発足

10 月 「戦後改革の研究」第 1回研究会

11. 4 職組，宿日直全廃の要求を確定する

12. 10 柴垣和夫，総長補佐(改革担当)と左る(1970.2. 6まで)

1970年 (昭和 45年 )

3. 12 宿日直H噛での所員懇談会
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3 月 東京地裁で東大事件公判開始

本

4. 1 加藤一郎，総長K就任

本

5 月 全学部で授業再開

6. 8 ニクソン3 グアム・ドクト リ

ン発表

8. 3 大学運営K関する臨時措置法

制定

次第会査調
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10.21 反戦デーで職員5名逮捕

11. 16 '/ンミ事件暴露さる

11. 22 佐藤ニクソン共同声明

I 2. 3 核兵器拡散防止条約調印



年表社会科学研究所 1945-1976

所 内 外所

3. 14 [所長]漸見俊隆〔氏原所長辞任)

〔協議員〕高柳信一 ・古島和雄 ・大石嘉一郎

この頃 『基本的人権』合評会

3. 31 [転出〕西川純子助手(関東学院大学)・柳沢治助手(明治学院大

学)

4月 との年度よりはじまった共同研究

「戦後改革と産業構造の変革 J(潮見俊隆， 1972年度まで)

「市民革命の研究 J(岡田与好， 1972年度まで)

「現代の家族法と家族政策K関する総合的研究J(利谷信義)

「農村・漁村の法律問題 J(波辺洋三)

〔助教授〕労働部門 山本潔(法政大学)4. 1 

6.25 

7. 9 

10. 1 

10.29 

1 L 12 
12. 3 

宿日直問題の改革決定(一般義務を廃し，特殊な職穏をなく)

社研改革委員会設置(波辺洋三委員長)

〔転出〕手塚和彰助手(千葉大学)

「社研改革委員会討議資料(第 l次)J教授会で討議

図書掛が，資料 ・雑誌、掛と図書掛K分けられる

「社研改革委員会討議資料(第 3次)J 

1971年(昭和 46年 )

2. 1 r戦後改革」研究のため事務助手採用(任期 3年プラスアノレファ)

2. 18 所員会で社研改革問題の討議はじまる

3. II 改革論議のまとめとして， r 197 L 3. 11所員会の決定・了解事項」

できる(L助手制度Kついて 2.月例研究発表会Vてついて 3全

体研究Kついて， 4.グループ研究Kついて， 5.出版物Vてついて，

6.雑誌、Vてついて， 7.業績の点検Kついて， 8非常勤講師の制限)

3. 18 [協議員〕高柳信一 古島和維 -大石嘉一郎

3 月 『東大社研所蔵極東国際軍事裁判記録j第 1冊出る

4 月 ζの年度よりはじまった共同研究

「近代フランス法の研究 J(稲本洋之助)

4. 1 [事務長〕白石由博〔生産技術研究所)(安原弥三郎事務長転出)

〔転出〕小湊繁助手(信州大)

有賀弘，総長補佐となる 0972目 9.1まで)

4. 15 月例研究会発足(第 l回，石田雄「政治学と隣接科学一法社会学

との関連を中心として J) 

5. 13 社研改革委員会「当面の助手制度探)J 

5.27 教授会，助手問題Kついて討議

6. 16 [併任教授〕篠原ー(法学部， 1974.3.31まで)

6. 17 法律・政治系と経済系の助手募集を決定

9. 9 教授会，.r部局自己点検第 1次検討事項 J~てついて討議

9. 30 法科系助手として 3名採用、決定

社研改革委員会「部局自己点検報告書 J(その 1) 

10. 1 [助教授〕工業部門 山崎広明(法政大学)
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* 4 月 「大学改革準備調査会管理組

織専門委員会報告書 J，同「研究

教育組織専門委員会報告書J

* 6 月 改革委員会(教官)中問答申

6.23 日米安保条約自動延長
* 8. 28 地震研宮村教授事件発生

10. 19 国会の裁判官訴追委員会，平

賀元札腕地裁所長を不訴追，福島

判事を訴追猶予と決定

1 L 25 三島事件

6. 17 沖縄返還協定調印

7. 15 エクソン訪中発表

8.月 ドノレシヨァク，円の変動相場

制への移行
本

9 月 改革室発足，長期計画特別委

員会設置

* 10 月 研究教育体制専門委員会3 教

官自己規律専門委員会発足



1971. 10-1974. 3 

所

11. 1 r図書借出及び閲覧規定J改正

11. 18 非常勤務師出向を年間 2コマ以内と変更

経済系助手募集なな見送bと決定

内

12. 2 教授会，調査助手(労働)の採用規準と服務規律決定

12. 16 安良城盛昭助教授辞意表明

次期全体研究のテーマVてかんする討議主?となわれる

1972年 (昭和 47年 )

1. 20 調査助手(労働)採用決定 (2.16発令)

2. 16 マイクロ・ リーダー ・プリンター購入

3. 2 安良城助教授の辞表受理を決定

3. 14 (所長〕高柳信一

〔協議員〕波辺洋三・大石嘉一郎 古島和維

3.31 (停年退官 〕宇高基輔

〔退職〕安良城盛昭

〔転出 〕早JI¥征一郎助手(法政大学)

〔同〕松沢哲成助手(東京女子大)

4 月 との年度よ りはじまった共同夜間

「現代社会主義の研究 J(古島和雄， 1975年度まで)

4. 1 (助教授〕ヨーロッパ図法律戒能通厚

〔助手〕田端博邦 ・吉田克己 ・松本礼二

所 外

10.25 国連総会，中華人民共和国の

加盟を決議

12. 14 キノフォノレム薬害訴訟はじま

る

1. 22 イギリス， E C(I[加盟

2.21 エク yン訪中

5. 15 f!t.縄復帰

〔転出〕村淋章夫助手 (信州大学 I7. 4 ソウノレ・ピヨンヤンで南北共同声

5.23 (名誉教授〕宇高基輔 | 明

9.28 宇土砂f改革委員会 rr教官自己規律専門委員会報告j (修正第 1次案)I 7. 7 回中内閣発足

(1[ついての意見 J I 9.25 日中共同声明調印

* 10 月 高柳信一・藤田勇編 『資本主義法の形成と展開ー資本主義と営業 110 月 研究教育体制専門委員会と教

の自由J1.東大出版会 | 官自己規律専門委員会，報告提出

* 1 1. 1 (教授〕戸原四郎 111. 10 経済系大学院自治会，無期限

11. 15 経済系大学院生Vてよ b経済系 4教官の研究室が封鎖される

11. 16 社研改革委員会rr総長 ・部局長の選任K関する中間報告』について」

教授会，封鎖自主解除決定，ただちK執行

次期全体研究のテーマを 「ファシズムと民主主義」と決定

「戦後改革 」研究の成果報告書の繍別構成，最終決定

この頃 経済系大学院生による第 2次封鎖のととろみな しかえす

12 月 第 1日曜日よ 9，新聞研究所ととも(1[，休日の無人化実施される

12. 14 rファシズ ムと民主主義 」運営委員会発足(奥平委員長 ・有賀 稲

本.馬場・ 山崎)

1973年(昭和 48年 )

2. 8 社研改革委員会 「改革委員会(教官)部会報告 フォーラム

No. 27 (1[ついての意見」

2. 15 r社会科学研究』の出版を紀要方式K一元化するととを決定

社研改革委員会 「教官自己規律Kかんして当研究所が新たKとる

- 26ー

ストに入9，経済学部研究室を封鎖

* 12. 19 評議会，教官の自己規律Vてつ

いて決定 r総長選挙内規の一部を

改正する内規 」を議決

* 1. 9 学生自治会中央委員会公認

1. 27 ベトナム和平協定調印



所 内

ベき方策Kついて」

2.22 r教官自己規律K関する部局措置Vてついて 1973年2月22日社会

科学研究所教授会」を討議，承認(在任 10年どとの業績評価制

度)

年表社会科学研究所 1945-1976

所 外

3. 15 社会科学研究所 「教官 自己規律K関する部局措置十てついて J(準備 I3. 6 経済系大学院自治会， スト・

期間をむき実施 封鎖をとく

3. 22 社研改革委員会 「事務体制lの改善Kかんする若干の提案 J(業務掛

Kなける研究事務の充実，研究業務計画会議の開催)

4 月 I部門u工業J)増設され，17部門となる (4.1 ) 

との年度よりはじまった共同研究
ホ

「ファシズムと民主主義の比較的・総合的研究 J(波辺洋三，1977 

年度まで)

「イギリス所有権法の総体的把握 J(戒能通厚〕

4. 1 [停年退官〕高橋幸八郎(早稲田大学)

〔同〕林茂(神奈川大学)

〔同〕鈴木圭介

〔同〕藤田若雄(国際基督教大学)

〔協議員〕波辺洋三 ・大石嘉一郎 目古島和維

〔教授〕奥平康弘・井出嘉憲 戸塚秀夫 -矛IJ谷信義

〔助教授〕社会主義園経済 二瓶剛男(法政大学)

〔助教授〕 ヨーロッパ圏法津 広渡清吾 (京都大学助手)

〔助手〕古城誠 ・波辺治

4. 16 [助教授〕ヨーロッパ園経済第 1 毛利健三(福島大学)

〔同〕公法宮崎良夫

5. 1 [助教授〕アメリカ圏経済 安保哲夫〔法政大学)

5. 15 [名誉教授〕高橋幸八郎・林茂

5. 17 東大社研「筑波大学法案」研究会 「筑波大学法案K関する見解」

5.29 r戦後改革 」第 48回研究会，とれをもって研究会終了

6. 1 [教授〕柴垣和夫

9.27 ホップスポーム教授をかとむ研究会

10. 1 助教授〕財政金融加藤栄一 (東北大学)

10. 4 :t士研改革委員会 「大学Vてなける 『研究所問題Jvc関する調査研究

報告書(案)vcついて 」

10.. 6 ソノレボンヌ大学ドロ ーズ教授をかとむ研究会

日 l 全体研究補助助手を再採用

12.28 調査助手制度問題Kついて職組青年部要求提出

1974年 (昭和 49年 )

本

4. 1 林健太郎 ，総長K就任

4. 7 東大事件最後のグノレ ープK地

裁判決

4~5 月 ニク j ン政権， ウ ォ ター

ゲート事件で大ゆれ

* 7. 1 創立百年事業全学委員会発足

8. 8 金大中氏主主致事件

9. 11 筑波大学法案成立，テリ クー

テタ

9.21 日本 3 ベトナム民主共和国承

五忍

10. 1 第 4次中東戦争，原油価格値

上げ， エネノレギー危機

10.. 14 ~イ学生革命

2. 15 調査助手問題Kついて職組要求提出 I 1 月 不況は じまる，東南アジア各

2. 19 助研会，博士課程 l年ない し2年 ょb採用された助手の任期を 3年 | 国で田中首相，反日デモK迎えら

プラス 1年Kしてほ しいとの要望書提出 | れる

3. 7 綜合大学院構想、Kついて教授会で討議 I 2 月 国会で石油会社，商社追及さ

3. 13 所長と職組交渉委員会委員長との問で確認書(調査助手制度設置vc l れる
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1974.3-1976.12 

所 内

あたって事務職員の意向を反映させなかった点はいかんである)

3. 14 [所長〕夜辺洋三 (高村11信一所長任期満了)

〔協議員〕大石嘉一郎 潮見俊隆・戸原四郎

調査助手制度問題を契機として，教富と事務理究員の合同委員会，研

究事務休館l験討委員会設置さる(氏原委員長・井出 ・小黒 ・戒能

櫛引 ・柴垣・塚越った子・塚越由夫 ・松岡 吉田 .1渡辺治 ・波辺

福治-波部)

3.20. 教授会見解 r~総合大学院の構想Kついて.! (49. 2. 19改革室)

K対する見解」

東大社研編 『戦後改革J1 (課題と視角)，東京大学出版会

3.29 所長と職組交渉委員会委員長との聞で確認書(調査助手が辞表を提

出した上，任期終了後一定期間助手の地位を保持しつづけるとと

で合意なる)

4月 ζの年度よ bはじまった共同研究

「現代財政金融の研究 J(加藤俊彦)

「土地・都市開発法制の総合的研究 J(波辺洋三 )

4. 1 [助教授〕社会主義圏政治 近藤邦康(北海道大学)

〔同〕農業西田美昭(高崎経済大学)

〔助手]馬場康雄・後藤光蔵

〔事務長〕鈴木一男 (文学部) (白石由博事務長転出)

〔転出 〕平石直昭助手(千葉大学)・本間重紀助手(静岡大学)

新聞研究所，史料編纂所ととも K株式会社ライトブノレ一社との間K

宿日直及ひ'夜間巡回の委託契約結ぶ

所 外

* 
5. 1 (併任教授〕斎藤真(法学部 I5 月 百年史編集委員会設置

〔同 〕三谷太一郎(法学部 I7. 3 金芝河らK死刑判決

6 月 「研究事務体制検討委員会第 I次中間報告(草案)J I 7. 7 参議院選挙，保革接近

7. 12 研究事務体制検討委員会 「現行グループ'研究調査助手制度Vてついて I8. 8 ニク Yン大統領辞任

の提案」

10.. 3 r研究事務体制検討委員会最終報告書ー管理体制 コミュニクー

ション組織の改善と研究事務体制jの将来方向Kついての提案一」

10. 15 r今後の社研諸組織のあb方Kついての所長提案」

10..24 上記提案への修正と補足が所長から説明された上で3 所員会，所長

提案承認。 「現行グノレー 7・研究調査助手制度の廃止K伴う今後の

措置Kついて」討議

11. 28 所長提案「グループ研究の位置づけー主として研究事務体制との

関連(i(沿いて 」

12. 12 社研改革委員会「文部省在外研究制度の運用Kついて J

社研史編纂委員会設置(岡田委員長・井出・柴垣 ・高柳・広波・山

本和田)

1975年 (昭和50.年 )

* 11. 29 建築委員会長期計画特別委員

会第 4次結果報告 「本郷キャンパス

の計画原案」

12 月 田中首相辞任，三木内閣成立，

ζの年，マイナス成長

l 本

1. 23 戒能助教授より提出された辞表を受理するととを決定 I 1. 24 r改革室総合大学院機想専門

2.27 所員会，所長提案「全体研究事務体制の問題点の整理と提案」を了 | 委員会報告書」
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所 内

承

2.28 (退職〕戒能通厚

3. 14 (協議員〕潮見俊隆 ・大石嘉一郎・戸原四郎

3. 31 (退職〕田端博邦助手

4 月 この年度よ Dはじまった共同研究

「“高度経済成長 "の終駕tてともなう労使関係変貌K関する実態調

査研究 J(氏原正治郎)

「日本近代法史研究 J(矛IJ谷信義)

4. 1 (停年退官〕磯田進(日本大学)

〔教授〕山崎広明

〔助教授〕政治 坂野淵二 (な茶の水女子大学)

〔助手〕池田恒男 ・奥田央工藤章田中慎一

4. 24 i r総合大学院構想専門委員会報告書JI'L関する見解 Jを決定

7. 25 r戦後改革J8 (改革後の日本経済)，刊行完結

9. 18 i r国立大学入試改善調査研究報告書JI'Lついてのアンクート tてた

いする回答」を決定

10. 19 遠藤湘吉例任教授死去

10.23 r戦後改革』合評会はじまる

11 月 『東京大学社会科学研究所てびき』刊行

1976年 (昭和51年 )

2. 10 γ ェフィーノレド大学ブラウン教授をかとむ研究会

3. 1 (助教授〕社会法田端博邦

3. 14 (所長〕岡田与好(i渡辺洋三所長任期満了)

〔協議員〕藤田勇 ・戸原四郎 ・奥平康弘

4 月 との年度ょ bはじまった共同研究

「昭和恐慌の実証的研究ー農村恐慌を中心として ー J (大石嘉

一郎)

4. 1 助手]伊藤正直・菅井益郎

〔併任教授〕林健久(経済学部〕

7. 8 iファツズムと民主主義」成果報告書編集プラン最終確定

9.29 所長名でn国立大学協会共通第一次試験K対する本学の態度.111( 

ついての意見」提出

11. 30 (退職〕原因純孝助手

一一 29一一
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所 タト

2. 17 韓国で政治犯多数釈放

4. 6 韓国で政治犯8人処刑l

4. 17 プノ y ペン陥落

4.30 サイゴン陥落，ベトナム戦争

なわる

* 8. 16 i東京天文台不祥事件」処分

9.30 天皇訪米

11. 26 公労協，スト権スト

2. 4 ロッキード汚職暴露

3. 1 韓国で民主救国宣言

6.24 ベトナム社会主義共和国成立

7. 27 田中前首相逮捕

9. 9 毛沢東死去

10. 6 !J.イ・クデタ

10. 7 中国「四人組」追放発表

11. 3 民主党カ タ一候補，大統領

K当選

11. 17 -18 国大協総会，国立大学共

通第一次試験実施の方針を決定

12 月 三木退陣，福田内閣成立



座 談 会 社 会 科 学研究所 の 30年

以下κ収録した三固にわたる座談会のうちは 1963年 2月に社会科学研究所の創立時の

関係者κよって開催され， r社会科学研究』第 15巻第 1号κ「社会科学研究所の十五年Jと

題して掲載されたものを再録したものであり 2および 3は，今回あらためて歴代所長によ b

開催されたものであるが，後二者Uてついては，速記原稿が膨大であったため，編纂委員会の責

任で大幅K圧縮したものである。

1. 社会科学研究所の創立をめぐって

日時 1963年 2月 22日

場所 本郷学士会館分館

会司

栄

亨

妻

泉
我

有

衛

成

郎

兵

信

八

幸

内

飼

橋

大

鵜

高

繁

蔵

蔵
弘

力

原

野

田

南

宇

内

者席出

l はじめに

高橋 きょうはたいへん台忙しいととろをわざわざ私

ども のためK訟でましくださいまして，どうもありがと

うどざいました。

私どもの社会科学研究所はなかげをもちまして，昨年

の 2月 1日で創立 満 15周年を迎えるととが出来ました。

笑を申しますと，法制的には，終戦の翌年昭和 21年8月

24日K勅令第 394号「社会科学研究所官命IJJをもって当時

の東京帝国大学に附置されたととになっていますけれど

も，私ども研究所の慣行では，その翌年の昭和 22年 2月

1日に関所記念講演会が本学の法文経 25番教室で行念

われましたととから 2月 1日をもって関所記念日とい

たして台ります。そんな関係では去年の 2月 1日が創立

満 15周年K あたるわけでどざいます。それで，私ども

した先生方Vておいで願いまして，創立当時のいろいろの

な話をお聞かせいただきたいと考えまして，今日，ど多

忙中Vてもかかわりませず，ど足労をわずらわせたわけで

どざいます。との会合は雑誌・出版委員会の方で計画い

たしましたが，必ずしも パブリ ッシュするという意味で

記録をとるわけではないのであ Dますが，宣IJ立当時のと

とをできれば記録として残したいと存じまして，速記さ

せていただきますが，先刻までのお話のよう K全くど自

由にいろいろ台話を承わりたいと存じます。

歴代の所長がみえておりますので，それからあとのと

ともど報告申上げるととができょうと思いますが3 いろ

いろな世話Kなりました創立当時の台話をお聞かせ願い

たいと存じます。

それでは，有泉さんK司会をま?願いいたします。

の方では何か有意義な事業でも行ないたいと考えまして 2 社会科学研究所創立の発想一敗戦と大学

記念論文集の執筆・刊行を計画いた しま した。それが膨 有泉 必ずしも進行係という約束で出席したわけでは

大なものになってしまって，一年ほどかかったものです なかったんですが。……終戦後間もない頃K社会科学研

から，記念式典をもう一年延期して，との 3月27日κ，形 究所を作ろうという意向が法学部，経済学部あたりで出

ばかりでどざいますけれども，式典を挙行させていただ てきた，そのへんの事情からお話を始めていただければ

きたいと考えて公ります。との15周年記念式典につきま ありがたいと思います。

しでは，あとからまた改めてど案内申上げますけれども， 南原先生が 『社会科学研究』創刊号Kな書きくださっ

それに先立ちまして，創立前後KわたPまして，いろい たものもどざいますが，とれは必ずしもみなさんな読み

ろ社会科学研究所設立のためK御奔走，御尽力下さいま になっているわけではありませんので，社研創立の際の
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座談会 社会科学研究所の 30年

考え方をまず南原先生から公話しいただきたいと思います。('[も， きょうはないでK在っていないけれども，舞出君

とういう構想は戦前からもあったものでしょうか。自 が学部長で，経済学部の教授会Kも話をしてもらった。

然科学の方は附置研究所というものが前から東京大学K 名前はあとから決まるけれども，そういうものを作ると

ありましたが，社会科学系統の方でも，学部のほかK研 いうととで，だいたいの意見が一致して，それで動いた

究所をもったらどうかという議論が出てきたのは戦後の わけです。

ととでしょうか。 少し飛びますけれども，案外すらすらと，翌年の 8月

南原 あまり私は直接過ぎるから，ぼ〈が話さない方 Kすっかりできあがるわけです。 ζれはたまたま私が本

がいいのじゃないかと思いますが，ほかの方， どうかな。 部K行って，総長十てなったというととが非常K便宜であ

我妻今の質問は，東京大学K人文科学の研究所が附 ったと思う。 ζれは決して私の功績では在いので，とき

置された，東洋文化研究所は前Kあったが，社会科学ー の文部大臣が前田多門さんだった。そとで私は早速，そ

般は在かった。それが南原さんの時代Vてできあがった， ういう法経の意向を体して，ど協力，ど援助をよろし〈

その構想は前からあったものかという質問でしょうね。 というととで，大臣Kいろいろ説いた。無条件Kζれを

南原 少しさかのぼって申しますと，今はちょっとそ 受入れてくれましてね。前回さんも今日，亡〈なって残

の感じが湧かぬけれども，昭和20年8月15日という日を 念ですけれども，また今，病気しているけれども ，山崎

迎えた前後ですかね。とれはちょっと今，想像がつかな 匡輔君が次官だったが， ζの人も大いK協力してくれた。

いような大学の一つのふんいきですからね。学生はなら それで， とれはーぺんで承諾してくれたんです。そうい

ず，み在兵隊K行ってb って，それが 9月の末Kなって， う意味Uてないて割合κ順当なコースをたどった。そのか

だんだん帰ってまいりまして，疎開していた書物もとち わり，高橋所長からときどきいわれるけれども，設立の

らK戻すというような ζ とで，とKか〈学生も含めてそ 趣意書があるでしょう 。ζれをみて大いにへきえきする，

ういうなかK学部の再興をはかろうというふんいきは非 驚くというけれども， しかしとういうととをうたって，

常K私はあったと思う。 単K学内の法経の総合研究というととだけでなし('[，も

それで，たまたま私がその年の 3月から学部長をやっ う少し国家的在意味を含めて，との問題を説明したわけ

ていた関係上，率直K申してその前からいろいろ考えて です。そζで政府も閣議で ζれを決めた。その動機は学

なったんです。それは B月15日が〈るのが少し遅かった 内だけでなし('[，戦争中ずっと，とれは大内さんがいち

ですけれども，前々から多少考えてなりまして，今の研 ばんよく知っているけれども，財政経済すべて軍部が中

究所の問題ですが，自然科学の方はそのとき Kは古いの 心ですね。そとで計画してやるんです。ああいう無謀な

は伝染病研究所，その次は地震研究所， 割合K新しい 大きな計画をやって，それK同調したような少数の学者

のは航空研究所，すばらしい大きなものがあったわけで が参加していたけれども，それでとういう戦争の敗戦の

す。ととろが，文科系統は，我妻さんのな話の東洋文化 結果Vてなったんですからね。なんとかいよいよ大学とい

研究所だけであった。とれはまさK戦争中Kできたんで うものが，ともか〈も本格の研究をして，政府，国会な

す。今考えるものと違った意味Vてないて，東亜共栄園地、 どもそういうものを大いK役立ててもらうよう tてという

な，そういうととがいわれた時代に作った。平賀総長の 国策的な意味を半分加えて， ζの問題を説明したから，

時代Kζ じんまりした，あまり大きくないものですけれ 割合K政府も ，それは必要だというととの共鳴を得たん

ども，それがわずかκあっただけであって，法経という だと私は思うんです。簡単K申しますとね。

ものK関しては全然今まではなかったんです。ですから，

戦後tては何か作りたいと思うし，ひとつみなさんと相談 3 ["社会科学Kついてj一一名称の問題

して，研究所があってもいいじゃないかという ζ とを考 南原それで，社会科学研究所という名は，それを提

えました。 8月15日以後の新しい時代を迎えて，たしか 出する前('[決めたんです。とれは私が本部Kまいりまし

私は法学部の我妻君を初め諸教授K相談して，イ可かζ し てから，我妻君がやってくれまして，文部省K出してあ

らえるととがいいと恩うので，制度調査会を法学部で作 るζの文章などは多分我妻君が書いたんでし I句，私の

ったと思う。そζで一般Kそう h うものを含んで，みな 文章じゃないよ。(笑)

きんで相談してもらいたい。そのなかで私自身は，具体 そとでね，みんなでなんという名前をつけようかとい

的な案として，研究所を作ったらどうかというととを具 うととで，内輪でいろいろ話をして，
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1 社会科学研究所の創立をめぐって

うかな，少し新し過ぎるじゃないかという慎重論もあつ いわれて，それで少し説明を中間で出したんじゃないか

たけれども，結局はそζK落着いた。私は今，小野塚先 と思うけれ ども，どうだろう 。説明補足と して。政府機

生の小伝を書くためI'C，いろいろ材料を集めているんで 関の在地、十てのみ ζめない人がいるから・・・-。

すが，小野塚先生は昭和 4年から 9年の終りまで総長を 我妻そうかもしれませんね。

していた。その日百和 4， 5， 6年どろは社会科学という 有泉 昭和22年 12月，研究所がはじめて「社会科学

ものはたいしたものですね。たいしたものだという意味 叢書」を出した折K当時の矢内原所長がそのあとがき K

は，排斥禁止されて，社会科学研究会は存在を許されな 書かれたものがあります。社会科学研究所という名前が

かった。そのためK学生はどんどん検挙されるし，全国 ついたり，社会科学叢書という名前がついたりしたとと

的Kそういう時代であったのが，終戦を境Kして，東京 Kついての説明がしてありまして， I念なわが国では社

帝国大学のなかK社会科学研究所を抱えてい ζ うじゃな 会科学といえば，マノレタス主義の代名詞といわれていた

いかという ζ とKなったのは，一つの変化ですね。その 時代があったが，私どもは社会科学という語を広義に用

ζろはまだ大内さんは帰っていなかった。帰つたのはそ いているのであって，マルクス主義も社会科学の一つで

の年の12月でしIう。 ζれはあとで出て〈ると思うが， はあるけれども，その全部ではない。とれは蛇足である

その聞はそういうわけで，主として舞出君をとなして経 けれども，誤解を避けるためK一言つけ加えでなく」。

済学部の意向をとりまとめてもらってやったわけです。 昭和122年Kはとういう必要があった。ですから初期だと

我妻 「社会科学VてついてJというのはだれが，いつ したら，そういうものを何かの折K要求されたかもしれ

書いたんですか。 ませんね。

高橋記録としては設置趣意書と一緒にとじてありま 我妻 乙と K政府部内で説明するとき K必要だったん

した。 I社会科学Vてついて」というのは，今な話のよう じゃないですかね。私の印象では法制局と折衝するとい

な印象を避けるためK書かれたんじゃないかと思われる うか，説明したととのなかVてはないですね。ですから，

んですけれども，との設立趣意書と同じとじ方Kなって なそら〈社会科学研究所をな〈という ζ とを政府がのん

なりました。 だ上で，ただ， なかで説明するときに，社会科学研究所

我妻 との設置理由はぼくが書いたかどうか記憶がな というのはなかしいじゃないか，マルクス主義だけやる

いけれども，内容は南原先生の意を受けたものであると のかという反論.あるいは疑問があるのK対して，答え

とは確かですから私の書いたものでし ιう。多分ね。し るためK準備ぜよというととだったのでし I う。文部省

かし「社会科学KついてJというのは知らない。 や法制局自体が，とういうものが在ければ承知しなかっ

南原 ζれは知らない。いつ， どういうとき Kできた たという ζ とじゃないと記憶しているんですがね。

んですか。 南原 そういうととはよくありますよ，補足の説明を

鵜飼旧かな，新かなが混っているから，過渡期じゃ 好意の意味でね。

ないかな。 高橋 とれKは日付けがありませんので，定かでは在

我妻社会科学研究所ができたあとで，設立当時の先 いんですけれども，最初Kとじであるからー ー。

生の気持から書いたかもしれないが，とれは南原さんの 南原正式の書類のとじとみにはとれは在いんです。

思想K似ている。 有泉 大学の方の記録I'Cはない。社研の方tてはどざい

鵜飼 ζれζそ我妻先生じゃ念いですか。先生は創立 ますから，途中で出てきたんじゃ在いですか。

記念会のときI'C，法制局と折衝したならば，法制局がζ 鵜飼 尾高朝雄さんはとれKはど関係が在いんですか。

れK強〈反対した・・・・。 尾高さんのような言葉もありますね。

我妻 その話はあとでしょうと思う。研究所とすると 南原 まだない在。

とVてついての問題ですからね。名称を社会科学とする ζ

とについては…・。 4 社研設置の構想 (1)制度調査委の議論

南原 とれは私が書いたものじゃないが，想像される 有泉 法学部K設置された制度調査委員会はどんな方

ととは， もしも初期K書いたものとすれば，政府K出し で，そζでどういう議論があったのでし Iう。我妻先生

た正式の書類は「社会科学研究所設置事由」として出し はその主要な委員であられたと思いますけれども・ ・1

ている。それを出しているとき，あるいは法制局，大蔵 我妻 ぼくはその点Kついてのはっきりした記憶が在

省からの要求があって，もう少し社会科学という名称K い。しかし，その委員会は社会科学研究所の設置問題と

ついて，説明をして 〈れというととを文部省をと台 して いうより， もっと広〈東京大学の制度全体を審議したも
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ので，社会科学研究所を設置するという ζ とは，そのな 適宮内閣で，前回さんが文部大臣，それが短命K終って，

かのーっとしてアプノレーグしたというととじゃないです 前田さん自身はパージかなんかで，そ乙で安倍能成さん

か。社会科学研究所は南原さんの構想だと思っているん が継いだ。とれも半年ぐらい，短かかった。そ ζ で，い

ですがね。 よいよ設立というときは，文部大臣は田中耕太郎さんだ

大内 南原君のいう調査会を設置したのは，南原君が った。わずか一年足らずのうちvr，文部大臣が三人代わ

まだ学部長の時代，総長Kなる前のととでしょう。 ったんです。

南原総長はその年の12月ですからね。学部長Kなっ

たのはその年の 3月です。

大内 それならば，それを構想したのは 3月から B月

までの問，すなわち，終戦前だね。

南 原具 体的Kはもう少しあとですがね。沖縄戦あた

りからいろいろ考えてなったんで'すけれども，調査会を

ないたのは新学期Kなって 9月だったと思う。

大内 そうすると終戦後ですね。その点は非常K重要

だと思う。あなたの頭の中Kは早くからあったが，終戦

で世のなかが変って大学の制度を改革しようとみんなが

思うよう Kなって，とれが具体化したというとと Kなる

ね。

南原 それは，我妻君がやっしゃったよう vr，広〈大

学制度という ζ とをうたったが.学部長たる私の一つの

大きな具体案としては， とれを考えていた。それで出し

たんです。

鵜飼 そのとき vr，航空研究所はたいへん大きかった

わけてずすね。それを廃止するというようなととも自然、K

出てきたんでしょう。それを社会科学研究所K少し振り

向ける・一。

我妻 どっちが動機かはわからないね。はっきりし左

くなったが，制度調査会の一つの大きな仕事は.戦時中

tてなかれたいろんな研究所をいろいろ整理して，戦後K

適合するよう Kもっていくというととじゃなかったです

か。そのとき K予算のワクがありますから，要ら在くな

ったものを小さくして，そっちの残ったものをとっちtて

もらうというととはむろんやったと思う。

南原 待ってくださいよ。との制度調査会は大学全体

を考え直すという全学的なものではなし法学部だけだ

った。法学部だけで， したがって今ど質問の航空研究所

は法学部では問題Kしなかった。 ζれは私が総長Kなっ

て第一の仕事Kζれをやった。理工学研究所K切換えた。

だいぶやめてもらった人がありますけれども，少し小さ

〈したが， とれを存続した。とれはあとから許可Uてなる

けれども，ネ土研の方が先です。社会科学研究所が先tてで

きる。同じ昭和21年K理工学研究所ができる。 向 うは理

学部，工学部，とっちは法経，それでうまくいったとい

うζ ともあるんです。

8月Kできたというのは，初め言い出したのは，東久

5 社研設置の構想、 (2)部門の構想、

有泉 もう少しそのへんのむ話がありましたならば，

出していただきたいと思いますけれども，初めの構想は

本邦部門が公法，私法，政治，外政，産業，経済という

6部門，外国部門が英米仏独， ソヴエト ，とれらがそれ

ぞれその周辺地域を含むわけですが，それK中国，中国

を除〈アジア，最後K資料，全部で1'1部門でありますが.

とれは法経が一緒K相談をなさっている時刻lvrとういう

部門編成ができたものでし工うね。

我妻 設置申請書ーには全部書いてあるでしょう。

南原 ζれは私が本部K行きましたから，そして今の

法経の意向を代表して，いよいよ具体案を作り，文部省

との打合せもすんで，そζでいよいよどう h う案を出す

かというととで， ζ ういう案を作ったと思う。ですから，

構想だけは非常K大き〈してあります。 14講座を要求し

たと思います。 ζれはど承知でもありましょうけれども，

第ーは比較研究をする。 ζ とK外国も今までのよう K戦

時中の枢紺lの国だけでなく ，今度は英米というもの，ζ

とKアメ リカをもう少し重要vr考えようじゃ ないか。も

う一つは共産圏ではあるけれども"/連， ζ とK隣国の

中国をやろうじゃないか。 ζのy連，中尾1，英米，それ

から中国以外のアジア，それらを私ども相談したとき K

はいちばん重要K考えた。それで法律，政治，経済の総

合というととを考えた。今日の言葉でいえば，それが地

域研究というとと Kなるんでしょう。エ リア ・スタディ

ズと h う言葉は当時使わなかったけれども，その後そう

いうふう tてなる。われわれはその ζ とを比較研究といっ

たけれども，その比較研究と総合研究と， もう一つは大

学は理論の方が今までは勝っていたけれども，戦後は多

少プラグマテ イズムを入れて，実際的在，実証的な研究

を考えようじゃないかという意味で，だいたい三つの柱

がで告まして，研究対象としてはまとと KアY ピシャス

のものですけれども，今日からいえば欲張ったものです

7う，.. 。

有泉 との構想が固まってくる過程で，実質的Kある

いは形式的K参加された先生方は，我妻先生のほかK経

済学部では大内先生はー・ 。

南原 大内君は12月何日K帰ったですか。
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l 社会科学研究所の創立をめぐって

大内 12月初めK帰ったが，教授となったのは昭和 21 てはいないが，法学と経済とを各学部tてないて別々 K分

年はじめであった。 けて研究するのはよく在い，両方が一緒K集ってやるべ

きである。つまり縦割りよりも績割りまたは国割り Kし

6 社研設置の構想、 (3)経済学部の考え方 た方がいい。それがイ;/7'ーナ γ ョナノレだという議論を

南原 いよいよ社研ができるとき『てなると君が出てく した。刑法とか民法とかいわずV<:，それよりは国割りで

る。帰ってからは大内君と相談したんですけれども， と やった方がいい，今までの東京大学の学問のあり方を少

れまではもっばら我妻，舞出両君じゃないですか。両君 し直した方がいい，という議論をしたよう K思う。

をとなしてだったと思う。 南原 それで， J 4音s門v<:在るんですが，第 I年はそれ

大内 その通りです。昭和20年12月K帰って来た。そ がと bら在いで，外国は北米，イギリス.本邦では公法

のときまでK南原総長の構想、はいろいろあった。それK 関係，内政関係，産業経済，との 5つだけとなった。そ

ついていろいろ相談された。そのうちで社研は最も大き のうち 3年の間V<:;Iヴエトと中国がとなるし， フラ Y へ
な一つだった。戦時中，自然、科学とく K工業， もっとせ 私法がとなって， とういう ζ とUてなってきたんです。

ま〈いえば軍事テクニァク K関する部門が非常K拡大し

たKもかかわらず，社会的な学聞はないがしろKされて 7 社研設置の構想 (4)資料・社会調査

いる。それはよ〈ない。たとえば航空研究所みたいなも 有泉 それが途中で矢内原所長のど意見だったと思う

のがあんなK大きく在っているのV<:，社会科学のものは んですが，資料という部門をあと回しKして，社会調査

何も ない。とれをぜひやりたいのだから援助しろという というのが一つ入りました。

ζ とであった。それK対してぼくの方は，大正 B年十亡事、 高橋 社会調査というのは当初の案Kはありませんで

ける独立K際し，高野先生がも った志を受継ど うという した。

考え方をもっていた。すなわち，経済学部をりつばなー 南原社会調査というのが14部門のうちの資料tてな っ

人前の学部Kしようと思っていた。というのは，大正8 たんですか。別ですか，一緒ですか。

年から終戦まで約20年，その閉経済学部の講座がほとん 高橋別個のはずです。

どふえていない。たしか Iっか 2つしかふえていない。 有泉 別個のつもりで，15V<:在ったとわれわれは考え

法学部もあまりふえず，との間V<:3っか 4つふえた。そ ていました。

れはまだいい方で，経済学部の ζ のような不運Kついて， 高橋 社会調査は途中でとな った i部門です。

ぼくは心中けしからぬと思っていた。 ζれは罪は経済学 我妻設置するという方針が定った後に初年度K幾

部内部十てもあったのであるが，いずれKしても， ζん在 つ認めるかという折衝をしている悶V<:，資料部として l

関係で南原君の説は絶対K正しく ，とれはいい機会だと つ増すという ζ と十てなったような記憶がありますね。ど

思って，是非協力しようと思った。ぼ〈のとの考えはも との固という ζ とでなしV<:....ー。

ちろん舞出君の意を受けたものでもあった。

南原 それで思い出しましたが，あなたが帰ってとら 8 設置をめぐる文部省-法制局止の折衝

れて，たしかその年の暮か， もしくは昭和21年の初めだ 大内 とVてかくとの社会科学研究所の創立Kは，¥r>ろ

ったか，経済学部の長老として迎えて，その経過を話 し いろな人が関係して，法学部・経済学部の諸先生も関係

て，同意を求めたととがあった。所長問題があるときで して晶、ります。しかし，なんといっても構想のイニシア

もあり・リ。 ティグをとり，そしてその組織を考え，それをプッシュ

大内 そうだったと思う。 し，設立までの実行をしたのは南原君です。 ζ れは社研

もう一つはあなたが大学制度全体の改革の委員会を作 のためKも南原君のためKも特筆大書されねばならぬ。

りましたね。あれはあのときもうできていたのですか， 少なくともぼくは当時とれは南原君Kついていけばいいの

それはいつできたんですか。 だと思っていた。舞出君も矢内原君もそう思っていた。

南原 その後十てなるかもしれませんね。 我妻君はどうだったか知らないが。

大内 ぼくのぼんやり した記憶では， ζ の案は，ibの 我妻同感だな。ぼくの役割は主として法制局を相手

審議会Kかけるととはかけたけれども，あすとで作った Kする ζ とでした。南原さんの今の構想は文部大臣の前

わけではなかったよう K思う。それよりも前K経済学部 回さんKはわかるんだね。 しかし文部官僚Kは在かなか

と法学部で作ったもののよう K思う。作るとき Kはぼ〈 わかり Kくい。だけど，文部官僚も大臣が承知したのだ

も多少参加していた。そのとき誰がどう主張したか覚え からやろうというわけだね。と ζろが，法制局K行って
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反撃を食ったんだ。研究の必要があるなら学部の講座を 研究をやっても，自発的Kゃるのだから，系統的なも の

ふやしたらいいだろう。なぜ学部の講座をふやさないで，研 とはならない。それと社研は違うのだという点を強調し

究所を作るのかという反撃をくらった。それで法制局K たんです。

対する答ができないから，東京大学からだれか説明K行 南原 その問題もあるのだけれども，絶えずぼくの時

けというので，南原さんの命を受けて，ぼ〈が行ったんで 代1'C，むずかしい法制局の問題Kなると，我妻君が行っ

す。ですから，下の方のな使い仕事ですけれども，法制 てやって〈れた。 ζれは非常K大き在功績ですn

局はなかなかきか在かったんですよ。なぜ講座を五つ六 もう一つ資料の問題は，大内さんK相談したかどうか

つふやさ在いのかという質問をする。それで，南原さん 忘れましたが，ぼくは柄でもなくとういう ζ とを考えた。

が考えてなられるととを，ぼくは法制局がわかるよう1'C， とtてか〈戦争でああいうよう K在ってしまって，たとえ

のめるよう K説明した。そのとき Kぼくが説明したのは， ば満鉄の膨大な資料をどうするのか。それK似たような

第ーには，資料を網羅して系統的 K収集するという仕事 ζ とは海外κもあるし，どζ かKもあるのじゃないか。

の重要性で した。 ζ れはと ても事務員の常識でやれる仕 そういうものを集めてもらったらいいじゃないかという

事ではない。その方K専任する相当の学者がいて， しょ ととを資料収集のとき Kもいったんじゃないかと思いま

っちゅうそれを収集し整理して辛子かない と，必要K応じ す。それと同じととから，後K人事問題Kも触れますが，

てすぐK研究材料をとり出すととはできない。 しかもと 結果Uてないてはよかったと思う。

れは学部ではできないととだ。学部の教授は自分の研究 有泉 我妻先生から，どういう機会でしたか，法布Ij局

だけを中心Vてやっている。参考書も集めるし，必要な資 へ行ったら，外国一部門で何ができるかといわれて，先

料も集めるだろう。しかし全体としての体系はないし， 生は，それはたくさんくれればけっ ζ うだけれども，ー

網羅的Kもならない。 研究所設置の目的の最後十て，わが つでもあればそれだけのζ とはあるという説明をなさっ

国の立法なよび国策の樹立K常K材料を出せるよう Kし たという話を聞いたけれども・0 ・・ 。

ょうと書いてあるでし Iう。それをやるためKはよほど 鵜飼我妻先生は法制局へ行って，諸君のよう K訳の

完備した資料室が必要なので，特別の予算と特別の人員 わからないものを教育した覚えはないと訟っしゃった・ー

をそれKあてなければだめだ。だから，学部の つ一つ ・。 (笑)

の講座をふやしても，それはできないといったのです。

第二Kは，総合的研究の必要を力説したのです。総合 9 教授か研究員か

研究というのは，共同のテーマをとらえて，それを組織 我妻 あのとき1'C，ぼくは研究所の特殊性を力説した

的な研究体制をとしらえて研究するととだ。だから，そ 上で，研究所の所属員は学部の講座担当の教授とは違う

の1¥艮り K沿いては研究K統制があるとぼくはいったんで から， ζれKは教授という名前をやらないといった記憶

す。それは今の社研の人たちがどういうふう K考えてい もある。やらないとはっきりいったか，やらな〈てもい

るか問題だと思うけれども ー ー。 いといったか， とKか〈実質は違う，便宜上教授という

大内 われわれもそれを問~1'Cした。 名前をつけるかどうかは別問題として，とれは研究員で

我妻 もちろん民主的K運営するのだから， どん在テ あって，学部の既成概念の教授とは本質が違うのだとい

ーマをつかまえ，どういう研究組織を立てるかというと つた ζ とがあるよう K思う。

とは民主的K決める。しかしーたびそれが決まったなら 南原 思い出しましたが，たしか設立i角程Vてないて，

ば，具体的Kいって，例えば明治初年の資本主義の成立 教授と名乗るか，研究員だけでやって，その方がかえっ

事情というテーマを取上げたとすると，それVてついて各 ていいのじゃないかという議論があった段階がありまし

自の分担部分とアプロ ーチの方法を討議し，計画ができ たね。そのとと K関連していますね。

上れば，各自はそれKよって統制されて，必ずやらなけ 我妻 一時，東京大学でその点をはっきりさせようと

れば在ら在い。むろんそれ以外の個人の研究はいいし， した。つまり研究所の存在，その必要をはっ きりと意識

またやらなければならぬけれども， しょっちゅう共同の して，予算を組むKしても，学部とは違った構想でやる

テーマを作って共同K研究をする。その間K統制が行左 べきだというので，所属員も研究員というととκしよう

われるというととは社研の最も大き在特色である。それ かという説が相当具体的十てなった ζ とがありますね。そ

は各学部の講座市Ijの下ではゃれない。学部の教授はそれ れK対して最も猛烈な反対をしたのは医学部だったでし

ぞれの講座のな山の大将として，自由K研究している。 ょう。医学部の
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1 社会科学研究所の創立をめぐって

われわれは兼任教授Kするというととで非常K強硬K反

対した。しかし，どうも研究員という言葉は日本ではあ

まり偉くないよう在印象を与えるのでし I うね。ぼくは

よ〈知らないけれども， ドイツあたりの有名な研究所の

正研究員というと非常K偉いものじゃないですか。アメ

リカだって，僕の長男は，パークレーの人間関係研究所

のアソシエー卜 ・リサーチャーという肩書をもらってい

ますが，学会の発表などでは，その肩書は相当VL認めら

れているらしいですよ。日本では研究員とい勺と，助手

みたいな気がするんだな。

大内 その問題は相当K長〈懸案Kなっていたよ。教

授という名前をつけるかどうかというとと K議論があっ

て，決まるまでK相当長かったね。とれが決まったとき

VL，ぼ〈は，ああ，また教授ができるのかなと思ったよ。

(笑)

10 部門制と研究費一一予算制度

有泉 ζ れは教授という名前がどうというととと直接

K関係は在いかもしれませんが，部門制ですね，部門K

予算がついていて，事業Vては予算がつかない。そとで部

門は講座と同じよう VL，あるそれぞれの部門が一定の単

位の研究費をもらうというとと Uてなっているわけです。

そとで何か特別の事業を始めようとすると，文部省の科

学研究費，総合研究費をもらって〈るとか，イ可かフアン

ドをとしらえまいと仕事ができないというとと VL，どと

の研究所もなっている。 ζれは研究所一般K通ずる問題

で，なそら〈自然科学の方は何かと'かっとまとまった特

別の研究費が〈るのでしょうが。どうも社会科学などで

はそれがと左いものですから・....。そうすると，我妻先

生がなっしゃった一つの事業計画を立てて，それKみん

なが参加してい〈のはどうも無理がきまして。一・ー。

我妻 それはたしかVてそうですね。しかし現在どう在

ってhるか詳し〈は知らないけれども，部門を単位十てし

て予算を組むという点は自然科学でも同 じじゃないです

か。

南原 自然、科学でも私の知っている限りでは，アメ リ

カみたいVL7yンドの寄付をやるというととはないです

よ。

大内 それは日本の予算制度の問題です。予算制度は

日本では各省がイニシァテ ィグをもっている。各省の申

出を大蔵省がまとめる。そうなっている。そとで学問ζ

とK社会科学K対しても，その予算十てついては文部省が

責任をもっている。ととろが文部省Kは社会科学の精神

は従来ゼロであった。そとで東大総長が要求をしても，

文部省はそれを削るというととに定まっていた。文部省

の方で社会科学を推進するというよう在ととは思い も及

ばなかった。文部省のほか日本全体K学問の予算を作り

学問の政策を決定する力をもつものはどと Kもない。す

なわち科学庁がない。自然科学十てついては文部省は各省

の要求を開〈けれども，社会の問題Vてついてはちっとも

そういうととをしない。だから，日本全体として，社会

科学Kついて予算をとって各研究所Vてくれるという ζ と

を世話して〈れると ζろがないというのが，いままでの

日本の制度です。

鵜飼 その点では，社研は文部省の科学研究費のなか

で，それまでは自然科学K限られていた機関研究費をは

じめてとったわけで一一民主主義研究とい hましたか

ーーその点では社研は大いK進歩したね。

我妻 大内さんのいわれる予算のあり方，大蔵省K対

する関係というととは，むろんそのとなり根本的在基礎

Kありますけれども，もう一つ上というか下というか，

とKかく文部省K申請するときの予算の組み方K問題が

ある。講座，部門ということ K割当ててしまって，それ

を超越した一つの総合研究費というものはないでしょう。

それはちょうど本部の方だと，本部予算というものはほ

とんどなくて，講座から頭をはねてまか左うでしょう。

だから中途半端なんですよ。講座中心ならば講座中心で，

全部講座Kやればいいし，そうでなければ全部中央K集

めて，必要K応じて分ければいいんですけれども， 中途

半端という感じがする。しかし学部の予算の編成は今ま

でそうであったから， しばらくそうするとしても，新し

く総合研究所を作った以上は，どうしても総合研究資を

計上すべきなので，すべてを部門別Kしてしまうのは会

かしいと思う。なかで配分するととはかまわないけれど

も，ねらいは総合研究としての研究費というととでなけ

ればならない。とと VL総合的資料収集としての資料費は

ぜひ計上すべきでしょう。そのへんのととろはどうなっ

ているんですか・ O 

鵜飼 実験講座なみの研究費はまだとないですか。

高橋 まだきません。教官研究替は学部の講座よりは

研究所の部門の方が少し多いんです。科学研究費として

の機関研究費なよび総合研究費の外Kは，研究所Kは文

部省からの特殊研究費がありまして，共通のプロ dェク

トの場合は年十て 100万円前後の特殊研究費はっき得

ます。現在ももらっていますけれども，共同研究のテー

マを出しまして，それUてついて年十て 100万円前後はきて

います。

我妻 機関研究費を別のととろからもらってくるとと

は，結果VLないては非常Vてけっとうだけれども，それは

まさK研究所自身の予算として出さなければなら在い も
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のでしょう。 きてそれを分けるという ζ とは在い。毎年毎年下からの

大内 それは文部省の建前が近どろ少し変ったのです。 パ γ チ ワークはあるが上からの建築はない。とれでは

民間の研究所Kも，各省の考えfJI(Lも研究費をノら'々I(L分 科学の進歩が大きい歩調をもっという ζ とはあり得在い。

けてやるという ζ とK気をつけるよう tてなった。ζれは そとでいつまで縫っても，セントラノレライズドされた科

戦前K比べては進歩でありますが，それを総合した日本 学政策はない。

の科学政策とするという ζ と，すなわち総合した社会科 我妻 ソ連・中国までいったら，また違ってくるだろ

学，あるいは総合した文化科学の政策を考えるという乙 うが，その場合懸念されるのは， どういうテーマをどと

とはまだ在い。それがあるためKはそれを所管して考え で決定するかというととまで統制してしまうでしょう o

るだけの組織が必要です。日本政府のなかでそういう組 そζが問題だね。

織がなくてはならぬのだが，そういうのは全くない。 大内 そとが問題だ。それがデモクラティック K各大

南原 そういう組織的なものは，社研の 15年の歩み， 学の意見を開いてやるよう Kなっていて，それが理想的

印刷物その他Kよってみますと.積年の年を重ねてきた K実現してなればよいが，そうはいってい在いのではな

努力の実が結ばってきてなり ，特殊の研究という名前で いか。

ヰ靭kの経費をもらってできてきた。話が先K飛びますけ 我妻そとK問題がありますね。ぼくはアメリカのー

れども，今度の15周年記念のための論文集は 800ページ つの例しか知らないんですけれども，さっきいったぼく

21冊，150万円文部省からもらってやったというととは， の長男ですね。パークレーの人間関係研究所のアソシエ

社会科学研究所としては一つの大きな仕事ですね。そう ート ・リサーチャー。その研究所の予算はどうなってい

いう形でだんだんVてできてきたわけで，今までずいぶん るか全然知りまぜんが，金はそんなKないらしい。そと

ど苦労であったと思います ー..。 でアンビシャスな教授は，特別の プロジェクトをとしら

大内 その方向を拡大するというととが望ましいね。 えて，フォード ファウ Yデーショ Yあたり K持込む。

そのとと Kよって文部省も，政府も，日本の文化科学と ちょうど社研が文部省の科学研究資や.機関研究費K申

いうものと ，日本の政治をもっと結びつけるような考え 出ると同じよう十てですね。フォード ファウンデーショ

をもつよう十てなり，その考えに立って予算が組織的Vてな ;/I(Lはあっちとっちの大学の研究所から申込が集まって

れば，日本の学問の研究が合理化し， ムダがなくなる。 くる。それを審査してフアンドを分けてやる。それを介

そのような努力が望ましい。 ける機関は実Kえらいものだね。非常K詳細K調べて，

とっちUてはやる，とっちKはやらない。そのやるという

11 各国Kなける研究所の予算 ・運営と日本の研究 金はなまやさしい金じゃ在い。日本から l人 2入学者を

機関 連れてきて働かせる月給まで入る。そういう金が入る。

我妻 ドイ Yやアメリカの研究所の予算はどういうふ そのかわりまずいととをやっているとくれないからね。

うになっているか，大内さんど存じありませんか。 そζで自由競争が行なわれて，アメリカはアメリカ在り

大内 ぼくはよその国は知ら左いが ;1連 ・中国は， の自由競争のプリ yγ プノレと金持の 77ウy デージョ y

その点Vてついては実Kたいしたものだ。とれらの国では の関連の仕方で，全体としての合理性もだいぶいいとと

アカデミーの大将，中国では享1¥沫若.科学院の大将， ζ ろKいっているのだろうという気がする。

れが内閣Kなける有力な発言者なんだ。彼は，予算を決 大内 プノレプライトのやり方だってそうでしょう。そ

めるときvc，軍事と同じような意味Kないて， とれだけ の点K在ると，アメリカは民間的Vてやってはいるけれど

はなれのととろKよζせという ζ とができる。そういう も， なb多少のデモクラティックな合理性をもっている。

風Kしてとった予算を，彼は自己の権限Kないて方々へ 最もひどいのは日本じゃ在いか。

分配する。だから文教全体Kついて一つの中心がある。 我妻 ドイヅ，プランスはどうなっているんですか。

予算をとる中心，それを与える中心がある。との中心K 大内 ぼ〈は何も知らないけれども，イギリスが近ど

ないて， 自然、科学のうちどれをやるか，航空の研究のう るがfしい型を打出しつつあるのじゃないかという気がし

ちどれをやるか，社会の問題のうちどの問題を優先する ている。というのは，イギリスでも政府が各大学の研究

か，そういうととはその科学院で決めるのである。ロシ 所K金をやるよう Kなった。昔は全然やらなかったで し

ヤでいえば，アカデミーで決める。決めるばかりでなく よう。とれはイギリスの学間十てついて社会保障だろうと

予算の分配もする。そういう手掛裁が日本では全然在い。 思う。日本ではそういうととが全然、進んでいない。そと

日本では下からの要求はあるが，文部省は全体をとって K問題があるo ;1連，中国のよう K上からやるのがいい
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1 社会科学研究所の自Ij立をめぐって

かどうか，それは別の問題だけれども・一-。

我妻 ゾ連，中国は日本では近い目標としてはちょっ

と別だね。だから，ブリテ ィッシュ ・カウンシノレあたり

でどうやっているかね。 ドイツのマァタス・プランク研

究所がどういうふう Uてなっているか，社研で調査 したら

どうですかね。

鵜飼 アメ リカは研究K寄付すると，課税対象から控

除されますね。それを日本でやれば，我妻先生のいわれ

たようなものが多少できますね。

大内 ある程度，今度やります。

鵜飼今度できたのでも非常K少ないでしょう。あれ

をもっと強化すればいいけれども，アメ リカでは徹底的

tてやっている。それは研究K寄付するから，政府十ていか

ないで，我妻先生がなっしゃったような自由競争の方で

いい研究ができ る。

大内 それも一つの重要な点ですね。

我妻 日本は文部省の機関研究費も相当のウェイトを

占め，それから金持も金を出してくれるという 両方でい

くだろうが・.，・・0

大内 それは大学管理の問題と同じで，そうなると，

文部省Vてまかせては因るんだ。そういうふう Kなると，

ζれは非常Kむずかしい問題が起る。つまり各大学，研

究所がどういうふう tてそれを分けるか，その問題はむず

かしい。しかしそれを発達させない限久社会科学Kつ

いて政府がそれを保護するという合理的在方向はないと

とVてなり，ますますへんばな独占の弊が生ずる。

南原 ζれはひとり研究所だけでなしVL，大学自身の

問題Vてもなるので，研究費の問題は大事在問題ですね。

ζ とK今，み在 さんのな話のほかVL，日本でとく K大き

な問題Kなり得るのは自然科学研究関係、のものでは，各

官庁が膨大なものをもっているでしょう。その意味から

いうと，その聞の調節をどうするか。 ζ とに文部省が所

管するとして，文部省がと十てかく自分の管轄の学校，あ

るいは研究所K研究をやってもらう予算はうんと とると

か，そういう ζ とをやらないとだめだね。

大内 それは南原さんのいうとなりだ。たとえば労働

問題Vてついては，労働省は前K前田さんいま中山君のや

っている 日本労働j協会をも っている。農業十てついては農

林省K膨大なものがある。 植民地問題Vてついては，東畑

君のやっているアジア経済研究所がある。教育Kついて

は文部省が教育研究所をやっている。ああh うふう Kす

るから大学の研究は無視される，少なくとも非常Kアカ

デミックなものだけVLI¥良られるo そしてその研究が実際

との連絡を失う o それを意識しているかどうかは別とし

て，実際Vてそうなる。その点Kむいては日本の科学政策

とく K社会科学政策は誤つてなります。しかしとれKは

深い歴史がある。しょうがないといえば，それまでだが，

ととあたりがそれを新たな課題にすべきで在いか。

南原 同時十ctjijt後はその点で実際K変ったはずなんで

す。というととは，文部省を仮K中心Kして考える場合

VL，いろいろ文部省から大学その他VL，管理問題だって

注文するかわり VL，その施設費や研究費をうんととると

いう意味のサービスだね。それはイギリスと同じととで，

イギリスの文部省のよう K新しい大きな仕事で，それが

力のある文部大臣の仕事である。そういうとと Uてまった

はず在んですよ。

大内 はずだが，やらなかった。ゃれなかったのか在。

我妻 ゃったはずというが，はずまでいかないよ。(笑)

南原 やるはずK在っていた。

我妻 GHQがいたとき VL，A jlック，科学技術行政

協議会ですね。あれを作って，科学技術の研究K費やす

日本のすべての予算は一応スタァタをとなるというとと

Kしたんです。それで，各官庁がもっている研究費，少

なくとも委託研究費だけでもといったのですが，GHQ. 

がなかK入っても， 在かなかむずかしい。

大内 日本のデモクラシー，科学のデモクラシーの問

題と日本のセクショナリズム，とと K官僚的なセク γ ョ

ナリズムとの争いKないて，日本のデモクラシーは負け

た，全部敗北だった。だから，日本の科学政策は金を使

う割合K科学のオーガニヅク在研究はすすまないという

とと K在る。個人は偉いけれども国はだめだというとと

Kなる。

12 発足当初の社研の陣容

南 原 話は前K戻るけれども，いよいよとれが発足す

るというとと Kなって，研究員の有能な方を全国語、ら集

めて，ζ とK初代の所長をだれUてするかというととが大

問題であった。乙れで将来の社会科学研究所の巡営が決

まる， ζれは大内さんK篤と相談して，矢内原君Kした。

大内 あなたの案だった。

南原 一致したんですよ。 (笑)

大内 全〈一致したね。

南原彼がやってくれて，研究所ができたけれども

大内 彼はなかなかやろうといわないで，南原君もと

まっていた。それで二人で説得してやっと承諾させたね。

南原 研究所の場所がな〈て，19番教室をつぶして，

きゅうくつな思いをさせましたけれども，また人もなか

なか大学教侵のレベノレの人をーベんK集めるという ζ と

は平時ではでき在い。それが幸か不幸か， ζ とKなられ
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る方を初めとして，京城帝国大学がああh う運命f'(;1:っ 我妻管理経営の面だと，ま だ設立早々で，t士研の方

た。そういう人があすとKいい按配Kなられて，それを のプロパーの人たちも専攻もない。新しい人を選ぶのK

迎えるととができた。とれは日本の国家的な見地からい も知合が少ないというととで，管理の面では ζ ちらから

って，人材の分布の上からいってよかったと思う o 兼任在んかで行って手伝いをする。しかし，実際K研究

大内 そのとき K宇野君が入ったんでしょう 。ちょっ をやるというととろでは，社研が特別のテーマを作って

とあとですか。字野君の入るときもぼくは矢内原君K感 共同研究をしていく場合に人が足りなければ法学部の

心したね。ぼくは字野君を希望したけれども ，あまり親 適当な人が手伝う。しかし社研からはとっちの講義を手

しい人なので，すいせんするととを跨践していた。イニ 伝ってもらわないというのが本来の建前のようだったと

シアティグをとったのは矢内原君だった。ちょっとびっ 思う。講義の能力が在いという ζ とではなしもつばら

くりした。字野君がくるのか，(笑)と思った。 研究K専念して学部の教授とは別の仕事をしてもらいた

高橋 私は昭和22年です。初め帰託みたいな形で，矢 い。ととろが， ζの理想、は実現きれなかった。法学部は

内原先生の時代です。 人が少在くて，講義K追われるから，心在らずもむ願い

鵜飼 私も我妻法学部長から電報をいただきました。 せざるを得念かった。しかし，それはあくまでも変態的

そのとき私は何もしてなりませんでした。京械から帰っ 現象・・ 。

て，仕事としては法政で教えていたのと，戦犯の調査室 有泉 法学部は比較的頼みKζ られる場合が少在かつ

を少し手伝っていました。 た。たとえば法学部が引きうけている経済学部，教養学

有泉私は法政大学法学部再建というものを我妻先生 部Vてなける法律関係の講義を手伝ってくれというような

からいわれてやっていて，そのうち社研の方へ・・ 0・0 場合が比較的多かった。と ζ ろが経済学部の方は比較的

大内 経済では嘉治君，遠藤君， (大内)力が初めか 最近までずいぶん使われて，そのうちK使っているばか

らであった。氏原君が経済学部の助手から社研の方にき りでなしにとっていってしまってね。俣)

た。 我妻 大内さんはその点， どういうふう Kな考えKな

鵜飼最長老は山之内一郎先生と字野先生でしたね。 るの。講義をするというととー 。

我妻 山之内君はいつ入ったかね，最初からかね。 大内 そういう考えは初めは在かった。経済学部は非

大内 ロシヤがないというので，山之内君のすいせん 常K教授が少なく，講義力が不足していた。法学部K比

者は我妻君だよ。 べてもそうであった。というのは教授助教授合せて何人

かしかいなかった。今は30人ぐらいいるけれども。そうい

13 発足当初の社研，学部と社研 う実情のためやむを得ず非常Kたくさん講義をたのんだ

有泉 社会科学研究所のあるいは研究所というものの と思います。とく Vてたとえば字野演習というのが有名有

世界的展望をうかがったわけですが，東京大学の内部K 力であった。

なかれた社会科学研究所，その担当分野として法律，政 我妻演習争手伝う のはいいね。

治，経済という広い領域を持つ研究所K対して，当時の 宇野社研のほとんど全部がやっていた。

法学部あるいは経済学部はどういうイメークを持たれ， 大内 経済学部は創立以来，演習を非常K重んじた。

どういうととを要求されていたのでしょうか。 ζれはグェンチヒ，高野の方針であった。そとで社研の

南原 それは私が皮切りしますけれども，さきほどの 人もみな演習をやって〈れたし，やらねば手が足り在か

な話のようf'(，両方から協力した一つの総合的なものを った。

やろうという体制ですから，本格の専任の所員たる所員 我妻社研として大学院の学生は受持つてなられるわ

のほかf'(，兼任所員が法学部，経済学部から出るという けでしょう。

ととで，協力体制jが初めからできていた。それでずっと 宇野 社研としてじゃな〈て，学部と一緒Kやってい

きている。人もわかっていますけれども o 1<-0 

有泉 それはずっと後のととですけれども，途中で崩 我妻現在 も?

れたんです。今はもうーぺんそういう連絡を密Kするた 有泉 現在も一緒です。社会科学研究科というのがあ

めK何か方法はないかという ζ とをみんなが真剣K考え って，大学を出て10年以上の研究歴のある者は，社研の

ている状態ですけれども。 人でもほとんど手伝っている。今度社会科学研究科が法

南原 初めの問は問題がなかっ:七そういう体制lだっ 学，経済学，社会学Vてわかれるようですが，原則はかわ

たでしょう。 りません。
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1 社会科学研究所の創立をめぐって

宇野 あれは南原総長のとき(IC，大学院は学部や研究

所と月IJ(IC大学院委員会の下K構成される ζ とKなったも

のですから，学部，研究所の区別なくそれK参加したわ

けです。

南原 ζれは社研に限らず，研究所と学部の関係があ

るので，我妻君からな話があったようvc，出発点は研究

所は研究所であった。ととろが研究所十てよっては，少し

手持ぶさたのととがありますし，研究ばかりやっていて，

牌肉の嘆の人もあるし，他方，頼まれてめいわくする人

もあるけれども，制度的Kは宇野君の品、話のよう vc，大

学院ができて，社会科学関係の部門K大多数の先生方，

研究員が参加した。それは制度的Vてよかったと私は思 う。

大学の研究と同時十て，とれは一つの奨励vcもなりますし，

成績が上りますので，非常十てよか ったと思う o とれはず

っとあとのととです。その問K発展の上K消長があるん

だ。そζ までいきたいんだけれども，きょうはとれでい

っぽいK なっているんじゃないですか。~)

だから，望むととはせっかくみなさんの努力で，戦後

とKかく東大としては初めての社会科学研究所ができた

のですから，いろいろ在問題があり，困難な問題がどざ

いましょうし，現在もいろいろあろうけれども，乙れは

ひとつ発奮して，ますますよくしてもらいたいというの

が，われわれの願いであるわけですね。

大内 そうですね。

を立てて，調査は誰かが中心K在って学生を使ったり ，

少数でやって，終いK分析のと ζろでもうーぺん共同で

やる。乙れでいいのですね。とれは我妻先生Vてうかがっ

た記憶があるのですが，アメリカなどではプランは非常

K綿密K立てるo ζ れKは十分K時間も労力もかける。

あとは調査'7;/Vてやらせる。とれは金があるからできる

ととでもある。ととろが社研ではスタップをみんな動員

して調査をやろうとしたためKだめだったんですね。

我妻 そとまでやる必要は左いね。合議体で判決を下

すわけではないから，それまでやる必要は左い。合議で

判決文書を書〈ょう在のが共同研究だとは思っていない。

やはり共同のテーマで分担とアプローチの仕方の大体を

決定すれば，それから先は各自自主的Kやる。全部でき

あがったものをみれば一つの目標K行っているという ζ

とでいいんじゃないですか。

大内 それでいいね。

我妻 大内さんはいろんな点で優れた方だが，と<vc 
大勢の学者を集めてとういうふう Vてやれと分担と方法を

授けて，それを総合的目的K向わせる特殊の才能をもっ

ている点は実K偉いと思っています。とういう人が共同

研究の指導者となれば，な世辞で なしに，理想的十てでき

ると思うけれども，実際問題としてそれは在か在か望め

ない。だから.それを理想として共同テーマ，たとえば

との記念論文集第 l篇の「農業 目土地所有の諸問題」で

結構でしょう。それを各国Kついて専攻者が研究する。

14 共同研究のあり方 専攻者がないためK穴があいているととろもあるかもし

宇野 共同研究というのが学問的Kは仲々むずかしい。 れないがそれはそれで止むをえ在い。だいたいとういう

大内 むずかしいけれども，それを発展させる ζ とを 調子で，各自それぞれ担当のと ζろをやれば，集まった

社会科学研究所の一つの任務だとした。それが最初の目 ζ とが共同研究の成果Uてなりましょう。ただそれぞれの

的でした。とれはむずかしいけれども，むずかしくても， 研究の方法論Kどれだけ共通性があるかは問題だろうけ

予算をとるという方面と，実行するという方面で，やは れども。もっとも共同調査となるとまた話は違う。

り将来努力目標Kしてもらいたいね。 大内 ζれは共同調査じゃ在いでしょう。

有泉 あとで高橋所長からしめ〈くりのあいさつがあ 我妻第4篇，第 5篇あたりから，だいぶ諸問題が雑

ると思いますが，言訳というか，私個人の経験ですが， 然としている感じだけれども，第 2篇，第 3篇ぐらいま

共同研究というのをわれわれは少し誤解をしていた。ど では

〈最近気がついたけれどもそれは共同プランを立て，共 大内 たいへんいいですよね。

同K調査をし分析をするまで全部やらなければ共同研究

でないと思っていたんですね。そうすると，非常K負担 15 外国研究のあり方

がかかつてむずかしくまる。字野所長時代(IC，社研K初 有泉 もう一つ社研Vては外国部門と本邦部門と称する

めて文部省から特殊研究費がきま した。はじめて文部省 ものがある。

から公の共同研究費が来たのですから，さあみんな ζれ 高橋本邦部門が6部門で，外国部門が 5部門，全部

K参加せよと，少し意気込みまして，地方の調査を始め で現在は11部門ですけれども，外国部門はアメリカ:J

たんですが，どとかでオーパー ロードK在ったり ，少し 連，イギリヘフラ ンス，中国，本邦部門は公法，夜、法，

いさかいがあったりして，調査の段階で崩れてしまった。 政治，経済産業，財政金融なよび社会調査，日本関係部

共同研究ととK実態調査などは，みんなで共同Kプラン 門と外国関係部門とは，現在は 6対 5の割合(IC在つてな
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ります。

南原 とれは先ほどな話しがあったよう VC，設立のと

きはどっちかといえば，比較研究，今日でいえばエリア

・スタディズK重きをかいた。もちろん日本もやらなけ

ればならぬ，それはあってもよいけれども， したがって

将来の研究は，日本だけが多く左らないよう VC，その場

合でも必ず主な各国のタイプ十てあるものを出すようvc，

社研としては，それは半分以上あるよう Kやらなければ

ならぬとぼくは思うな。

有泉 ととろが最近，との数年，あるいは名、聞きなよ

びと思いますけれども，東京大学の在かK国際問題研究

所を作ろう ，そζ でエリア ・スタディズをやるという構

想が出てきて，東京大学としては文部省へその予算を請

求するというと乙ろまできてなります。そζ でそれと社

研の外国部門がどういう関係、Uてあるべきかが問われたわ

けです。それは南原先生が，最初十ていわれたよう VC，社

研としては比較研究のためκは各国一部門でも必要在の

で，とれをとられては比較研究ができないという ζ とで，

抵抗しました。そして社研の外国部門を消せというとと

はいわれなくなってなります。しかし，本邦部門と国際

部門との関連， ζれは宇野所長の時代Vてたいへん苦労さ

れた問題です。社研は本邦部門から問題を提出して，外

国部門が各国の比較研究で ζれK参加する。そういうも

のがあるべきかどうかという ζ とでした。 しかしはっき

りとそとまで固まら念いものですから，宇野所長は社研

星雲説というのをとなえられた・

我妻法制局へ行って説明したときのととで，一つ思

い出したのは，たしか法橋IJ局は最後Kとういう ζ とをい

ったね。アメリカ部門，フランス音E門とあるが，たった

一つでアメリカのととがわかるか 7 ランスのととがわ

かるかという質問を受けた。そのとき Kぼくは，とう答

えたと記憶します。 ζの研究所の目的は日本の国策，立

法K参考となるものを提供するととである。イ可か具体的

な例をあげたかどうか忘れたが，何か一つのテーマを捉

えて共同研究をするとき VC，法律，経済中心Kアメリカ

在りドイツ在りの，その問題Vてついての大綱を研究して，

その共同研究K参加するのが外国部門の任務だ。だから

アメリカ法， ドイク法の大綱を心得ていて，具体的K問

題K在ったとき VC，アメリカやドイツのそれを調べる能

力があればいいのだ。たくさんくださればそれK越した

ととはないが，一つでもやれるのであって，英米法とし

て講義するのではない ー-。

宇野 それは我妻君から前Kも聞いたととがあるので.

ぼくは所内の問題としては多少それを利用した点もある

んですが，本邦部門を主Kして，比較研究を従Kして.

座談会 社会科学研究所の 30年

それでやってい乙う。そうしないと，ちょっと説明がつ

かない。そういう方向でいつも主張してきたし，また具

体的K問題Kなったとともある。たしか中国部門が問題

tてなったとき，東南アジア，その他のアジア研究をどう

するかという形で，矢内原さんはアジア研究を非常Kや

りたがっていられた。ととろが，われわとしては，アジ

ア研究すやって，われわれの本邦の産業経済，法律Kど

ういう関係、があるかというとと K問題があったのそれで

ぽ〈は矢内原さんともいろいろ議論した ζ とがあるんで

す。結局，今はどういうふう K在っているか，そのとき

はできなかった。

高橋 まだありません。東南アジアは東洋文化研究所

がふりかえで作りました。イ y ド関係の講座はそののち

文学部tてできました。いまのととろ，み在社研をすどな

りしています。

宇野 講座Kあたる部門の増設Kよって拡張するとい

うとと K在るので在地、左かむずかしい。何か理窟をつけ

なければ拡張されない。 しかしそういう拡張では一人二

人で何ができるかという問題が必ず出てくるんです。し

かもそれはわれわれ自身の社会科学K関する考え方Kも

関係して〈るので非常Kむずかしかった。根本問題は勿

論との後者の万』てあったといってよい。そしてそれは今

も，また今後も常K問題となる点でしょう。

大内 矢内原君のは初代所長として一つのアイデアで

あった。それは彼の植民政策の理想で，彼の本の在語、十て

すでK出ているんだ。南原君がよ〈知っている内村先生

の日本と世界の人とが一つKなるという理想的のシステ

ム，それが植民政策の理想であった。そして戦後tてない

て東京大学の自分の講座を国際経済と名付けたのも同様

のシステムのためであった。だから国際経済といっても，

矢内原君のは日本のための国際経済なんです。で，日本

のための国際経済であるから，それの中間項としてアジ

アが入っているというとと Uてなふ。だから日本， アジア，

世界との関係を，法律と経済と両方の面から攻めようと

いうのが，彼のシステムであった。それは一面からいう

と帝国主義Kみえるけれども，他面からいうと，完全K

帝国主義反対である。とれが研究の目標であった。だか

らとんど社研のほかK今一つの国際問題研究所が出来る

という話はぼ<vcはγ ョックだった。というのは，矢内

原君がびっくりするだろうという意味K拾いてだ。それ

は社研は十分K任務を尽してないから別のものを作ると

いう感じを禁じ得ない。とのプランは誰がイニ γ ァテ ィ

グをとったかというととはぼくは全〈知ら在いが，いず

れKしでも率直Kはそのよう K感ずる。

南原 私もそれを間接K人から聞きましてね，多少心
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1 社会科学研究所の創立をめぐって

配していたんですけれども，それをいったん乗切った米

国研究所だけKするという案もあると聞いていたけれど

も，有泉君のb話のよう K，圏内か圏外か，それは創立

の趣意を重んじて， もとより変化があっていいんですか

らいいけれども，忘れてはならないのは，日本だけK閉

じ込もった 日本だけの研究ではなく ，国際的な比較研究

をど ζまでも入れてやられるというととが大事だと思う

な。

鵜飼 内村先生の墓碑銘は，余は日本のため.日本は

世界のため，世界はキリストのため・...。

大内 矢内原君の人生はそれで貫いている。植民政策

も社研も総長も，彼自身もそれで貫いている。

宇野 われわれが歴史的研究を重んずるととが矢内原

さんKはどうも気K入らなかったようです。もっと地域

研究的なものをやらなければいかぬというので，始終議

論したんです。アジア研究をふやすかふやさないかとい

うのもその一つです。

鵜飼 内田君が所長時代Kアジア研究を組織したんで

しょう。

内田 5年まえK組織ができ て，その後，総合研究や

機関研究の形で研究費を受け，ずっと続けてやって恥り

ます。現在も続いているけれども，形式上は社研だけの

組徽とはいえないのです。全国の二十数個の研究機関が

協同してアジア地域総合研究組織という名称のもと K，

社研がかなり立ちいったな世話をしてやっているんです。

我妻 国際問題研究所は国際問題を国際問題として研

究するのか・

高橋 いいえ。エリア・スタディズで，アメ リカ， ソ

連，イギリス，フランスなどの地場の法律，政治，経済

や社会の研究で，それを東京大学では概算要求を出して

いる。文部省では社研と事実上ダブっているという立場

からそれを握りつふ・した， というよう Kきいています。

鵜飼 国際関係それ自体のものならば

我妻 エリア・スタディズはそういうふう tてなりやす

いではないですか。なぜ日本人がエリア・スタディズを

やるかといえば，結局は日本のためだろうけれども，社

研が日本のいろんな問題を研究するとき K，外国部門の

人が参加するのとは意味が違うでしょう。

宇野 矢内原さんの国際問題研究はさきのな話でもそ

の意向がわかるとは思う。国際関係論の研究が駒場でも

なされているが，あれもそういう意向と関係があるので

しょうね。

鵜飼 あると思いますね。あれの支えKなる研究なら

ばいいんじゃないかと思いました。

宇野 矢内原さんは後Kは駒場の方K相当力を入れて

いられたようだ。

南原 政治学でいうインターナショナノレ ・リレイショ

y ズとエリア ・スタディズとは遣う。国際関係それ自身

の一つの問題があるわけで，むしろ理論的な問題も十分

あるし，主な地域的な研究を実証的Kゃるのと国際関係

というのは違うんじゃ念いですか。

高橋 とのいわゆる国際問題研究所は英訳もできてい

て，インスティテュート オグ・インターナショナノレ・

リレイションズ・アンド・エリア・スタディズ在んです。

本来の意味の国際関係はほとんどな〈て，エリア・スタ

ディズを中心とするものなんです。

有泉 南原先生がなっしゃったよう K，今のととろア

メリカの方Kしぼって文部省をなんとか口説とうとして

いる。

南原 アメリカ研究だけをやるというなら意味がある

けれども・…ー。

内国 外国研究κついて矢内原先生がどういう ζ とを

な考えVてなっていたかというととKついて，一つの参考

Kなる資料として申上げて よいかと思われるととがあり

ます。私が所長κなって間もな<，先生とか話する機会

がありましたが，その節，社研の外国部門はどうするか，

今のと ζろではしょうがない， どうかすべきで在いかと

いう話が出ました。先生は，今の社研の外国部門じゃし

ょうがないと強調されました。

鵜飼小さ過きtるというととですか。

内固 いろんな問題があると品、考えのようでしたが，

その点も，たしかK問題とされていました。それから間

もなく国際問題研究所案が出てきたのです。私は，まえ

のな話はやはり一つの伏線だったのかなと，そのとき K

も思ったわけですが，その年の暮K総長が交代したので

す。

高橋総長が交代されたとき K，茅総長はとれは矢内

原さんの遺産だからという点から出発しましたね。

南原 文部省，政府からみたらなかしいですよ。ダブ

るからね。諸君の奮発が必要だね。(笑)

大内 インターナショナノレ・リレイションズを大いK

ゃるのはいいけれども， どういう方法でやるかというと

とは問題だね。

16 なわり K

高橋 きょうはいろいろ励ましのな言葉や貴重なおも話

をいただきまして，ま ζ とKありがとうどざいました。

また先生方のがひまのとき Kは社研K会いでくださいま

して，いろいろ御指導いただきたいと思います。今夜は

たいへんな疲れのと ζ ろ，ありがとうどざいました。今
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後とも社研のーそうの発展のためVてな見捨てなく ，ひと 学と云うほか，屡々他の名称，即ち文化科学.精神科学，

つよろしくな願い申上げたいと思います。 特Vてわが国では人文科学等と呼ばれて居る。とのやう K

【月IJ 添資料】

社会科学研究所設置事由

本研究所の企図する所は広〈世界各国の法律，政治，

経済の制度及び事情K関し正確なる資料を組織的系統的

K蒐集し旦っとれが厳密K科学的なる比較研究を行ふK

あり。抑々大学Kなける社会科学の研究が一方我国の現

実K立脚しつつ而かも他方海外諸国K於ける法律，政治，

経済の実勢を常K省察し対照しつつ確乎たる地盤と広き

視野との上K立ってその歩を進めざるべからざるは言を

倹たず。然、るK従来の我国諸大学K於ける社会科学の研

究は或いは単K抽象的学理の探求K終始し或いは不完全

なる資料K基き杜撰在る帰納的論断K傾ける鎌なき K非

ず而して是の如き欠陥の存したる理由は他念し。 社会科

学の研究を して右の理想を達せしむるが為Kは資料の広

汎且精到なる蒐集と其の資料に対する不断且厳密なる理

論的分析とを不可欠の要件となすtても拘らず我国Vてはか

かる施設の見るべきもの殆んど一つも存在せざりしが為

在り。而もかくの如 き施設の必要なる所以は右K尽きる

事念し。我国今後の立法乃至施策の計画の樹立とその実

行のためKも緊要請、〈べからざるものなり，蓋し一国の

立法乃至施策が其の国の現実の事情を正確K把握すると

共K諸外国の実情を研究し之を他山の石となすべき事は

因より言を倹たざる所なるも我国が今後民主主義的平和

国家として諸政の一新をなすK当りて是の必要著大なる

ものがある為なり。

右の如き事情K鑑み本研究所は冒頭に記せる本研究所

の企図する所を実現する事Kより一つ十ては大学K於ける

社会科学の研究を愈々益々現実の上K深〈基礎を置く確

乎健全なるものたらしむる事を期すると共K二つ十ては将

来政府乃至帝国議会K対 し時K臨み必要K応 じ本研究所

の調査研究の成果を提供して国家政策の樹立K寄与貢献

せん事を期するものなり。

「社会科学」について

種々の名称が存在してhると云うととは，それ等一群の

科学が自然、科学K比して迄K複雑であり，その本質十て関

する学者の見解が一致して居らぬ事を示してゐると考へ

られる。而してとれ等種々の名称は，一般K自然科学K

対して自己を区別する場合K用いられ，それ等相互間K

は必ずしも厳密な区別をもって用いられて居らず，各 々

Kついて明確な定義を下す事も困難であるが，大体次の

如〈考へられる。

社会科学の研究の対象は人聞の社会である。併し人聞

は社会から作られるものであるが，社会も亦人間の作る

ものであり，人間が与へられたものの上K作るものを文

化と称するから，社会も叉其の意味からひとつの文化K

属し，従って社会科学は自然科学K対して一般K文化科

学と称し得る。また文化は自然K対して人聞の作るもの

であり，それ俗人聞の精神の表現或は客観化された精神

と見られ得るとすれば，文化科学と云う一般的名称の代

りK精神科学と云う名称を用ふる事も理由のないととで

はない。

併し社会は文化的なものであるが，文化は社会の作る

ものである。社会は主体であり，文化はその表現である。

そと K作るものと作られたものとの区別が考へられると

すれば，社会と文化とは原理的K区別する事が出来る。

社会は自己自身K与へる組織であり，文化はその精神的

表現である。経済，法律等を芸術，宗教等の如く所謂精

神科学と比較すれば，その問自ら差異が認められるので

あって，前者は社会の一層基礎的な要素であり，社会現

象としての性格も一層明瞭である。それは社会的意味，

llPち社会を担ひ手として成立する意味K関わってゐる。

然、るK芸術，宗教等は内面的意味或は精神的価値K関連

して居り，本来それK関心し，それを理解 し得る人間十て

とってのみ存在する。尤も芸術，宗教と離れそれが外K

表現され，作られたものが作る人聞から所定のものとな

し，社会的力として働くとと Vてなり，それ故精神的文化

と云はれるものも社会科学の対象として考察される事が

可能であるのみならずまた必要である。併しζれは本質

的Kは内容的意味或は精神的価値K関するものとして，

との本来の研究は精神科学止称する方が一層適切であるo

右の如〈考察すれば，自然科学K対する一般的名称とし

ては文化科学があり，そのもと K社会科学と精神科学と

社会科学と云う言葉は，自然科学K対して，社会現象 が対象のそれぞれの方面K従って区別して考えられる。

を攻究する科学，経済学，法律学，政治学等の一群の科 本社会科学研究所の掌る社会科学とは右の狭義の意味

学を総称する名称である。 vc於てであり，従って ζれを主として経済，法律，政治

併し自然科学から区別されるとれらの科学は，社会科 等社会現象としての性格が明瞭なものを社会的価値或は
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1 社会科学研究所の創立をめぐって

社会的意味の見地から実証的K研究せんとするものであ K生れ出でたものである。 ζとK忘れ得ないのは，時の

る。尚我国K於ては人文科学なる言葉があるが，とれは 文部大臣前田多門氏がわれわれの意図をよく理解せられ，

天文，地文と云う語から出たものであり人間全般K関す その協力を得て，国家的見地からとの研究所の計画案が

る科学と云ふ意味で自然科学K対して用いられて居り ， 採用せられ，設立予算の通過を見たととである。

この意味で前述せる文化科学と同様な内容を有し従って きて社研の構想乃至目的，特色とするところは次の三

狭義の社会科学より広い対象を有して居ると考えられる。 点である。第ーは世界的在比較研究の基盤の上K置〈 ζ

とである。今までは資料が偏在的であり，殊十て戦時中は

〔以上は，東大庶第 39 4号として東京大学事務局K 全体主義的枢軸側K限定せられ，研究の客観的基盤を欠

保存されているもの。昭和 21年 4月 5日起草，同4 いてゐたのである。しかも戦後Vてないては，またその反

月 18日(文部省へ)発送。ただし，日附は 3月 30 動として英・米が学問の中心となり，専ら研究の対象と

日と在ってL、る。仮名づかいは原文のまま。〕 なる傾向があるが.併しとれでは不十分であり米・英研

社会科学研究所の設置について

南原 繁

究を振興すると共VC，中央ヨーロッパと，新しくゾ聯の

研究が頗る重要な課題である。叉特十て我国K最も近い中

国の研究を取り上げねばならぬ。かうしてわれわれの研

究は世界的基盤の上K立てられるととを強調したい。

第二は綜合的研究である。今宮での学部の研究は非常

K専門化せられて居り，かかる分化の傾向は学問発達の

当然、の結果として喜ぶべき ζ とではあるが，併し叉一方

一昨年終戦直後の ζ とである。確か 9月の末か10月の Kないて学問の綜合的研究が必要である。自然科学の方

始めであったかと思う。私が法学部長をしてゐた時十て， 面十てないても，理工学部が協同して研究K当れば新しい

法学部内の制度調査委員会の席上Kないて.法律・政治 学問的成果が得られるのではないか。各学部のそれぞれ

・経済K亘る広範な研究所を立てようといふζ とが議K の専門的研究と共に本学が綜合大学として綜合的研究

上った。その後次第Kとの計画が進み，法学部の発案K の機能を発揮する ζ とが大切であると思ふ。かかる意味

経済学部も提携し，各々の教授会の議を経て ζ とK社会 Kないて自然、科学の方面十てないては新し〈理工学研究所

科学研究所が具体的K設立の運びと在るK至ったのであ が昨年設置されたのであるが， ζれK対応して設立され

る。 たのが社会科学研究所である。

その設立の大なる動機は，戦時中を通じて日本はー圏 第三は理論と実際との関係を新たK反省する ζ とであ

の政治・経済の調査，ひいては国策の樹立という基本的 るo われわれ大学K在る者はアカデミーとしての原理的

政綱が軍部のイニシアチーグの下K置かれ，政治経済の 研究を忘れてはならないが，日本の学者気質として実際

計画の基礎となった調査，研究Kは数多の学者も加わっ 問題を取扱ふととを避けたがる感あるに鑑み学問の社会

ていたが，とれは戦争を 目的としたものであり ，従って 的活用Kついて考慮するととろが無ければ在ら左い。 ζ

学問的立場から見て頗る非科学的であり .歪められたも の点英米K沿いては理論と実際との融和は，かのプラグ

のであった。そしてとれが結局日本を今日の破局K導< "<チズムとして大なる成果を挙げているのである。哲学

K至ったのである。併し，その結果軍部自身が廃せられ としてのプラグマチズムKは問題があるが，われわれは

た今日，純粋K学問の立場から，戦後の復興，平和民主 以上の点Kないての長所を認め，常K理論と実際との結

国家及び文化日本建設のためVC，真K科学的な調査研究 合を考へ，学問の研究を国民生活の基底Vてまで軽量透せし

をB指す機関の必要在るを痛感せしめられるK至ったの むべきであると恩ふ。軍部の擁せる参謀本部等の調査機

である。そとで我々は戦後いかK疲弊の状態Kあるとは 関が廃せられ，叉民間の調査機関も大原社会問題研究所

いへ，せめて東大が中心と在って研究所を設立し， ζ の は殆んど活動停止状態tてあり， i備鉄調査会等廃せられた

重大なる課題K手を染めようと思ひ，今回の挙K出たの 今日，今後の日本Kないて東大社会科学研究所が持つ責

であった。 務は重しその果す役割は大であらう。

不幸Kして従来日本Kは法・政・経を統合しての研究 次Kζの研究所が計画された時その名称が問題であっ

所は無かったのであるが，われわれの社会科学研究所は たが，広範な研究領域を持つ社会の科学的研究の重要性

自然科学部門K対し，正K社会科学部門Kなける綜合的 K鑑み，社会科学研究所と名づけたのである。 凡そ十ケ

な研究を意図 し， 画期的左，アンピシャスな構想のもと 年前までは社会科学研究の名は左翼理論研究の代名詞の
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座談会 社会科学研究所の 30年

如き観があり，特定の評価を受けて来たのであったが， は所長K矢内原教授を迎へ，llっその協働者として有能

われわれは最初から敢て社会科学なる名を掲げて出発し なる教授その他の諸君を得たととは，われわれの大いな

たのである。併しながら社研は， とれKより何らかのイ る喜びとするととろである。なほ注意すべきととは，教

デオロギーの上K決して立つものでもなく ，普遍的真理 授のみならず学生諸君がとの研究所の活動K協力せんと

K基づく科学的研究を行ふものであるo I司時V'L，近代K とである。諸君の学生生活Kむいて ζれまでの試験のた

ないて科学的研究といへば自然科学的方法K依拠する如 めの勉強といふ如き功利的な勉学方法をー郷し，各自白

〈解せられる傾向があったが，社会科学は他ならぬ人間 己の関心と能力を傾けて，ζ の研究所Kなける共同研究

の営む社会現象の研究であって見れば，人間の物質的基 K積極的K参加されんととを望む。

礎から高〈精神生活を貫くととろの社会科学固有の研究 然らば，との研究所が学問の進歩と祖国再建のためK

方法が考へられねばならぬであらう。 寄与せんととは，われらの所信であり，共同の努力Kよ

以上の如く社会科学研究所は新たなる意味と使命を以 ってそれが達成されんζ とを私は深〈期待する者である。

て発足したものである。(本研究所創 設当時の東京帝国大学総長。昭和22年

併し構想が雄大であり，機構がいかV'L整備されようと 2月l日，閉所記念講演会での挨拶， r社会科学研究』

も，社研の事業の成否を決するものは，究極Uてないては 創刊号昭和 23年 2月，所載〕

それK携はる人の問題である。然るK此の問題十てついて

2. 社会科学研究所の 30年ーその 1-

日時 1976年 7月 17日

場所 社会科学研究所所長応接室

出席者 鵜飼信成 有泉 亨 内 田 力 蔵

高橋幸八郎 加 藤 俊 彦 氏原正治郎

高柳信一 渡辺洋三 岡 田 与好

柴 垣 和 夫 ( 司 会 )

発足してなりますo 今日のとの座談会の司会は，その委

l は じめ K 員長であります柴垣和夫教授K念願いしたいと思います。

岡田 本日はな忙しいととろをわざわざかいでくださ 柴垣 『三十年史 』の編纂委員長は，当初はただいま

いまして，大変ありがとうどざいます。ど承知のと卦り ど挨拶された岡田教授でしたが，所長K就任されたため

来年は東京大学創立百年を迎えるわけですが，その記念 私が後を引き継いだ次第です。実は 『三十年史』そのも

事業としまして，東京大学百年史編纂の準備が全学的K のは，もっと時間をかけて本格的在ものをつくりたいと

すすめられてなります。私どももその一部局としての歴 考えて訟ります。今日の座談会は，一つKはその際の資

史をとの百年史のためK書くとと Kなっています。しか 料Kさせていただ〈ためと，も う一つ，来年の三十周年

し来年は当社会科学研究所も創立三十年Kなりますので， を記念しての式典に年表を中心とした 『社会科学研究

所員会での討議の結果，ζの部局史十てとどまらず『 社研 所の 30年 』とでもいう小冊子をつくろうと計画してな

三十年史 』を独自の立場で編纂しようというとと K左り り，その際K十五周年の時の座談会と一緒K本日の座談

ました。つきましては，との『社研三十年史 』の編纂の 会の記録も収録させていただきたい，というこつの目的

準備作業のーっと しまして，歴代の所長と して本研究所 をもってなります。もっとも三十年間Kもわたるととを

の運営Kど苦労いただきました諸先生方V'L，当時のな話 今日の限られた時間だけで全部品、話しいただくのは無理

をうかがいたいと思いまして，本日な集りいただいた次 ですので，今日は主として，創立から高橋先生の所長時

第です。もっとも，字野(弘蕨)先生はど病気，潮見(俊 代頃までのな話をうかがえればと思います。それ以後K

隆)さんは外国出張中でど欠席です。暑い中を申しわけ 所長をされた先生方Kは，所員として当時のど記憶をな

ありませんが，よろしくな願い申し上げます。 話しいただくと同時十て，聞き役としての役割も果してい

なが，との『 社研三十年史』の綿纂のためK委員会が ただければ幸いです。
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2 社会科学研究所の 30年ーその 1ー

矢内原・宇野所長時代

2 創立時の理念と人選

柴垣 最初十てど記憶を号|き出すための誘い水として，

とちらで調べました事実を年表風K述べさせてもらいま

すと， 1 9 4 5年 8月K敗戦Vてなりまして，翌 9月十て法

学部V亡命Ij度調査委員会が設置されまして，法律，政治，

経済を総合的K調査，研究する新しい研究所の創設が検

討されはじめてむります。法学部の案が経済学部tても相

談され，その同意を得たのち 12月以降，南原新総長

のもとで全学的な検討がはじまりました。翌 46年 4月

5日付で「社会科学研究所設置事由」が起草され.4月

1 8日K文部省K送られています。とのときの構想は

1 4講座です。とうして 46年 8月 24日i'L，勅令第

394号で当研究所が東大K附置されました。まず初代

所長として矢内原忠雄先生が発令Kなり，次いで北米，

英国，本邦公法，本邦内政.本邦産業経済の五部門が認

められました。 8月 31日山之内，鵜飼，有泉，林の 4

先生の発令があり 9月 30日K高橋勇治先生 10月

3 1日K大内力先生が発令十てなっています。とのあたり

から記録のはっきりしないととろがありまして，所員会

記録では遠藤先生と鈴木鴻一郎先生が大内先生と一緒K

発令されたとと tてなっているのですが，辞令では翌 47 

年 2月 14日です。 11月 30日Kは事務長として長谷

川潔さんが発令Kなり，同日付で松村憲一，塩田庄兵衛

の両先生が助手K採用されています。内田先生の発令は

1 2月 28日です。 ζ の間 11月K法文経 19番教室

で業務が開始され 12月 9日K第 1回の所員会が聞か

れ，スタッフの担当部門別決まってなります。第 1部米

国が，嘉治，内田， 楊井，第2部英国が，末延，野田，遠

藤，第3部公法が， 鵜飼，有泉，第 4部政治が，山之内，高

橋(勇治)，林， 第 5部経済が，大河内， 鈴木，大内の各

先生となってむります。

そとでまず最初i'L，スターテ ィング ・メンバーがとの

よう K続々と発令されていくプロセスあたりから卦話し

をはじめていただければと思います。

有泉 個人的なととを申 しますと， 4 6年 5月ぐらい

から，我妻先生i'Lいわれて法政大学法学部の再建のな手

伝をしているととろへ，やはり我妻先生から社研創立の

が話しをうかがい，そちらi'L0<ょう Kいわれたのです。

創立時の人選は我妻先生が南原先生らと相談されてきめ

られたようで，私どもはほとんどタッチしてなりません。

創立の時は所長の矢内原先生だけが教授で，私どもはみ

な嘱託で した。助教授K在ったのは早い人で翌 47年の

2月，私は 4月でした。

鵜飼普通の場合ですと創立時の人選はチャーター ・

メンパーが当るわけですが，社研の場合Vては外債IJi'L組織

主体があったのです。法学部と経済学部とがそれで，法

学部長の我妻先生と経済学部長の舞出先生が中心Kなっ

て人選をしていったのです。創立の時の一番基本的な趣

旨は，r社会科学研究 』の創刊号K載っている南原先生

の挨拶Kもありますようvc，戦後の日本の方向である

"平キ1]11 i'Lついて社会科学的な総合研究を行っていく ，

というととであったと思います。 ζれK付随する目標が

大き〈わけて二つありました。一つは比較研究で，アメ

リカ，イギリヘ中央ヨーロッ パだけではなく ;J速と

中国十ても特K力を入れようというものでした。もう一つ

は戦時中K研究者が軍部Kひきずられた一因として，政

策決定の基礎Kなるべき科学的な調査が研究者の官llJvてな

かった，だから今後は十分社会科学的な調査をやる必要

がある，というととでした。それで人選のとき Kは当然

ソ連と中国の研究者を入れる必要があったのですが，発

足時の官制の五部門tてはソ連と中国が入っていなかった

のです。そζでソ速や中国の専門家，山之内先生や高橋

勇治君左どが「本邦内政」という部門K入る， という形

でやり〈りしてスタートしたわけです。

もう一つの調査の方tてついては，社研の創立者の側と

創立時のス声ッ 7の側との問i'L，若干の重点の置き方の

相違があったよう K記憶してなります。社研のスタッフ

の側では，もちろん資料の蒐集や調査という ζ とを軽視

したわけではないのですが，それだけK専念するとと K

は抵抗があったのです。

加藤 我妻先生や南原先生から社研Kいって〈れとい

われたとき，社研をどういうものKしたいからいってく

れ，というような台話はあったのですか。

鵜飼 具体的Vてはなかったと思います。学部ではみた

しきれないものをやるのだというが気持だけは伝わって

きましたが，それが何であるのかは， ζれから自分たち

で決めていかなければ在らない， という印象でした。そ

れから，人選の問題ですが，ひとつだけいえる ζ とは，

既存の大学の有力な研究者を引き抜くととはしない， と

いう原則がはっきりあったと思います。だから 8月 31 

日の段階で決った最初の 4人のうち，私と有泉さん，林

さんの 3人は京城の大学Kいたのをもってきたのです。

有泉 法学部系の方の人選は我妻先生が中心で，南原

先生はあまり 17-:Jチされなかったかも知れません。林茂

さんが決るとき我妻先生が林さんK会われた後で私i'L，

なかなか真面自在人だね，といわれたととを記憶してい

ます。内田君が遅れたのはどういう事情だったのですか。
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内田 当初ζの研究所ではイギリスよりアメリカ K力 有泉 その時南原先生が初めて来られ，社研ではとう

を入れるという意見が強<，私がイギリスの方K力をtt: いうととをやりたいのだ， という品、話を されました。南

いでいたから，そういう ζ ともあって遅れたのではない 原先生が社研の会合K正式な形で来られたのはとの時だ

かと患っていました。 けだったですね。

鵜飼 ζ ういう新しい研究所をつくる時でも，東大 柴垣第 l回の所員会が 12月 9日ですが，その時の

出身者中心の傾向が強かったようです。東京大学以外の ど記憶を何かー ー。との所員会で 5部門のそれぞれの担

人を推薦してもほとんど聴き容れられませんでした。 当が決ったようですが。

柴塩 人事K関する所員会内規が決まりますのが1950 鵜飼 大いK勉強しようと気勢を上げました。

年 1月ですがー-。 高柳 それまでは担当部門は決っていなかったのです

鵜飼 とれをつ〈る前Vてはいろいろな試案がありまし か。

た。なかでも教授の業績審査の問題が大きな問題でした。 鵜飼 ぼくは最初から公法だといわれたような気がす

就任後十年どと K業績審査を行うという試案があったの る。

です。とれ十てはメリッ トとデメ リγ トとがあって，議論 有泉 ぼくも初めK臨時K公法で，鵜飼さんが教授で，

が紛糾したのです。後十て出てくる「助研騒動jと似たよ その下で助教授だった。

うな面があり，業績以外の理由で十年後K任期が更新さ 鵜飼私法部門ができるまで， というととでo

れない，という危険性もあるわけです。それで原案Kあ

ったとの制度は削除されたのです。 3 創立時の共同研究

柴垣 との内規の成立過程はまた後のととるでうかが 柴垣 1 9 4 7年 1月K英語の名称がきまり，宇野先

うとしまして，との内規が出来てからは，人事は社研内 生の発令 2月 1日K開所記念講演会が法文経 15番教

部だけで行う ζ とKなるのですか。 室で行われ 4月K入って学術研究会議民主主義特別委

有泉 いや， もっと前から社研自身の手でやってなり 員会の研究を担当，となっていきますが，学術研究会議

ました。 1948年Kはも う所員会で審査委員会を選出 の研究プロジェク トをめぐってな話しいただきたいので

して人事をしてなりました。人事K関する所員会内規が すが。

できるまで法・経両学部で社研の人事をやっていたわけ 鵜飼 その前K英語の名称Kついて一言。とれは「社

ではけっしてありません。 会科学」を Soci a I Sc i en ceと単数Kするか，

渡辺最初は「所員会Jと「人事K関する所員会jと Social Sciences と複数Kするかという問題で，

は分れてい在かったのですか。 法経両学部の創立委員の方々が政府K説明するためKつ

有泉 どζから変ったのかは正確Kは記憶していない くったらしい『社会科学Kついて』というプリントのと

のですが，途中から助手を除いた人事のための所員会を きKも問題Kなったらししまた後K社研の方でも問題

つ〈ったのです。 十てまった。社会科学の概念をめぐっての議論が単数か複

鵜飼 「人事K関する所員会」内規ができる以前にも， 数かの中Kあったわけです。

1 9 " 9年K所員会で人事を決めた記憶があります。私 柴担最初からずでtてその議論があったのですか。

自身が推薦者だったのでよく覚えています。 有泉 単数か複数かの議論は最初からありました。

柴垣発足当時から法 ・経両学部から何人かの併任教 柴垣 のちK複数に したらどうかという議論があった

授が社研K来られていたわけですが，その方たちは所員 ときiL.宇野先生が強〈単数説を主張されたとうかがっ

会等K参加されていたのですか。 ていますが。

鵜飼併任の方が所員会K来て十分発言されるという 有泉 われわれも単数説でした。

ととはあまり左かったと思います。個人的十てはいろいろ 鵜 飼 ぼくは複数説だった。

意見をうかがった ζ ともありますが，会議K来られて会 高柳英語名称の議論と関連して，社会科学研究所で

議をリードする，というととはなかったですね。 はどういう「社会科学jを研究するか， という議論はあ

高柳 1 9 4 6年iL5人一一高橋先生は 1月遅れのよ ったのですか。

うですがーーな決り Vてなって，最初K顔を合されたのは 鵜飼共同研究Kついてな話すればそのな答えVてなる

何時ですか。 かもしれません。 19 4 7年の予算新規要求の中K共同

鵜飼秋です。社研の教授会をやった法学部の角の部 研究が 4つあがっています。 ζれが学術研究会議といわ

屋ででした。 れるプロジェクトなのですが，そのうちAが. r各国K
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なける民主主義の思想なよび制度の比較研究 .1， Bが

『日本Vてなける資本主義の発展と民主主義.1，cが『転

換期Vてなける行政機構の民主主義化の問題， と<K:各種

行政委員会の実態調査.1， Dが『労働組合運動と民主主

義， とと K最近の労働争議Vて現われたる民主主義化の傾

向の実態調査』です。とのうち私らのやったCの『行政

委員会』と有泉君たちのDの『労働組合』は実態調査的

な共同研究で，ζの二つはちゃんと報告が印刷されてい

ますo AとBは理論的なもので， ζれは結局研究成果は

その時点では出ていないわけです。

高柳 戦前K法学部，経済学部等で別個K研究がなさ

れてきたのを，戦後になって社会科学研究所をつ〈って

社会科学の比較総合研究をやるという場合，一体われわ

れは伺をすべきなのか，従来の研究と比較してどういう

特徴を出していくべき左のか，というような議論があっ

たのではないかと思ってうかがったのですが。

内田 正面からの議論はなかった。ただ有泉さんがい

ろいろな研究班をつくろうと努力されていたのを覚えて

います。 『資本論』の読書会なんかがそうでした。

有泉 宇野先生が中心Kなって，それK法律系の助手

連中も加わって 『資本論』を読む， というような ζ とは

確かKありました。そういう形での理論的在研究はあっ

たけれども，今 4つあげられた共同研究のうちのAとB

みたいなものは，結局まとめようがなかったわけです。

『資本論』の他Kは「へーグノレ研究会」もやりました。

先ほど高柳君の質問された点Kついていうと，創立時

の社研は何といっても寄せ集めで， ソ達郎門の人もいれ

ば中国をやる人もあり，それK公法，私法あり，政治史

ありというわけで，社会科学とは何ぞやという議論をし

てみてもまとまるわけはなかったのです。結局それぞれ

が少しづっ自分の関心Kしたがってやっていくより仕方

がなかったのです。

もうひとつ，理論の方ではなく実態調査の方で，社研

全体でとりくんでうま〈いかなかった例として強戸の調

査があります。研究計画としては慈くはなかったのです

が，月IJの事情で途中でまとまらな〈なってしまった。

柴垣 先ほど一寸な話κでま した，学術研究会議民

主主義特別委員会というのは， どういう性格の組織だっ

たのですか。

鵜飼 それまで機関研究の研究助成金というのは自然、

科学しかもらえなかったのですが，社会科学でも出せる

筈だという話があって，申請したらかなり大きなな金が

きたのです。それを 4部構成で適当K配分して，先ほど

もいいました『労働組合』と『行政委員会』の調査研究

がまとまったのです。
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柴垣 学術研究会議というのはどういう組織だったの

ですか。

鵜飼 いまの学術会議の前身のよう左もので， 1949 

年十てアメリカの人文科学の人がきて，それを受入れるた

めK委員会ができた・ー

高橋 あれととれとは違うのです。あれは学術体制刷

新委員会です。

有泉 そういう ζ とでわり K大きなな金がきたのです

が， と十てか〈居る場所も決ってい在いし，借りてる部屋

tては机も椅子もないというととで，そういうものから買

ったのです。学術研究会議の方から， I研究のため十てな

金を出したのだから，机や椅子を買われては困る」とい

う批判lがあった。

岡田 学術研究会議の一環として民特委があったとし

て.他Kも民特委のよう在ものが他の機関十てあったので

すか。

鵜飼連絡しあった覚えはありませんね。

有泉 社研K民特委があったよう K他の機関十ても別の

ものがあったんじゃないですか。

渡辺 そうしますと，学術研究会議Vてないて何か報告

するとか， との会議の名で報告書を出すとかいうもので

はなかったのですね。

岡田 当時は学術研究会議と民特委は一体K考えて，

学術研究会議が親団体で民特委がそれK所属している，

という風K区別しては考えていませんでしたね。

柴垣 渡辺先生が社研改革の議論の際tてつくられたメ

モKは， I研究体制lは全体の学術研究会議K所属し，そ

の下で所員は英米部会，政治部会，経済部会のいずれか

K所属する。各部会は毎週または隔週の定時研究会をも

ち，全体として月例の研究会をもっ。さらK学術研究会

議の下K民主主義特別委員会が全所員のほか本学内外の

研究者の参加を得て組織されて云々」とありますが。

渡辺 それは社研の組織ですね。 2， 3年続けて科研

授が出ましたね。今紹介された報告は何年ですか。

柴垣 1 9 5 1年の出版マす。

有泉 そうするととの科研費は文部省から直接もらっ

てきたのだな。

内田 わたしの所長時代て'もまだ多少そういう面が残

っていました。文部省の学術助成課長のととろへ人K紹

介してもらって直接交渉Kいって，プランさえよければ

それで直K科研費がもらえる，という時代だったのです。

有泉 あとで科研費K:f住宅 』というのが出てきます

が(r宅地住宅総合研究 j， 1 9 5 9年度)，その前K

農地改革と関連させて都市の宅地改革とい うものをやろ

うという動きがあり，建設省から法学部K話がもち込ま
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れ，それが法学部地、ら社研tてまわってきた ζ とがありま 岡田 今な話K出ている合評会は私が助手tてなった頃

す。とれが宅地の実態調査の第 lのγ リーズKなります。 vcもまだありました。

とれは建設省の委託調査で，当時の金で年VC2， 30万 加藤 ぼくが 『社会科学研究 jvc論文を書いたとき K

ぐらいでした。 は， もう念くなっていた。岡田さんが助手K在られた

柴垣 民特委の場合は 応部会制をとっていますから 1952年頃がきかい目では念いですか。

実質的十ては今のグノレープ研究的なもののようですが，全 渡辺 ぽ〈は 1955年K社研Vてきたのですが，その

所員が堂K会してやる研究会としては，r社会科学研 とき Kは合評会がありました。

究 』の合評会が定例的tてもたれていたとうかがっている 氏原 ぼくが記憶している合評会は，宇高さんの 『再

のですが。 生産論』をめぐって激しい議論があったととです。 1951

有泉 第 l回目は字野先生の書かれたものを合評会で 年か 52年のととでしょう。

ゃったのではないかしら。 加藤 高橋(幸八郎)さんの「マニュアァクチュアの

加藤 第 l回目はいつですか。 歴史的形態Jが出たときの合評会で宇野先生がいろいろ

柴垣 『社会科学研究 』が出るのは 19 4 8年 3月で 質問されるのを，貴方(高橋)が実Kうまくかわしてな

す。 られたのを覚えています。

有泉 合評会Kついてのぼくの印象は，宇野先生の存 高橋それは 『社会科学研究 』第 2巻第 l号K載った

在が大きかった，いや大きすき'た。それK対する消極的 ものです。その時の印象では.社研内での資本主義論争

な反緩みたいなものが出てきて，次第十亡合評会がしりっ と外部でのそれとでは激しさがちがうのです。内部では

ほみtてなっていったよう K記憶してます。はじめのうち な互K遠慮してあまりやり合わないものですから。字野

は割合定期的VC，論文が出ると合評会を開いていたので 先生とマニュファクチュアの理解の仕方とか，いろいろ

すが…-。 やり合ったのですが，それでも紳士的な議論在ので激論

内田 私も「ベンサムの立法理論研究への序説Jを書 を期待してくる人Kはつまら左かったようです。

いたとき K合評会をしてもらいました。その時.ベンサ

ムの遺骨がロンドン大学K寄附されたか否かで，矢内原 4 初期の対外活動

先生Kやっつけられたととを覚えています。後Kロンド 柴垣初期の頃Kは研究会Kも所外の人が入っていま

;/VC留学してみて，私の方が正しかったととが分ったの したし，公開講座も春秋 2回もたれてそれが叢書K在る

ですが。 とか，対外活動の面でかなり努力されていたようですが，

有泉 いや，矢内原先生の批判は，その遺骨十てついて 公開講座は所員会の議を経てやるとと K決ったのですか。

の文章で論文を結ぶ必要があるのか，論文の趣旨とどう 有泉 たしか閉所記念日 Kはやっていますね。翌年の

いう関係があるのか，というものでは念かったかしら。 5月から春秋 2回K在ったのですね。宇野先生と高橋勇

内田 合評会は 『社会科学研究 』が出る前Kもありま 治君と私がやりました。 19 4 7年 7月が，内田，大河

した。例の 12月何日かの最初の所員会をやってから年 内，山之内の 3先生でしたね。

が明けて間もなく，経済学部の研究室(今の法学部の建 柴垣記録十てよりますと， 1 9 4 8年の関所記念日 K

物)でやった記憶があります。たしか公開の合評会だつ も講演会があり，林，字野両先生，春季公開講座は 5月

たと思います。 で，嘉治，遠藤， 大内の 3先生，秋十ては嘉治，佐藤功両

高柳特研生の頃，したがって社研tてはいる前VC，社 先生K鵜飼先生もやってなられます。 1949年の関所

研の研究会があるというので出て，大内力さんの農村聞 記念日 tては，遠藤，有泉両先生が講演してb られます。

題の報告や内田さんの報告をきいた記憶があります。矢 加藤字野先生のな話は 『資本論入門 Jvc，遠藤君の

内原所長が司会をしてられました。社研以外の方はそう は『インフレーショ Y と日本の財政Jvc，いずれも本K

多くはなかったようですが，興味のある者は自由K出席 なっています。有泉さんのはつ

てきるよう K念っていました。十数人で面白い会だった。 有泉 『労働争議の法理』です。

氏 原 私がまだ経済学部Kいた ζろ，字野先生らが中 加藤対外的な啓蒙活動をやろうという意識みたいな

心Uてなって，山田先生の 『日本資本主義分析 』を読ん ものがあったのですか。

だととを覚えています。私も報告させられました。私が 内田 東大でそういうものをやるとワッと人が集る，

助手をしていた時ですから，今な話しいただいている初 というよう在雰囲気がありましたね。

期の時代のζ とだと思います。 柴垣 公開講座のほかvc，学生を対象Kした演習があ
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2 社会科学研究所の 30年一ーその 1ー

ったようですが。 鵜飼 1 9 " 9年の人事K関する内規案Kあるような

内田 法学部の学生が随分きました。 形で選挙をしたのではなかったかと思います。

加稼 法学部の授業の単位tてなったのですか。 柴垣 内規の作成はいつどろから議論がはじまるので

有泉 いいえ.単位Vてはなりません。法学部の方では， すか。

社研は研究だけしていればいいのK何で講義をしたがる 有泉 " 9年 6月頃から， だからまだ矢内原所長のと

のか，という批評がありましたね。 ろから始まっているのです。私と日韓国君，内田さん，そ

鵜飼新聞研究所が研究生をもっている ζ とと関係が れK経済の方から法律 ・制度の好きな人として大内君

あるのです。ただ社研の場合十てはああいう養成はちょっ (笑〕が入って， 準備したのです。問題Vてなったのは，

と不適当だから，演習や実態調査K学生を入れていとう 5年どとか 10年どとかK所員の業績審査をやるという

としたのです。 点で，矢内原所長K見せたととろ， I非常K面白いけれ

加藤 経済の方では，私が 19 " 9年Kきてすぐ経済 どね・ーー jといいながら少し首をかしげていられた。全

学部の演習を担当しました。高橋先生もすでK就任され 〈賛成でもないけれど，やるというのならやってみても

ていたのではないですか0 ・・ ーーという ぐらいのととろだったよう K思いま す。また

高橋 その頃Vては文学部でも法学部でも単位十てなりま 矢内原先生は，学位を条件K助教授から教授K昇進させ

したからね。 るζ とKしたらどうか，ともいってなられました。ただ

内田 今の問題は，あとで大学院K社研が参加するか とれKは所内で賛成は多くなか ったですね。

どうか，という問題Kつ念がるのです。私は若い人と議 加藤 業績審査をやるというのは，先ほどな話のあっ

論して刺激をうけたいと思っていましたし，また法学部 た有泉，磯田，大内，内田の四先生の原案Kは入ってい

十ては演習というものが創りと少なかったから，社研Kは たのですか。

多少時間的Vても余裕があるからやってみようと考えた面 鵜飼原案Kは出ていたのです。それをとの委員会が

もあります。我妻先生も賛成してくださったよう K記憶 削ってしまったのです。原案では，業績審査は教授Kつ

しています。 いては就任後 j0年どとK行う。前記の審査の結果，人

柴垣 社研の正式な活動だったのですか。 事K関する所員会が当該の者を教授として適当でないと

鵜飼個人的Kはやってもやらなくてもよかったので 決定した場合Kは当該教授は静任しなければならない。

す。 本条 (2 3条)の業績審査十てついては前条(2 2条〉第

有泉 ただどとかK広告しなければ学生は来ないです 3項，第 5項一一つまり罷免の場合の規定ですね一ーを

から，そういう掲示をするととは社研として正式K認め 準用する，と在っていました。先ほどの 4人の委員の

ている ζ とだ，という程度です。だからあまり続かなか 意見は，原案賛成 2人.2 3条削除論 l人， 22条， 23

った。私の場合は 2， 3年だったと思います。内田さん 条とも削除論 1人でした。

の場合はどうですか。 柴担 業績審査の発想けどういうととろから出てきた

内田 あまり続かなかったととは確かです。経済学部 のですか。

の方はどうで したか。 有泉 社研のス タァフは何をすれば義務を果したとと

高橋経済の方ではちゃんとカ リキュラムKのってい Kなるのか，というととを矢内原所長が所員会で繰返し

て単位Kなりました。 言われたととがあるのです。しかし実情から言えば，研

氏原 時期ははっきり覚えていないのですが，実態調 究所の施設がうんと悪くて，資料はないし部屋はあちら

査K法 ・経・社会学等から学生を募集 して，大河内，有 とちらの間借りだし，事務室はまた)lIjVC借りたりしてい

泉先生を中心K演習形式でやっていたととを記憶してい て，とれで何ができるか，という雰囲気が所員の間Vてあ

ます。たしか，単位Kなったはずです。 った。そζで業績審査を入れれば，努力して資料を集め

たりするよう Vてなるだろう，という発想です。それと講

5 I人事K関する所員会J内規の制定過程 義がな〈て研究していればよいのだから，業績だけはあ

柴垣 話を宇野所長時代K移 していきたいのですが， げるべきだ，という気持もありました。もっとも宮沢先

字野所長のときから所員会で所長選挙がなされたわけです 生などは，社研は無理K業績を気Kしなくても，学者を

ね。そのとき助手は選挙K入っていたのですか。 養っていればそのうち立派なものができるよ， という寛

有泉 入っていません。 しかし選挙権を助手Kもよ ζ 大な批評をされていたのですが， ζ ちらの身Kなればそ

せという議論はあったかも知れません。 うは言ってもいられないから。
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座談会 社会科学研究所の 30年

鵜飼 法学部Kは福沢諭吉の "学者飼い殺は命"をヲ1い ですか。ぼくは強戸Kは行かなかったのですが，多分コ

て， とにか〈 何でもやらしてなけばそのうちいいものが ミュニテ ィ調査の一環だからな前は都市をやれ，という

出る，それをいちいち審査する必要はない， という意見 ζ とで強戸Kは行かなかったのではないかと思います。

が他Kもありました。 高橋 会津地方の調査もそうだったのです。

柴垣 宇野所長時代K入ってから，研究所Uてなける研 氏原 農村調査の方が研究費配分も当然多(，都市の

究のあり方K関して活発な議論がなされたと聞いてなり 方は十数万円も らって本を買ったよう K記憶しています。

ますが ー 。 とVてかく都市の方は少なかった。強戸の方は所員会の後

有泉 特十てそうは思いません。社研そのものが一本K で皆で方法論や調査表の検討をやってま したね。

まとまらない， という感じの方が強かった。 渡辺 どう して強戸を選んだのですか。

内 田 研究所の内部でそういう議論が特K活発Vてなっ 内田 非常K典型的在村で，地域が丁度全国の 1000

たという 印象は，ぽ〈も持っていません。ただ宇野先生 分の lの広さだったのです。

の所長時代(1(，研究所長会議や何かで，社研の所長が議 柴垣 1 9 5 0年 2月K特別研究調査として， r安定

論を指導する，という面が出てきて，それで東大内で社 経済下の農村経済の変貌J(代表者字野弘蔵)， r立法

研が認められていく ，というととはあったと思います。 及び政治教育の政策K寄与する目的のための地方自治体

よその研究所のトラブノレを抑えた， というような話も記 の総合的調査J， r戦後世界各国Kなける経済社会立

憶しています。学内の研究所長会議だけではなく ，全国 法及び政策の比較研究 』の三つを決定していますね。

の研究所長会議も，宇野先生一流のあれでがっちり抑え 高柳 そう言えばとの『立法 ・行政 』というので東伊

られていました。とれは文部省の社研K対する評価を変 豆Kいったのではなかったですか。

えさせるのKも役立ったと思います。 鵜飼 選挙のポスK会ったりしましたね。

加藤 『安定経済下の・ .Jは宇野先生がキャップで，

6 全所員挙げての強戸調査 あとは遠藤君とぽ('，それK鈴木さんとか武田君とかそ

高柳 会津若松の調査というのはどういうプロジェク れぞれ一組と在り，大内君は一本立ちで，そのほか学外

卜として行われたのですか。 からも参加していました。ぼくらは「財政 ・金融」担当

鵜飼 会津はぼくも行きま したが，社研の研究費でや でしたが，実際は農村Kいってノミ K喰われて一生懸命

ったものなのかどうか記憶がないのです。当時は研究費 調査していたわけです。

がいろいろきて，それらが混っているのです。だから社 鵜飼 いろん在調査がま じってますね。ほかからもら

研と全〈関係のない仕事を社研の人たちK手伝ってもら った研究費で社研の人K手伝ってもらったのもあります。

うというととも多かったのです。ぼくの関係でいうと ただ，当時は実態調査が流行っていて，いろんな所がな

『村落構造の研究 』がそれです。そ.ういう共同研究K社 金を出していたととと，社研がこういう調査K一番適し

研の人たちはいつでも参加できる態勢Kなっていたので ていたという ζ とは，たしかK言えますね。

す。 高柳 当時からいろいろ問題があったし，ふりかえっ

有泉 強戸は社研独自の研究で， ζれは全所員参加と てみても全部 うまくいったとは思いませんが，社研K入

いう趣旨でしたね。だから一軒の家K法律班も行<，経 ると助手でも助教授でも一人前の研究者tてなる前に必

済班も行 <，という とと Kなり，そとから統一調査表を ず実態調査の トレイニングを受けていた。とれは現在は

作って重複をさけよ うというとと Uてなったのですが，結 あま り見られない ζ とで，やはり大変貴重在 ζとであっ

局うま〈いかなかったのです。鵜飼先生がキャップでし たし，それなりの実績はあったと思います。私も 2， 3 

た。 回行きましたが，それまで普通の実定法の勉強しかした

内田 ほとんど鵜飼先生が陣頭指揮でやられたのです。 ととがなかったので，日本の農村社会の実態Kふれる ζ

鵜飼 宿屋で大論争十てなって，仲間割れみたい十てなる とができて大変教えられる ζ とが多かったと，思っていま

とともありました。調査方法といった高尚なととから， す。

宿屋での生活の仕方のちがい といったととまでもめる種 岡田 私が助手K採用されたとき所長から，君の義務

Kなってました。 は第~(I( 3 年間で助手論文を書〈とと，第二十て調査十ては

有泉 向うの離れにいるグノレープととっちKいるグノレー 必ず参加するとと ，第三十て図書の分類をする とと，の

プとで… ー。 三つだと申し渡されました。調査は助手として当然参加

氏原 強戸調査は 『コミュニテ ィの研究』の一環なの しなければならないものであったわけです。職員も一緒
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十て参加しま した。

渡辺 1 950年から 52年Kかけていろいろな調査

K社研が積極的K取り組んでいたわけですが，その頃は

農地改革も一段落している時期で，一般的Kは農村調査

が少し下火十てなっていた時ではないですか。

岡田 一段落ついたところで，その成果がどうなって

いるかというとと K，非常K強い関心があったわけです。

柴担 宇野所長時代の一応のしめくくりとして，宇野

先生が一度再選されたあとで， 1 9 5 1年 12月K辞任

を申し出て》られます。その辺の事情ががわかりでした

ら・ー・・・。

有泉 ぼくは今もって知らないのです。

加藤 ぽくなんかはまだちんぴら助教授の頃のととで

すからね。

鵜飼 字野さんの気持というのは勉強したい，という

のではなかったかと思います。それ以外の事情が何かあ

ったという印象は全〈持つてなりません。

鵜飼・山之内・有泉所長時代

柴垣 それでは次K，鵜飼先生，山之内先生，有泉先

生が所長をされました， 1 9 5 2年 l月から 57年 2月

ぐらいまでの時期のな話をうかがいたいと思います。品、

話のきっかけをつくる意味で，私どもの方で調べた限り

でのとの時期の特徴的なととを列挙してみますと.第-

K，強戸の全所員参加十てよる調査の反動として，全体研

究的なものからグノレープ研究的なものへの移行がみられ

るよ うです。第二K，現在も存続してbります非常勤研

究員の制度化が行われたのもとの時期のようです。第三

十亡助研騒動が起って，その中から臨時制度委員会ができ

ています。また「教授会Jの名称が正式K採用され，同

時K助手制度Uても変化が生じているようです。第四K，

1 5周年のときの大河内先生の言葉を借りますと，との

時期は法・経両学部と社研との関係が「薄まった時期」

であるといえるかと思います。しかし他方で新制大学院

の発足Vてともない，研究所の大学院教育への参加がはじ

まってもいきます。外国人研究員，内地研究員の受け入

れがはじまり，学外， 海外との交流が盛んVてなるのもと

の時期です。まず鵜飼先生が 52年 1月K所長Kt.:られ

ましたときのととからな話を始めていただければと思い

ます。

鵜飼 私の所長就任前後の社研の大きな問題として行

政管理庁の監察の問題があります。監察の結果の報告が

発表されま して，学部のほかK研究所を置〈意義が果し

てあるのか，というような内容でした。とれK対 して我

々の方でも反論的な意見を出しました。どちらも印刷物

十てなっていますから社研K残っていると思います。我々

の反論は，大学のような独立の機関に対して，一般行政官

庁と同じよう在監察は適当ではない，というのが第一点

でした。次K研究成果，調査成果があまり在いという点

Vてついて，我々は総合的な研究をしているので，単K調

査をしてその報告書をつくるというととだけを目的Kし

ていあのではない， と反論しました。第三K，農村経済

調査や宅地住宅調査のような具体的な成果を挙げると同

時に 『アメリカ産業の地域的変化J，r東南アジア

中国の政治，法律，経済の総合的研究 』等々の各国の比

較研究の計画をたてている ζ とを明らかにしました。さら

K研究所の施設が不十分であるととは認めるが，ζれは

研究所の廃止勧告ではな<，研究所への予算増額勧告に

なる答のものである，とも反論しました。 I9 5 1年 3

月Kとのよう念反論を出したのです。ちょうどポポロ事

件で学内が騒然としている時で，そのよう在時K行政管

理庁の監察が行われたとと K対する反僚も一因Kなって

いたかも知れません。

7 ijiJ1iTf騒動について

鵜飼 次K助研騒動Vてついてですが，とれは I952 

年の秋です。私の印象では，定員の関係からどとの研究

所でも優秀な助手諸君を全員専任講師，助教授に昇進さ

せる ζ とができない。そとで総長はじめ各研究所が.社

研で助手を全員昇任させるととを原則的に承認されては

困る，という声が強かった。そとで私が社研の助手諸君

の要求と学内の要望との間でディレン マK陥って 53 

年 2月K辞表のようなものを書きました。所内のいろい

ろな方から辞めては駄目だといわれたのですが，結局"

月K所長の辞表を出して片がつきました。助手諸君の主

張の背後十ては，学問的業績以外の理由で昇進が認められ

ないクースがあるのではないかという疑念があったよう

です。私共の方Kはもちろんそんなことは念頭にも全く

ないのですが，ないだけK逆K証明しろといわれても証

明しK<い。全員の昇進を原則的K認めればとういう疑

念、は無〈なるわけですが，それが今いったよう在事情が

あって困難だったのです。

有泉 ほかの研究所の問題とも関連していたというの

は初耳ですが，総長はたしかK強硬でしたね。

鵜飼 それぞれの研究所が特殊な事情をもっています

から，先fylJKなるよう在ととが出来ては困るというのは

よくわかるのです。しかし当時の社会状勢の下では，助

手諸君が業績以外の理由で不採用になるのでは在いかと

懸念する気持もわかるのです。

渡辺 もともと助手制度を採用した時のイメージはど
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のようなものだったのですか。法学部の場合ですと助手

は助教授の前段階というイメージが強かったのですが，

社研はそれとはちがって研究者養成の場として助手制度

を考えていたのですか。

有泉 社研の場合Kは共同研究をやっていくので

人助手をとったらその人が助教授Kなるまで助手を採ら

在い，というわけKはいかない。たとえば 3つのポスト

があって 3人助手をとり，その人たちが昇進していけば

もうあとは助教授のポストはなくなってしまうでしょう。

だからいつかは起る問題だったのです。もう一つは社研

の助手の考え方VC2つあった。ひとつは後継者養成で，

もうひとつは有能念リサーチ ・アシスタ Y 卜を採用して

調査研究を進展させるという ζ とですね。と ζろがとの

後者の方昔、ら問題が出てきたのです。若い優秀な助手諸

君が強戸や何かで教授，助教授よりも一生懸命やって能

力を示す。そうなると助手諸君の方からみれば，一体教

授，助教授に自分たちの業績，能力を審査する資格があ

るのか， という ζ とUてもなるのです。 ζ れはあく迄ぼ〈

個人の理解ですけどね。

岡田 どうもな話をうかがっていると二つの問題が混

同されているように思えるのですが。助研会が問題にし

たのは昇進の問題ではないのです。問題は助手任期の延

長のととだけKしぼっていたのです。その点K誤解があ

るよう K思えるのですが。

鵜飼 ただ，任期延長を認めればプロモーショ /'VC当

然つらなっていしという関連があったのです。だから

社研の任期延長問題が全学的Kはプロモーショ y の問題

として理解されたのです。そとが一番問題だったのです。

高柳 社研の場合は任期延長でしたね。当時私は騒動

の直前まで常勤的非常勤講師という，スタップと助手の

中間みたいな位置Uていたので，両方の言い分がよくわか

ったのですが，私も任期延長Kなったものと念らなかっ

たものとの問の差異の根拠がよく理解できませんでした。

鵜飼 教授会での投票の結果ですから票数以外に理由

説明はついていないのです。だから理由を説明しろとい

われでも困ったのです。

岡田 助研会が全員任期延長の要求の理由とした点は，

さきほども有泉先生のいわれた調査の問題だったのです。

共同の調査K参加する ζ とは助手の義務とされていまし

たから，調査K精を出すのですが，その結果は個人の研

究とはちがって，たとえ調査結果の報告書が出ても個人

の業績にはなり Kくい。との点からいって学部の助手と

研究所の助手との扱い方には当然違ったものがあって然、

るべきである，というのが助研会の基本的な主張でした。

ですから問題は個々の助手の業績の問題K還元できない

座談会 社会科学研究所の 30年

問題だったのです。またあ〈までも任期延長論で，任期

撤廃論ではなかったのです。

有泉 との問題が実は間接的在形で次の併任廃止の問

題と関連していくのです。助手問題で鵜飼さんが突然や

められて，後任の所長選挙をやらなければならなくなっ

た。と ζろが完全に票が分れて，山之内さんと私とが同

票で所長が決まらない。との時の選挙Vては併任の教授も

投票してなり， しかも併任教授の投票は私の方K多かっ

た。ととから問題がとじれたのです。第 2回の投票迄K

はぽ〈は併任教授も含めたぼくの支持者VC，今回はやり

た〈ない旨を間接的K伝えてもらいました。そして第2

回の投票で山之内さんが所長K在ったのです。とういう

経緯があったものですから，山之内新所長は就任後，社

研はもう十分 l人立ちできるように在りましたから ー

という理由で，併任教授を切っ支しまったのです。

柴塩一方的K切ってしまったのですか。

有泉 毎年頼むとと Kなっているのを頼まなかったか

ら，切ったととになるわけです。

鵜飼 そういう問題だけでは在<，併任教授Kは研究

所の研究だけを手伝うべきか，運営までも手伝ってもら

うべきか，という問題でもあったわけです。普段の運営

には参加せず投票権だけを行使するというのは確かに問

題だったのです。

高柳 私もさきほど有泉先生がな話しになったような

ととを少し聞き及んでいます。紛争の収拾の過程で，社

研のス Fッフ問の意向は割れてhたけれども，ともか〈

多数はAを指向していた。と ζ ろがグオートの段になっ

て併任教授も加わるとそれが阻止される，まかりまちが

うと全然違う Bvc在りかねない，という ζ とであったわ

けで，とれKついては疑問を感じざるを得なかった ζ と

を記憶しています。

柴主主 臨時制度委員会ができましたのは， とれらの問

題が一段落したと ζ ろで改めて制度を議論しようという

ととになったのですか。

鵜飼 その時ではないのです。

岡田 助手のストが解除されるとろではなかったです

か。内田先生が委員長で，助研会の幹事も委員K入る ζ

とKなっていました。

渡辺 その結果改められた助手制度というものは，ま

だ今のとはちがうのでしょう。

岡田 原則的Kは同じです。任期3年が 2年延長され

て5年Vてなりました。との時K猶予期間 I年もi決ったの

だと思います。

高柳 助手のストライキなるものの具体的内容ですね，

今日の座談会は社研史の資料たるべきものを語り残すた
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2 社会科学研究所の 30年ーその Iー

めのものですから，それを話してないてもらった方がよ とで思い出したのですが，r失業 ー・』を計画したのは

いのではないですか。 52年が不況の年で造船と炭鉱で大量の失業が出たので，

岡田 図書の分類がストップしたのが一番大きかった 遠藤先生がとのテーマをいい出されたのです。ととろが

と思います。また雑誌の編集も調査もストップしました。 55年の神武景気で失業が左〈在ってしまった(笑)。

有泉 との時期には助手がストまがいのものをやれば それで 『 技術革新 .ß ~鞍替えしようという ζ とで変った

ζれらのほとんどの仕事がストアプしてしまうわけです。 のです。との時は助手は使わないで，非常勤と大学院生

8 全員参加調査からグループ研究・個人研究へ

柴垣 話をとの時期の社研としての研究活動の方K移

していきたいと思うのですが，表向き Kは『コミュニテ

ィJ，r失業の実態・….J， r両体制の研究 』という形

で，特殊研究費ですか，テーマが連続して申請されてい

ます。ただ，とれらのプロジェクトは全員参加の形で進

められてはいなかったようです。むしろとの時期Kは自

然発生的念グループ研究の方が定着していったようです

1.1'・ ..。

有泉 強戸調査の経験から，t土研全体が一つKなって

調査をやるというのは理想論で，実際Kはとてもつづけ

られない，さりとて調査は社研の重要な活動であり，や

めてしまうわけKはいかない，という所からグループに

よる研究，調査が始められていったのだと思います。

柴垣 所員会あたりでそういう方向Kついて議論され

たのですか。

内固 いや所員会では議論していません。

岡田 強戸調査の経験と助手騒動の両聞から社研全員

Kよる調査というのができなくなったように思います。

鵜飼 さっき話K出たよう~，研究費を個別的にいろ

んなととろからもらってやってhたのです。

岡田 とれは内田先生の方がよ〈ど存じのととと思い

ますが，臨時制度委員会は助手制度だけを検討したので

はな<，研究費の配分の仕方なんかも検討したのです。

たとえば『両体制の研究』はある意味では名目で，実際

Kは研究費をもらえ左かったグループKも配分してまし

た。

鵜飼 グループ研究とならんで個人研究も接んKなっ

てきましたね。たとえば研究叢書は 1952年 12月か

ら出てます。とれは著書の出版は各個人がやり，一定部

数社研が買い上げる形です。英文の 11 Abstract も

1 950年K出はじめているでしょう。大学院の研究活

動も 53年 4月から盛ん十てなってきます。そういう内外

の条件の変化の中で，全所員参加の調査が衰退していし

という商もあったのではないですか。

氏原研究費の点でいうと， r失業…・・ 』と『両体命IJ

... jまでは特別事業費でしょう。特別事業費は研究所

K来る金で，科学研究費とは一寸ちがうのです。そのと

を入れて調査をしたのです。とれは特別事業費ですから

出版しなければならない。そとでとの調査報告が一番最

初K出たのです。

渡辺 『失業......J ~来た金は他K も配分したのです

か。

氏原分けないよう K要求したととは，憶えています

が，実際どうなったかはわかPません。

渡辺 『コミュニテ ィ・ 』の時は分けたのですか。

氏原 ぼ〈は 『都市コミュエティー..Jというような

勝手なテーマで多少分けてもらいました。

渡辺 どの研究グループにいくら，というのはど ζで

決めたのですか。

岡田 臨時制度委員会です。 『村落構造…・・ 』は社研

の研究休館IJの在地、で必要なグノレープだと認めて 『肉体ltiIJ

.・・ 』の研究費から配当したのです。

渡辺 予算委員会はまだなかったのですか。

氏原 それはかなりあとのととです。

柴垣 195 5年K外国人研究員，内地研究員の受け

入れが始っているのですが，とれはどういうきっかけか

らですか。

高橋一番最初は知ら在いのですが，文部省の依頼で

2， 3回受け入れた記憶があります。

柴痘 5 5年 10月Kミシガ ン大学の日本近代政治史

のアラン ・スピッツ氏 56年 2月Kオーストラリア国

立大学の γ ソンズさん， ソ連のトベハさんが三番目で

5 7年Uてなります。

内田 ミγガン大学の人は法学部からまわってきたの

です。

鵜飼 外国人研究員の受け入れは制度化したのですか。

柴塩 つい最近までは了解事項で，制度化されてませ

んでした。つい J， 2年前K一応内規みたいなものをつ

くりました。

有泉 チェコのど婦人が長くなられましたね。

高橋 その方(ズデy カ・ワツレグォグァさん)も文部

省の留学生でした。

鵜飼 内地研究員の方も同じとき Kできたのですか。

柴垣記録Kよりますと.5 5年 4月からで，最初の

方は大江志乃夫さんです。それ以後毎年受け入れていま

す。
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話は一寸かわりますが 51年 4月十亡 1J部門でした。

それ以後約 10年間 65年K ドイツ部門がくるまで 1J 

部門のままですが，イ可か理由があるのですか。

有泉 それはないですね。社研だけではなしよそも

みなとまっていました。新しく部門をとってとれるよ

うKなったのは，ベビー ・ブームからです。

渡辺 スタップの配分が法・政と経済とは同数という

原則は菅地、らあったのですか。

鵜飼外国部門では一つの部門の教授が法・政系なら

ば助教授は経済系というよう K分けていました。

有泉 外国部門はそうですが，それ以外の基礎部門は

だいたい法政系と経済系でバランスしていたのです。

柴担 ζの頃社研と関係学部との聞が冷〈在っていっ

たよう K見えるのですが，さきほどな話K出た併任解除

と関係しているのでしょうか。

有泉 末延先生が， I切られるというのは君，いやな

もんだね」と述懐された ζ とがありました(笑)。

A':原 労働の方でも多少トラフソレがありまして，大河

内先生が「不愉快だJと，本気で怒られたわけではない

のですが，いわれた ζ とがあります。

高柳経済学部の演習K社研から行くととが中止Vてな

ったのもその反動ですか。

加藤 それもあるかもしれませんが，学生運動の ζ と

が主要な問題でした。社研の教官は経済学部の教授会K

出ないで，演習はやるので，学生運動に対する対応Kズ

レが出てきたととが大きかったと思います。もちろん正

式には経済学部の陣容もようやく整ってきたから，いつ

までも社研の方々 K御迷惑をかけなくてもよくなりまし

た，というととでした。

内田所長時代

9 国際問題研究所計画と社研

柴垣 社研と関連学部との関係でいいますと .国際問

題研究所の問題が大きかったようですが。

内田 とれは茅総長の時の ζ とで，臨時制度審議会を

つくって，その一環として出てきた構想なのです。茅さ

んが総長tてなられた翌日 K私が社研の所長としてな日 K

かかって，社研をつふ'して国際問題研究所をつくるとと

Kは反対であるととを述べた ζ とがあります。総長はそ

の時， Iぽ〈としても慎重K考えたい」といわれました。

そζ で臨時制度審議会が色々在制度を検討するその一環

K国際問題研究所が位置づけられたのです。ですから国

際問題研究所の話が出てきたのは私が所長に なった直後

からあったのですが，制度として本格化したのは矢内原

総長から茅総長f'[1，:られてから暫くしてのととで，私が
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所長K左ってから半年以上経ってからです。矢内原総長

自身は国際問題研究所の構想K熱心でした。私が所長f'[

就任して間もなく ，アメリカ関係の会議で，社研はとの

際解体して外国部門は国際問題研究所に吸収しi，r)まの

社研は日本研究所にする， という構想を話され，私f'[，

「そういう ふ うに君だって思うだろう」と言われたとと

があります。そとで臨時制度審議会の構想、として国際問

題研究所構想、が進んできてからは，私は社研内部を一つ

Kするととと，全国の研究所や学内の研究所K社研の立

場を理解してもらう ζ とK努めました。社研の所長で全

国の研究所長会議の委員長をしたのは私が最初ですが，

それも ζの問題があったのでヲ|き受けたのです。また国

際問題研究所構想K反対する以上，社研自身の研究を充

実させなければなら左い，そのため十ては施設と研究費が

必要た、というので， ζの点Kついて文部省Kも茅総長十て

も強〈訴えました。だんだん研究費が増えてきたと思い

ます。 ζ うして頑強ったためもあって私は疲れて，任期

半ばで高橋さんK代ってもらったのですが，事態収拾Vて

は私がやめたととはよかったと思います。もっとも高橋

さんは就任早々から大変つらい目 VてなあいK在った ζ と

と思いますが。私の所長 3年というのは全くとの問題で

過ぎたといってよ<，それ以外には特K申し上げるほど

のととはありません。

鵜飼 結論的Kはいま内田君のいわれたとなり Uてなる

のかも知れないけれど，問題の発端は少し別の形だった

ようにも思われます。アメリカ研究セミナーが終ったの

で，今度は安定した研究所Kしようという話が出てきた

のK対し，学内にアメリカ研究所をつ〈ると h うのは適

当ではない，第一，社研があるではないか，という議論が

出てきた。アメリカ研究所という独立の機関をつ〈ると

とK反対があったわけです。社研をつくるときから，ア

メリカ，イギリス， ソ連，中国を網羅しようという構想

でしたから，社研があるじゃないか， という議論が出て

きたのです。さりとて社研からアメリヵ部門だけを切り

はなすわけKはいか在い。そζ で社研を大巾K改組して

国際問題の研究所をつ〈ろうという方向が出てきたので

す。当時教養学科の大学院として国際関係論設置が難航

していたととも関係しています。

高橋 矢内原先生には，教養学科の国際関係論系と社

研とを総合して別のものKしていとうという，学内的に

処還しなければならない問題があったのです。それと今

鵜飼先生の言われたアメリカ研究セミナーの終了，との

二つが前提Vてなっていたのです。とのこつの前提の上f'[，

当時社研K対する学内の批判が非常;f'[強かった， という

事情が加わるのです。たとえば社研のエリア・スタディ



は一番遅れている，エリア ・スFディ Kなっていない. 研究所の後始末とも関連する社研の改組拡充問題と h う

という批判もありました。もっとも国際問題研究所を推 大きな問題があります。しかし，予定しました時間も過

進している側Kもエリア・スタディ Kついてのちゃんと き'てなりますので，今日はとの辺でー且打ち切らせてい

した構想があったわけではないのですが。私K関してい ただきまして，高橋所長以後の時代Kついては，日を改

えば，社研自 身もとのままではいけない，という反省的 めましてな話をうかがいたいと思います。本日は暑い最

な感じが強かったのです。もちろん国際問題研究所Kは 中を長時間Kわたり ，大変申しわけなく思って会ります。

私も反対していたのですが。 しかし私ども Kとりましては大変貴重で且つ興味深い卦

柴垣 む話が高橋先生の所長時代のととに入ってきま 話をうかがう ζ とができ，深〈感謝してなります。どう

したが，その時期Kは今な話をうかがいました国際問題 も有難うどざいました。

3. 社会科学研究所の 30年ーその2-

日時 1976年 11月 6日

場所 社会科学研究所所長応接室

出席者 有泉 亨 高橋幸八郎 加 藤 俊 彦

氏原正治郎 潮 見 俊 隆 高 柳 信 一

岡 田 与好 渡辺洋三 (紙上参加)柴垣和夫(司会)

i はじめ K

柴垣 本日は品、忙しいと ζ ろをわざわざないでいただ

きましてどうもありがとうどざいました。今日は，前回

七月の座談会のあとをうけまして， 1 9 6 0年代以降の

社研の歴史を引続きな話しいただきたいと存じまして，

60年代以降K所長を経験された諸先生にな集まりいた

だいて辛子ります。ざっと在任期聞を申しますと，高橋先

生が 60年 4月から 2J切な続けKなりまして 64年 4

月K有泉先生が再度ど就任Kなる。そのあとが再び高橋

先生で 68年 3月まで，との 8年聞が一つの時代であっ

たかと思います。高橋所長の一期日 の時期は，社研にと

りましても一つの画期となる時期だったのでは左いかと

存じます。と 申しますのは， 60年代に入りましてから

研究体制の函ではしばらく 中断してなりました全所的K

取り組む調査ないし研究が再開され， rアーパニゼーシ

ョン」・「基本的人権」の研究プロジェク トが組まれて

います。また社研の創立 15周年記念式典が催され， 全

所あげての研究論文集として『社会科学の基本問題』が

刊行されました。さら1'(rアジア地域J1'(つづいて「日

本近代化J1'(ついての全国的研究プロジェクト Kついて

も全国的規模での総合研究のセンターとしての役割を社

研が引受けたというとともどざいます。とのような研究

活動の活発化に伴ない，社会科学研究所の拡充改組がと

の時期K始まっている。 ζ うい うわけで， 60年代とい

うのはどのように表現すべきか判りませんが社研が新し

い活躍期K入ってきた，そういう時期では在かったかと

思います。

そζ でまず高橋先生のど就任当時社研についてどのよ

うなな考えKなっていたか，どのような方向を目指されてい

たのか，その辺から口火を切っていただければと存じます。

高橋 ・有泉・ 高橋所長時代

高橋 私は 1960年に内田所長のあとをうけて所長

Kなりましたが，あとの大学紛争の時代とはちがって，

社研の拡充改組や社研内部の機構あるいは教官や事務職

員の給与 ・身分・厚生面からの仕事が中心でしたから，

その意味では私のあとの大学紛争Kまき ζ まれた段階の

加藤所長，氏原所長の時代とは全〈違つてなりました。

社研十てとって大変重要な問題となりましたのは例の

「国際問題研究所」の問題です。との問題は内田さんが

所長のとろ 1958年どろKでてまいります。茅総長の

時代でした。社研の外国部門を吸収して新しい独立の国

際間顕研究所を創設しようというものですが， とれKつ

いては東京大学総合計画委員会のうち1'(， 1 9 58年1'(，

法 ・文・経 教養の四学部，社研・東洋研の二研究所と

アメ リカ研究のセミナーからそれぞれ代表者が二名づつ

でて，法学部長の鈴木 (竹雄)さんが委員長で 20数回
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委員会が関かれましたがその左かでもつばら社研は守勢 期K評議会での議論を切り換えさせるまでK費やされた

でした。私が所長fてなった 60年Kはζ の議論はやや下 ど苦労は大変であったろうと思います。

!Jくに左りましたが，依然として概算要求はだされていた。 柴垣 私はちょうど 61年 4月K助手Vてなりまして，

その間K社研の 15周年記念があり，私のあと有泉さん 高橋所長から 15周年の記念論文を助手がまずかけとい

が所長に走られたとき K国際問題研究所案の処理を含め うととで追い立てられた記憶があるのですが，当時の教

て社研の拡充改組専門委員会がつくられ，法 ・文 ・経・ 授会の念かでは危機感とか，か在り深刻在議論があった

教養 ・4士研・東文研の代表者からなる ζ の委員会は法学 のでしょうか。

昔日の久保(正幡)さんが委員長で， 1 2回会合したと思 加 藤 社研というのは国際的左問題(外国の問題)と

います。拡充改組Kつhては茅総長に代った大河内総長 日本の問題を比較総合的に所員が一体と在って研究する

が非常K熱心でした。有泉さんが所長をなやめになった 研究所だといっているのK外からはてんでばらばらだと

ときだいたい骨子ができていて，私が有泉さんのあとを いう批評がある。国際問題研究所ができれば外国部門が

うけましたとき Kは拡充改組の問題は昭和 42年庭の概 とびだしていって本来の社研の意義が失左われてしまう

算要求にま KあわせるためK作文すればいいというとと という ζ とでかなり強い危機感があった。一方で ζ うい

でした。拡充改組は有泉さんの所長時代K専門委員会で う危機感があると同時VL，教授会でまとまってとれを防衛

基俊が固まったというととです。研究活動の面では柴垣 できるのか，国際問題研究所のほうでたくさんの部門が

君がさきほどまとめられた通りです。私のあとの加藤さ できたら社研の外国関係の人たちはそっちKいくととを

んの時代K東大紛争があります。私の任期の最後の ζ ろ 希望する人もでてとないとはいえ在いのではないか，と

に評議会で医学部学生の処分問題がでたとき Kは「少し いう感じすらあったのです。

きっすきるのではないか」といった発言をした記憶があ 潮見 当時教授会の在かには，茅総長のフレーンであ

ります。それから間もなく私の任期は終ります。 りなそら〈国際問題研究所の立案等K相当早〈からタッ

チしてなられたと恩われる嘉治先生もなられました。そ

2 I国際問題研究所J問題と J5周年記念事業 ういう複雑な事情もあって，いったい教授会の意思が所

潮見 いま高橋先生がな話しになった国際問題研究所 長を通して肝心の評議会とか委員会Kどの程度はっきり

Kついては，当時社研内部で相当の危機感がありました。 伝えられているのか，という危慎を私たち若い教授会メ

あの当時の教授会の雰囲気でけ，大学の総合計画委員会 y パーがもったととも事実です。ですから内田所長が二

で立案され評議会の問題にまでなっているものをどう防 期日の途中 60年 3月K外国十ていらしたあと，国際問題

禦するかが非常K大きな問題Kなったわけです。したが 研究所をつぶすためKどなたK所長をな願いして乗りき

って高橋所長時代の 15周年記念式典， w社会科学の基 るかというととは大変左問題だった。

本問題』の出版等々も当時社研の存続そのものK触れる 有泉 ぼくは第一期自の所長をやめると外国へやって

状況があったという事情と結びつけて考えなければなり もらった。一年して帰ってきたら様子が変っていてびっ

ません。 30周年の記念事業をどうするか相談している くりしたのです。国際問題研究所繕想がだんだんつぶれ

いまは，社研は押しも押されもしない研究所K成長して ていく経過というのは，ぼくの印象Kすぎないけれども.

いますが 15周年のときの状況としては社研の存在意 その一つは東大から何度概算要求しても文部省が受け入

義を学内外K知らせるという意味がずい分あったと思い れてくれ在いという事情があった。出しでも出しても通

ます。 700人の方K招待状を発送する，外国からも電 らないのでもてあまして，それではアメリカ研究所Kし

報を貰うよう K手配するなど社研がどういう研究所でど て何とか収束しようという方向K在った。文部省で，社

のような仕事をしているか広〈知ってもらうという意識 研の創立のときから手がけて〈れた岡野さんが長い間重

があった。 『社会科学の基本問題』をほぼ全員参加で書 要な地位をしめてなられた ζ とも幸いしたかもしれませ

いたのは「国際問題研究所J問題K対する防衛だ，とい ん。そういう雰囲気のなかで社研の改組拡充をもち出し

う意味があったと思うのです。 ζれを防きrきって，有泉 た。それともうひとつ，改組拡充がうまくいったのは，

所長時代の評議会の議題を「国際問題研究所の設立」か 戦後のベビーブームが影響しているo ちょうどその乙ろ

ら「社研の改組拡充JVL乗り換えさせて軌道K乗せる， 文部事務次官の内藤誉三郎氏が学術会議の席上で「との

というとと K在ったのです。ですから逆に言えば「国際 際各大学で頑張りなさい。ベビーブームでた〈さんの学

問題研究所」の問題がなかったなら社研の改組拡充はな 生を収容するのだから学部拡充をかちとるのはとの際で

かったでしょう。との点で高橋所長 ・有泉所長があの時 すよ」とアジったととがあった。法学部が先をとり，経
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済学部もあとから追いかけてきた。そういう時期が環境

としてあったのです。そういう状況のなかで 15周年の

式典， r基本問題』の刊行があり，社研の学内での重要

性がみとめられて〈るし，法学部でも指導体制が変わり

国際問題研究所をもてあまして社研の改組拡充Kいくと

いう 切替の気還ができてきたと思うのです。ぼ〈が二度

自に所長Vてなったとき法学部の学部長は非常K好意的で

しko

3 改組-鉱充問題

有泉 大河内さんが総長f'Urられたのは社研Kとって

非常K幸いでした。大河内さんは，総長Kなると，自然

Vてそうなるのかも知れませんが，いろいろな面で新しい

ととをやって東大を拡充してい ζ う。たとえば社会学部

をつ〈ろうというとと K在る。ずいぶんそれKついては

研究するのですけれどついKできなかった。国際問題研

究所がつぶれてみると，そういう研究をするとと ろはど

とかと在ればやはり社研の拡充だ， というととろKうま

〈乗ったわけです。

柴垣改組拡充という問題については委員会みたい在

ものができて〈るというシステムに在るのですか。

有泉 そうです。

高橋東京大学の総合計画委員会です。それが親委員

会でそのなかK関係部局として前に言った四学部と東文

研・社研の代表者からなる「社会科学研究所改組拡充専

門委員会」が 19 6 4年の 3月十てできたのです。

有泉 ζ のとろの対外活動として「アジア ・アフリヵ」

センターというのがあります。内田君が非常K熱心K世

話をしてくれて対外的Kも評価され，そ乙で「日本の近

代化」 のセ ;/f1.ーも社研でもう一度やれというととV<:7J:

った。

高橋 社研が中心と なって世話役をやった全国的規模

での文部省科研費Kよる特定研究です。

有泉 そして日本の近代化の研究をはじめるための研

究というのがあって大石君が主K在って ζ ういう近代化

研究をやればどれだけの学者が協力し， どんな研究がで

きるだろうか， という全国の調査すした。それを基礎K

「近代化」の予算をとって社研が世話をするというとと

Kなる。とれらの活動が改組拡充問題と並行して， 乙れ

をパックアップしたのです。

高橋 つまり全国的なプロジェクト研究は研究所でな

いと具合が悪川学部でな〈研究所の方が世話をするの

K適当だとい うととがはっきり して 〈る。

潮見 改組拡充の計画は有泉所長のとき Kでき るわけ

ですね。基礎固めK有泉先生が一度所長をなやり Kなっ

たけれどまた引張 りださなきゃならないだろう，という

のが教授会の大勢だった。 停年直前で大変申し訳け左い

けれど敢えてな引きうけいただとうというととでお、願い

にいった記憶があります。

高橋 気Vてなりますのは改組拡充構想の中味と国際問

題研究所案との関係です。 ζ の研究所は英語名では

Institute of International Affairs and Area 

Studies という名称K決まっていた。との線を社研の

改組拡充のなかで生かさなきゃならぬのではないか。あ

の段階では必ずしもそう考えずKとにか〈部門を獲得 し

てくればあとは社研の内部で然るべ〈処理してもらえば

いいんだ， というよう K思っていたのですがやはり今か

ら考えるとしとりが残っている気持がします。

国際問題研究所について議論する 58年からの「国際

問題研究所K関する委員会Jv<:私も内田先生tてな伴して

出席してなりました。

嘉治先生は社研の代表ではなしたしかアメリカ研究

セミナーの代表だったと思いますが，はじめから積極的

だったようです。さらK問題念のは，ζの研究所がやろ

うとしているエリア ・スタディ Kついてはただ「必、要だ

からJというだけで根本理念がはっきりしていなかった。

たしかに従来エ リア ・スタディといえば，その国の文学

とか言葉の研究，古代や中世の純文学的在もの，人文科

学的なものであったのが，第二次大単位L後はヨーロァパ

でもアメリカでももっと現実の政治や経済，近代ゃ現代

のそれぞれの国や地域のいわば社会科学的な地域研究を

しなければ在らな h というよう Kなってきて，そのよう

な趣旨の新しい大学が戦後Kなってイギリス在どでもい

くつも出来る， ζのような情勢K在ってきました。 58 

年からの専門委員会では，そういう理念的なものは在な

まだはっきりしていなかった。アメ リカ研究セミナーの

事務処理として， ζのような研究所に結実させねば在ら

ぬというととを議論しているふうでした。

岡野氏から聞いたと ζ ろでは，彼はもともと社研の創

立に関与した人ですが，文部省のほうでも余り乗気でな

かったようです。かれは社研はその当時はエリア ・スタデ

ィという言葉は使っていなかったけれどももともとはそ

ういうもののために創立したのだ， といっていま した。

文部省のほうでも岡野君のよう K社研の創設時期をよく

知っている人は， 屋上屋を重ねるよりもむしろ社研を拡

充すべきではないかというような意見だったと思います。

高柳 私はとのとろ実は日本Kなりませんでした。帰 。

ってきたのはちょうどとの問題が最後の段階にさしかか

った頃です。その頃大内(力)さんに会う機会があった

のでどうみているのか意見を聞きましたら社研が徹底的
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に反対すれば大学としても押しつけるという ζ とはでき 転機として変っていったと思います。それまで教授会メ

ないだろう ，そう念れば社研が国際問題研究所をつぶし ンパーのなかに社研アパート論というのがありました。

たという ζ と忙なる。だから社研としては近〈大き在責 社研はアパートみたい在もので，とζへきてただ給料を

任を伴う決断を迫られるとと Kなるのではないか，とh 貰って生活の糧Kしているだけであとは勝手にそれぞれ

うふう Kいわれた。なるほど ζれは大変在問題だなと深 の仕事をしていればいいんだ，というととで， ζれが外

車I]K受けとめました。なか実際の経過は知らないわけで からの評価と結ひeついていたと，思うのです。 ζれが危機

すが，問題の底流tてはいまな話しがでていますように社 感の発生とそれを切り抜けてい〈在かで，研究所らしい

研の研究所としてのあり方というかその学問的業績K対 研究所をつ〈っていとうという考え方に変ってい〈。と

する不信感があったというとと Kついては判りすぎるほ とを本拠Kして研究所としての仕事もやらなければいけ

ど良〈判ります。それが結果的には社研の改組拡充とい 在いというととから全体研究，グループ研究などが盛ん

う社研K有利な事態Kつながっていった。とのつ在がり になってきました。そういう意味で司会者がいわれたよ

は実際の経過を知らない立場では非常K奇異K感じざる うK高橋 ・有泉所長時代は一つの画期だったと忍います

を得ないのです。いまな話しをうかがうといろいろ幸い ね。

な偶然、が重なったという ζ ともあるようですが，現在ふ

り返って ζれをどういうふうに歴史的K意義づけるか，

われわれとして整理して台くととも必要だと思います。

5 研究所と学部

高橋 実は社研の創立 15周年というのは厳密Uていえ

ば62年の 2月 1日Kあたるのですが. r基本問題jが

4 r社会科学の基本問題Ji'Cついて 完成してからやろうというととで一年延ばして，その翌

有泉 I 5周年記念論文集の 『社会科学の基本問題 』 年 63年 3月 27日K記念祝典を挙行しました。それと

についてですが，ある人からは，とれは論文の寄せ集め ほとんど並行して，社研の教授会ではあまり ζん在乙と

Kすき'ないといわれた。自分のととになるのだけれども を報告もしなかったのですが，総長選挙の内規を改定す

僕は二本書いた。数多〈出しただけだといったら，だれ る委員会ができました。とのとき K研究所も名誉教授を

かがと Kかく書いたのだから偉いとほめてくれましたよ。 それを議決する評議会に直接推せんするととができると

しかしとにかくみんな一緒Kやろうというとと K在って， いう方向の改革が，やはり一年以上もかかって行在われ

いまな話しがでているよう在環境も幸いして，社研がつ ました。それまでは学部のみが推せん権を持っていたの

ぶれるかもしれないといった状況が肱充のほうへ変って です。たとえば経済学部出身の社研教授を名誉教授K推

いった。だから終りのとろKは学内の評価も変って，文 ぜんする場合Kは経済学部長が推せんの手続をとって，

部省にいって社研の悪口をいうよう在人もい念〈なった 評議会では事実上は経済学部長に代って社研所長が説明

ととが判りました。(笑) する，というような ζ となのです。団藤(重光)さんは

高柳 1 5周年の祝宴のとき Kど列席のかたがたに 学部も研究所もみな公平K全部自分のととろでやれるよ

『基本問題』が配られたわけですが，そのとき 田中(二 うKすればいいという意見で，かれK助けられたよう在

郎)先生が「全員がよく書いたね」といわれた。 しかし 感じです。とのような内規改正ができましたので私はほ

ζれが大変しんらつな皮肉に聞えてとてもよい意味Kは かの研究所からも感謝されたととを記憶しています。

うけとれなかったのです。 柴垣 その提案は最初社研あたりからいいだされたの

有泉 やはりそういう点もあるでしょうね。 ですか。

潮見 Kもかかわらずと Kかく全員書いた，という評 高橋直接Kはそうではないと思います。現状がいか

価はあるのでしょうね。i'Cもぎとち在いかたちでしたから内規改正問題がでてき

加藤 ぼ〈はあのとき雑誌委員長で遠藤君が出版委員 て自然tてそう在ったのだろうと思います。研究所長会議

長ぞ，二人でいろいろやっていった。ぼ〈は短気なので ではそういうととが話しKでま したけれども所長会議で要

原稿が遅れた人が何人かいてもう見切り発車しようと思っ 求したわけではありま せん。むしろ全学K合ける研究所

た。しかし，遠藤君κ「加藤君は本当にだめだ，短気K の地位の問題に関するもので学部と研究所とのいわゆる

ならずにもう 少し待て」といわれて， じっととらえてい イークオノレ ・フッテ ィング (equalfool ing )の問題

たらとにかく全部まとまったので大変嬉しかった記憶が と速なっているといえ よう かと思います。

あります。 有泉 多分それと一緒か前後 して，名誉教授の資格K

潮見 教授会の雰囲気も国際問題研究所と改組拡充を ついて，在任中の研究業績をとく K重視する内規となり，
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3 社会科学研究所の 30年ーその 2ー

教授在任 15年以上という在任期間の要件には特別のー ね。 Iコミュニティ」の場合なんかもあっち ζ っち調査

年前後の例外を認める ζ とに改正されました。内規改正 Kいきました。

Kなってから最初に医学部の吉田富三さんが名誉教授に 有泉 どく初期に「行政委員会」もあります。とれは

なりました。 ばらばらでそれぞれの行政委員会どと Kゃったのです。

高橋 その次の年が経済学部の山田盛太郎先生でした 潮見 「コミュニティ Jvr.よる群馬県強戸村の調査と

ね。 か， I両体制」とか研究費は貰ってもなか在かま とまら

加藤 いまの新しい方Kはイークォノレ ・アッティング なかったというととで今度ζそはという意識が「アーパ

といわれても何のととか判らないのではないかと思うの ニゼーショ /'Jの場合ずい分あったんじゃ在いでしょう

ですけれども，社研創立後，両先生の時代まで，ぼくは か。強戸村の調査などもまとめようと思えばまとめられ

紛争で変わったと思うのだけれど，それまではやはり学 たと忠、うのですけれども，あれは残念なととでした。調

部のほうからみれば研究所というのは，はっきりいえば 査そのものは面白かったですね。

一段下だという意識があったのではないですか。名誉教 加藤 あの調査は大変だった念。

授の問題もそうだったし，大学院参加Kしても学部の教 有泉 結局，助手の問題がからんでそれで動かなく在

授はそのまますっぽりとスタッ 7 vr.なる，研究所のほう ってしまったのです。

では若干手続がいるというとともあった。長いとといろ 岡田 ζ ういう共同研究のプロジヱクト Kついては教

んなそうした種類の問題があったわけです。研究所長会 授会で議論したのですか。 所員会ではなかったのですか。

議のなかでも絶えずイークォル ・フツティングをたもて 氏原 そうでした。所員会でした。し;小し，所員会で

というのが頭Kあった。最近はないでしょうね。 議論があまり在かったよう K思います。だから遠藤先生

のなっしゃったテーマで，代案があるとかというととなし

6 共同研究 一 「アーパニゼーγ ョン」を中心vr. vr.決まったのでした。

柴垣 さきほど 15周年記念論文集はと Kかく全員参 高橋 いまの広島県の知事をされている宮沢さんが当

加で書いたという点で一つの出発点だった，というな話し 時千葉県の副知事をされていましたが，非常K好意的で，

がありました。そのあとあるいはそれと並行したかたち 千葉県当局が全面的K協力を申し出てくれました。そん

で「アーパニゼーションJ.I基本的人権」というある なととで県庁KあいさつK行った覚えがあります。

意味で本当の共同研究 ・共同調査といったものが発足す 柴垣 かなりいろんな班ができて一緒K調査K行った。

るわけですが.とれらのプロヅェクトのでき方左り，そ 助手の ζ ろでしたが楽しかった記憶があります。

ζ での教訓|といったものKついてな話しをうかがいたい 有泉 しかし結局，調査したのは京葉地帯の工業化

と思います。 だった。

「アーパニゼーション」というのは，企画そのものか 柴垣 最後vr.Iアーパニゼーショ /'Jという概念がい

らかなり議論して出発したのでしたか。 ったい何かというととでみんな集まって議論したととを

氏原 私はどういういきさつでできたかはわからない 記憶しています。

のですけれどもね。所員会で遠藤先生が発言されて ζ う 潮見 あの調査報告で公害の問題とか，補償の問題を

いうテーマでやったら，といわれたのがキッカクじゃな とりあけFたのは非常K先駆的なととだったですね。

いかと思います。 高橋 あの報告書をあっち ζ っち外国から求められた

加藤安良城君なんかずい分張り切っていたね。 ζ とがあります。

氏原 あとのほうではbそらく今はな〈なっている危 有泉 との時期K公害の研究をはじめようというとと

機意識というのが所員のなかK強くあったので しょうね。 で生産技術研究所の岡本先生と相談して共同研究をやっ

安良城君が非常K熱心で私と二人で全体のプランを具体 た。生産研とは設立の順序が隣りあっていて，会議で生

化するためK幾度か議論した記憶があります。報告書を 研所長の隣り K坐るものだからそれが機縁になった。潮

作成するときには，私は出版委員長で，まだできないの 見君なんかちゃんとむとうの雑誌K論文をだしている。

かなんて有泉先生K怒られてかたっばしから原稿督促の しかしち Iっと公害研究のためには時期が早すぎたです

電話をかけた。 ね。

高橋 研究所の場合Kは，特殊研究という研究費がつ 潮見 実K先見の明があったのだけれどもね。

きますが， Iコミュニテ ィJもそうでしたが，まとまっ 加藤柴垣君はむとうへ行って報告したのですか。

てやったのは 「アーパニゼーションjが初めてでしょう 柴担 ζ っちで報告 しました。細々と続きながら結局
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紛争で中断してしまったのです。

潮見 割合続いてなりましたね。私は論文を生産技術

研究所の機関誌「生産研究Jf'(だしました久 門可月何

日受理」という括弧が末尾Kついて印刷されま した。生

産研の雑誌K載る論文は，発明とか発見に関係する論文

が少〈在いので，受理の日付が問題Kなるのです。びっ

くりしました。

高柳 社研ではだんだん関心がうすれてつぶれてしま

ったけれども，むとうはあれをステップKして何千万か

何億か知らないですが特別事業費みたいなものK発展さ

せていったようですね。

高橋 いま，思いますと工学と社会科学との学際的協力

をやろうという公害研究のはしりであったわけで，一つ

の先取りと いう のですかね。

7 共同研究「基本的人権J

潮見 次の「基本的人権」あたりから，所員会てずテー

マKついてずいぶん議論する よう K在ったのじゃないで

すか。

柴垣 あの場合Kは運営委員会ができてそとで検討し

たうえで所員会でいろいろ議論するという体制が整った

のではないで しょうか。

高柳 いまからふり返ってみますと「基本的人権Jも

どζ で議論されて決ま ったのかはっきりしない。 特殊研

究の申請Kついて「アーパニゼーショ /'Jが表で「基本

的人権Jが裏という形で何年か前からすでK出していた

ようです。そζKのせるKついてどこでどう議論したの

か私自身はよく知りません。ただ「アーパニゼーショ /'J

が終って表Kでる直前tてはどういう編別でやっていくか

は相当議論 したのです。運営委員会で渡辺君と一緒K外

国編 ・日本編とか，理論と実態とを分ける とか，全体の

構成をいろいろ考えて所員会Kだ したのですが， ζんな

のでできるか，というようなととで何度も出し直しをし

て研究の中身が動き出すまでの準備は大変でした。

しかし，最近の「戦後改革」 や 177シズム」のよ うK

何をやるかUてついて十分突っ込んだ議論をした上で決め

たというのと少し違っていたと思います。

加藤 「基本権lのときの裏が「妓術革新J. とれは

表Kで在かった。次が「戦後改革」 。との頃は概算要求

の時期が近づいてきたとき Kある程度パァパッとやった

という ζ とで，本当K議論したのは 17 7シズムと民主

主義」の段階からでし工う 。

高柳 はじめの頃は概算要求の時期K所長がだれかア

イディア ・マンをプレー/'f'(して社研にふさわしい研究

主題をひねりだしていたというのではないでし I うかね。

座談会社会科学研究所の30年

基本的人権の場合は，間違っているかも しれませんが

藤田勇さんが外国研究の観点から概算要求の作文をした

と開いた記憶があります。それが表Kなった段階でわり

に圏内が主になったという感じです。

研究のやり方もその後の「戦後改革Jの柴垣事務局長

のや り方などを経てふり返ってみると 「基本的人権」 は

全体研究の態勢としてはかなり初歩的でした。部会f'(7子

け在いで総会報告が中心で，終ったあとで運営委員会を

開いて次をどうするかを議論するといったふうでした。

柴垣 テーマの性格からいいましても特殊研究費だけ

に限られているという予算規模から してもどう しても全

体研究会中心の運営Kなったというととでしょうね。円支

術革新」は紛争で結局日の 目をみなかったけれども「戦

後改革」の場合は 1アーパエゼーション」が主として

圏内部門中心， 1基本権Jが法律系中心だった。そとで

ともかく全所員がなんらかの形で参加できて， しかも対

象が明確在テーマは何語、在いか，とういった発想、でいろ

いろ議論していました。その過程で「日本近代化J(文

部省特定研究)が 66年から68年kてあったわけですが

そのなかK戦後改革という班があって，それが母体Uてな

って全体研究陀押し上げていとう，全員が参加できると

いう面からも対象の範囲が明確であるという点でも非常

K適しているのではないか， というととでとれは事前に

かなり議論した記憶があります。

加藤 「技術革新」はちょうど紛争のあった最中だと

思うのだけれど，労働関係とわれわれと一緒Kなって何

回か研究会をやったのです。けれど出版物としては刊行

されなかった。

8 社研の会計制度

氏原 共同研究 ・全体研究で思いだしましたけれど，

6 3年 10月どろ大石嘉一郎君が社研Kきて社研の在か

の会計制度がはっきりしない，というととでかれが予算

委員長K在ってだいぶ改革し，いまのよう在体制をつ〈

ったと思うのです。たまたま予算委員会にでてなりまし

たから しばしば相談Kのせられました。

柴垣 いまのような予算委員会が確立したのは大石さ

んがきてから在のでしょうか。

加藤 大石君K引き継ぐ前はたしかぼくだったのです。

氏原 在んか福島大学ではとうやっているとかでそん

なのできるのかまあ，というようなととで したが。その

前Kは予算委員長というのはもともと在かったんじゃな

いですか。

加藤 専門委員的在形での予算委員というのがあった。

出版のほう Uていくらとか，ほかf'(lr>(らとかいうような
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3 社会科学研究所の 30年一ーその 2ー

ととは，ぽ〈のときもぼくの前からもやってなりました。 がありました。それが大石予算委員長のもとでかなり合

大石君がやったのは，本音帥‘らくる予算の項目について事 理的Kなったというととだと思います。

務の人しかわから在くてわれわれKはわからなかった部 柴塩 大石さんの表現を借りますと，自分がきたとろ

分をちゃんとほぐして，とれは ζ ういう性格のものだとい は全体像がわからなくて実権は事務が握っていた。それ

うととをあきらかKして予算を組み立てたのです。それ で改革 したのだがいまの制度は教官の発言権が強すき'る

はぼくよりあとのζ とになるわけです。それ以前は.も のじゃ在いだろうか，という述懐をなさったととがある。

っと大まかでした。しかし，とれをやり初めたのも有泉先 高柳私のだいたいの感じもそうですね。

生の頃でだんだんとオープ;/VCなってきた。

氏原 私の記憶では「失業」をやるときに，ちゃんと 加藤・氏原所長時代

金をくれなきゃやらない，金はきているけれども使えな

いというのではできない，という条件をつけたら遠藤先

生や有泉先生がそれはちゃんとすると令っしゃって下さ

った。あのとろからじゃないですか，委員会みたいなの

ができたのは。

加藤 第一期の有泉所長の時分です。

潮見 ただ予算委員会は決算報告をしっかりしなかっ

た。だから配分はするけれども，たとえば宇高図書委員

長のときには図書委員会がやたらK本を貨いすきずてしま

い.あとを引き継いだ図書委員長は借金の山でなんKも

できない，という ζ とが台きるo なKしろ年度決算し在

いのだから。

加藤 有斐閣なんかK金を払わないから向 うが本をも

ってとないのだ。林茂さんが図書委員長になったら買え

ないのです。

高柳私は 60年代の初めK図書委員をやったのです

が，その頃図書費はいくらというのを所員会で決めたと

いう記憶はないのです。すでKどζ かで決められた額が

図書委員会に示されて，その中で本を買っていくというの

だったと思います。

高橋予算委員会で分けるのはきちっと分けて，所員

会でその予算額を報告していました。ただし決算はしな

い。だからあとはどうなるのかわからない。

柴垣 事務のほうでとれだけ使えるというその範囲で

分けていただけじゃないですか。事務管理費までふくめ

て社研全体の予算を予算委員会で扱うというととは，品、

そらく大石さんがやってきてからじゃないかと思います

ね。

高柳私の記憶もそうです。ですから所員の一人とし

て全予算のなかで図書費の占める害IJ合が少ないじゃない

かという ζ とをいう機会がないnある時，所員会で安良城

君なんかと一緒K図書委員として他の部局の例などをだ

して図書費は研究所予算の全体のうち何十%たるべきだ

といって当時の現状を批判した。そうしたら事務長が色

をなして「図書費は非常K優遇しているはずだjという

ようなととをいってちょっと緊張した空気Kなったとと

9 大学紛争の発端

柴垣 高橋先生が二期目をなやめになったあと加藤先

生が所長にな在り Kなった。その乙ろ医学部紛争が始ま

りかけていました。加藤先生からど就任当時の抱負なり，

状況なりを少しうかがわせていただきたいと思います。

加藤 高橋所長の終りのとろK医学部問題がでてきて

所長の代理で評議会Kでていた石田さんが 68年のはじ

めどろでしたか，かん詰めKなるという事件がなきてい

るわけです。けれど，まさかあん在でかい事件K在ると

は全然思わなかった。ああいう大紛争Uてなるというとと

が判っていれば，みなさんもっと適任の方をな選びK在

ったのだろうと思うのですけれどもぼくが選ばれてしま

った。三月の卒業式の時学生が安田講堂K乱入しよう と

したりして，だんだん紛争がひど〈なってくる，そうい

う時期K所長Kなったのです。

率直Kいいますと，所長として勤めている間は大変苦し

かった。もっとも紛争が激化したのは私のあとの氏原，

潮見両君の場合で，その時は外からワイワイ 押しかけて

きて大動乱の時期Kなった。そういうととは私の止き K

はなかったのですが，社研の若手教官の紛争tてついての

一定の意見があの当時の大河内総長を中心とする評議会

メンバーの多くの方々の考え方と対立していた。評議会

メンバーには停年間際の方が多かったので意見は保守的

です。私は評議会ゃなんかでしゃべったりするのは非常

K下手でできれば黙っていたい。しかし社研の教授会で

評議会で乙ういう意見を言うべきだ，というど主張があ

りました。その点でぼくも下手なりにその意見をしゃべ

ると，自然科学系の先生方からは「あなたは大河内総長K

学生のとき K教わっているので しょう。どうしていちい

ち総長にたてつくのだ」というふう Kいわれました。医

学部の学生処分をできるだけ早〈解決しないと ζ とは大

き〈なるだろうと考えていましたが，経済学部長もそう

いう意見だった。武田君が学部長で評議員が遠藤君と横

山君でしたから，私は経済学部のうしろKくっついてい

るという感じでした。最後Kなると遠藤君の任期がきて
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大内君Uてかわる。 柴坦 労働問題の先生方があのとき共同声明を発表さ

とKかく処分問題を早〈解決すべきだというととがー れましたね。

っと，それからむやみに機動隊などを入れてはいかん， 加藤 結局総長も撤回する決意なしたのだけれども随

入れると非常に重大な問題Kなるだろう，というととを 分混乱しましたね。との評議会で研究所長の多〈の方がた

予想していたのです。しかし機動隊導入問題といった問 が順々に ζれをやらないほうがいいという意見をのべら

題Kなりますと，研究所長はある意味で有力学部長でつ れ私も向調しました。みなさんが代るがわる立ってとう

くられているインナーキャピ平ツトからはみでるという した時期K差別支給をやってはいかんというととを言い，

格好でなんともしょうがない。安田講堂の占拠排除K機 とKかく当局側が問題を引込めたので収まったのです。

動隊を入れた。それで社研の方がたはζれは非常K不当で 岡田 社研史とはかかわりないですけれども，私はと

適切さを欠〈措置だというととで，奥平君K執筆しても れは非常K大きな出来事だったような気がするのです。

らって文書をだしたり，氏原さん，潮見さん，高柳さん というのは，安田講堂K機動隊を導入したのは 6月 17日

と一緒K医科研K入院されていた大河内さんを訪ねてい でした。差別支給の撤回を総長が決意されたのは 13日

ろんま意見を具申したりしましたが結果はど存知の通り か 1"日でした。取引のよう K感じました。撤回Kょっ

です。 て事務局は面子まるつぶれになり非常K憤慨したと思い

総長自身健康を害され気も弱くなってなられたのでし ます。大河内さんとしては非常な負債を事務局K負った

よう。医学部長Kかなり批判的だ ったけれど押し切ると と感じられたと思います。そのすぐあと K機訓歎導入が

ともできないし，だいたい老人の方がたが多かったという 行なわれたわけです。私はその時ちょうど社研職組の執行

ζ ともあって敏速K事態K対応できなかったという感じ 委員のひとりで大河内先生と東職との最後の交渉K参加

だった。あのとき社研は小部局でありながら研究所とし しました。辛い気持でした。そのとき「こん在ととやっ

てはずい分活発な動きを全体の紛争のなかでやったのじ たら具合が惑いですよJと申しあげざるをえなかった。

ゃないか，それは教官のみなさん自身が非常K活発K動 そのすぐ直後にああいう展開に在ったのです。私はいま

いたからだ，というような記憶です。 でもあのころの ζ とを思いだすのがいやです。とういう

そのうち大河内さん自身が退陣するというとと Kなっ ととは推測だけ念のですが， しかし時期的に見事K一致

たので私もやめる。宇宙航空研の所長なんかは「ロケ γ しました。

トが飛ばなければ責任を感じるが，学生問題で自分は所 加藤 そういえば総長K対する反対意見Kは， ζれは

長を辞める意思はない」というととを言われましたが， 公式の席でないときかも知れませんが， rいまのよう K

研究所長といえども五月以降いろいろ発言し，評議会の 学生も相手Kする，職員も相手にする，両方を相手K喧

決定Kコミットしてきているわけでやはり 同じ責任をと 嘩してやっていけるはずがないでしょう」という言い方

るべきだという感じがあったものですから，それで辞め がありましたからね。片方K譲歩して片方はたたくとい

たわけです。とういう問題が激化したとき ζれを処理す うとと K在ったのかも知れませんね。

る所長としては氏原さんが適任だと思いましたし， r君 氏原 差別支給の問題でぽ〈らがだした声明の文書と

は乱世:の殺だ」とぼくは氏原さんに言ったのだけれども， いうのは非常にデリケート念文書でしてsあれKは「ゃる

かれも引きうけてくれそうな感じがあったので私は非常 な」とは書いてい在いのです。とにかくあの問題Vてつい

K安心して辞めるととができた，という印象が残ってい ては，私もあまりいい思いをしてはいないのですよ。

ます。改組拡充のほうは有泉，高橋両先生i'Lよって軌道 加藤撤回Kついては社研の組合念り，社研の人聞が

が敷かれすっかり bぜん立てがすんで台.!:>，私の所長時代 か走り大きな役割を果したようi'L)思います。

K部門が増えました。 岡田 組合は初めて勝ったというととで昂揚していま

したね。そ ζへ大河内先生をピンチK追い込んだという

10 勤勉手当差別支給問題 ので経済学部の先生方が社研Kどなり込まれるというー

加藤 もう一つ社研の所長のとき K弱ったのは勤勉手 幕もありました。

当の差別支給問題です。最初Kその問題がでてきたとき 加藤 ぽ〈が評議会をすまして戻ってきたら，みんな

Kなそら〈とれは組合のほうで大問題Kするだろうと思 「パンザイ，パンザイ」といっていた。

った。 しかし本部方面ではたいしたととになるまいとの

見通しもあり断行しようとすると，はたして組合のほうで 11 所内の管理運営と増築

大騒動になった。 柴垣 加藤所長時代とい うのはエネルギーの大部分は
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対外関係~あてられたのですね。所内の問題はどうだっ きK計画に入れた。

たのでしょう。 加藤所員のなかでは資料セ Y ターの設置で負担がふ

加藤改組拡充というととで部門もふえ人間も多くな えてくるという危慎の念があった。

った。そのため社研十てもそれ念りの規律ゃ何かが必要K 氏原 どちらかK結着をつけようというのが加藤先生

なって〈る。肩をたたいて仕事ができるという時代から のな考えだったのですね。

変ってきたわけです。そういうととで氏原さんを委員長 高橋 私はついでK資料室だけでもつくろうと思ったo

kして，業務のやり方などをもう一度洗い直そうというと 文部省はとの点ではむしろ前向きだったのです。

とをはじめました。しかし外の動きがひど〈てぼくのと

きは余りできませんでしたね。 12 大学紛争の残したもの

柴垣 臨時制度調査委員会ですね。 岡田 加藤所長，氏原所長時代K非常K重要在 ζ とが

氏原 加藤先生が三つのテーマを私V亡くださいま 大学紛争との関係であったよう K思うのです。私の申し

した。一つは年末の所内プラス・アノレ 7 7問題，一 上げる感想、K間違っている面があればど訂正いただくと

つは事務機構をどうするかというとと ， もう一つは と忙して申しますと，ああいう紛争のなかで， r教授会

高橋先生のときからありました資料センターの問題です。 として決定する」というととの意味が非常K大きく問題

との三つの小委員会をつくりました。プラス・アルファ と在ったと思うのです。一大学としても，ましてやー研

問題は，科研費からピンハヰしているわけですから，科 究所としては処理しきれない問題が沢山でて〈る。逆K

研費のグループは社研のメンパーだけではないのだから また教授会の内部でも 同じ問題Kついて異なった立場が当

メy パー以外の人の了解なしには払え左い， しかしすぐ 然、K生まれてくる。教授会で決をとれば深刻念事態が生

K全廃は無理だから漸減方式でい ζ うというととで加藤 ずるととも私はあったと思うのです。 ζの状況の在かでポ

先生と並んで交渉して妥結した。とれは軌道Uてうまくの ートをして決をとるという手段K訴えない，そういう方

ったわけです。事務機構のほうは，アンクートをつくっ 向が加藤先生のとき K聞かれて，氏原さんはとのととを

たりいろん左人と面接して人事の採用の問題とかなんと 教授会で明言在さった。各教授会メ Yパーは個人として

かノレー Jレをつ〈ろうという ζ とでかかり初めたときに紛 自由K行動していただきたい，教授会では一切決議しな

争がなとりましたから，残念な ζ とKうま〈いきません いでいとう，というやり方でした。そういう ζ とで社研

でした。資料センタ-~ついては調査だけはやりまして の所員相互Kは非常な対立 ・相違があり ながら教授会と

実地K見学しようという ととろまで話がいったのですが してのまとまりを教授会で決議をし在いという ζ とを通

総長辞任という ζ とで結論なしK在りました。 じて維持してきた。私はそういう意味で加藤・氏原両先

加藤 もう一つほ〈のやっている間での出来事は新館 生を非常に尊敬しているのです。ほかの部局で紛争が訟

の建設で した。 ちついていく Kつれて，いろいろ内部で問題があったと

潮見 私が建築委員長を仰せっかり氏原所長のとき K きに社研の教授会はわり K一体として動いていたと h う

完成するわけです。 面があったのではないか。私は ζのように感じているの

柴垣 焼けぶとり的在意味があるのですか，紛争で学 ですが加藤先生，氏原先生，所長としてそのよう在とと

部の予算がストップされて・…一。 を意識してやられた，と ζ ういうふう K理解していいわ

高橋 あれは改組拡充のとき Kすでに問題Kしている けですか。

のです。文部省の設置基準でー講座 (部門)あたりの平 加藤 教授会のメンパーの方がたもそれはある程度考え

米数がきめられていますから部門の獲得ができれば建物 てなられたのでは在いですか。昔の教授会はなかでい〈

の方はいわば自動的Kでてくるのです。だから建物の要 ら議論しても外に対しては一体という線があったけれど

求はやらずK部門要求だけKとどめました。 もあの事態ではそのプリ :/0/プノレでしばるわけKはいか

そのとき 18講座分の建物をつくって欲しいとい った。 ない，というよう在感じはあった。だって教官諸氏はど

現在はどうですか， 1 8講座分としては狭いのじゃない んどん声明なされるわけでしょう。そのときやはり言つ

ですか。 てとられたですよ。とういう声明を出すけれどいいかと

潮見 狭いですね。ただ真先K社研が予算をとれるほど か。いいも悪いもそれはあなたのど意見だからというと

不足でもない。非常に中途半端なのです。 とtてならざるを得ないし， もう音のようなわけにはいか

高橋 資料センターはいわゆる完全講座ではなく助教 念い。そういうふう Kなっていたのではなhですか。

授が一人と助手が一人つ〈のです。そとで改組拡充のと 岡田 社会一般のζ と十てついて自由K発言するという
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のと全然ちがい，大学の管埋問題Kついての公然とした ましたね。平常時はそとで原案をつくって評議会Kださ

批判的発言だったですから。昔でいえば教授会自治のた れ，部局へ持ち帰つてなんとかやっていくという形でし

てまえでそういうとと Kついてはものを言わないのが礼 たね。

儀だというととでしょう。逆十ていうとそういうととを言 岡田 昔はアドホックV<::，問題K応じて委員会ができ

う人がいれば不見識な人がいて困るというわけで，教授会 ますね。現在は総長のもとに特別補佐が二人なり ，総長

としては申し訳ありませんというのが普通だったのでし 室と改革室というのが恒常化されています。

ょう。 有泉 いまの機構は知ら在いけれども，とれから先の

加藤 それが社研だけでなし他の部局でもみんなあ ととを考えると決定される事柄Kよってはそう していい

のときはそうなってきてなりました。たとえば教授懇談 という問題ではないか，という気がして開いていたので

会，ああいう会合Kでてくると教授会を離れて教授たち すけれどもね。

がそれぞれいろん在意見をだすとと K在る。そういう状 加藤 紛争のときは教授会 ・評議会の線をとらな〈て

況だったと思うのです，どうでしょうね。 もデシジョ Yする場合Uてはいろんな線の意見が中央K集

氏l東 客観情勢はいまなっしゃった通りだと思います。 まってきていた。各個人のある程度の意見でもと Kか〈

私が感じましたのは，教授会で決定しようとするとき K 総長室なりなんまりに入っていく。そのうえで決まって

教授会がもっているインフォメーショ y の量と評議会が いく。と ζろがいまの中央集権的在やり方はあんまりみ

もっているイ Y プォメーショ y の量が大分違っているわ んな知らないと ζ ろでどんどん進んでいく。

けです。ですからそとで決定してそれK縛られてしまう 岡田 社会の変化と対応した大学の変化という問題が

とどうにもならないだろう，というととでした。あの当 あると思うのですが，ζのどろは部局の側では厄介在 ζ

時の加藤(一郎)執行部というのは非常K有能だったと とはなるべ〈 中央で解決 ・処理してもらいたい，われわ

いまだK思つてなります。言いたいととは何でも言え， れのほう Kとばっちりがと在いよう Kして欲しいという

というわけです。ああいう時代の大学の執行部のやり Jj 防衛の姿勢が強〈なっている面がある。

としては正規の機関を通じてい〈というまどろっとしい 潮見 加藤総長と林総長の性格の差が一つある止忠、う

ととをやっていたのでは迅速適確な判断ができ在い。む のです。 加藤総長ですと緊急、のときだけれども一番気に

しろ必要K応じてイ y フォメーシヲ Y なり意見なりを総 していたのは部局教授会の意見はどうであるか， という

長なり総長補佐なりがダイレクト K集めて判断する。だ ととでした。ととろが今は必ず しもそ うではないという

から私のと ζ ろにも総長室からしょっちゅう電話が〈る ととでしょう。今は各部局側の，岡田さんのなっしゃる

わけです。いろんな意見Kついて，ζ れはどういう意味 ょう在防衛的な発想と総長側の対応という条件があって，

かとか，どう思うかとかね。 同じピユーロクラ γ ーの形をとってはいても，質的K加

岡田 だからとの点での問題というのは大学Uてなける 藤時代と現在とでは変わってきていると思います。

ピユーロクラ γーの形成という問題では在いでしょうか。 氏原 違うのは，たとえば評議会の席Kは加藤総長の

紛争のなかでは会議休の長い議論の結果をまってはいら とるは事務局は全然いません。補佐もい在い。総長と特

れない。教授会や評議会とは離れたととろで絶えず日常 別補佐と評議員だけです。

的K重要な事柄について緊急Kデシジョンをせざるを得 潮見 補佐はでて ζ 在いのですか。

なくなる。そとでたとえばそれは総長室でやられる。と 氏原 補佐は隣りの部屋K控えています。特別補佐は

ういうデ γ ジョ y する場所の集中という傾向は従来から いますよ。ととろで岡田君が加藤時代をビューロクラ γ

あり，紛争がそれを加速化したのか，あるいははじめて ーだと言われるのは，ちょっとぼ〈は抵抗があるのです。

紛争が生みだしたものなのか。とのどろでも「移転問題j 岡田 ぼ〈がいいたかったのは，ああいう紛争を通じ

ゃ「総合大学院問題 H:どをみてもわかりますようV<::. てピユーロクラティ y ク;1:システムをもたなければ処理

総長はどう忠、ってらっしゃるか知ら在いけれども，総長 できなくなってきた，という ζ とです。

室，改革室，さら Kその下の専門委員会等がさっさと ζ 氏原 つまり 中央集権ですね。

とを運ぶ。評議会はあとから追っかけてい〈だけK在る 柴垣加藤総長のときは柔軟なビューロクラシーだっ

という傾向が強いですね。 ζ ういう形態は， ζのどろ非 たのじゃないですか。

常K目Kつくのですが，ぼ〈はあの紛争が生みだした重 岡田 紛争が終ったからもとへ戻るか，といったらも

要な結果ではないかという感じをうけるのです。 との状態Kは戻り得ない。紛争時Kできたものはそれと

有泉 小委
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と異なった意味をもっという ζ とは単に総長個人のあり方 て執行部とよんでなります。協議員K執行部的在色彩が

によるのか。そとが判ら在いですね。 強くなったのは，私が高橋，加藤，氏原の三所長，さら

潮見 一種の時代的な趨勢はあると思いますけれども~その後の渡辺所長時代Kまた協議員として仕事をした

Kもかかわらずそういう状態のもとで平時になった場合 経験から申しましても，加藤所長あたりからではないか

Kは，われわれの対応と総長の性格と Kよってずい分違 と思います。やはり，とれは所長の個人的決断が必要と

うだろうと思います。 される事態、が次々にでてきたととと関連している。

所内の問題では，前所長が病気入院中で十分引継きrも

潮見・高柳・ 渡辺所長時代 うけないうちにまず宿日直問題Kぶつかりました。事務

職員が宿日直をボイコァトして協議員が交替で宿直をす

13 r紛争」から「平時」へ るというような事態Kなりゴタゴタしましたが，暫定借

潮見 氏原さんが 70年K入って病気になられて所長 置をつ〈って乗り切り，結局つぎの高柳所長時代K外か

をな辞めになる。それで私が引継ぐとと Kなります。私 ら人を雇うという形で解決するととになりました。所内

の任期の 2年間は学内は紛争から平時への移りかわりの の問題でもう一つ起きましたのがアルパイターの問題で

時期でして紛争の余韻がまだずっと残っていた。経済系 した。 ζ れは各研究室K週~2 日か 3 日くるアノレパイタ

の大学院紛争，ζ とK地震研，応微研の職員問題の紛争 ーの諸君が出版関係の臨時社員問題K車IJ軟されて団体を

がずっと継続していて機動隊の導入等の問題がありまし っくり，所長交渉して年末年始に有給休暇やポーナ 1 を

た。したがって私の任期中， 評議会や所長会議などの正 よとせというのです。私はぜんぜん理屈が通ら在いと思

式の会議は本郷キャンパスでは一回も関かれず，医科研 いましたので，かれらの要求を全部蹴りました。どうも

・字航研などの外局や小石川植物園の会議室でやってい との辺から「鬼の潮見・仏の洋三Jというとと Kなった

ました。それでたまたま社研所長が総長との緊急時連絡 ょうです。

役というのを仰せっかりまして， しばしば総長から電話 任期の最後の半年余りはある助教授の人事問題で苦労

がかかって〈る。そう しま すと私は人女社会科学系の研 しました。一人の教授会メンバーの身分K関するとと在

究所長と自然科学系の研究所長の二人に電話を入れる， ので，問題の処理Uてついては大変苦心いたしました。教

そζからまた校が分れていくと h うシステムで，反対K 授会で発言されない方もいらっしゃるので一人一人台目

各所長から総長への回答もとのノレート Kのってい〈とい Kかかって充分にど意見をうかがうという慎重在手続も

うととでした。 ζ ういうわけで総長との接触は研究所長 とってとにか〈処理いたしました。ととろで私の任期中

の代表としてずっとありました。加藤総長はそのむかし の最大の問題は大学全体の改革ととも K社研の改革をど

法学部研究室Kなける大部屋の仲間であったというとと うするかという ζ とでした。社研改革委員会を設置して

もあって，むとうとしては相談しやすいというとともある 渡辺君K委員長K在ってもらい，かれの大きな努力で改

のでしょうか，個人的在意見や法律家としての意見を求 革問題の目処がついた，というとと Kなりました。また，

められるとともありました。 いやな思いをしたのは定員削減問題です。各部局の利害

教授会の運営Kついては，さきほどの岡田さんの質問 関係がからんで削減案Kついて部局長の意見が対立する

に関連するのですが，加藤 ・氏原所長時代の伝統なので などがあったものですから。

しょうか。臨機応変の措置を必要とする事態Kついて教 高柳私の場合，抱負なり構想在りをもってやるとい

授会Kはかりますと，教授会では相手のあるととだから うより次々 K対応を迫られる問題をただ一生懸命に処理

フリー ・ハンドで適宜借置しろという司ど意向である場 した，というだけだったという感じを今からふり返ると

合が剣合多かった。逆Kそうなりますと教授会の意向を もちます。最初K潮見所長から引継いだ人事問題。それ

できるだけ忠実K反映して発言し，行動 しなければなら がすんだら経済系大学院の紛争の余波が及んできた。そ

ないという私の心理的在負担が非常K大きく在ります。 れと重なって 4人の先生が退官され，その前からの空席

とういう意味では教授会でとうしろと決めていただいた 部門とあわせて 8人か 9人の人事の補充をしなければ研

ほうがむしろ楽だという面もありました。結局私自身に 究体制lもうま〈組めない，そう h う事態が就任そうそう

自信のないとき Kは協議員のみ念さんのど意見をよ〈う ありました。宿日直問題は潮見所長時代の暫定措置の期

かがいました。協議員は本来制度上は所長に対するチェ 聞が終って基本的な解決が求められた。任期の最後の数

ァク機関なのですが，紛争を経るととによって所長の相 ヶ月 Kは調査助手問題がでて〈る，と ζ ういったととで

談相手に なり，現在の如きは所長と三人の協議員を称し した。多少とも私自身の自発的態度でいえば，研究体lIjlj

一-66一一



座談会社会科学研究所の30年

Kついては軌道Kのった所員の皆さんの努力Kまかせて 的視野で遂行される，また研究所が研究所として総合的

なけばそれでよいよ信頼し切ってなりました。 I戦後改 テーマK全所員を結集してとり〈むというふう K在って

草」の共同研究体制もちゃんとした形で行われてもう 来ますと，今の研究所の事務や予算のしくみは，それを

三年ぐらい経っていたととろでしたから全〈安心して任 サポートずるよう Kできていません。事務や予算のしく

せて，私は外からむしよせてくる問題をともかくやbと みは，そもそも研究のサポートとはちがう考え方ででき

げて条件を整備するととに専念する。そうすれば研究成 ているようですのそれならわれわれは共同研究は一切

果は名、のずから上るだろう，という感じでした。ほかVて やら左いぞと hってつつばねていたら，何も無理は生じ

記憶K残っている ζ とは心ならずも大学執行部と衝突す ないし紛争もなとりません。しかし，それでは研究所と

るζ とが多かった，というととです。一つは職員のス卜 しての社会的存在理由は左いし，研究所として社会的責

ライキK対する処分問題， もう一つは，どうも記憶が大 任は果しえません。そζ で，たとえ制度がそうなってい

分怪し〈なっていますが，大学院改革についての研究所 在くても，研究所が研究所として研究の実をあげうるよ

の意見のとりまとめの問題，ζ うh った ζ とに関して. うKそれを運用しようとしますと，どうしてもなんら

大学執行部との間K若干の緊張関係が生じました。 かの無理が生じてきます。調査助手問題の紛争は，根本

それからもう一つ対文部省・大蔵省関係i'C:l甘いて，白 的Kは，そういうととろから発したのだと忠、います。だ

覚的に相当努力いたしました。つまり ，高橋所長の努力 から，その限りでは，社研の成長K伴って発生した一つ

で始まった改組拡充のさいどの 2部門の増設がストップ の現象としてみるべきものだったと思います。ただ，教

してしまった点です。乙ういう問題は所長がやらなけれ 育研究機関K沿いては，教育研究の論理をとなそうとす

ば解決しない問題なのですから，はっきり重点として追 る場合，国があてがっている制度の論理との問Kどうし

求しました。5J1ji'Cいわゆる予算陳情で，他の国立大学， ても摩擦や矛盾が生じざるをえないのでして，そのしわ

学内の他の部局より優遇してもらなうというのでは毛頭 ょせが多〈の場合事務職員やアノレパイト的雇傭形態の研

な<，とれは大学の審議で，東京大学として，医科研の 究補助者Kなしつけられてしまう傾きがあります。そう

拡充改組とならんで，最優先のものとして概算要求する 在らないようi'C，一つは矛盾や摩擦を国の行政K対する

ζ とにきまったものであるから，行政当局としては，大 方向K投げ返して，研究や教育K関する制度を研究や教

学の自治的決定を尊重するのが当然だというととで，そ 育の論理K適合し，それに奉仕する方向Kかえさせる。

ういうスジ論で押したわけです。なかげでどうやら一部 二つには，その矛盾や摩擦を，研究者だけで在〈て，事

門だけ増設と念丸あと一部門だけ未設なのが心残りで 務職員や研究補助者を含む研究共同体として 共同体

す。 といっても別Kゲマインシャフ卜と h う意味では在<， 

それはともかく ，ζのよう左 ζ とで，学内tてなける研 コミュニテ ィという程度の意味ですが一一十分話し合っ

究所の代表としても ，対文部省，大蔵省関係でiも，自分 て処理し解決して行〈という ζ とが必要であろうと思い

の意見や自分の決断で発言したり行動したりしましたが， ます。 ζ の前の事件はそれらの点で十分で在かったわけ

社研内部の問題Kついては全面的K協議員K協力して貰 であって，そういう意味で，それは社研が真の意味の

ってなんでも相談しました。私自身の抱負や理想、でどう 研究共同体として成長発達して行くうえK会いて一つの貴

とうしたというととは何もありません。ただ宿日直問題 重在教訓|を残したものであったと思つてなります。

だけlは所長が交渉の矢面十てたつべきものですから，私自 渡辺(紙上参加 ) 私が皆さんから所長K選ばれたの

身の信ずるととろを言って組合との聞で一応の解決Kも は，調査助手問題の解決に全力をつくせというととだと

っていった，という感じです。 解釈しましたので，所長在任中はもっばらその問題ばか

調査助手問題をめぐる紛争は，いろんな問題をかたづ り考えていました。 ζの問題Kは四つの側面がありまし

けてどう Kかζれで平穏K次の所長Kバトンを渡せると た。その一つは，学部の教育事務K相当する研究所の研

思っていたその時期Uてなとりまして， ζれは私Uては意外で 究事務を既存の事務体制の在かでどのようi'C組み入れる

当時の正直な感じとしては，なんというまずい ζ とをし かという側面です。第二は，社研の構成員がζと数年間，

でかすんだと憤慨し反面ζ いつは参ったなあというとと 教官も事務職員もかなり入れ変ったため，長いとと慣行

ろでした。しかしよ〈考えてみますととれは社研アパ Kよって



3 社会科学研究所の 30年ーその 2ー

個人的接触の場が少なくなり，相互K情報不足や誤解f'C f'Cとって必ずしも幸福な時代ではないと思います。私は

もとづ〈不満が増大したのをどのように処理するかとい そういう意味では幸いK特別の決意や抱負をもたずK今

う側面です。第四は，研究所の研究活動K職員を隊員 日まできて卦ります。とれまでの所長とちがって非常K

の立場でより積極的K参加 しようという若手職員の姿勢 楽をさせていただいてなります。とれもひとえにとれまで

やエネルギーを，前向きの方向でどのよう K処理すべき の社研の諸先生方の長い御苦労の集積Kよるものだと感

かという側面です。 謝する次第です。研究体能Ijについても一定の慣行化され

私は，とれらの側面を総合的K勘案し，職員をもふく た体街Ijがあり，事務機構も整備されてきました。したが

めた研究事務体制検討委員会K大変など努力をな願いし， って，とれからは社研として研究面で，学問面で本当の

その答申を待って，できるかぎり改善策を実現 したわけ 真価を関われるよう Kなると思います。その点われわれ

です。始めK意図したもののうち 70%ぐらいしか実現 として十分心を決めてかからねばならない，と改めて諸

しなかったように私は考えていますが，それでも構成員 先輩のど苦労のか話しをうかがって感ずる次第です。

の皆さんの多大の協力をえて，基本的な点で目処をつけ 最後K個人的感想をつけ加えますならば，私が社研の

るζ とのできたのは，大変幸いでした。 助手Vてなりましたときは助手割当の図書費はありません

でした。そういう状況のもとで強戸村調査のような全体

14 むすび としての研究活動をどう組織するかというととでいろい

柴垣 時間もせまってまいりました。では最後K岡田 ろの ζ とがあったわけですが結局みのらないままに，

現所長f'C，現状 をふ〈めて しめ〈くりのな話しを晶、願 先ほど出てなりました社研アパート論で一つの解決をみ

いいた します。 いだす，そういう状況のときに私は助手をなえて仙台K

岡田 高柳さんがなっしゃった事態も，渡辺所長時代 移りました。その後 11年を経て昭和 42年KとちらK

K一定の解決をみました。そ して渡辺さんは法律家らし 再び移ってきましたときには，私の助手時代の社研とは

し社研の ζれまでの慣行をすべて集大成して成文化さ すっかり違った雰閤気と体制のある ζ とを感じました。

れました。とれによって慣行がはっきりし研究所の運営 大変など苦労がその間Kあった ζ とを.今日とく K有泉

が非常Kやりやすくなった。とういう状況のもとで私は 先生，高橋先生のむ話しからうかがうととができました。

所長K選ばれました。所長の職を引受けるときに極めて 私たち後K続くものとして大変感慨ぶかくな聞きした次

重大な決意を しなければならない，あるいは大き在抱負 第です。

をもたなければならないというのは，ある面では研究所 柴垣 たいへん長時間ありがとうどざいました。
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東京大学社会科学研究所拡充改組計画

頭記文書の原文は 1967年度概算要求書κ添付されたものであるが，以下KはそれK増補を

加えた 1968年度の文書を数字のみ前者Kあわせて掲載した。左右P完成予定部門数はその後22

部門から 18部門(既設 17部門 )!f[縮小されてとんにちK至っている。

I 拡充改組を緊急K必要とする理由

l 社会科学研究所設置事由と現状

東京大学社会科学研究所は，その設置事由香K明示さ

れているよう trc， I社会科学K関する総合研究J，すな

わち，広〈世界各国，各地域の法律 ・政治 ・経済に関す

る資料を蒐集 ・調査し，厳密K科学的な方法に基づいて，

理論的走らびK実証的な比較研究を行うととを目的とし

て 19 4 6年 B月 24日の勅令第 394号「社会科学研

究所官制J(のち 19 4 9年 5月 31日の法律第 15 0 

号「国立学校設置法」第 4条 )trcより，東京帝国大学に

附置されたものである。

社会科学研究所は，創設当初は 1<1部門(ほど念〈

2 0部門)よりなる計画iであったが，とりあえず， 5部

門(アメリカ並びK米州諸国，イギリス;l!i.びに自治領，

本邦公法，本邦内政，本邦経済産業)をもって発足し，

1 9 5 1年までtrc6部門(ゾグエト連邦並びK東欧諸

国，本邦財政金融，社会調査p 本邦私法，中国並びに朝

鮮，フランス並ひ:trc西欧-南欧諸国)を加えたが，その

後 15年 11部門のまま Kとどまり， 1 9 5 5年K至つ

てはじめて I部門(ドイツ)増設されたKすぎない。現

在，本研究所の構成は，本邦基礎研究部門 5，外国地域

研究部門 5，計 12部門である。

社会科学研究所は， 在がい間部門数が当初計画のほぼ

半数という制度上の不備Kもかかわらず，比較総合の社

会科学的地域研究を担当するわが国唯一の大学附置研究

所として，本研究所K与えられた重要な課題を学問的責

任をもって遂行しつつ，相応の顕著在学術的成果をあげ，

また大学院Kも積極的K関与して少壮研究者の養成につ

くすと共trc，社会科学の国際交流K多〈の貢献を果して

きた， という実績をもっている。

2 戦後Uてなける社会科学研究体制jの変化

とく K第 2次世界大戦後，政治 -経済法律の領域K

なける国際諸関係がますます緊密化してきたため，欧米
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の主要諸国K品、いても ，旧来の時代遅れの研究様式をあ

らため，新た在社会科学的「地域研究」体制を急速かっ

本格的K拡充整備するととが強〈要望され，かつ着々実

現されつつある，とのととは周知のととろである。わが

国Uてないても，外園地域研究部門を拡大強化し，専門的

基礎研究と外園地域研究との有機的な結合 ・協力関係を

通じてする比較総合研究体市Ijを整備確立するととが緊急

かっ切実在学問的要請となってh る， ζ のととは疑いの

余地がない。ζ うする ζ とKよって始めて，国民が真K

必要とする諸外国地域についての基礎的な ・科学的K有

効左 知識を提供するととが出来るからである。 ζζK

社会科学研究所は，構想、をあらたKし.社会科学K関す

る全国的要請と全学的協力K基ついて，本研究所の拡充

改組を行うととになった。

@ 戦後主要欧米諸国Kなける「地域研究」の再検と

その振興

戦後，欧米の主要諸国Kむいては，国際政治情勢，社

会経済事情の急激な変化K当面して，大学にむける旧来

の「地域研究Jの在り方K対する深刻在反省とその改革

なよび拡充への要望が現われ，新しい地域研究が大規模

K実現されつつある。〔→大学Vてなける地域研究の現状

Kついては，イギリスの TheWorld of Learning 

1965-66 (London， 1965)がもっとも詳しい。在な，

アメリカの ResearchCenters Directory(2nd ed.， 

Detroit， 1965)，いわゆる後進国Kついての地域研究

Kついては，アメリカの American Inst i tutions 

and Organizations interested in Asia (New 

York， 1961)，なよび，フランスの Inventaire des 

organismes francais actifs dans le domaine 

du developpement(Paris， 1965)参照。〕

とのような戦後世界の情況K対応する「地域研究j研

究体制の改革は，いちはやくイギリスKないてとり上げ

られた。その場合，ハーパードやコロンピア大学の「地

域研究セ Y jl- Jが一典型とされているが，I地域研究」

Area Studyという場合，それぞれの外園地域の言語，

宗教，歴史，社会等を単K研究するというのでは在<， 



スラグ，アフリ カ，近東，アジア等を，その地域を基礎

Kないて，その地域K関するあらゆるととを総合的に研

究する，従ってその地域を中心k:，あらゆる専門分野の

諸科学がとのために動員される，そのような研究体制を

指すものと理解されている。 ζの意味からすれば，旧来の

イギリスの外園地域研究は，個々の専門分野からする孤

立介散的在，むしろ好事家的な研究であって，新しい真

の地域研究 AreaStudyの名K価し在い。とのような時

代遅れの地域研究の欠陥を指摘し，とれらを新しい研究

様式K再組織し，イギリスの大学での本格的在地域研究

体制を創出拡充すべきであるというのが， 1 9 " 7年の

スカーパラ伯を議長とする調査委員会の報告書('fhe 

Report of the Interdepartmental Commission 

of Inqui ry， presided over by the Earl of 

Sca rbo rough London， 19" 7 )，なよび，その後をう

けてイギリスなよび諸外国の研究事情を調査し，勧告し

た 19 6 1年のへ-1'ー卿を議長とするいわゆるへ-1'

一報告書 (University Grants COl)1millee: Report 

of Sub-committee on Oriental， Slavonic， 

East European and African Studies， undeJ 

the chairmanship of Sir W. Hayter， London， 

1961)の主眼点であった。前者は，従来のイギリスの

大学十てなける地域研究がほとんど言語部門や古典研究に

限られていたととに対して，政治-経済 ・社会部門や現

代研究の振興の必要を強調し 5年内に計 19 5 (東洋

研究 10 0，アフリカ研究 50，スラグ研究"5 )の講

座を拡充整備(資金 22万 50 0 0ポンド)するよう勧

告し，それKつづくへ-1'一報告書も，イギリスの大学

Uてなける東ヨーロァベ東南アジア，極東K関する地域

研究が，依然として言語 ・古典関係K限られている ζ と

を批判し，現代研究 ・非言語研究部門K関する地域研究

を強力K開発振興(5年間K差当り 30万ポ y ド投入)

すべきととを痛切K勧告している。

@本 学Kなける社会科学的地域研究の拡充計画の

進展

とのような新たな地域研究の急速K増大する重要性K

し，東京大学言平議会K提出してその承認をえた。それは

当初，国際関係 4，アメリカ関係地域 8，ヨーロァパ関

係、地域 8，ソグェト関係地域 8，計 28部門より在るグ

ローパノレな地域研究の構想であったが，文部省との交渉

中k:，さし当りアメリカ研究を中心とする 15部門の研

究所案K縮小し，評議会の議を経て 19 6 3年.6 4 

年度の概算要求を行った。その間，文部省との交渉過程

k: ;1;-\ハて，社会科学研究所は tlb.~史研究を行うという趣旨

で設置されたものであるから，当初国際問題研究所の目

的とする研究は社会科学研究所の拡充という線で実現す

るのが妥当であろう，という文部省側の見解が披涯され，

その ζ ともあって，その後，東京大学総合計画委員会は，

国際問題研究所案の今後の処理方法との関連十てないて社

会科学研究所拡充改組問題を取り上げる ζ とKなり，

1 965年 3月，関係各部局(法・経・文・教養の 4学

部，東洋文化 ・社研の2研究所)の代表者から構成され

る専門委員会( r社会科学研究所拡充改組専門委員会J， 

委員長は法学部長)k:ζの問題を全学的見地から検討す

るととを委嘱した。

ζ の社会科学研究所拡充改組専門委員会は， 1 9 6 7 

年度概算要求K聞に合う時限を定めたうえで，爾後毎回

総長出席のもとに，満 1年間 12回Kわたって開催され，

「社会科学研究所拡充改組計画Jを，ζれK関連する国

際問題研究所案ならびK関係諸部局の将来計画などを充

分K考慮し念がら，慎重に検討を重ねた結果，社会科学

研究所の外園地域研究部門の拡充強化を軌とする「社会

科学研究所拡充改組計画」を実現するとと Kよって，さ

きの国際問題研究所設置案で企画されたととろを大部分

充足しうるととを確認し，既K評議会で承認された国際

問題研究所案の継承，その肩替りの意味を含めて，との

社会科学研究所拡充改組計画を全学一致で強力K推進す

るととをきめ，総合計画委員会に報告してその承認をえ，

196 6年 6月 28日評議会の議を経て， 1 9 6 7年度

κ概算要求を行うとととなった。試みにとれを国際問

題研究所の当初案と対照すれば，次表の如くである。

かんがみ，また，自然科学系講座の急速な婚設K対する H 拡充改組計画，その内容と特色

人文 ・社会科学系講座の異常在不均衡を是正するととを

配慮して，東京大学では， 1 9 5 8年 5月以来，関係諸 l 拡充改組の基本構想

部局(法 ・文・経 ・教養の 4学部，東洋文化 ・社研の 2 r社会科学研究所拡充改組計画jは，と(k:地妓研究

研究所なよびアメリカ研究セミナー委員会)の代表者か 部門の拡充を軸とする社会科学研究体制の機能的・本格

ら構成される専門委員会( r国際問題研究所K関する委 的左編成替えKよる改組を内容とするものであり，国立

員会J.委員長は法学部長)が 20数固にわたって開催 大学附置研究所としての適正規模を充分考慮、し，東京大

され，熱心な審議を重ねた結果， r地域研究jを目的と 学総合計画委員会社会科学研究所拡充改組専門委員会の

する「国際問題研究所J(仮称)の新たな設置案を作成 周到な検討K基づいたうえで，基礎研究部門 2，地域研
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国際問題研究所案と社会科学研究所拡充改組計画との対照表

東京大学社会科学研'究所拡充改組計画

国際問題研究所の檎成品、よび音11門数

( 1 9 6 0年当初案一一 28部門)

第 1部 1 1 世

トー 2 世
国際関係の研究 -----i

ト-3 国
( 4部門

L-.4 国

第 2部

アメリカ晶、よび

関係地域の研究

( 8部門)

第 3部

ヨーロ γパ品、よび

関係地域の研究

( 8部門)

第 4部

ソグエァト連邦

なよび関係地域

の研究

( 8部門)

界

界

際

際

政

経

機

社

治一一一一一一一 1 世

済一一一一一一 2 世

構

会

1 アメリカの政治 l一一一一一一 1

2 アメリカの政治 2 一一一一一一 2

3 アメ リ カの経済 l一一一一一一一3

4 アメリカの経済 2 

5 アメリカの社会・文化 一一一一一 4

6. アメリカなよびラテン・

アメリカの人文地理 -歴史

7. ラテ/'アメリカの政治

8 ラテン・アメリカの経済

l ヨー ロァパの政治 lてご一一つ7'1. 

2 ヨーロァパの政治 2. '""'"ニーーミ~ 2 

3 ヨーロァ パの 経済 1. 3 

4 ヨー ロァパの経済 2一一一一一 4

5. ヨーロァパの社会・文化

6. アラブ ・アフリカ地域の政治

7. アラブ・アフリカ地域の経済

8 アラブ・アフリカ地域の文化

-人文地理・歴史

1. ;1 グエッ トの政治

2. ソグエットの外交

3 ソグエットの経済 1

4 ソグエッ卜の経済 2

5. ソグエァトの社会 ・文化

6 ソグエァト bよび東欧の

人文地理 ・歴史

7 東ヨーロッパの政治

8. 東ヨーロッパの経済

一一 71一一

社会科学研究所拡充改組計画

( I 9 6 7年度概算要求，外国地域研究

部門数一一 14部門)

界

界

治一一「国際関係

済一一--.l ( 2部門)

政

経

メ

メ

メ

7

7

7

 

リカ圏法律一一 「

リカ閤政治一一--1
|アメリカ関

リカ園経済一一→
1 ( 4部門)

リカ圏社会一一」アメ

ヨーロ γ パ圏法律一一「

ヨーロァパ圏政治一一ーイヨーロァパ圏

ヨーロッ パ圏経済第一一一-1 ( 4部門)
〔イギ リス

ヨーロッパ圏経済第二
〔大 陸〕 一一一

1. 社会主義図法律一ー「

2. t士会主義国政治一一→社会主義圏

3 社会主義圏経済第一一一-1(4部門)
〔ソ連東欧

4 社今朝経済ゑ二 」



究部門 8，客員部門 4，資料部門 1の新設を 3年計画で Kないて有機的に協力結合してゆ〈ととが不可欠の条件

実現しようとするものである。とれが完成した場合Kは， である。との両者は，本来，社会科学K関する総合的研

研究部門K関しては，基礎研究部門 8，地域研究部門14， 究Vてないて相互補完的な関係K立つからであり，先K引

計 22部門(うち既設なよび娠替え 12部門)と在り， 合K出した戦後イギリスになける地域研究体制改革 ・拡

その外，客員部門 4，附属施設としての社会科学資料セ 充の基線も，まさ Kとの点K関するものである。社会科

y 声ーが加わる ζ とKなる。 学研究所になける基礎研究部門と外国地域研究部門との

拡充改組計画の主たる目的は，戦後ますます緊密かつ 並存なよび協力を基盤とする総合研究体制は，世界にほ

複雑化して〈る国際関係、K対応 し，また，それKともな とんど類例のないものであり，との点については，最近

ってすすめられてきた欧米諸国Kなける地域研究の再編 来日した欧米のすぐれた地域研究者のうちから本研究所

成と大規模な拡充強化Kかんがみ，国際問題研究所案の のζのよう念すぐれた構成K深い関心が払われ，ま た，

基本線を継承する意味で，とく K本研究所の外園地域研 地技研究は専門科学的基礎研究との協力を制度的に保障

究部門を再編拡充して， しかも，地域研究が単純な趣味 されるとと Kよってはじめて学問的K有効在成果をあげ

的志向での地域研究(i(終らないためi'L，専門的基礎研 るととができる， という強い反省が欧米でも現われつつ

究と外園地域研究との機能的な協力関係を強化し，不断 あるという事実K留意すべきである。

の相互補完的な比較総合体制を確立して，日本Kなける 〔→例えば， I東洋学と社会学との結婚jの必要性を

本絡的な社会科学的地域研究の遂行を保障しうるような 強調し，さもなければ「地域研究」は「二 ・三流の学者

構成Vてあらためる ζ とKある。すなわち， の掃き溜めJi'Lなってしまうと嘆じているオックスフォ

1 )現在の外園地域研究 6部門を 14部門K増加し， ードのす ぐれた東洋学者の立言K注意されたい (J-j.A. 

従来の国別部門編成を解き，現在の国際情勢なよび学 R. Gibb， Area Sludy Reconsiderred， London 

界動向K対応しうるよう， ヨーロ ッパ圏，アメリカ圏 Universily，1963)) 

社会主義圏なよび国際関係の4つK再編包括される。 との目的をはたすためKは，本研究所の基礎研究部門

それぞれの地域圏内の法律・政治名、ょび経済の共同研 は，次のように拡充改組される必要がある。

究は弾力的 集中的K遂行され，さらK世界政治・世 1 )法律 ・政治関係部門Kないては，従来の公法，私

界経済K統合されてゆく比較総合研究体制を整備する。 法の 2 部門のタ~i'L ， 現在， 公法と私法との双方i'Lまたが

2)外園地域研究部門の拡充K対応して，かつ，と る法体系としてその重要性を増しつつある「社会法」を

れと内面的 ・有機的関連Kないて，基礎研究部門を強 研究対象とする l部門を新設する。

化するととが不可欠である。具体的Kは，基礎研究部 2)経済関係部門K名、いては，従来工業と農業の二大

門を現在の6部門から 8部門K拡充改組するととが必 生産部門を「経済産業lという l部門K包摂するととを

要となってくる。専門科学的在基礎研究との結合 ・協 余儀なくされていたが，とれをそれぞれ独立させて「工

力なしKは，外園地域の研究も特定地域の単なる百科 業J:J;>よび「農業jの2部門とする。他方，産業となら

辞典的知識の集積Kすぎなくなり，真K有効な社会科 んでとく K重要な研究対象でありながら，従来補充され

学の総合的比較研究を達成する ζ とが出来ないからで ないまま Kなっていた「労働」について. I社会調査」

ある。 部門を振替え，独立の 1部門を新設する。在な，現在本

3)客員部門事、よび資料部門の新設もとの拡充改組 研究所tてなかれている「社会調査」部門は，日本社会の

計画の特色である。 社会科学の流動研究なよぴ国際協 実態調査とその理論的分析を重要視する本研究所の研究

力のための客員部門の新設と 社会科学資料文献センタ 活動Kとって推進的役割りを果してきたが，本拡充改組

ーの創設と Kよって，本研究の特色である比較総合の 計画が実現される場合には， I社会調査j部門は新設の

共同研究またはプロジェク ト研究を本格化 し，研究体 「社会法」部門なよび振替えの「労働」部門K発展的K

制として効率化してゆ 〈ととが可能となり，必然とな 吸収される。以上の拡充改組の結果，基礎研究部門は，

るからである。 法律 ・政治関係 4部門(公法，私法，社会法令よび政治)， 

経済関係 4部門(農業，工業，財政金融なよび労働)と

2 拡充改組の大綱，その部門構成 なる。

@基礎研究部門 @ 地域研究部門

社会科学的地域研究を有効的K行 うためtては，地域研 戦後K色、ける国際諸関係、の複雑多様化と同時i'L.その

究部門が一定規模の基礎研究部門と同ーの研究所の内部 内
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応する研究体制lを整備拡充するととの必要から，外国地

域研究部門を大幅K増設し，再編する。

1 )地域研究部門Uてないては，特定地域の法律・政治

・経済について，最新の直接資料K基づいて研究を行う

と共vr.，社会科学の水準をたかめ，かつ，確保する。と

れらの地域研究部門は，従来の各国別 6部門( 1 部門に

つき法律政治専攻 1人，経済専攻 l人)の体制を改め，

より弾力性をもたせて，かつ研究者を集中的K充当する

ためvr. . ほぽ同質的 ~まとまり をも っヨ ーロ ッパ圏， ア

メリカ留品、よび社会主義圏の三大領主主Kついてそれぞれ

4部門，合計 12部門K拡充改組する。法律 -政治・経

済の各学問分野Kなける最近の急速な専門分化の傾向を

考慮すれば，上記の拡充は，最少限の必要であるという

べきであろう。ヨーロッパ図関係官11門については，既設

の3部門(イギリス， ブラ Y ス， ドイ γそれぞれ 1部門，

法律・政治専攻 3人経済専攻 3人)を，西欧諸国の社

会科学研究Kないて占める顕著な役割Kかんがみ，法律，

政治それぞれ 1，経済 2計4部門K振替増設する。すな

わち，アメリカ圏Kついては，現在のl部門をアメリカ

合衆国と日本のと<vr.密接な政治的経済的社会関係の重

要性にかんがみ，法律・政治・経済-社会の 4部門K拡

充する。社会主義圏は，わが国と全〈異った政治体制名、

よび社会経済構造を有 し，比較研究の重要な対象である

とともに日本K隣接している中 Y両国が国際社会tてな

いて占めるその地位の増大する重要性Kかんがみ，既設

2音11門を 4部門K拡充する。

2)現在ますます重要かつ緊急な研究対象となりつつ

ある「世界政治Jなよび「世界経済Jvr.関する部門をそ

れぞれ 1部門づっ新設する。との 2部門vr.ないては，国

際ぜ会の経済構造会よび政治過程を包括的K研究すると

とによって全体としての有機的連関=現代世界の構造を

解明し，比較総合の研究体制を統合する。。客員部門

社会科学研究所け，その設置車白書の冒頭K明記して

いるように，世界各国の法律 ・政治 ・経済の制度なよび

事情K関 して，比較総合研究を行 うととを 目的として創

設されたものであり，それは，戦後のあらたな世界情勢

とそれKともなう欧米諸国Kなける研究体制lの全面的在

更新K対応して，日本K令ける旧来の狭附な研究様式を

根本的K改変しようと志向したものである。

従来日本Kないては，怯律学，政治学むよび経済学が

孤立し，たがいK無関係のままで発達してきたが，と〈

に戦後になってから， とれらの諸科学は，研究方法のう

えからいっても，また研究対象の点から見ても，相互K

協力しつつ，総合研究を行うとと Kよってはじめて社会

東京大学社会科学研究所鉱充改組計画

科学としての進歩が期待されるよう K在ってきた。本研

究所は，所員の個人研究を必ずしも軽視じないが，ひろ

く他学部なよひ・他大学の研究者の参加と協力をえて，も

っとも重要な設定課題の比較総合研究あるいは プロジェ

クト共同研究に従事するととをその特色としている。

次vr.，本研究所のいま一つの特色は，外園地域研究部

門と基礎研究部門とが密接かっ有機的に組み合わされて

いる ζ とであり， ζのような研究体制そのものから，社

会科学Kなける国際的協力の必然、性が明らかになるであ

ろう。 社会科学の発展も国際的協力なよ び交流Kよって

は じめて本格的となり，日本の学問の世界的水準を確保

しうるよう Kなるととはいうまでもない。本研究所員の

みでなく ，ひろく世界各国のすぐれた研究者の参加をえ

て，世界の重要な問題を比較総合研究の課題として設定

し，一定期間国際的共同研究を行う ζ とは，社会科学の

進歩Kとってもっとも必要在 ζ とであり ，本研究所は，

創設以来数十人の外国人研究員を受け入れて共同研究を

行った実績をもっている。

以上の理由から，本研究所は，その特色である比較総

合のプロジェク卜共同研究を効果的 ・本格的に遂行して

ゆくため，本研究所の本来の研究部門のほかvr.，国の内

外の客員研究員 (教授ま たは助教授相当のもの)を一定

期間招致して行う社会科学の流動研究なよび国際協力の

ため客員部門 4の新設を要望したい。との客員部門は，

一定数の常勤の助手，研究補助者な よび事務員のほか，

音s門研究費 ・研究旅費をもっ。客員研究員の任期は，固

定的なものではな<.本研究所の設定するプロジェクト

研究の具体的必要Kよる流動的な性格のもので在ければ

ならない。

@ 社会科学資料文献センター(附属研究施設 )

創設当初，本研究所K課せられたもっとも重要な任務

の一つは， I世界各国の法律・政治・経済K関する正確

な資料を組織的系統的K蒐集するjζ とであり ，ζ のと

とは，現在各部門毎K部分的 経過的陀遂行されてきた。

しかし，とれを全体として体系的・学問的に処理してゆ

くためKは， ドキュメンテ γ ョy 専門の研究員，助手，

研究補助者，事務職員の多数の協力によらなければ不可

能である。との意味で，本研究所は，創立当初から資料

専門の独立一部門を要請してきたが，その実現守み在い

まま現在にいたっているのは， きわめて遺憾とすべきで

ある。

1)本施設は，世界各地域の法律政治 ・経済関係の

資料文献K関し，その一部必要念も のは体系的K蒐集す

るが，すでK他の多くの機関にないて蒐集され，保存さ

れつつある現状Kかんがみ，それらの保有諸機関と密接
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K連絡協力し，全体としてとれを科学的に分類整理し， ともなって社会科学(法律学，政治学，経済学なよび歴

目録して保管する。日本K晶、ける官庁資料や私文書， ま 史学)vr:関する情報交換が国際的K広汎K行われてきて

たは実態調査の根本資料Kついても同様であって，との いるが，日本Kないては， ζれを組織的・恒常的に遂行

ようなドキュメンテーション作業は，総合的な社会科学 する責任ある機関を欠いているのが現状である。本研究

的地域研究を担当するわが国唯一の大学附置研としての 所は，かねてから UNESCO関係のとのような社会諸

本研究所の事業Kもっともふさわしく ，かつ.必須のも 科学の国際文献目録(Internat ional Bibl iography 

のである。とれらのととは，日本の社会科学の発展その of Economics， International Bibl iography of 

ものKとって不可欠の条件であるから，本施設は，公開 Historical Sciences，etc.)を作成し，またその作成

利用 に供 さるべきであろう。vr:協力してきた実績をもっているので，本施設が新設さ

2) さらに， と<vr:戦後，社会科学の国際的交流と協 れるならば，とのよう念学問の国際的要請Kも有効的K

力とが学問の発達Kとって不可欠のものとなり，それK 応える乙とができるであろう 。

東京大学社会科学研究所拡充改組年次計画及び新旧部門関係表

現行 部門 名 拡充改組完成部門名
開 設 年 度

1967年度 1968年度 1969年度

研究部門 I 研究部門

0)本邦部門(6部門) (I)基礎研究部門(8部門)

本邦公法 (1946年) ノ4¥3、 法 @ 

本邦私法(1 951年) 私 法 @ 

パ士会法 @ 
本邦内政 (1946年) /政 1台 ⑮ 

0本邦経済産業 (1946年) ノ 農 業 ⑮ 
戸、、工業 @ 

本邦財政金融 (1949年) / 財政金融 @ 

0本邦社会調査(1950年)L 労 {f1J ⑮ 

(II)外国部 門(6部 門 ) (n)地域研究部門(1 "部門)

世界政治 @ 

世界経済 ⑮ 

Oイ ギ リ ス(1 946年) ヨーロッパ圏法律 ⑮ 

O フランス (1951年)てミ之、芳一 @ 

ヨーロッパ園経済第一(イギリス) @ 
O ドイツ (1965年).eそ ヨーロァパ閉経済第二(大 陸) ⑮ 

ア メ リカ圏法律 ⑮ 
戸

Oアメ リカ (1946年)
戸

~ アメ リカ圏 政治 ⑮ 
、

¥:、アメリカ圏経済 @ 
¥アメリカ 圏 社 会 @ 

- -/.."社会主義圏法律 @ 

0'/ 連 (1949年)吐三毛Y 社会主義圏政治

議)
⑮ 

。中 国(1951年)<-' 社会主義圏経済第一(長中 ⑮ 

社会主義圏経済第二( 国) @ 

計 1 2部門 言十 22吉日門 17 4 

新 設 1 0 5 4 

振 替 B 8 

転 換 4 4 

E 客員部門(4部門) @ @ ⑨ 
⑨ 

言十 4部門 1 2 

皿 附 属研究施設

社会科学資 料 文 献 セ ン ター @ ⑮ @ 

計 l施設 1 

備考 ⑮・・・新設 ⑮一・・振替 @一転換 事-…整備
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所員と そ の 業績

1920年 9月 京都大学文学部哲学科入学(I921年3月

初 代所長 中退)

1921年 5月 東京帝国大学法学部副手

矢内原 忠雄 1921年 9月 向上助手

1893年 1月27日 愛媛県κ生まれる 1924年 12月 九州帝国大学法文学部助教授

J917年 3月 東京帝国大学法科大学卒業 1925年 5月 向上教授

1917年 4月 住友総本庄入社， 5J1j子鉱業所勤務 1927年 11月 休 職

1920年 3月 東京帝国大学経済学部助教授 1927年 12月 産業労働調査所国際部勤務

1923年 8月 向上教授 1928年 9月 東京外国語学校ロシア語部入学(糠講生)

1937年 12月 依願免本官 1929年 11月 九州帝国大学辞任

1945年 11月 東京帝国大学経済学部教授 1934年 J2月 外務省調査部嘱託 0946年 9月まで)

1946年 8月 東京帝国大学社会科学研究所長κ併任 1946年 8月 東京帝国大学社会科学研究所l属託

(1949年6月まで) 1947年 3月 同上教授

1947年 12月経済学博士 1949年 1月 日本学術会議会員 0959年まで， 4期 )

1948年 10月 東京大学経済学部長(1949年 9月まで) 1953年 5月 東京大学社会科学研究所長 (1955年5月

1949年 1月 日本学術会議会員 095J年 1月まで ) まで)

1949年 5月 東京大学教養学部長(J951年 12月まで) 1956年 3丹 東京大学を停年退官

1949年 10月 日本学士院会員

1951年 J2月 東京大学総長(1957年 12月まで)

J958年 2月 東京大学名誉教授

1961年 12月25日死去

主要業績

『植民及植民政策』有斐閣， 1926 (増訂版， 1933). 

『植民政策の新基調』弘文堂， 1927 

『人口問題』岩波書庖， 1928 

『帝国主義下の台湾』岩波書底， 1929 

『満洲問題』岩波書庖， 1934 

『南洋群島の研究』岩波書庖， 1935. 

『帝国主義下の印度』大同書院， 1937 

『帝国主義研究』 白日書院， 1948. 

『国際経済論.1 (楊井克巳と共著)弘文堂， 1955. 

『現代日本小史(上・下)J (編著)みすず書房，1952. 

* r~矢内原忠雄全集J (全29巻)岩波書底 1963-

1965. 

停年退官教授(退官l煩〕

山之内 一 郎

1896年 1月25日 熊本市K生まれる

1920年 7月 東京帝国大学法学部卒業

1956年 4月 熊本大学教授

1957年 7月 向上評議員

1959年8月24日 死 去

主要業績

「摂政の概念および其の開始Jr国家学会雑誌、.135巻 1，

2号， 1921. 

『パシュカーニス 「法の一般理論とマノレクス主義J .I~

改造社， 1930. 

『ス Fーリググイツチ「サグェート法思想、の発展過程Jj

(訳)大向11誓庖， 1933. 

「パシュカーニスの自己批判とストゥーテカとの論争J

『法の研究j 1933 

「ソグェト憲法の民主化Jr改造.1 17巻 6号，1936. 

『パシュカーニス 「国際法概論J.I(訳)改造社， 1937. 

r;;連邦憲法』政治教育協会， 1947. 

「ゾグェト法学の展望Jr思想J285号， 1947 

f社会主義国家の法t上・下)J東京大学出版会， 1950. 

「グィシンスキ -V[よるソヴェ ト法理論の確立(1)(2)J r社
会科学研究J2巻 3，4号， 1950 

宇野弘蔵

1897年 11月 12日 岡山県倉敷町K生まれる

1921年 4月 東京帝国大学経済学部卒業
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停年退官教授

1921 ~三 5 月 大原社会問題研究所嘱託

1922年 9月 ヨーロッパ留学(1924年 9月帰国)

192，1年 10月 東北帝国大学法文学部助教授

1938年 2月 いわゆる労農派教授グループ事件で検挙

される

1938年 12月 起訴され休職

19LII年 l月 前年12月の第2答無罪判決Kより復織の

決定をみたが辞j織

19LII年 3月 日本貿易研究所に勤務(l9L14年 6月まで)

194LI年 7月 三菱経済研究所K勤務(1947年 l月まで)

1947年 l月 東京帝国大学社会科学研究所研究嘱託

1947年 6月 向上教授

1949年 6月 向上所長K就任 (1952年 2月辞任)

1954年12月 経済学博士

1958年 3月 東京大学を停年退官

1958年 4月 法政大学社会学部教授

1968年 3月 向上を停年退職

1968年 6月 立正大学経済研究所帰託

1972年 3月 向上を退職

1977年 2月22日死去

主要業績

『経済政策論 』上巻，弘文堂， 1936. 

『価値論』河出書房 1947.

『資本論の研究 』岩波書庖， 1949. 

『経済原論』上下巻，岩波書庖， 1950-52. 

『恐慌論J岩波書庖， 1953. 

f経済政策論』弘文堂 1954.

r r資本論j と社会主義』岩波書庖， 1958. 

『地租改正の研究 j(編著)上下巻，東京大学出版会，

1957-58. 

『経済学方法論』東京大学出版会， 1962. 

『経済原論』岩波全書， 1964. 

『資本論研究J(編著)I -V，筑摩書房， 1967-68. 

『社会科学と弁証法』岩波書庄， 1976. 

* r字野弘蔵著作集J(全10巻と別巻)岩波書応， 1973 

~ 74 . 
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盲
六

1905年 3月9日 兵庫県西宮市K生まれる

1929年 3月 東京帝国大学経済学部卒業

1929年 5月 大阪商科大学助手

1932年 3月 向上助教授

1944年 7月 向上教授

1945年 8月 文部大臣秘書官

1947年 3月 東京帝国大学社会科学研究所教授

1965年 3月 東京大学を停年退官

1965年 4月 独協大学経済学部教授(現在K至る)

主要業績

「アメリカの鉄鋼業ーーその分布と立地一一Jr経済学

雑誌 J14巻 l号， 1944. 

「アメリカ合衆国の大東亜共栄圏への依存性一ーその戦

略的原料Vてついて一一Jr経済学雑誌 j14巻 4号，

1944. 

「アメリカ対日政策と外資導入Jrアメリカ研究 J4巻

1 . 2号， 1949. 

原典品、よび解説「アメリカの農業等一一植民地時代の綬

済事情J等， r原典アメリカ史 J1， 2. 3巻，岩波書庖，

1950-53. 

『原典アメリカ史 j4巻(高木八尺と共編)岩波書庖，

1955. 

「アメ リカ合衆国Kなけるセクショ Y とリジョンJr社
会科学研究 J5巻 I号， 195'1. 

「アメリカ合衆国Kなける企業合同の発展Jr独占資本

の研究 j(編著)東京大学出版会， 1963. 

『アメリカの産業構造 jW'アダムス(殴訳)時事通信

社， 1957. 

『アメリカの農業一一地理 ・資源、 ・保全JE'ヒグミピ

ー(捻訳)農林生産性向上会議， 1961. 

『希望の政治一一現実政策の理論的解明(上下)J A 

. 1¥[ シュレ.;;;/ガー，Jr. (飢訳)時事通信社， 1966. 

『アメリカの実業界と政府 j(翻訳)時事通信社， 1967. 

『経済進歩の新展望 j(翻訳)時事通信社， 1968. 

f変わりゆくアメリカ経済(上・下)j (翻訳)時事通

信社， 1969. 

主要研究課題

アメリカの産業構造 2 アメリカの経済地理

3 アメリカの文化 4 日米関係

有 泉 亨

1906年 6月10日 山梨県K生まれる

1932年 3月 東京帝国大学法学部卒業

1933年 4月 向上助手 (1935年3月ま で)

1940年 4月 京城帝国大学法文学部助教授

1944年 9月 向上教授

1946年 5月 向上自然退官

1946年 6月 法政大学法学部教授

1946年 8月 東京帝国大学社会科学研究所研究l照託

1947年 5月 向上助教授

1948年 4月 向上教授

1955年 5月 東京大学社会科学研究所長(1957年 2月
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まで)

1957年 3月 連合王国及びスエーデy 国へ出張

1958年 2月 アメ リカ合衆国へ出張追加 7月帰国

1960年 l月 日本学術会議会員 (第 5期 第 6期)

1962年 3月 法学博士

1964年 4月 東京大学相会科学研究所長 (1966年3月

まで )

1967年 3月 東京大学を停年退官

1967年 5月 東京大学名誉教授

1967年10月 上智大学法学部教授 (現在K至る )

主要業績

『民法総員Ij 物権法 』コンメ ;/{Jーノレ(我妻栄共著)日

本評論社， 1950. 

『債権法』コンメンターノレ(我妻栄共著)日本評論社，

1951. 

『民法 I総員Ij物権』・『民法 日債権法 JI. r民法凹親族

法，相続法JI(我妻栄共著 )ー粒社， 1954-56. 

『不法行為理論の操作的構成 』効草書房， 1957. 

『労働争議権の研究 』御茶の水害房， 1957. 

『労働基準法』有斐閣 1963.

『日本の労使関係と法 j(編著)有斐閣， 1972. 

『労働組合の争議戦術 』総合労働研究所， 1976. 

所長とその業績

「英法K於ける現代衡平法の地位一一最近の研究を中心

として(1)-(3)jr法学新報 j49巻2，3， 5号， 1939. 

「サー ・へY リー ・メ-;/ イギリス歴史法学の伝統

と特色( J) ~(B)j r法律時報J15巻10，12号，16巻 1，

3， 6， 7， 9， 11号， 1 943~44. 

『イギリ 1家族法の基本原理 』日本評論社， 1951. 

「法の神秘性一一英米Kなける法と市民(J)~(3)j r.;ュ

リスト J38， 39， 41号， 1953. 

アラ y ・パース若『自由人の忠誠(上)J (観訳)新評論

社， 1954. 

M ・レイディ Y著 『法と 市民(上)JI (翻訳)有斐閣，

1954. 

「イギリス法入門( 1 )~(B)j r法学セミナー j2， 3， 6~ 

8， 11 ~ 1 3号 ， 1 956~57 . 

「イギ リx法の 『法典化 』とジョン ・オースチ;/J r末
延三次還暦記念論文集』東京大学出版会， 1963. 

「イギリスになける裁判官の身分伝韓KついてJr社会

科学研究 J8巻5号， 1968. 

主要研究課題

英米法

高橋 勇治

『戦後宅地住宅の実態 j(共著)東京大学出版会，1950. 1909年l月J5日 高知県吾川郡吾川村K生まれる

『日本社会の住宅問題 .1(編著)東京大学出版会， J 953. 193'1年3月 東京帝国大学法学部卒業

『集団住宅とその管理J(編著)東京大学出版会，1961. 

主要研究課題

不法行為法 2 労働法 3 住宅問題

4 法と社会の変遷

内田 力 蔵

J909年 l月24日 埼玉県K生まれる

J933年3月東京帝国大学法学部卒業

1933年4月向上助手(1935年8月まで )

1936年4月 中央大学法学部講師(1944年3月まで)

J 946年6月法政大学法学部教授

J 947年3月東京帝国大学社会科学研究所助教授

19'19年4月 向上教授

1938年3月 東京帝国大学法学部大学院修了

1938年4月 東京文化学院研究員 (1942年8月まで)

1942年9月 北京大学助教授 (1945年8月の終戦まで)

1946年9月 東京帝国大学社会科学研究所研究嫡託

1947年3月 向上助教授

1952年5月 向上教授

1969年3月 東京大学を停年退官

1969年4月 千葉大学人文学部教授

1969年5月 東京大学名誉教授

1974年4月 千葉大学を停年退官

1976年4月 国際商科大学教養学部教授(現在K至る )

主要業績

『三民主義概説 』東亜研究会， 1938. 

1951年3月 アメリカ合衆国へ出張(1951年8月まで r孫文』日本評論社， 1944. 

1957年2月東京大学社会科学研究所長0960年3月まで r中国国民党と中国共産党 』自白書院， J 948. 

J960年3月連合王国へ出張 (1961年4月まで)

J962年3月法学博士

1969年3月東京大学を停年退官

1970年4月 国学院大学法学部教授(現在に至る)

主要業績

「英法になける善意不実表示K就いて ( 1 )~(3)j r法学協

会雑誌 j53 巻 5~7 号， 1935. 

『中華民国憲法 』有斐閣， 1948. 

『中国人民革命の研究 』弘文堂 1957.

『文化大革命と毛沢東思想 j(共著)日中出版 1973.

「朝鮮の社会主義建設Jr中国研究 j23号， 1972. 

「金柄植著現代朝鮮の基本問題H法経研究J1， 2号，

1972. 

「大築Kみる毛沢東の社会主義建設路線Jr中国研究』
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停年退官教授

44号 1973.

「中国新憲法の諸問題Jr中国研究J61号， 1975. 

主要研究課題

1942年 12月 京城帝国大学法文学部助教授

1943年 3月 臨時召集Kより帰郷

1946年 3月 京城帝国大学を自然退官

1 中国の政治と経済 2 朝鮮民主主義人民共和国 1 946~ 8月 東京帝国大学社会科学研究所研究照託

の社会主義建設 3 政治学 1947年 7月 文部事務官，東京帝国大学社会科学研究

所勤務

宇 高 基輔 1948年 5月 東京大学社会科学研究所助教綬

1911年 10月1日 岡山県K生まれる 1956年 2月 向上教授

1936年 4月 東京帝国大学経済学部卒業 1960年 8月 ソ連，スウェーテr:/， ノノレウェ一等K出

1938年 3月 東京帝国大学大学院修了

1939年 6月 東亜研究所研究員

1947年 4月 第六高等学校講師

1950年 9月 東京大学社会科学研究所助教授

1956年 2月 向上教授

1972年 3月 東京大学を停年退官

1972年 5月 東京大学名誉教授

1973年 4月 専修大学経済学部教授(現在に至る)

主要業績

「再生産論と恐慌との連繁KついてJr社会科学研究 』

3巻 l号， 1951. 

『戦後東欧諸国v'e:¥:"ける土地改革と国民経済との関連』

農政調査会， 1954. 

「マルクス=エングノレスの社会主義経済論Jr社会主義

経済J(編著)，大月書底， 1954. 

「東欧諸国にむける土地改革と農業の再編成Jr社会科

学研究 J7巻 l・2・3合併号 1956.

「東欧諸国の土地改革」山田盛太郎編 『変革期十てなける

地代範鵡』岩波書応， 1956. 

「世界恐慌史」講座『恐慌論J4巻，東洋経済走行報社，

1959. 

「レーニ/'r帝国主義論』の現代的意義Jr現代帝国主

張(9月V'e:帰朝)

1968年 8月一 12月 オース トラリア国へ出張

1973年 4月 東京大学を停年退官

1973年 4月 神奈川大学法学部教授

1976年 4月 津田塾大学学芸学部教授 (現在K至る)

主要業績

「自由民権論の社会的限界Jr国家学会雑誌J53巻，

B号. 1939. 

「立憲街Ijの防衛一一第二議会の解散を縫って(t)(2)jr国
家学会雑誌 j55巻 3号，4号，1941. 

「第三議会と第一次松方内閣の瓦解( 1)~(5)j r国家学会

雑誌 J62 巻 3 ・" 号~63 巻 1 ・ 2 ・ 3号， 1948，1949. 

「日本ファシズムの政治過程(t)(2)jr思想J350， 351 

号. 1953. 

「日独伊三国同盟成立の経緯Jr社会科学研究 J4巻 2

号， 195'1. 

「吉野作造Jr中央公論J70巻 II号， 1955. 

「立憲改進党員の地方分布Jr社会科学研究J9巻4・

5号 1958.

『近代日本の思想家たち一一中江兆民，幸徳、秋7.1<，吉野

作造』岩波新書， 1958. 

「初期議会と国民Jr岩波講座 ・日本歴史17J岩波書庖，

義講座J1巻，日本評論新社， 1963. 1962. 

『社会主義経済論』有斐閣， 1974. r日本終戦史(上，中，下)J安藤良雄，今井清一，大

主要研究課題 島太郎と共著，読売新聞社 1962.

社会主義経済論 2 帝国主義論争 3 r資 主要研究謀題

本論』の研究 日本政党史研究 2 近代日本政治外交史(思想

家研究を含む )

林 茂

1912年 5月4日和歌山県K生まれる 高橋幸八郎 (八郎右衛門)

1936年 3月 東京帝国大学法学部政治学科卒業 1912年 6月 l日 福井県鯖江市に生まれる

1937年 6月 衆議院憲政史編纂事務嫡託(1941年7月 1935年 3月 東京帝国大学文学部(西洋史学科)卒業

まで 1941年 10月 京城帝国大学法文学部助教授

1938年 3月 東京帝国大学大学院退学 1947年 5月 農林事務官(農業総合研究所員)

1938年 11月 貴族院五十年史編纂事務嘱託(1942年3 1948年 6月 東京大学社会科学研究所翻訳官

月まで) 1949年 5月 向上助教授
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1952年 6月 東京大学社会科学研究所教授

1960年 l月 日本学術会議会員 (第 5・6・7鳳 第

8・9期第 3部長，第 10期間l会長)

1960年 3月 仏国政府よりパノレム・ザカ デミック勲章

(オ 7 イシエ)授与

1960年 4月 東京大学社会科学研究所長 (1964年3月

まで 2期)

1960年 8月 国際歴史学委員会本部事務局E型事(1975

年 8月まで 3期)

1961年12月 経済学博士

1966年 4月 東京大学社会科学研究所一長 (1968年3月

まで)

1973年 4月 東京大学を停年退官

1973年 4月 早稲田大学(商学部)客員教疑(現在K

至る )

1973年 5月 東京大学名誉教授

主要業績

『近代社会成立史論』日本評論社， 1947 (のち御茶の

水舎房 )

『市民革命の構造』御茶の水書房 1950.

『西洋経済史講座J(大塚久雄-松田智雄と共編著 )全

5巻，岩波書l吉， 1 960~62. 

「比較土地制度史論考J(r社会科学の基本問題 (上)J 
東京大学社会科学研究所編，東京大学出版会)1963. 

『産業革命の研究J(編著)岩波書応， 1965. 

f営業の自由Jcr基本的人権 5J東京大学社会科学研

究所編，東京大学出版会)1969. 

「日本の近代化の問題K寄せてJ(高橋幸八郎編『日本

近代化の研究(上)j東京大学出版会)1972. 

"The Transi tion frorn feudal isrn to capitalismぺ

Science & Societ.Y (New York)， 4/XW， 1952. 

"La pl ace de I a Rふolution de Meij i dans 

I'histoire agraire du Japon"， ReulLe Hるslo-

γi qlLe (P a r i s) t. CCX， 1953. 

"Die Meij i-Restauration in Japan und die 

Franzosische Revolution"， in 月tudien

ubeγ di e Revo I u t i on ( hrsg. von M.Iくossok)，

1937年 4月 立教大学助手

1939年 4月 向上教授

所員とその業績

19'18年 3月 病気のため立教大学辞戦

1953年 3月 東京大学経済学部研究員

1954年 10月 東京大学社会科学研究所講師

1968年 5月 向上教授

1973年 4月 東京大学を停年退官

1974年 4月 東京都立商科短期大学教授(現在K至る )

主要業績

『アメ リカ経済史研究序説』日本評論社， 1949. 

「アメ リカ農業の地情的構造Jr社会科学研究 J5巻4

号， 1954. 

「アメ リカ農業1'(なける資本主義発達の諸指標Jr社会

科学研究 j)7巻 1号 1956.

「農業Vてかける資本主義と農民層の分解J(r現代資本

主義講座 4J 東洋経済新報社)1956. 

「農民層の分解J(r西洋経済史講座 2j 岩波書庄)

1960. 

「農業1'(:かける資本主義発展の二つの道一一 『アメ リカ

型』と『プ口 γ ア型JJ (r西洋経済史講座<1J 岩

波書応 )1960. 

「アメ リカ農業金融の史的展開一一主として南北戦争以

後の抵当金融を中心としてJr社会科学研究 j16巻6

号， 1965. 

「アメリカ資本主義の発展と鉄道業一一南北戦争以前の

時期を中心I'(-J( 1， 2， 3) (中西弘次氏と共同)

『社会科学研究 j22巻4号 5・6合併号， 23巻 2

・3合併号， 1971. 

『アメリカ経済史 j(編著)東京大学出版会， 1973. 

「アメ リカ資本主義の構造的特質ーー と(1'(金本位制成

立の問題K寄せてJ(rアメリカ資本主義の成立と展

開j岩波書庖)1974. 

主要研究課題

アメリカ経済史 2 アメリカ経営史 3 現

代アメリカ資本主義経済論 4 国際経済論

藤田若雄

Akademie-Verlag， Berl in， 1969. 1912年 11月2日北海道K生まれる

主要研究課題 1937年 3月 東京帝国大学法学部卒業

比較経済史研究 2 フランス革命と近代市民社 1937年 4月 産業組合中央金庫勤務

会の成立 3 土地所有論 1941年 11月 住友鉱業株式会社勤務

1947年 5月 西南学院専門学校教授

鈴木 圭 介 1949年 3月 東京大学社会科学研究所研究員

1912年9月2)日 愛知県K生まれる 1949年 6月 向上助手

1937年3月立教大学経済学部卒業 1950年 6月 向上講師
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現教授・助教授

1968年 5月 同上教授

1973年 4月 東京大学を停年退官

1973年 4月 国際基督教大学教授

1977年 1月2日死去

主要業績

『協約闘争の理論』労働法律匂報社， 1953. 

『団結の法構造 』法律文化社， 1955. 

『第二組合 』日本評論新社， 1955. 

『労働組合の構造と機能J(大河内一男・氏原正治郎と

共編著)東京大学出版会， 1959. 

『日本労働協約論』東京大学出版会， 1961. 

『矢内原忠雄』教文館， 1967. 

「労働組合運動の転換』日本評論社 1968.

『礎をすえるもの 』福村出版， 1970. 

「赤色労働組合主義KついてJr労働問題研究 5J亜紀

書房， 1972. 

『日本労働争議法論』東京大学出版会， 1973. 

『日本労働法論 』木鐸社 1973.

『労働問題入門 』ダイヤモ y ド社， 1975. 

磯田 進

1915年 1月3日 京都府K生まれる

1939年 3月 東京帝国大学法学部卒業

1939年 4月 向上助手

1942年10月 東京帝国大学東洋文化研究所研究1属託

1943年 5月 東亜研究所嘱託(1944年3月まで)

1946年11月 政治経済研究所研究員

1948年 4月 法務庁事務官

1949年 5月 東京大学社会科学研究所助教授

1957年 6月 向上教授

1975年 4月 東京大学を停年退官

1975年 4月 日本大学法学部教授(現在K至る)

1975年 5月 東京大学名誉教授

主要業績

学社会科学研究所編 『社会科学の基本問題(上)j東京

大学出版会)1963. 

「公務員のストライキ権K関する半IJ例法の展開J(r基

本的人権 5J東京大学出版会)1969. 

「労働協約(r法社会学講座 7J岩波書広)1973. 

主要研究課題

l 日本社会構造論特K村落構造論 2 労働法

現教授・助教授 (50音順)

安保哲夫

1937年7月 14日 朝鮮平壌近く K生まれる

1962年3月 和歌山大学経済学部卒業

1965年4月 法政大学社会学部助手

1967年3月 東京大学大学院経済学研究科侍士課程単位

修得退学

1968年4月 法政大学社会学部専任講師

1971年4月 向上助教授

1973年5月 東京大学社会科学研究所助教授

主要業績

「両大戦間期Uてなけるアメ リカ の資本輸出(1)， (2)， (3)j 

『社会労働研究 J14巻 2，3， 4号， 1 967~68 . 

『大系国家独占資本主義 3 米欧の国家独占資本主義』

(大内兵衛 -向坂逸郎監修共著)fOJ出書房新社， 197し

「両大戦閥均にむけるア メリカの長期金融機関Jr社会

労働研究 J18巻 1号， 1971. 

11M F体制の崩壊とアメ リカ資本主義Jr唯物史観』

12号， 1973. 

『現代世界経済論J(楊井克巳・石崎昭彦編共著)東京

大学出版会 1973.

主要研究課題

アメリカ経済論 2 世界経済論

有賀 弘

「労働法 』岩波書庖，第 1)仮 1951，第 3版， 1959. 1934年3月21日 長野県K生まれる

『解雇と不当労働行為』弘文堂， 1961. 1956年3月 東京大学法学部卒業

「日本の労働関係の特質一一法社会学的研究Jr東洋文 1956年4月 NHIOc勤務 (1958年 3月退職)

化 j1号， 1950. 1960年4月 東京大学大学院社会科学研究科入学

「村落構造の二つの型Jr法社会学J1号， 1951. 1965年3月 東京大学大学院法学政治学研究科博士課程

「村落構造の 『型 』の問題Jr社会科学研究 J3巻 2号， 修了.法学博士(東京大学)

1951. 1966年4月 法政大学法学部助教授

「農村tてなける擬制的親子関係Kついて 特K村落構 1968年2月 東京大学社会科学研究所講師

造との関速にむいて一一Jr社会科学研究 J5巻3， 1968年7月 向上助教授

4号 6巻 l号， 1 954~55 . 主要業績

「ピケァト権の限界Kついての裁判所的恩惟J(東京大 「内面的自由と政治的自由Jr思想J457， 471号，
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所員とその業績

1962， 63. 化と象徴機能 4. 平和研究(と Oc日本になける紛

『宗教改革と ドイツ政治思想、』東京大学出版会， 1966. 争とその解決)

『政治一一個人と統合j(斎藤真・阿部斎と共著)東京

大学出版会， 1967. 井 出 嘉憲

"L'Av占nement du 'Kome i to' " ， Hogaku Shi ri九 1931年6月25日 東京K生まれる

Vol. 65， No.2. 1954年3月 東京大学法学部卒業

"Komeito: Its Political Characteristics"， 1960年3月 東京大学大学院法学政治学研究科博士課程

Annals 0/ the fnstιtμte 0/ Social Science， 修了，法学博士(東京大学)

No.9， 1968. 1961年7月 東京大学社会科学研究所助教授

「ドイツ宗教改革J(r岩波講座 ・世界歴史・近代2j 1973年4月 向上教授

岩波書j吉)1969. 主要業績

「宗教的寛容J(東京大学社会科学研究所編 『基本的人 「アメリカ Kむける行政理論の転換過程J(東京大学社

権 5J東京大学出版会)1969. 会科学研究所編 『社会科学の基本問題(下)J東京大学

f政治学研究入門 j(岩永健吉郎編共著)東京大学出版 出版会)1963. 

会， 1974. r行政広報論』勤草書房， 1967. 

『現代国家になける箪産関係J(佐藤栄一編共著)国際 「アメリカ Kなける投票の権利と平等の代表J(東京大

問題研究所， 1974. 学社会科学研究所繍 『基本的人権 2j東京大学出版会)

主要研究課題 1968. 

1. ドイツv<:::t'ける政治思想、の展開 2 宗教と政治 "Administrative Reform and Innovation: the 

3 軍事と政治 J apanes巴 Ca se "， 1 n t e rna t i on a 1 S oc i a 1 

石 田 雄

1923年 6月7日 青森K生まれる

1949年 3月 東京大学法学部卒業

1949年 4月 向上助手

1952年 9月 東京大学社会科学研究所翻訳官

1953年10月 向上助教授

1967年 6月 向上教授

主要業績

『明治政治思想史研究 』未来社， 1953. 

Science Journal， 1968. 

"The Educat ion and Recrui tment of Governing 

EI i tes in Modern Japan" (wi th Prof. T.Ishi-

da)， Rupert Wi Ikinson (ed.)， Governing 

Elite， Oxford U.P. 1969. 

「比較研究の展望と課題J(日本政治学会編『比較政治

分析とその方法 』岩波書l苫)1971. 

『地方自治の政治学』東京大学出版会， 1972. 

「都市政治革新の課題J(岩波講座 『現代都市政策皿J)
1972. 

『近代日本政治構造の研究 』未来社. 195'1. r行政国家v<::卦ける<官>の支配J(共編著『現代行政

『現代組織論』岩波書庄 1961. と官僚制(下)J東京大学出版会)1973. 

『戦後日本の政治体制 』未来社， 1962. r戦後改革と日本官僚街IJJ (東京大学社会科学研究所編

『平和の政治学』岩波書底， 1968. r戦後改革 3政治過程』東京大学出版会)1974. 

『破局と平和一一 194 1~52一一』東京大学出版会 1 968. r行政と参加J(辻清明編集代表T行政学講座 3行政の

『政治と文化 』東京大学出版会 1969. 過程』東京大学出版会 )1976. 

『日本の政治文化一一向調と競争 』東京大学出版会， 主要研究課題

1970. 統治機構 2 公共政策と公共コミュニケーション

Japanese Soci ety， 1971， Random House 3 都市問題 4 比較研究の方法

『メヒコと日本人一一第三世界で考える一一 』東京大学

出版会， 1973. 稲 本 洋 之 助

『平和と変革の論理』れんが書房， 1973. 1935年7月26日 東京で生まれる

『日本近代思想史に会ける法と政治 』岩波書庖， 1976. 1958年3月 東京大学法学部卒業

主要研究課題 1958年4月 東京大学社会科学研究所助手

日本政治思想史 2 日本政治史 3.政治文 1961年9月 フランス政府給費留学生としてフランスK
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現教授・助教授

留学(1964年4月まで)

1966年3月 東京大学社会科学研究所講師

1967年4月 向上助教授

主要業績

『近代相続法の研究 』岩波書庖， 1968. 

r 1789年の 『入品、よび市民の権利の宣言JJ (東京大

学社会科学研究所編 『基本的人権 3J東京大学出版会)

1968. 

r 19世紀フラ y スK晶、ける 『出版の自由 JJ (向上・5) 

1969. 

「フランス革命初期の民事陪審論Jr社会科学研究J20 

巻3・4合併号 1969.

「プランス革命初期の裁判官選任論Jr社会科学研究』

23巻2号， 1971. 

「フラ ンス革命と 『営業の自由 JJ (高柳信一，藤田勇

編『資本主義法の形成と展開 1J東京大学出版会)

1972. 

「フランス革命初期Kむける検察の構造Jr社会科学研

究J25巻 2，3号 1974.

「フランスKなける戦後改革J(東京大学社会科学研究

所編『戦後改革 2国際環境』東京大学出版会)1974. 

「農地所有と公的介入Jr社会科学研究J27巻 5・6合

併号 28巻 2号 1976.

「フランスKなける夫婦財産関係法の現代的展開Jr社
会科学研究 J28巻1号 1976.

「第 5共和制下の家族法改正概要J(福島正夫編『家族

一一政策と法 4J東京大学出版会)1977. 

主要研究課題

1 . フランス (1)市民革命期以降現代までの法と国家の

歴史的展開 (2)司法制度研究 (3)土地問題なよび農業法

制の研究 (4)家族法と家族政策 2 日本 (1)土地問

題と不動産法制 (2)現代日本法の構造研究 3. 国際

(1)1960年代以降の国際情勢と法なよび法学

主要業績

『漁村の構造』岩波書応， 1954. 

『入会権の解体 I一皿J()II島武宜 ・渡辺洋三と共編著)

岩波書底 1959，61，68.

『農村と基地の法社会学』岩波書庖， 1960. 

La communaule rurale au Japon， Presses uni 

versi loires de France， 1962. 

Fores 1 ry and Moun la i n Vi 11 age Commun i 1 i es 

in Japan， Kol¥usai Bunila Shinl¥るilai，1964. 

f日本の基地』東京大学出版会. 1965. 

『現代の法律家 j(編著)岩波書広 1966.

f法律家 』岩波書庖， 1970. 

『日本の弁護士 J(編著)日本評論社， 1972. 

f法社会学 .1(編著)学陽書底， 1973. 

『日本の法学者J(利谷信義と共編著)日本評論社，

1974. 

『法社会学 j(編著)東京大学出版会， 1974. 

主要研究課題

差是山漁村の法律問題 2 法社会学理論

3 日本の法律家と司法制度 4 東欧諸国の法制度

氏原 正 治郎

1920年 8月 愛知県K生まれる

1943年 9月 東京帝国大学経済学部卒業

1945年 9月 東京帝国大学大学院特別研究生前期修了

1945年 10月 東京!帝国大学経済学部瞬託，助手

1949年 3月 東京大学社会科学研究所研究員，助手，

翻訳官

1951年 12月 向上助教授

1962年 1月 向上教授(現在K至る)

1968年 11月 東京大学社会科学研究所長事務取扱

1969年 2月 東京大学社会科学研究所長 (1970年3月

まで)

主要業績

潮見 俊隆 『戦後労働組合の実態J(共著)日本評論社 1949.

1922年 5月 10日 長崎県佐世保市K生まれる 『労働組合の構造と機能 j(共編著)東京大学出版会，

1945年 9月 東京帝国大学法学部卒業 1959. 

1945年 10月 東京帝国大学大学院特別研究生 『造船業になける技術革新と労務管理J(共著)東京大

1950年 9月 東京大学社会科学研究所助教授 学社会科学研究所， 1960. 

1962年 3月 法学博士 『日本の労使関係 』東京大学出版会， 1961. 

1963年 1月 日本学術会議会員 (1972年 1月まで r日本労働問題研究 』東京大学出版会 1966.

1964年 1月 東京大学社会科学研究所教授(現在K至 『戦後日本の労働j調査J(共著)東京大学出版会， 1970. 

る r日本労働市場分析(上 ・下)J (共著)東京大学出版

1970年 3月 東京大学社会科学研究所長 (1972年3月 会， 1971. 

まで r都市Kなける貧困層の分布と形成K関するー資料」

- 82ー



(共同執筆 H 社会科学研究 J8巻 1号.11巻2号，

1956. 59. 

「堰堤工事をめぐる問題ーー近代技術Kたいする労働市

場の適応過程J(共同執筆)(日本人文科学会編『佐

久間ダム J東京大学出版会. 1958. 

「労使関係Vてなける経済と法J(磯田教授還暦記念論文

集 『農村と労働の法社会学』一粒社)1975. 

主要研究課題

l 労働組合の構造と機能K関する研究 2 労働市

場の研究 3 都市K卦ける貧困層の研究 4 労

使関係K関する研究 5 日本Kなける社会政策思想

史

大石嘉一 郎

1927年 9月 17日 福島県K生まれる

1950年 3月 東京大学経済学部卒業

1950年 3月 福島大学経済学部助手

1953年 4月 向上講師

1955年 3月 向上助教授

1963年 10月 東京大学社会科学研究所助教授

1969年 4月 向上教授

主要業績

「自由民権運動と寄生地主制J(福島大学経済学会編

『寄生地主制の研究 』御茶の水害房)1955. 

「農民層分解の論理と形態Jr商学論集J26巻 3号，

1957. 

『日本地方財行政史序説』御茶の水書房. 1961. 

「松方財政と自由民権家の財政論Jr商学論集 .130巻

2号 1962.

「地方自治J(r岩波講座 日本歴史 16・近代 3J岩波

書応)1962. 

「日本資本主義確立期K関する若干の理論的問題Jr歴
史学研究.1295号. 1964. 

「日本製糸業賃労働の構造的特質J(川島武宜 ・松田智

雄編『国民経済の諸類型』岩波書庄)1968. 

rr殖産興業』と 『自由民権』の経済思想J(長幸男 ・

住谷一彦編 『近代日本経済思想史 1j有斐閣)1969. 

『日本産業革命の研究(上 下)J (編著)東京大学出

版会 1975.

「近代史序説J(r岩波講座・日本歴史 14・近代1j岩

波書底. 1975. 

主要研究課題

自由民権運動と地方自治市 2 日本地主制史

3 日本財政史 4 日本地方財政史 5 日本の

産業革命

所員とその業績

岡田 与好

1925年8月 11日 神戸K生まれる

1951年3月東京大学経済学部卒業

1952年4月東京大学社会科学研究所助手

1956年4月東北大学経済学部講師

1957年4月向上助教授

1962年3月。経済学博士

1967年4月 東京大学社会科学研究所助教授

1969年4月向上教授(現在K至る)

1976年3月東京大学社会科学研究所長(現在K至る)

主要業績

『イギリス初期労働立法の歴史的展開J御茶の水害房，

1961， 同i曽補版. 1970) 

「独占と営業の自由 』木鐸社町 1975. 

『近代革命の研究(上 ・下)j(編著)東京大学出版会，

1974. 

主要研究課題

I イギリス賃労働史 2 自由主義の史的展開

3 経済史学史

奥 平康弘

1929年5月19日 北海道函館市K生まれる

1953年3月 東京大学法学部卒業

1953年4月 東京大学社会科学研究所助手

1957年4月 専修大学法学部講師

1959年9月 専修大学法学部を辞職，アメリカ合衆国ぺ

ンシノレグアニア大学へ留学

1961年7月 合衆国より帰国，名古屋大学法学部助教授

1966年4月 東京大学社会科学研究所助教授

1973年4月向上教授

主要業績

「検閲制度(全期)J (勤草書房 『講座・日本近代法発

達史 11j ) 1967. 

「日本出版警察法制の歴史的研究序説Jr法律時報』

1967， 4~10. 

『表現の自 由とはなKか』中央公論社 1970.

"The Japanese Supreme Court - 1 ts Organi-

zation and Function"， LAWASIA， Vol.3. 

No.l， 1972. 

主要研究課題

] 表現の自由一一歴史なよび現状の研究

加 藤 栄一

1932年 9月7日 東 京K生まれる
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現教授・助教授

1957年 3月 東京大学経済学部卒業 『日本資本主義の発展 I~皿 J (揖西光速，大島清，大

1962年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課程単 内力共著)東京大学出版会. 1957~59. 

位修得退学 『 日本資本主義の没落 I~羽[ j (楊西光速，大島清，大

1962年 4月東京大学社会科学研究所助手 内力共著)東京大学出版会 1960~69.

1964年 3月 東北大学教養部講師 『本邦銀行史論』東京大学出版会. 1957. 

1968年 4月 岡上助教授

1973年10月 東京大学社会科学研究所助教授

主要業績

「疎外と物化Jr思想、 j460号. 1962. 

「グァイマノレ期ドイツ資本主義の構造と運動Jr社会科

学研究 j16巻 3. 4・5号. 1965. 

「アメリカ連邦財政と両大戦聞の景気循環Jr研究年報

経済学 j30巻 1号 32巻 1号. 1968， 1970. 

「トツレ危機一一フイスカノレ・ポ リシーか らみたその側面

一一Jr唯物史観 j7号， 1969. 

「国際通貨問題の歴史的展望Jrエコノミスト j1901 

号， 1971.12.21. 

「現代資本主義の歴史的位置Jr経済セミナー j1974. 

2. 

『ワイマノレ体制の経済構造 』東京大学出版会， 1973. 

「ニューディーノレ財政の成果と限界Jr社会科学研究 』

26巻 5号.27巻 3号 1975，76. 

『講座・帝国主義の研究 2世界経済J(馬場宏二・渡辺

『銀行合同史 』全園地方銀行協会， 1960. 

『日本の大蔵大臣 J(遠藤湘吉，高橋誠共著)日本評論

社， 1964. 

『日本の銀行家 』中央公論社， 1970. 

『人物 ・日本資本主義 1，2，3J (大島情，大内力共著)

東京大学出版会， 1972， 74， 76. 

主要研究課題

日本金融史 2 日本資本主義の指導者

近藤邦康

1934年4月25日 新潟市K生まれる

1957年3月 東京大学文学部卒業

1959年3月 東京大学大学院人文科学研究科修士課程修

了

1959年4月 東京大学東洋文化研究所助手

1965年4月 学習院高等科教諭，学習院大学講師(非常

動)

1966年4月 北海道大学文学部助教授

寛・中山弘正と共著)青木書l苫， 1976. 1974年4月 東京大学社会科学研究所助教授

主要研究課題 主要業績

1. 両大戦間期のドイツ資本主義 2 現代財政の国 「清末変法論と露嗣同の思想 変法と聖人之道一一」

際比較 3 現代資本主義論 『史学雑誌J69編 6号， 1960. 

加藤俊彦

1916年 5月 17日 英領香港に生まれる

1939年 3月 東京帝国大学経済学部卒業

1939年 4月 全国購買組合聯合会K勤務(1942年 10

月まで)

1942年10月 東京帝国大学経済学部Kなける金融資料

蒐集事務嘱託(1948年2月まで)

1947年 6月 東京高等師範学校教授

1949年 4月 東京大学社会科学研究所助教授

1957年 6月 向上教授(現在K至る)

1962年 1月 経済学博士

1968年 4月 東京大学社会科学研究所長 (11月辞任)

主要業績

『日本Kなける資本主義の発達(上・下)J (栂西光速

「章i丙麟Uてなける革命思想の形成一一戊戊変法から辛亥

革命へJr東洋文化研究所紀要』第 28冊， 1962. 

ir近代化 』と民族ーー中国のばあい一一Jr思想』

454号 1962.

ir民国』と李大剣の位置一一辛亥革命から五四運動へ

一一Jr，思想J477号， 1964. 

「堂病麟と孫文Jr近代中国の思想と文学』大安， 1967. 

「新啓蒙運動Kついて一一 1930年代Uてなける伝統思想

の批判Jr東洋文化 j44号 1968.

「思想史研究と文化大革命J(r講座・現代中国』大修

館)1969. 

「中国の近代と伝統思想JU岩波講座 ・世界歴史2lj) 

1971. 

『辛亥革命』紀伊国屋書l苫， 1972. 

f原典中国近代思想史 j(西順蔵他と共編著)岩波書応，

大島情，大内力共著)東京大学出版会. 1951. 1976 -77 

『日本資本主義の成立.1， IIj (樹西光速，大島清，大 主要研究課題

内力共著)東京大学出版会 1954，56. 中国革命の思想 2 中国思想史K合ける明末と
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清末

柴垣和夫

所員ιその業績

『近代プロ イセン国家成立史序説』有斐閣. 1954. 

「行政行為の司法審査Jr公法研究 J24号. 1962. 

「公法と私法J(東京大学社会科学研究所編『社会科学

1934年1月21日東京に生まれる の基本問題(上)J) 1963. 

1956年3月 東京大学経済学部卒業 「行政の裁判所Kよる統制J( r岩波講座 ・現代法 4J ) 

1961年3月 東京大学大学院経済学研究科博士課程単位 1966. 

修得退学 「近代国家Kなける基本的人権J(東京大学社会科学研

1961年4月 東京大学社会科学研究所助手 (1964年 3月 究所編 『基本的人権 1J東京大学出版会)1968. 

まで r学問の自由と大学の自治J(向上 4巻)1969. 

1965年4月 同上助教授 「公法行政行為 ・抗告訴訟Jr公法研究J31号;1969. 

1966年3月 経済学侍士(東京大学 r生活権思想の展開J( r岩波講座 ・現代都市政策5J ) 

1973年6月 東京大学社会科学研究所教授 1973. 

主要業績 「三月革命Vてなけるプロイセン地方自治制改革J(杉村

r現代日本産業発達史・繊維 ・上 J(栂西光速編共著) 主主三郎先生古稀記念「公法学研究(下)J) 19711. 

交詞社出版局. 1964. r行政訴訟法制の改革J(東京大学社会科学研究所編

『日本金融資本分析』東京大学出版会 1965. r戦後改革4司法改革J) 1975. 

「資本主義の 『世界性』と『国民性JJ r思想J494号， 主要研究課題

1966. わが国行政法原理の批判的検討 2 行政法('c:¥:" 

『財政投融資J(遠藤f相官・志村嘉ーと共著 )岩波書庖， ける手続的公正の原則 3 基本的人権論(学問の自

1966. 由，宗教の自由及び新しい人権を中心として)

「認識の『理論』と実践の 『理論JJ r唯物史観J5号，

1967. 田端 ↑専邦

『三井三菱の百年 』中央公論社. 1968. 19113年 12月24日 東京K生まれる

『日本資本主義の論理』東京大学出版会， 1971. 1967年 3月 早稲田大学第一法学部卒業

『現代資本主義の運命J(大内力編共著)東京大学出版 1972年 3月 早稲田大学大学院法学研究科博士課程単

会. 1972. 位修得退学

『日本経済研究入門J(佐伯尚美と共編著 )東京大学出 1972年 4月 東京大学社会科学研究所助手(I975年3

版会. 1972. 月まで)

『講座・帝国主義の研究 6日本資本主義 j(山崎広明・ 1976年 3月 向上助教授

林健久と共著)青木書底 1973. 主要業績

主要研究課題 「少数組合員の権利と使用者の団結承認義務Jr日本労

日本の金融資本 2 国家独占資本主義論

3.社会科学の方法

高柳信一

1921年 5月5日 東京K生まれる

1944年 9月 東京帝国大学法学部卒業

1945年10月 東京帝国大学大学院特別研究生(1950 

年 9月まで)

1951年 4月 東京大学社会科学研究所研究員

1952年 9月 向上助教授

1962年 3月 法学博士

1965年 4月 東京大学社会科学研究所教授(現在に至る)

1972年 3月 向上所長(1974年3月まで)

主要業績

fIDJ)法学会誌 J37号 1971.

「フランス Vてなける『労働の自由 』と団結J(高柳信一

・藤田勇編 『資本主義法の形成と展開 2J東京大学出

版会)1972. 

『現代法とマノレクス主義J(稲本洋之助と共編訳)大月

書庖 1974.

「フランスKなける労働者参加制度(])(2)jr社会科学研

究 J26巻 6号 27巻 1号. 1975. 

主要研究課題

労働法学理論史 2 フラ Y ス団結権史

利谷信義

1932年 8月6日 釜 山K生まれる

1955年 3月 東京大学法学部卒業
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現教授助教授

1957年 3月 東京大学大学院法学政治学研究科修士諜 共著)白桃書房. 1962. 

程修了 『戦後日本の労働争議 .J(藤田若雄・塩田庄兵衛編，共

1957年 4月東京大学社会科学研究所助手 著)御茶の水害房 1963.

1961年 12月 東京都立大学法経学部講師 『文献研究 日本の労働問題 j(労働問題文献研究会編.

1963年 1月 向上助教授 共著)総合労働研究所. 1966. 

1969年 4月 東京大学社会科学研究所助教授 『イギリス工場法成立史論』未来社. 1966. 

1973年 4月 向上教授 「戦時社会政策論の一回顧Jr社会科学研究 .121巻 l号，

主要業績 1969. 

rr家』 制度の構造と機能(I)(2)jr社会科学研究 j13巻 『戦後日本の労働J調査 j(労働調査論研究会編 ・共著)

2・3合併号. 13巻4号. 1961. 62 東京大学出版会. 1970. 

「戦前の日本資本主義経済と法J(渡辺洋三編 『現代法 「イギ リスの戦後改革への道J(東京大学社会科学研究

と経済 』岩波書応 )1966. 研編 『戦後改革 2国際環境 』東京大学出版会)1974. 

「司法K対する国民の参加J(潮見俊隆編 『現代の法律 「戦後日本の労働改革J(向上r5労働改革 』東京大学

家 』岩波書l苫)1966. 出版会)1974. 

「農家相続と戦後農政J(加藤一郎 ・阪本楠彦編『日本 『日本になける 「新左翼jの労働運動(上 ・下).1 (中

農政の展開過程 』東京大学出版会 )1967. 西洋・兵藤重Ij.山本潔と共著 )東京大学出版会.1975. 

「検察審査会と国民の法意識J(戒能停士還暦記念『日 主要研究課題

本の裁判 』日本評論社 )1968. イギリスの労使関係 2 日本の労使関係

「東亜新秩序と大アジア主義の交錯J(仁井田博士追悼 3 日本社会政策思想史 4 外国人労働問題

記念『日本法とアジア 』勤草書房)1970. 

「現代土地法研究序説J(沼田稲次郎博士還暦記念論文 戸原 四郎

集(上).総合労働研究所)1973. 1930年 l月 25日 東京K生まれる

「土地改良法の成立J(東京大学社会科学研究所編『戦 1952年 3月 東京大学経済学部卒業

後改革4農地改革 』東京大学出版会)1975. 1952年 4月 東京大学社会科学研究所助手 (1959年6

「戦後の家族政策と家族法J(福島正夫編 『家族 政 月まで)

策と法 』東京大学出版会 )1975. 1961年 6月 岡上助教授

「近代法体系の成立Jcr岩波講座・日本歴史・近代3.1 1961年 12月 経済学博士

岩波書庖)1976. 1972年 11月 東京大学社会科学研究所教授

主要研究課題 主要業績

日本近代法史 2 法社会学方法論とその歴史

3 司法制度論 4 農家相続の実態 5. 家族法

学 ・土地法学

戸 塚秀夫

『経済学演習講座-経済原論j(宇野弘蔵編共著)青林

書院. 1955. 新訂. 1967) 

『ドイツ金融資本の成立過程 』東京大学出版会 1960.

『帝国主義論(上)j (武田隆夫編共著)東京大学出版会，

1961. 

1930年1月 1日 東京K生ま れる 「ドイツ産業資本の特質(上下)J r社会科学研究 』

1954年3月 東京大学経済学部卒業 14巻 l号 15巻 l号. 1962-63. 

1959年3月 東京大学大学院経済学研究科博士課程単位 『資本論講座 7:恐慌 資本論以後 J(大内力編共著)

修得退学 青木書l苫. 1964. 

1959年4月 明治大学政経学部講師 『経済学概論 .1(大内力 ・大内秀明と共著)東京大学出

1962年4月 向上助教授 版会. 1966. 

1967年3月 経済学博士(東京大学 rr資本論jと修正主義論争Jr経済学論集J33巻 3

1967年4月東京大学社会科学研究所助教授 号 1967.

1973年4月 向上教授 「ニュー ・ディーノレ政策の変遷と限界J(鈴木鴻一郎編

主要業績 『マノレタス経済学の研究 (下).1東京大学出版会)1968. 

『鉄鋼業の合理化と労働 .J(明治大学社会科学研究所編 r恐慌論』筑摩書房， 1972. 
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所員とその業績

主要業績1 1931年のドイツ銀行恐慌J(大内力編『現代金融j

東京大学出版会)1976. 

主要研究課題

1;1同盟Kなける産業連関表の導入一一部門間パラ y ス

の展開一一Jr産業貿易研究 .128号 1966.

ドイツ経済分析 2 現代資本主義論 3 -. 

ノレタス経済学研究

「社会主義=計画経済になける国民経済パランス論J

『土地flilJ度史学 .136号， 1967. 

「ソグェト社会主義蓄積機構Kなける取引税の役割」

西 田 美昭 『経済学論集J36巻 3号， 1970. 

1940年 10月29日 東京K生まれる 「社会主義経済の現状・ソ連邦J(宇高基輔編 『社会主

1964年 3月横浜国立大学経済学部卒業 義経済論』有斐閣)1975. 

1969年 3月 一橋大学大学院経済学研究科陣士課程単 主要研究課題

位修得退学 l 再生産論一一国民経済パランス論 2 1国民所

1969年 5月 一橋大学経済学部助手(1971年3月まで) 得」にかんする理論的研究 3 戦後ソグェト社会主

1971年 5月高崎経済大学講師 義の介析

1974年 4月 東京大学社会科学研究所助教授

主要業績 馬場宏ニ

「小農経営の発展と小作争議Jr土地制度史学J38号 1933年4月8日 群馬県K生まれる

1968. 1957年3月 東京大学経済学部卒業

「小作争議の展開と自作農創設維持政策Jr一橋論叢 j 1962年6月 東京大学大学院経済学研究科博士課程単位

60巻 5号， 1968. 修得退学

「農民闘争の展開と地主制の後退Jr歴史学研究 J343 1962年5月 村i奈川大学法経学部専任講師

号， 1968. 1966年4月 向上大学経済学部助教授

「零細農耕制と地主的土地所有Jr一橋論叢 J63巻5号 1967年l月 経済学博士(東京大学)

1970. 1968年4月 東京大学社会科学研究所助教授

「独占資本主義の確立と地主命Ijの動揺J(松元宏氏と共 主要業綴

同執筆，r講座・日本史 7.1 ) 1971. r農業経済論J(大内力編，共著)筑摩書房， 1967. 

「戦後農政の基調と労農同盟論Jr歴史評論J255号 rアメリカ農業問題の発生』東京大学出版会， 1969. 

1971. r世界経済論J(石崎昭彦・森恒夫と共訳)新評論，

『日本地主制の構成と段階J(永原慶二・中村政則・松 1969. 

元宏と共著)東京大学出版会， 1972. 1 r帝国主義論』のプランJr社会科学研究J21巻5

「農地改革の歴史的性格Jr歴史学研究 』別冊特集号 6合併号， 1970. 

1974. r世界経済基殺fIと周辺』東京大学出版会， 1972. 

「農民運動の発展と地主情IJJ(r岩波講座 ・日本歴史 ・ 『マ ノレクス経済学講義 .1(鈴木鴻一郎編，共著)青林舎

近代 5J ) 1975. 院幸rr社 1972.

主要研究課題 『日本経済研究入門 J(佐伯尚美・柴垣荊l夫編，共著)

日本農民運動史研究 2 日本地主命Ij史研究 東京大学出版会， 1972. 

3.農地改革研究 4 農民層分解論 1 r恐慌論H亡命ける部門間不均衡J(戸原四郎著『恐

慌論j別冊，筑摩書房)1972. 

二瓶 剛 男 『講座 ・帝国主義の研究 2世界経済J(宇野弘蔵監修，

1938年7月 17日東京K生まれる 加藤栄一 ・渡辺寛 ・中山弘正と共著)青木書l苫. 1974. 

1962年3月 東京大学経済学部卒業 『現代社会主義の可能性J(大内力編.共同討論)東京

1967年6月東京大学大学院経済学研究科博士課程単位 大学出版会， 1975. 

修得退学 主要研究課題

1967年7月 東京大学経済学部助手 アメリカ経済論 2 世界経済論 3 現代資

1970年4月 法政大学経済学部助教授 本主義論

1973年4月 東京大学社会科学研究所助教授
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現教授 ・助教授

坂野潤 治

1937年5月 13日 横浜K生まれる

1963年3月 東京大学文学部卒業

1968年3月 東京大学大学院人文科学研究科博士課程単

位修得退学

1968年4月 東京大学文学部助手

1970年5月 千葉大学人文学部助手

1973年l月 千葉大学人文学部助教授

1973年4月 な茶の水女子大学文教育学部助教授

布IJ

藤 田 勇

1925年 10月31日 朝鮮成鏡北道羅南K生まれる

1952年 3月 東京大学法学部卒業

1952年 4月 東京大学社会科学研究所助手 (1958年3

月まで)

1958年 7月 向上助教授

1962年 1月 法学博士

1975年4月 東京大学社会科学研究所助教授 1969年 4月 東京大学社会科学研究所教綬

主要業績 主要業績

『明治憲法体制の確立』東京大学出版会， 1971. r社会主義的所有と契約 』東京大学出版会， 1957. 

「東洋盟主論と脱亜入欧論J (佐藤誠三郎， R・ディン 『ソビエト法理論史研究 1917-38j岩波書底， 1968. 

グマン編 『近代日本の対外態度 』東京大学出版会 rロシア革命Kなける国家と法J( rローンア革命の研修し』

1974. 中央公論社) 1968. 

「桂園時代と大正政変J(r岩波講座 日本歴史・近代 「ロ γア革命と基本的人権J(東京大学社会科学研究所

4J)1976. 編『基本的人権 3J東京大学出版会)1968. 

主要研究課題 「十月革命と人民裁判所の形成過程Jr社会科学研究』

近代日本政治史 2 近代日本外交思想史

広 J度 J主 :E.
J同日

1945年 12月4日福岡K生まれる

1968年 3月 京都大学法学部卒業

1968年 4月 京都大学法学部助手

20巻 5. 6合併号， 1969. 

「社会主義革命と家族J (講座 『家族』弘文堂)1973. 

「ソ連Kなける経済改革と法(1)， (2)j r社会科学研究』

25巻5号 27巻1号， 1974， 75. 

『法と経済の一般理論』日本評論社， 1974. 

『社会主義になける国家と民主主義 』大月書庖， 1975. 

1973年 4月 東京大学社会科学研究所助教授 "Hislory of Marxisl Legel Theory in Japan" 

主要業績 (Some Aspecls)， Annats 0/ th.e Jnst山 ιte 

「財産管理権論へのーアプローチ 財産管理権概念の 0/ Soc日 tScience， No.15， 1974. 

史的基礎と論理構造一一Jr法学論叢J88巻4・5 主要研究課題

6合併号， 1971. 社会主義的所有の法的構造 2 :Jピエト法史

「ナチスと利益法学一一 『ナチス私法学』研究ノート (1リ 3. ソビエト法理論史・マルクス主義法理論史

『法学論叢 J91巻 3，5号， 1972. 4 r法と経済Jの一般理論

「キッツェベノレク会議になける若き法律家たち一一 『ナ

チス私法学』研究ノー卜 (2)jr法学論叢 j92巻 4・5

・6合併号. 1973. 

「ナチズムと法Jr季刊現代法 J8号， 1974. 

「大インフレー γ ョンとライヒスグリヒトの 『クーデタ

ーJJ r法学セミナー j217号， 1973. 

「西ドイツの土地政策と土地法制Jr法律時報J47巻

7号 1975.

「利益衡量論の問題性格.Jr季刊現代法 J9号. 1976. 

rr第三帝国Kなける法構造』試論Jr社会科学研究 』

27巻 3号， 1976. 

主要研究課題

1.代理制度理論史 2 ナチス私法学 3 第一

次大戦以降のドイツの法構造 4. 西ドイツの土地法

古島和雄

1921年 10月 11日 長野県に生まれる

1948年 3月 東京大学文学部卒業

1949年 2月 東京大学文学部大学院退学

1949年 3月 東京大学東洋文化研究所助手 (1953年 3

月まで)

1954年 3月 東京大学社会科学研究所助教授

1967年 4月 向上教授

主要業績

「中国の土地改革と富農問題Jr社会科学研究 J9巻 l

号 1957.

「人民公社成立Kついての一考察Jr東洋文化 J29号，

1959. 
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所員とその業績

「中国革命と人民民主統一戦線Jr歴史学研究 J293号 J963年3月 東京大学大学院経済学研究科博士課程単位

J964. 修得退学

「旧中国の人権問題と基本権思想J (東京大学社会科学 1963年4月 東京大学社会科学研究所助手

研究所編 『基本的人権 3J東京大学出版会 1968. 1965年4月 福島大学経済学部講師

「国民経済復興期になける統制j政策とその性格Jr社会 1967年4月 向上助教授

科学研究 j20巻5・6合併号， J 969. 1973年4月 東京大学社会科学研究所助教授

「東アジアUてなける民族革命運動J(r岩波講座・ 世界 主要業績

歴史29J岩波書庄)J 97 I. r土地の商品化とその意義J (大塚久雄・高橋幸八郎・

「旧中国Kなける土地所有とその性格J(r中国農村革 松田智雄編 『西洋経済史講座 』第 3巻，岩波書庖)

命の展開 』アジア経済研究所)1972. J960. 

「朝鮮民主主義人民共和国K卦ける社会主義農村建設と r 16世紀イ ギリスの農業問題Jr土地制度史学J3巻4

農村テーゼJrアジア農業 JJ 974. 号， 1961. 

rr社会主義農村テーゼ』について:H統一評論j1974. r絶対王命Ij期イギリス土地立法の論理Jr西洋史学」

"Vi Ilage Society in Prerevolutionary China" 53号， J 962. 

Th.e DeveLoping Economics， Vol.10， No.3. r1815-16年のイギリ y、農業不t則 『土地制度史学 .16 

主要研究課題

1. 中国現代経済史研究 2 人民公社制度の研究

3 朝鮮社会主義('C$-ける農業改革の研究

宮 崎 良夫

194'1年2月15日 京都K生まれる

1967年3月 東京大学法学部卒業

1967年4月 東京大学社会科学研究所助手

1973年4月 向上助教授

主要業緩

「経済・国家・法KついてJr季刊現代法』創刊号，

J 969. 

「行政国家Kなける営業の自由Jr社会科学研究 J23巻

3， 5・6合併号， 1972. 

rr営業の自由 』と営業警察J(高柳信一・藤田勇編

『資本主義法の形成と展開 2J東京大学出版会)1972. 

「プロ イセ;/('C;J:，-ける官府裁判 (Kammerjust i z )J 

「社会科学研究 j24巻 5・6合併号， 1973. 

rr法治国』の理念と現実(1)j r社会科学研究 j25巻

2号， 1974. 

「世帯所得課税K関する西ドイツ連邦憲法裁判j判決j

『税法学J225号， 1969. 

主要研究課題

1. ドイツの行政裁判制度なよび法理論の歴史的研究

2 警察法理の研究 3 行政訴訟理論 4 基本

的人権と公法上の保護

毛利健三

J934年9月3日 福岡K生まれる

1958年3月 東京大学経済学部卒業

一一89

巻 4号， J964. 

r J825年恐慌とイギリス綿工業Jr社会科学研究 J17巻

6号， J966. 

「リカード経済学の歴史的背景Jr経済学論集J34巻 I

号， J968. 

r19聞記前半の世界経済J( r岩波講座・世界歴史18J

岩波書庄) 1970. 

「ファシズム下Kなける日本資本主義論争J(長幸男 ・

住谷一彦編『近代日本経済思想史 2j有斐閣) 197 I. 

「ブラ dんになける 『コーヒー経済』の生成とイギリス

産業資本の展開J(岡田与好編『近代革命の研究(β』

東京大学出版会)1973. 

rr自由貿易帝国主義』論争の意義と限界Jr社会科学

研究 J26巻 5号 1975.

主要研究課題

1 .イギリス経済政策史研究 2 イギリス恐慌史研

究 3. イギリス産業資本確立過程と世界経済

山崎広明

1934年 l月3日福岡市K生まれる

1956年 3月 東京大学経済学部卒業

1956年 4月 農林中央金庫へ就職 (1958年2月退職)

J963年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課程単

位修得退学

1963年 4月 神奈川大学法経学部専任講師

1967年 4月 法政大学経営学部助教授

1971年 10月 東京大学社会科学研究所助教授

1975年4月向上教授

主要業績

『現代日本農業の解明 J(佐伯尚美・馬場宏二と共著 )



現教授・助教授

現代思潮社， 196¥. 「賃金問題K関する一考察(上)(下)Jr日本労働協会雑

「イギリスの証券税制Jr証券研究 j10号， 1964. 誌 j) 974 . 12， 1 975. 1. 

I 1930年代I'L:1:.'けるアメリカの中小企業金融問題J 主要研究課題

『経済貿易研究J3号， 1966. 労働時間論 2 労働市場調査 3 労資関係

「日本綿業構造論序説Jr経営志林 j5巻3号， 1968. 調査 4 戦後日本労働運動史

「両大戦間期I'L:1:.'ける遠州綿織物業の構造と運動Jr経
営志林j6巻 1・2号 1969. 渡辺 洋三

「知多綿織物業の発展構造一一両大戦間期を中心として 1921年 II月21日 東京K生まれる

一一Jr経営志林J7巻2号， 1970. 1947年 9月 東京帝国大学法学部卒業

「中小企業J(佐伯尚美 ・柴垣和夫編 『日本経済研究入 1947年 10月 東京大学法学部特別研究生(1952年 9月

門』東京大学出版会 )1972. まで)

「中小企業金融Jr証券研究 j35号， 1972. 1956年 7月 東京大学社会科学研究所翻訳官

『講座・帝国主義の研究 6日本資本主義J(林健久・柴 1958年 l月 向上助教授

垣和夫と共著)青木書底， 1973. 1962年 7月 法学博士

『日本化繊産業発達史論』東京大学出版会， 1975. 1966年 l月 東京大学社会科学研究所教授(現在K至る)

主要研究課題 1974年 3月 東京大学社会科学研究所長 (1976年3月

日本産業(企業)史 2 日本資本主義論

3 中小企業論

山 本 :3:]] 
J掛

1933年2月22日 北海道K生まれる

1957年3月 東京大学経済学部卒業

1963年3月 東京大学大学院経済学研究科博士課程単位

修得退学

まで )

主要業績

『農業水利権の研究 』東京大学出版会 195'1.

『法社会学と法解釈学J岩波害庖， 1959. 

『土地 ・建物の法律制度 j(上，中)東京大学出版会，

1960， 62. 

「現代国家と行政権 』東京大学出版会， 1972. 

『入会と法 』東京大学出版会 1972.

1963年4月 東京大学社会科学研究所助手 『農業と法 』東京大学出版会， 1972. 

1966年4月 法政大学経済学部助教授 『財産と法』東京大学出版会， 1973. 

1970年4月 東京大学社会科学研究所助教授 『家族と法』東京大学出版会， 1973. 

主要業績 『憲法と法社会学』東京大学出版会， 1974. 

「技術革新と労働市場構造の変貌Jr社会科学研究 j r法社会学の課題 』東京大学出版会 1974.

17巻 l号， 1965. r現代法の構造』岩波書庖， 1975. 

「労働時間短縮問題の経済的背景J(大河内一男先生還 主要研究課題

麿記念論文集第H集，有斐閣)1966. 現代法の研究 2 償習法の研究 3 土地法

f日本労働市場の構造』東京大学出版会， 1967. の研究 4 私法と公法 5 法社会学の方法

「戦後労働調査の一反省())(2)jr経済志林 j35巻3号，

36巻4号 1967，68. 和田 春樹

『戦後日本の労働J調査J(共同執筆，労働調査論研究会 1938年1月13日 大阪K生まれる

編)東京大学出版会， 1970. 1960年3月 東京大学文学部西洋史学科卒業

「読売新聞争議論(第一次 )(第二次)J (東京大学社 1960年4月 東京大学社会科学研究所助手

会科学研究所『資料』第 6， 7集， 1973， 74. 1966年4月 向上講師

「戦後危機Kなける 『大衆示威』運動Jr社会科学研究J 1968年2月 向上助教授

26巻6号 1975. 主要業績

「東芝争議 (1949年)の研究(1)(2)jr社会科学研究 j28 I近代ロ γ ア社会の構造ーーその成立と矛盾Jr歴史学

巻 1， 2号 1976. 研究J5liJ-flfr特集「世界史と近代日本J1961.10. 

『日本になける「新左翼jの労働運動 j(戸塚秀夫 ・中 「ロリスニメリコプの改革案とツアーリズムJrスラグ

西洋 ・兵藤幸Jjと共著 )東京大学出版会， 1976. 研究 J6号. ) 962. 
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「近代ロシア社会の発展構造一一 1890年代のロシアj

『社会科学研究 J17巻 2， 3号， 1965. 

「炭奴主国家体制とロシア綿工業Jr土地ili!j度史学J8 

所員とその業績

582， 584， 585号， 1972ー73.

主要研究課題

太閤検地の研究 2 日本地主命1)史の研究

巻 2号， 1966. 3 歴史学のんー法論 4 沖縄史の研究 5 1::1本

「二月革命J(江口朴郎編『ロシア革命の研究 』中央公 天皇制の研究

論社)1968. 

『ニ コライ ・ラッセ Jレ一一国境を越えるナロードニキ 鵜飼 信成

(上・下)j中央公論社， 1973. 1906年 3月9日 東京に生まれる

「ロ γ ア革命Vてなける農民革命J(岡田与好編『近代革 1930年 3月 東京帝国大学法学部卒業

命の研究(下)J東京大学出版会) 1973. 

『マノレタス エングノレスと革命ロシア 』動車書房，

1975. 

主要研究課題

ナロードエキ主義論 2 近代ロ シア社会史

3 ロγ ア革命論 '1 ソ連史学史

元教授・助教授・講師 (50音順 )

安良城盛昭

1927年5月10日 東京K生まれる

1953年3月 東京大学経済学部卒業

1953年4月 東京大学経済学部大学院研究奨学生

1931年 3月 京城帝国大学専任講師

1933年 4月 向上助教授

1943年 7月 同上教授

1946年 8月 東京帝国大学社会科学研究所研究i屈託

1947年 3月 東京帝国大学社会科学研究所教授(1961 

年10月ま で)

1952年 2月 東京大学社会科学研究所長 (1953年 3月

まで)

1961年 10月 国際基督教大学学長(1967年6月まで)

1967年 9月 成際大学教授(1975年3月まで)

1975年 4月 専修大学教授(現在K至る)

1976年 11月 叙勲.勲 2等旭日重光章

主要業績

1956年4月 東京大学経済学部助手 (1958年4月まで r社会行政法J(新法学全集第 6巻)日本評論社，1938. 

1960年3月 東京大学社会科学研究所助教授 『行政機構Kなける委員会制J<法学理論篇52>日本評

1972年3月向 上退職 論社， 1950. 

1973年7月 沖縄大学法経学部教授(現在K至る r行政委員会一一理論・歴史・実態J(東京大学社会科

主要業績 学研究所編)日本評論社 1951.

『幕潜休制社会の成立と構造』御茶の水幹房， 1959 r行政法の歴史的展開 .1<東京大学社会科学研究所研究

(増補版 1964 ) 叢書第 1fflt>有斐閣， 1952. 

「日本経済史研究の当面する課題Jr思想J'104， 407， r憲法J<法律学講座>弘文堂， 195'1. 

423号， 1958-59. r憲法J<岩波全書>岩波書底， 1956. 

「地主llil)の展開J(r岩波講座 ・日本歴史 』近代 3，岩 『公務員法J<法律学金書>有斐閣， 1958. 

波書l苫)1962. r憲法の使命と運命 .1<文化新警>有信堂， 1961. 

「第一議会Kをける地主議員の動向Jr社会科学研究J rハ Y ス・ケノレゼ;/J (長尾龍ー と共編著)東京大学出

16巻 l号， 1964. 仮会， 1974. 

「初期帝国議会下の地租軽滅・地価修正運動とその基盤 "TheIndividual and the Rule of Law undel 

『社会科学研究 J19巻 6号 1968. the New Japanese Const i tut ion"， Norlll/vesl-

『歴史学Kなける理論と実証.H第 I部)御茶の水書房刊 Univeγsity Law Review， Vol.5¥， No.6， 

1969. 1957. 

『太閤検地と石高命!jJ日本放送出版協会 1969. 主要研究課題

「日本農業=地主命1)の地帯構造KついてJr茨城県史研 転換期Kなける行政機構の民主主義化の問題，と〈

究J13， 1969. (iC各種行政委員会の実態調査 2 総選挙の実態調査

f貴族院多額納税者議員互選人名簿J(編集既干1)4冊 3. 追放の諸ー問題 4 .行政手続の研究

御茶の水書房， J 969-197 J. 

「日本地主制の体制的成立とその展開Jr思想 j574， 遠藤湘吉
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元教授助教授・講師

1916年 7月 10日 札幌市K生まれる

1940年 3月 東京帝国大学経済学部卒業

1940年 4月 同上助手

1947年 2月 東京帝国大学社会科学研究所翻訳官

1949年 5月 向上助教授

1958年 7月 向上教授

1962年 3月 経済学博士

1963年 4月 東京大学経済学部へ配置換

1966年 4月 東京大学社会科学研究所教授K併任

(1975年 10月まで)

1970年 10月 東京大学経済学部長 (1972年 4月まで)， 

究科委員会委員長(向上)

1970年 4月 東京大学社会科学研究所教授に併任(現

在K至る)

1972年 3月 東京大学総長特別補佐(1973年 3月まで)

1974年 10月 東京大学評議員 0976年9月まで)

主要業績

『日本資本主義の農業問題 』日本評論社， 1948 (改訂

版，東京大学出版会， 1952). 

『日本農業の財政学 』東京大学出版会， 1950. 

『農業問題 』岩波書l苫， 1951 (改訂版， 1961). 

『農業恐慌 』有斐閣， 1954. 

あわせて大学院経済学研究科委員会委 『地代と土地所有 』東京大学出版会 1958.

員長(向上 r日本経済論(上 下)j東京大学出版会， 1962・63.

1975年10月 19日 死去 「アメリカ農業論J東京大学出版会， 1965. 

主要業績 「日本Kなける農民層の介解』東京大学出版会， 1969. 

『イy アレー γ ョンと日本の財政 』自白書院， 1949. r農業経済学序説 』時潮社， 1970. 

「ホップス研究序説Jr社会科学研究 j1巻4号 2巻 『経済学Kむける古典と現代』東京大学出版会， 1973. 

2号， 1949， 1950. 

「減税Uてついて 一一トマス・ペイ/'1tCふれつつ一一」

『社会科学研究 j3巻 I号， 1951. 

「軍部と資本との反授と親利Jr思想、J358号 1954.

『近代財政の理論J(武田隆夫 ・大内力と共著)時潮社，

1955. 

『市民の財政学 』東京大学出版会， 1959. 

『日本の大蔵大臣 j(加藤俊彦・高橋誠と共著)日本評

『国家独占資本主義 』東京大学出版会， 1971. 

『現代アメリカ農業 』東京大学出版会. 1975. 

主要研究課題

l 経済学原理論(とくに地代論と信用論 2.日

本経済論 3田農業経済学 4 国家独占資本主義

三h.

ロ"

戒能 通厚

論社. 1964. 1939年8月 2日 東京K生まれる

『戦後日本の経済と社会 』筑摩書房， 1966. 1966年3月 東京大学法学部卒業

『税金 』岩波書庄， 1970. 1966年4月 東京大学社会科学研究所助手

『明治財政と煙草専売 』御茶の水書房， 1970. 1972年4月 向上助教授 (1975年 3月まで)

「政府間の財政調整J(東京大学社会科学研究所編 『戦 1975年4月 英国ロンドy 大学留学(1976年2月帰国)

後改革 7経済改革 』東京大学出版会)1974. 1976年4月 名古屋大学法学部助教授(現在K至る)

主要業績

大 内 力 「近代イギリス Vてなける土地所有と相続{J)(2)j r社会科

1918年 6月 19日東京K生まれる 学研究 j20巻3・4合併号 21巻4号， 1969， 1970. 

1942年 9月 東京帝国大学経済学部卒業 「近代イギリス土地相続法の社会的基礎(1)(2)j r社会科

1942年 10月 財団法人東亜農業研究所(のちK日本農 学研究 J23巻 3， 5・6合併号， 1972. 

業研究所と改称)副手 「イギリス市民革命と法J(高柳信一・藤田勇編 『資本

1945年12月同研究員補 主義法の形成と展開 1J東京大学出版会)1972. 

1946年 10月 東京帝国大学社会科学研究所研究嘱託 「司法国家制の歴史的構造Jr社会科学研究 j24巻5・

1947年 2月 東京帝国大学社会科学研究所助教授 6合併号， 1973. 

1957年 10月 東京大学経済学部K配置換 119世紀土地所有関係法改革Jr比較法研究 j35号，

1960年 3月 東京大学経済学部教授(現在K至る 1973.

1961年 7月 経済学博士 「資本主義法の歴史的介析と法の解釈Jr法律時報 j1 

1968年 II月 東京大学経済学部長 0969年3月まで〕・総 月号， 1974. 

長代行代理.あわせて大学院経済学研 「イギリス土地法の方法論的一考察Jr法律時報J5月

- 92ー



所員とその業績

号， 1974. r資本論jなよぴ経済学原理論の研究 2 経済

「最近のイギリスKなける法改革Jr比較法研究J38号， 学万法論 3 農業問題 4 帝国主義研究

1976. 

主要研究課題 藤井 i羊
イギリス所有権法 2 現代法の方法論的研究 1914年 11月 19日 東京K生まれる

3 イギリスKなける地方行政 4 イギリ λ の裁判 1941年 3月 東京帝国大学法学部卒業

所の歴史的分析 5. イギリス中世法筒Ij史研究 1941年 4月 三菱経済研究所K入所(1946年 12月まで)

6.現代土地法 7 契約法と所有権法 19'17年 7月 東京帝国大学社会科学研究所研究嘱託

1948年 4月 向上研究員

鈴 木 鴻一 郎 1949年 6月向上助手

1910年 5月23日 山口県山口町K生まれる 1950年 5月 向上講師

1934年 3月 東京帝国大学経済学部卒業 1951年 2月26日 死去

1935年 3月大原社会問題研究所K入所 主要業績

1940年 11月 東京芝浦電気株式会社に入社 「ニューディーノレの信用政策Jr社会科学研究 j2巻2

1947年 2月 東京帝国大学社会科学研究所助教授 号， 1950. 

1949年 4月 同上教授 「国家独占資本主義としてのニュー ・ディ ーノレ(遺稿)J

1954年 l月 東京大学経済学部K配置換 『社会科学研究 JI3巻4号， 1952. 

1961年 6月 経済学博士

1963年10月 東京大学経済学部長 (1965年9月まで)

あわせて大学院経済学研究科委員会委

員長(向上)

1966年 2月 日本学術会議会員

1971年 3月 東京大学を停年退官

1971年 4月 金沢経済大学教授(現在K至る)

1971年 5月 東京大学名誉教授

主要業績

『日本農業と農業理論 』御茶の水書房， 1951. 

『地代論論争 』動草書房， 1952. 

『マルクス経済学 』弘文堂， 1955. 

『独占資本<現代日本資本主義大系 I> J (編著)弘文

堂， 1958. 

『価値論論争』青木書庖， 1959. 

『続マノレタス経済学』弘文堂， 1959. 

『経済学原理論(上・下)J (編)<経済学大系 2・3>

東京大学出版会， 1960， 62. 

「帝国主義論と原理論一一帝国主義論の方法Kついて-J
(脇村義太郎教授還暦記念 『世界経済分析』岩波書庖)

1962. 

「唯物史観と経済学Jr経済学論集J33巻3号，1967. 

I r資本論』とはどういう書物かJ(鈴木鴻一郎編訳

『マノレタス=エ y グノレス I資本論 1， 2.i中央公論社

<世界の名著43>)1973.

『セミナー経済教室 1マルクス経済学J(編著)日本評

論社， 1974. 

主要研究課題

併 任教授・ 助教授(50音順)

芦 部信 喜

1923年 9月 17日 長野県K生まれる

1949年 3月 東京大学法学部卒業

1949年 4月 東京大学法学部助手

1952年 4月 同上助教授

1962年 3月 法学侍土

1963年 1月 東京大学法学部教授(現在K至る)

1965年10月 東京大学社会科学研究所教授に併任

( 1968年3月まで〕

主要業績

「憲法改正国民投票制K関する若干の考察Jr国家学会

雑誌J70巻 9号， 1956. 

「憲法制定権力JU 日本国憲法体系 1JI有斐閣)1961. 

「憲法改正の限界J(清宮・佐藤編『憲法講座 4J 有

斐閣) 196'1. 

『憲法の基礎知識 JI(小島和司 ・田口精ーと共著)有斐

閣， 1966. 

『憲法と議会政 』東京大学出版会，1971. 

『憲法訴訟の理論』有斐閣，1972. 

『現代人権論』有斐閣， 1973. 

G.イェ リヰク 『一般国家学J(共訳書)学陽書房，

1974. 

「憲法訴訟の理論と技術Jr公法研究 J37号 1975.

「議員定数配分規定違憲判決の意義と問題点Jrジュ リ

スト J617号， 1976. 
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併任教授・助教授

主要研究課題 まで)

議会政 2 憲法制定権力論 3 人権の理論 1935年 4月 法政大学経済学部助教授

と違憲審査基準 4 憲法訴訟 ]938年 4月 向上教授

遠 藤 湘 吉→前掲「元教授 助教授 講師」欄

vc既出

大 内 力 →向上

大 河 内 一男

1905年 l月29日 東京K生まれる

1929年 3月 東京帝国大学経済学部卒業

1929年 4月 向上助手

1935年 3月 東京帝国大学経済学部講師

1939年 7月 向上助教授

] 945年 7月 同上教授(1965年3月まで)

1947年 I月 東京帝国大学社会科学研究所教授K併任

(1954年3月まで)

1951年 7月 経済学博士

1952年JO月 東京大学経済学部長 (1953年9月まで )

1957年10月 向上 (1959年9月まで)

1963年 1月 向上(]963年9月まで)

]963年12月 東京大学総長(1968年 11月まで )

1965年11月 日本学士院会員

1969年 5月 東京大学名誉教授

主要業績

『独逸社会政策思想史 』日本評論社， 1936. 

『戦時社会政策論』時潮社， ] 940. 

『社会政策の基本問題』日本評論社， 1941. 

『スミスとリスト』臼本評論社， 1943. 

『日本資本主義と労働問題 』白日書院，1947. 

『社会政策(総論)j有斐閣，1949. 

『社会政策の経済理論 』日本評論社， 1952. 

『日本労働組合論 j(編著)有斐閣， 1954. 

『労働組合の生成と組織 j(編著)東京大学出版会，

] 956. 

『労働組合の構造と機能 j(共編)東京大学出版会，

]959. 

主要研究課題

経済学史 2 経済思想史 3 社会政策論

4 労種問題

1939年 8月 東京帝国大学経済学部助教授

1947年 4月 東京帝国大学社会科学研究所助教授K併任

(1954年3月まで )

]947年 4月 東京帝国大学経済学部教授 (併任継続)

]949年 10月 経済学博土

]968年 3月 東京大学を停年退官

1968年 5月 東京大学名誉教授

1969年 11月 日本学士院会員

1970年 4月 国際基督教大学教授 (現在K至る)

主要業績

『大塚久雄著作集』全 10巻，岩波書庄 1969-70，そ

のうち主要なものとしては，

「株式会社発生史論J1938( I著作集」第 1巻)

「近代欧洲経済史序説J19叫(I著作集」第 2巻 )

「共同体の基礎理論J1955 ( I著作集J第7巻 )

「欧例経済史J1956 ( I著作集」第 4巻)

「国民経済一ーその歴史的考察J1965 ( I著作集」

第 6巻 )

『後進資本主義の展開過程j (編著jアジア経済研究所，

1973. 

11 Max Webeγ on the S戸川 / 0/ Cσpdαt山 花

Ins!i!u!e of Dev巴lopingEconomies， 1976. 

『西洋経済史講座』全 5巻(高橋幸八郎，松田智雄と共

編著)1960-62. 

主要研究課題

資本主義発達史，ひろく経済史 2 マックス・

グェーパー研究，ひろく思想史 3 社会科学の方法

岡 義武

1902年 10月21日 東京K生まれる

1926年 3月 東京帝国大学法学部卒業

1926年 4月 向上助手

1928年 5月 同上助教授

1939年10月 向上教授

1947年 7月 東京帝国大学社会科学研究所教授K併任

( 1951年 ]2月まで)

1963年 3月 東京大学を停年退官

1963年 4月 学習院大学政経学部 (後K法学部)教授

大 塚 久 雄 (1973年3月まで)

1907年 5月3日 京都比生まれる 1963年 5月 東京大学名誉教授

1930年 3月 東京帝国大学経済学部卒業 1972年11月 日本学士院会員

1930年 4月東京帝国大学経済学部助手 (1933年 4月 主要業績
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所員とその業績

『国際政治史 』岩波書庖. 1955. 1974年 5月 東京大学社会科学研究所教授に併任(現

『山県有朋 』岩波書庖 1958. 在K至る)

『近代日本の政治家 』文芸春秋社 1960. 主要業績

『近代日本政治史 IJ宣IJ文社. 1962. Iアメ リカ独立革命の一考察 忠誠の二重性Jr国家

『近代ヨーロッパ政治史 』創文社. 1967. 学会雑誌J69巻11・12号.1956.4. 

『転換期の大正J(日本近代史大系 5)東京大学出版会 Iアメリカ膨張主義の伝統と転換Jr日本政治学年報』

1969. 1961. 

『近衛文麿 』岩波書l苫. 1972. r現代アメリカの内政と外交』東京大学出版会. 1959. 

主要研究課題 I J . C .カ ノレフ -;/~てなけるナ γ ョナリズ ムと セク γ

1 .近代日本Vてなける国際意識の変遷 2 近代日本 ョナ リズムJr国家学会雑誌J74巻11・12合併号，

tてなける政治指導の諸問題

小林直樹

1921年10月3日 長野県に生ま れる

1946年 9月 東京帝国大学法学部卒業

1946年 9月 東京帝国大学大学院特別研究生

1951年10月 東京大学教養学部講師

1952年 7月 向上助教授

1959年 4月 東京大学法学部助教授

1961年 4月 向上教授 (現在K至る )

1964年 7月 東京大学社会科学研究所教授に併任

75巻1・2合併号， 1961.10， 1962.1. 

『アメリカ外交の論理と現実 』東京大学出版会. 1962. 

「アメリカのアジア観一一史的考察Jr思想J501号，

1966.3. 

『政治一一個人と統合J(阿部斉，有賀弘と共著 )東京

大学出版会. 1967. 

『アメリカの文化』全 6巻(共編著 )南雲堂， 1969ー 70.

『アメ リカ政治外交史 』東京大学出版会 1975.

『民主政と権力 J(編著 )研究社. 1976. 

『現代アメリカ史 』山川出版社. 1976. 

主要研究課題

(1968年3月までアメリカ独立革命論 2 アメリカ外交史になけ

主要業績 る伝統的な るもの 3 現代アメ リカ政治史，特に政

『法理学(上)J岩波書底， 1960. 党の再編過程と関連して

『憲法の構成原理』東京大学出版会. 1961. 

『日本Vてなける憲法動態の分析』岩波書1苫 1963. 篠原

『日本国憲法の問題状況』岩波書庖. 1964. 1925年 8月21日 東京K生まれる

『憲法講義 (上・下)J東京大学出版会. 1967， 68. 1950年 3月 東京大学法学部卒業

『日本人の憲法意識 J(編著 )東京大学出版会. 1968. 1950年 4月 東京大学法学部助手

『岩波講座 ・現代法 1J (編著)岩波書l吉. 1965. 1953年 7月 向上助教授

『現代基本権の展開 』岩波書庖. 1976. 1963年 10月 向上教授(現在K至る)

主要研究課題 1971年 6月 東京大学社会科学研究所教授K併任

現代国家法の諸問題 2 現代人権の諸問題

3 憲法原理論 4 近代 (日本)憲法史

斎 藤 真

1921年 2月 15日 東京K生まれる

1942年 9月 東京帝国大学法学部卒業

1942年 9月 向上助手(との間 1946年6月まで海軍

K応召)

1950年 5月 東京大学法学部助教授

1959年 5月 同上教授(現在K至る)

1972年 11月 東京大学法学部長(1974年3月まで)，

あわせて大学院法学政治学研究科委員

会委員長(向上 )

(1974年3月まで)

主要業績

『ドイツ革命史序説j岩波書庖， 1956. 

『現代の政治力学』みすず書房. 1962. 

『近代国家の政治指導J(横山信と共編著)東京大学出

版会 1964.

『現代政治学入門J(永井陽之助と共編著)有斐閣，

1965. 

『日本の政治風土』岩波新書. 1968. 

"Postwar Japan: part 1， The Pol i ty， Th. 

Devetopiπ.g Economy Nγ.4， 1968. 

『現代日本の文化変容』れんが書房. 1971. 

主要研究課題
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併任教授助教授

1 . ドイツ現代政治史 2 歴史政治学とその方法

3 現代日本政治分析

末 延三 次

1899年12月5日 熊本に生まれる

1923年 3月 東京帝国大学法学部卒業

1923年 4月 東京帝国大学法学部助手

1925年 4月 同上助教授

1932年 7月 向上教授

1947年 3月 東京特国大学社会科学研究所教授K併任

( 1954年3月まで)

1960年 3月 東京大学を停年退官

1960年 4月 立教大学法学部教授

1960年 5月 東京大学名誉教授

1970年 3月 立教大学を定年退職

1970年11月 日本学士院会員 (第 l期)

1971年 4月 叙勲，勲二等瑞宝章

主要業績

「イギ リスの別居制度 (家族制度全集，第一部史論編第

2巻『離婚』河出書房)1937. 

『英米法辞典J(高柳賢三と共編)有斐閣， 1952. 

『条解米国契約法』広文堂， 1957. 

W・グノレダー ト『イギ リス法原理J(翻訳 )東京大学出

版会， 1958. 

f英米法の研究 (上 ・下)J東京大学出版会，1959， 60. 

R.パランド『法の任務J(翻訳)岩波書庖， 1972. 

主要研究課題

私法を中心とした英米法

隅 谷三 喜男

1916年 7月26日東京K生まれる

1941年 3月 東京帝国大学経済学部卒業

1941年 6月 満洲国昭和製鋼所 (18年満洲製鉄と改称)

入社 (1945年8月まで)

1946年11月 東京帝国大学経済学部助手

1947年 5月 同上講師

1948年 3月 東京大学経済学部助教授

1955年 4月 向上教授 (現在K至る)

1961年 6月 経済学博士

1965年10月 東京大学経済学部長(67年 9月まで〕

あわせて大学院経済学研究科委員長

(同 )

1969年 4月 東京大学総長特別l補佐 (72年3月まで〕

1967年 12月 東京大学社会科学研究所教授K併任

(1971年3月まで)

主要業績

『近代日本の形成とキリ λ ト教 』新教出版社， 1950. 

f日本賃労働史論』東京大学出版会， 1955. 

『日本労働運動史料 』第 1， 2， 3巻(編集・解説)労

働運動史料刊行委員会， 1962， 63， 68. 

『日本の労働問題 』東京大学出版会 1964.

『日本労働運動史 』有信堂， 1966. 

『日本石炭産業介析 』岩波書庖， 1968. 

『労働経済論』筑摩書房， 1969. 

『日本賃労働の史的研究 』御茶の水書房， 1976. 

『韓国の経済J岩波書応，1976. 

『労働経済の理論』東京大学出版会， 1976. 

主要研究課題

社会思想史 2 労働経済論 3 賃労働史

4.工業経済論 5 アジア経済論

辻 清 明

1913年 4月5日 京都K生まれる

1937年 3月 東京帝国大学法学部政治学科卒業

1937年 4月 東京帝国大学法学部助手 (1938年6月よ

り40年5月まで兵役)

1942年 10月 東京帝国大学法学部助教授

1949年 2月 東京大学社会科学研究所助教授に併任

( 1954年3月まで)

1951年 7月 東京大学法学部教授(併任継続)

1963年 1月 日本学術会議会員 (1966年 l月再選)

1967年 4月 東京大学法学部長 (69年3月まで)あ

わせて大学院法学政治学研究科委員会

委員長(向上)

1969年 7月 東京大学社会科学研究所教授K併任

0974年3月まで)

1974年 4月 東京大学を停年退官

1974年 4月 国際基督教大学教授(現在I'C至る)

1974年 5月 東京大学名誉教授

主要業績

『日本官僚制の研究 』弘文堂， 1952 (r新版日本官僚

命Ijの研究 』東京大学出版会， 1969 ) 

『政治を考える指標J<岩波新書>岩波書庖， 1960. 

『陣笠の効用 』日本評論社 1972.

『日本の地方自治J<岩波新書>岩波書l吉， 1976. 

『行政学概論・上巻』東京大学出版会 1966.

『行政学講座 j(編集代表 ・著)東京大学出版会， 1976. 

f公務員制度J(共編著)勤草書房， 1956. 

『講座 ・日本近代法発達史 J(共編)勤草書房， 1958. 

「社会集団の政治機能J(r近代国家論』第2部)弘文
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所員とその業績

堂， 1950. r日本のマノレタス経済学(上・ 下)J (日高普他と共著)

『政治学事典J(共編著)平凡社 1954. 青木書庖， 1967，68. 

『岩波小辞典・政治J(編著)岩波書庖， 1956. (第 3 rニュー ・ディーノレと州 ・地方財政』御茶の71<書房，

l仮， 1975) 1969. 

主要研究課題 『教育財政J(市川昭平と共著)東京大学出版会，1972. 

統治機構の諸形態 2 日本官僚命 3 地方 『講座 ・帝国主義の研究 6日本資本主義J(山崎広明・

自治 4 行政学の体系 柴垣和夫と共著)青木書庄， 1973. 

『日本の財政 J(貝塚啓明と共編著)東京大学出版会，

野 田 良之 1973. 

1912年 10月 15日 ブラジノレ国ベトロポリス市K生まれる 主要研究課題

1935年 3月 東京帝国大学法学部卒業 財政学 2 地方財政 3 日本経済

1936年 4月 東京帝国大学法学部助手

1939年 4月向上助教授 三谷太一 郎

1947年 3月 東京帝国大学社会科学研究所助教授K併 1936年9月29日 岡山市K生まれる

任(1954年3月まで 1960年3月 東京大学法学部卒業

1949年 4月 東京大学法学部教授(併任継続 1960年4月 東京大学法学部助手

1964年 7月 東京大学社会科学研究所教授K併任 1963年4月 向上助教授

(1968年3月まで 1973年4月 向上教授(現在K至る)

1973年 4月 東京大学を停年退官 1974年5月 東京大学社会科学研究所教授K併任(現在

1974年 4月 学習院大学法学部教授(現在K至る)

主要業績

『フラ Y ス法概論』有斐閣， 1954. 

『法V亡事、ける底史と理念 』東京大学出版会， 1951. 

『教育の理想、 』弘文堂， 1950. 

" fntγod，ιctι0凡 audγoit Japonais" ， 1966， 

Dalloz. 

主要研究課題

K至る)

主要業績

『日本政党政治の形成 j東京大学出版会， 1967 

『大正デモクラ γー論』中央公論社， 1974. 

「日本の国際金融家と国際政治J(佐藤誠三郎 'R・デ

イングマy 編 『近代日本の対外態度』東京大学出版会)

1974. 

「ウォーノレ・ストリートと極東Jr中央公論J1062号，

比較法文化論 2 ギリ γ ア及び中国古代法思想、 1975. 

史 「政友会の成立J( r岩波講痩 ・日本歴史16J岩波書l苫)

1976. 

林 健久 主要研究課題

1932年3月27日 長野県K生まれる 日本政党政治史 2 近代日本の経済外交

1955年3月 東京大学経済学部卒業

1960年3月東京大学大学院経済学研究科博士課程単位 楊井 克巳

修得退学 1903年 11月8日 山口県美川町K生まれる

1960年4月 東京大学社会科学研究所助手 1928年 3月 東京帝国大学経済学部卒業

1963年4月 立正大学経済学部助教授

1964年9月 経済学惇士(東京大学)

1966年9月 立正大学経済学部教授

1970年4丹 東京大学経済学部助教授

1975年4月 向上教授(現在K至る)

1976年4月 東京大学社会科学研究所教授K併任(現在

に至る )

主要業績

『日本tてなける租税国家の成立 』東京大学出版会，1965. 

1931年 4月 明治大学付属中学講師 ・蒙古研究所所員

-東亜研究所所員などを歴任

1946年 9月 東京帝国大学経済学部講師

1947年 5月 向上助教授

1947年 5月 東京帝国大学社会科学研究所助教授K併

任 (1954年3月まで )

1949年 5月 東京大学経済学部教授 (併任継続)

1953年 10月 東京大学経済学部長 (55年9月まで)

1959年 6月 経済学惇士
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現助手

1959年 10月 東京大学経済学部長 (61年 9月まで)

1964年 3月 東京大学を停年退官

1964年 5月 東京大学名誉教授

1964年 4月 日本大学法学部教授

1967年 4月 立正大学経済学部教授

1976年 3月 向上を停年退職

主要業績

『蒙古資源、経済論』三笠書房. 1941. 

『東印度会社研究 』生活社 1943.

『国際経済論J(矢内原忠雄と共著 )広文堂. 1955. 

『金融経済J159号. 1976. 

主要研究課題

戦前期日本の金融構造 2 日本恐慌史(大正 ・

昭和期)

奥田 失

1947年 8月7日 兵庫県K生まれる

1970年 4月 東京大学経済学部卒業

1975年 3月 東京大学大学院経済学研究科陣士課程単

位修得退学

『アメ リカ帝国主義史論 』東京大学出版会. 1959. 1975年 4月 東京大学社会科学研究所助手

『世界経済論J(編著)東京大学出版会. 1961. 主要業績

『概説世界経済論』東京大学出版会. 1965. rソビエト 20年代工業化論になけるレーニ ン=パザ ロフ

『世界経済の典り角 』東京大学出版会 1972. 的構想Jr社会経済史学 J37巻6号 1972.

『現代世界経済論J(石崎昭彦と共編)東京大学出版会 rソビエト 20年代Kなける経済復興と私的経済活動(1)(2)j 

1973. r商学論集 J42巻4号 43巻2号. '974. 

主要研究課題 r 'Jピエト初期経済建設期になける 『農工結合体』理念

1. 世界経済 2 現代資本主義 3 現代帝国主

義

現助手 (50音順)

池田恒男

1948年 7月23日 兵庫県伊丹K生まれる

1971年 6月 東京大学法学部卒業

1975年 3月 東京大学法学政治学研究科降士課程退学

1975年 4月 東京大学社会科学研究所助手

主要業績

「明治41年大審院『第三者 j制限判決の意義Jr社会

科学研究 J28巻 2号. 1976. 

主要研究課題

1 .不動産物権変動論 2 土地法論

伊藤正 直

の展開と消滅Jr社会科学研究J27巻4号. 1976. 

主要研究課題

1 ソビエト農民的小工業史 2 ソビエト工業化論

争史 3 コルホーズの成立過程

工藤 章

1946年]0月27日 東京K生まれる

1969年 6月 東京大学経済学部卒業

1975年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課程単

位修得退学

1975年 4月 東京大学社会科学研究所助手

主要業績

「第 1次大戦前のライヒスパンクJr金融経済J145号，

1974. 

「相対的安定期のト'イツ化学工業Jr社会科学研究J28 

巻 I号. 1976. 

r 20世紀初頭のライ ヒスパY クJr金融経済J159号，

1948年II月 16日 名古屋市K生まれる 1976. 

1971年 6月 東京大学経済学部卒業 「再建金本位制下のライヒスパンクJr商学論集J45巻

1976年 3月 東京大学大学院経済学研究科惇士課程単 3号. 1977. 

位修得退学 主要研究課題

1976年 4月 東京大学社会科学研究所助手 1 . ドイツ経済論

主要業績

「製糸・養蚕業の動揺と地方銀行群の存在形態一一1920 古城 誠

年代の長野県を対象として一一Jr土地制度史学J 1949年 11月4日 東京K生まれる

67号. 1975. 1973年 3月 東京大学法学部卒業

「水田単作地帯Uてなける『 地主的地方銀行』群の衰退過 1973年 4月 東京大学社会科学研究所助手

程一一大正~昭和初期の秋田県を対象と して一一J 主要業績

一一98-



所員とその業績

『日本の農業105・農家相続と相続税J(利谷信義他と 位修得退学

共著)農政調査委員会， 1976. 1975年 4月 東京大学社会科学研究所助手

「イギリス Vてなける都市農村計画法制JJr不動産鑑定 』 主要業績

140号.， 1975. 

主要研究課題

1 . アメリカ行政法 2 行政史(特K英米)

3 公法理論史

後藤光蔵

1945年 8月30日 富山県K生まれる

1968年 3月 東京大学農学部卒業

1974年 3月 東京大学大学院農学系研究科博士課程単

位修得退学

1974年 4月 東京大学社会科学研究所助手

主要業績

160年f¥護産物価格闘争と農業生産の動向Jr農業経済

「韓国財政整理になける徴税制度改革についてJr社会

経済史学J39巻4号 1974.

「韓国財政整理Vてなける『徴税台帳』整備Kついて一一

朝鮮土地調査事業史研究序論 J r土地制度史学 』

63号， 1974. 

「朝鮮土地調査事業の再検討J(土地制度史学会 1975

年度春季総合研究会共通論題報告 H 土地制度史学』

70号， 1976. 

「保護国問題一有賀長雄・立作太郎の保護国論争←ー」

『社会科学研究 J28巻 2号 1976.

「保護国の歴史的位置一一古典的研究の検討一一Jr東
京大学東洋文化研究所紀要』昭和 51年度 71冊，1977. 

主要研究課題

研究報告J;I互に東京大学農業経済学科， 1973. 近代日本経済史 2 朝鮮経済論

「兼業深化の現段階と経営委託農家の形成Jr農業経済

研究 j46巻 ]号， 1974. 馬場 康雄

「愛知県安城市の稲作請負組織JO 農業規模拡大の道 1948年 1月 17日 東京K生ま れる

2 J農政調査委員会)1974. 1971年 6月 東京大学法学部卒業

「稲作経営受委託の構造Jr社会科学研究J28巻6号 1973年 3月 東京大学大学院法学政治学研究科修士課

1977. 程修了

主要研究課題 1974年 4月 東京大学社会科学研究所助手

1.農民層分解 2 農産物価格政策 1976年 11Jl トリノ大学政治学研究所に留学

主要研究課題

菅井 益 郎 ヨーロァパにむける政治発展の諸類型 2 イタ

1946年 9月14日新潟K生まれる リア政治史研究(ジョリ γティ時代を中心に)

1969年 3月 早稲田大学第一政経学部経済学科卒業 3. 177γ ズムjと権威主義体筒Ij

1976年 3月 一橋大学大学院経済学研究科博士課程単

位修得退学

1976年 4月 東京大学社会科学研究所助手

主要業績

「足尾銅山鉱毒事件(上・下)J r公害研究 J3巻 3.

4号， 1974. 

「目立鉱山煙害事件Jr一橋論叢 J74巻 3号 1975.

「足尾と別子Kなける鉱毒事件『処分JJ r田中正造研

究j 2号， 1976 

主要研究課題

日本資本主義になける公害問題 2 社会運動史

松本 礼 二

1946年 3月 23日 東京K生まれる

1969年 6月 東京大学法学部卒業

1972年 3月 東京大学大学院法学政治学研究科博士課

程中退

1972年 4月 東京大学社会科学研究所助手

主要業績

トクグ イノレ著『アメリカ K品、けるデモクラシー』

(岩永健吉郎と共訳)研究社，1972. 

主要研究課題

l アレクシス・ド・ トクグ イノレの政治思想、

田中 慎 一 2 19世紀フランスの社会と思想

1947年 1月1日 鳥取K生まれる

1970年 4月東京大学経済学部卒業 吉田 克己

1975年 3月 東京大学大学院経済学研究科侍士課程単 1949年 1月 l日 茨減県K生まれる
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現助手

1972年 3月 東京大学法学部卒業

1972年 4丹 東京大学社会科学研究所助手

主要業績

「農地改革法の立法過程J(東京大学社会科学研究所編

『戦後改革 6農地改革 』東京大学出版会)1975. 

「フランス土地法制のー側面Jr法律時報J47巻 7号，

1975. 

『日本の農業 105・農家相続と相続税 J(利谷信義他と

共著)農政調査委員会， 1976. 

「現代不動産賃貸借法制分析へのー視角一一フランスを

素材としてJr社会科学研究 j28巻 3号 1976.

主要研究課題

現代土地法制の研究 2 フランス不動産賃貸借

法制の研究

渡 辺 :1->. 
J口

1947年 3月 2日 東京に生まれる

1972年 3月 東京大学法学部卒業

1973年 4月 東京大学社会科学研究所助手

主要業績

「戦時下Vてなける川島理論の形成と展開Jr季刊 ・現代

法 J9号 1976.

r 1 920年代VC$>ける天皇制国家の治安法制再編成を

めぐって 治安維持法成立史論ー-Jr社会科学研

究 J27巻 5・6合併号 1976.

「治安維持法の成立Jr季干Jj・現代史 J1976春季号.

『日本の農業 105 農家相続と相続税.1(利谷信義他と共

著)農政調査委員会，1976 

主要研究課題

1. 近代日本の国家と法の歴史研究 2 治安維持法

の研究 3 市民的自由の法理と歴史
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元助手の在任期間，助手論文および現職(着任順)

下記事項のうち， 1は最終学歴 2は在任期間 3は助手論文題名 4は現職をしめ した。

松村 憲 一

1946年 9月 東京帝国大学経済学部卒業

2 1946年 9月-1948年 3月

4 学習院大学経済学部教授

塩田 庄 兵 衛

4 上智大学国際関係研究所教授

喜多川篤典

1941年 12月 東京帝国大学法学部卒業

2 1948年 11月-1952年 3月

3 r制度」の法律的意味Vてついて 『社会科学研究』

1945年 9月 東京帝国大学経済学部大学院特別研 2巻 4号

究生前期修了 4 1976年日月 31日死去

2 1946年 11月-1950年 6月

3 幸徳、秋水の思想的転化 『社会科学研究J1巻 2号 竹浪 祥一郎

4 立命館大学経済学部教授 1947年 9月 東京帝国大学経済学部卒業

下山 瑛二

1947年 3月 東京帝国大学法学部卒業

2 1947年4月- 1950年 12月

4 東京都立大学法学部教授

福島 新吾

1947年 3月 東京帝国大学法学部卒業

2 1947年 4月-1954年 4月

3 戦後日本の警察と治安 『社会科学研究J5巻 l号

4 専修大学法学部教授

渓内謙

1947年 3月 東京帝国大学法学部卒業

2 1947年 9月-1951年 4月

4 東京大学法学部教授

松本 達郎

1944年 9月 東京帝国大学経済学部卒業

2 1948年 7月-1954年4月

3 絹・人絹織物業Vてなける労働事情ー秩父織物業κ

ついてー 『社会科学研究J4巻 2号

4 流通経済大学経済学部教授

田 侃

1952年 4月 東京大学大学院特別研究生退学

2 1948年 10月-1952年 5月

2 1949年 3月-1954年 12月

4 桃山学院大学経済学部教授

阪本 仁作

1949年 3月 東京大学法学部卒業

2 1949年 3月-1958年 3月

3 ノレ y :7一政治思想史研究序論 関西学院大学法政学

会 『法と政治J11巻 2号 13巻 1号， 1960， 1962 

4 関西学院大学法学部教授

吉野悟

1949年 3月 東京大学法学部卒業

2 1949年 4月-1954年 4月

3 古代ローマ法Kむける主主捕の構造『社会科学研究』

5巻 3，4号 古代ロ ーマ法tてをける拘束行為の構造

『社会科学研究j 6巻 1号古代ローマ法Vてなける握

取行為の構造 『社会科学研究J6巻 4号 7巻 1号

4 大阪市立大学法学部教授

藤井洋

1941年 3月 東京帝国大学法学部卒業

2 1949年 6月-1950年 5月

3 ニューディーノレの信用政策 『社会科学研究J2巻

2号

4 1951年 2月26日死去
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藤 田 若雄 労働法 6J日本労働法学会編 『労働法講座J7巻上

1937年 3月 東京帝国大学法学部卒業 4 法政大学社会学部教授

2 1949年 6月-1950年 5月

3 吾妻労働法学の基底Kあるもの 『社会科学研究』 外尾 健一

2巻 2号 1951年 3月 東京大学法学部卒業

4 1977年 1月2日 死 去 2 1951年 4月-1956年 3月

3 フランス初期労働協約法理の形成過程 『社会科学

氏原正治 郎 研究j8巻 I号-4号

1945年 9月 東京帝国大学大学院特別研究生前期 4 東北大学法学部教授

修了

2 1949年 6月-1951年 12月

3 所謂 「常用工」と「臨時工JVてついて 『社会科学

研究J3巻2号

4 東京大学社会科学研究所教授

近江谷左馬 之介

1948年 3月 東京大学経済学部卒業

2 1949年 6月-1952年 3月

3 窮乏化論

4 r現代の世界』誌編集長

中 木 康夫

1948年 3月 東京大学経済学部卒業

2 1949年 6月-1952年 7月

3 フランス絶対主義形成期の産業構造 『史学雑誌』

61編 9号， 1952 

4 名古屋大学法学部教授

小山 博也

1948年 3月 東京大学法学部卒業

2 1949年 6月 -1953年 6月

3 条約改正をめぐる初期政策 『社会科学研究j3巻

3号

4 埼玉大学経済学部教授

長坂 聴

1950年 3月 東京大学経済学部卒業

2 1950年 11月-1956年 3月

3 交互計算信用と発行業務ードイツ信用銀行の本質一

字野弘蔵先生記念論文集『マノレクス経済学体系(下)J

4 東京教育大学文学部教侵

秩 田 成就

1950年 3月 東京大学法学部大学院終了

2 1950年 11月-1957年 3月

3 イギリス労働組合法の研究 『日本労働法学会誌

江守 五夫

1951年 3月 東京大学法学部卒業

2 1951年 4月-1957年 3月

3 I前婚熔的自由交渉」慣行Kついてーその本質と

諸規範原理一日本法社会学会編 『家族制度の研究 』

(下) 有斐閣 1957 

4 明治大学法学部教授

岡田 与好

1951年 3月 東京大学経済学部卒業

2 1952年 4月-1956年 3月

3 イギリス・マナー崩壊の基本的性格ー農業K会け

る資本主義形成の歴史的前提一 『社会科学研究』

5巻 2号 3号

4 東京大学社会科学研究所教授

大島 太郎

1952年 3月 東京大学法学部卒業

2 1952年 4月-1958年 3月

3 日本地方行財政の形成と構造 原型創出過程の考

察一 『社会科学研究J8巻5・605，9巻2号，r専
大論集J26号

4 専修大学法学部教授

藤田 勇

1952年 3月 東京大学法学部卒業

2 1952年 4月-1958年 3月

3 全人民的所有の運動形態としての計画契約の法的構

造 『社会科学研究j8巻3・4号 9巻1号

4 東京大学社会科学研究所教授

戸原 四郎

1952年 3月 東京大学経済学部卒業

2 1952年 4月-1959年 6月

3 ドイツ金融資本の成立過程 『社会科学研究J10巻
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1号 2・3合併号

4 東京大学社会科学研究所教授

岡崎 栄松

1953年 3月 東京大学経済学部卒業

2 1953年 4月-1957年 3月

3 価値論会よび分配論κ沿けるアダム・スミスとリカ

アドウ 『立命館経済学j 6巻1・2号

4 立命館大学経済学部教授

奥平康弘

元助手の在任期間，助手論文台よび現職

3， 4号

4 東京大学社会科学研究所教授

遅塚忠射

1957年 3月 東京大学大学院人文科学研究科修士

課程修了

2 1957年 4月-1963年 7月

3 17・8世紀ノレアン大司教領の経済構造 『社会科学

研究j 15巻3・4，5号

4 東京都立大学人文学部助教授

1953年 3月東京大学法学部卒業 石崎 昭彦

2 1953年 4月-1957年 3月 1958年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課

3 アメリカ(fC:t>'ける映画校閲制ー現代K沿ける表現 程単位修得退学

の自由の一考察一 『社会科学研究J10巻 5，6号 2 1958年 4月-1961年 3月

4 東京大学社会科学研究所教授 3 アメリカ金融資本成立過程の研究 『社会科学研究j

松沢 弘陽

1955年 7月 東京大学大学院法学政治学研究科修

士課程中途退学

2 1955年 7月-1960年 4月

3 天皇制体市1j(fC公ける労働運動リーダーシッフ・の諸類

型 『社会科学研究J11巻 5・6合併号

4 北海道大学法学部教授

望月 礼 二郎

1955年 3月 東京大学大学院法学政治学研究科修

士課程修了

2 1955年 7月-1960年 6月

3 謄本保有権の近代化ーイギリス土地所有法近代化

の一断面一 『社会科学研究J11巻 1，2号

4 東北大学法学部教授

関谷 嵐子

1951年 3月 東京大学経済学部卒業

2 1957年 1月-1961年 12月

3 イギリス労働組合の共済手当制度 『社会科学研究』

13巻 1，2・3合併号

4 北海道教育大学教授

利 谷 信義

1957年 3月 東京大学大学院法学政治学研究科修

士課程修了

2 1957年 4月-1961年 11月

3 r家」制度の構造と機能 『社会科学研究j13巻2・

J 2巻 2，4号

4 神奈川大学経済学部教授

小林 謙一

1958年 3月 東京大学大学院農学研究科博士課程

単位修得退学

2 1958年 4月-1961年 3月

3 就業構造と農村過剰j人口 御茶の水書房 1961 

4 法政大学経済学部教授

渡辺 昭

1958年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課

程単位修得退学

2 1958年 4月-1961年 3月

3 商品の「価値の実体」論と商品の 「価値形態」論ー

労働価値説の歴史Kなけるマルクスー 『社会科学

研究J12巻 2・4号

4 和歌山大学経済学部助教授

浅 井 敦

1956年 3月 愛知大学大学院法学研究科修士課程

修了

2 1958年 4月-1962年 3月

3 社会主義的憲法原理としての民主集中爺Ij r社会科

学研究J12巻6号， 13巻1号

4 変知大学法経学部教授

稲本 洋之助

1958年 3月 東京大学法学部卒業
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2 1958年4月-1966年 2月

3 フランス相続法の近代化K関する試論

4 東京大学社会科学研究所助教授

辰巳 光世

1958年 3月 東京大学法学部公法学科卒業 19' 

59年 3月 東京大学法学部政治学科卒業

2 1959年 4月-1965年 3月

3 政治的キー・シンボノレと 引照基準の体系 憲法調

査会公聴会の内容分析を通して一 『社会科学研究』

16巻 4・5号

"，小池和 男

1960年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課

程単位修得退学

2 1960年 4月-1963年 3月

3 わが国産業月l蹟金交渉の構造K関する実証的研究

『社会科学研究J14巻 2，3・4号

4 名古屋大学経済学部助教授

林 健久

1960年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課

程単位修得退学

2 1960年4月-1963年 3月

3 明治前期の租税構造 『社会科学研究J14巻 2，

3・4号

4 東京大学経済学部教授

佐藤 良雄

1960年 3月 東京都立大学法経学部卒業

2 1960年4月-1965年 3月

3 判例Kなける婚姻予約の研究 『社会科学研究J17 

巻5号

4 成城大学経済学部教授

和田 春樹

1960年 3月 東京大学文学部卒業

2 1960年 4月 -1966年 3月

3 近代ロシア社会の成立と発展 『社会科学研究J17 

巻 2，3号

4 東京大学社会科学研究所助教授

藤瀬浩司

1961年 3月 東京大学経済学研究科博士課程単位

修得退学

2 1961年 4月-1963年 3月

3 プロシヤ農民解放と農業進化の構造 『社会科学研

究J15巻4号 16巻1号

4 名古屋大学経済学部助教授

柴垣 和 夫

1961年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課

程単位修得退学

2 1961年 4月-1964年 3月

3 日本金融資本研究序説 財閥型金融資本の構造分

析一 『社会科学研究J5巻 2，3・4合併号

4 東京大学社会科学研究所教授

伊 藤隆

1961年 3月 東京大学大学院人文科学研究科修士

課程修了

2 1961年 4月-1966年 3月

3 ロンドン海軍軍縮問題をめぐる諸政治集団の対抗と

提携 『社会科学研究j 17巻4号 19巻2号 『昭

和初期政治史研究』東京大学出版会， 1969 

4 東京大学文学部助教授

加 藤 栄一

1962年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課

程単位修得退学

2 1962年 4月-1964年 3月

3 グァイマノレj切ドイツ資本主義の構造と運動一国家

独占資本主義的政策体系の必然、1生一 『社会科学研究』

16巻 3，4 " 5号

4 東京大学社会科学研究所助教授

伊藤 喜雄

1962年 3月 東京大学大学院農学研究科博士謀程

号位修得退学

2 、1962年 4月-1964年 10月

3 農地改革後VC;j;>ける農家の階層変動 『社会科学研

究J16巻 2，3号

4 信州大学人文学部教授

山田 卓生

1962年 3月 東京大学大学院法学政治学研究科修

士課程修了

2 1962年 4月-1967年 3月

3 借地法の生成と展開 ー宅地利用権の議澱転貸を中

心κして一 『社会科学研究J18巻 2，4号
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4 中央大学法学部教授

堀部政男

1962年 10月 東京大学大学院法学政治学研究科

博士課程中退

元助手の在任期間，助手論文むよび現職

程単位修得退学

2 1964年 4月-1967年 3月

3 南北戦争以後のアメリカ鉄道建設とその経済的意義

口

下王

1860 -1890年 『社会科学研究j18巻 5，6 

2 1962年 11月-1966年 11月 4 法政大学経済学部教授

3 イギリス近代法の形成ー 18世紀後半Vてなける司

法的立法研究序説 『社会科学研究J19巻 1，2号 中耳 太一

4 一橋大学法学部助教授 1964年 3月 東京大学大学院社会学研究科博士課

程単位修得退学

毛利 健三 2 1964年 4月-1967年 3月

1963年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課 3 中国官僚資本主義の形成- 30年代K於ける国民

程単位修得退学 党の経済政策を中心として 『社会科学研究j18 

2 1963年 4月-1965年 3月巻3，4号

3 1825年恐慌とイギリス綿工業ーイギリス産業資 4 滋賀大学経済学部助教授

本確立過程の構造分析序説一 『社会科学研究J17 

巻 6号

4 東京大学社会科学研究所助教授

山口 浩一郎

石坂 昭雄

1964年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課

程単位修得退学

2 1964年 4月-1967年 7月

1960年 3月 東北大学法学部卒業 3 オランダKなける近代財政の成立 オランダ型貿

2 1963年 4月-1966年 3月 易国家の市民革命と財政制度の変革一 「社会科学

3 試用労働契約の法的構成tてついて 『社会科学研究』 研究j 18巻 2，3号

18巻 1号 4 北海道大学経済学部助教授

4 上智大学法学部教授

山本潔

1963年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課

程単位修得退学

2 1963年 4月-1966年 3月

3 技術革新と労働市場構造の変貌 機械工業なよび

装置工業V亡命ける実証的研究一 『社会科学研究』

17巻 1号

4 東京大学社会科学研究所助教授

高村直助

1965年 3月 東京大学大学院人文科学研究科博士

謀程単位修得退学

2 1965年 4月-1966年 9月

3 日本紡績業の確立と展開 『社会科学研究j 19巻

4， 5， 6号

4 東京大学文学部助教授

松沢 哲成

1965年 3月 東京大学文学部卒業

保木本 一郎 2 1965年 10月-1972年 4月

1963年 3月 東京大学大学院法学政治学研究科修 3 石原莞爾と世界最終戦論ー満洲事変前後の日本フ

士過程修了 ァシズム運動一『社会科学研究J22巻 3，4号

2 1963年 4月-1968年 3月

3 ドイツK卦ける営業警察の展開 『社会科学研究』

19巻 5，6号， 20巻 2号

4 国学院大学法学部助教授

佐々木隆 雄

4 東京女子大学文理学部助教授

柳沢治

1966年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課

程 2年退学

2 1966年 4月-1970年 3月

1964年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課 3 ドイツ三月革命の農業・土地問題 『農民革命』
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の分析を中心K 一 『社会科学研究j 21巻2・3号 程単位修得退学

4 東京都立大学経済学部助教授 2 1968年 4月-1971年 3月

3 相対的安定期Vてなけるドイツの大銀行と産業の資本

戒 能 通厚 蓄積『社会科学研究j 22巻 1，2号

1966年 3月 東京大学法学部卒業 4 信州大学人文学部助教授

2 1966年 4月-1971年 3月

3 近代イギリス土地相続法の社会的基礎ーイギリス 早 川 征一郎

所有権法の一考察一 『社会科学研究j23巻3，5・ 1968年 3月 東京大学大学院経済学研究科修士課

6号 程修了

4 名古屋大学首長学部WJ教授 2 1968年 4月-1972年3月

3 戦後国鉄賃金決定機構の考察一昭和 24-32年を

手 塚 和彰 中心として 『社会科学研究j 25巻 5・6合併号

1966年 3月 東京大学法学部卒業 4 法政大学社会労働問題研究センタ一助教授3 法政大

2 1966年 10月-1970年 9月 学大原社会問題研究所研究員

3 戦前の労働組合法問題と旧労働組合法の形成と展開

『社会科学研究j 22巻 2号， 23巻2号 平石直昭

4 千葉大学人文学部助教授 1968年 3月 東京大学法学部卒業

2 1968年 4月-1974年 3月

西 川 純子 3 主体天理天帝ー横井小楠の政治思想一 『社

1967年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課 会科学研究j25巻 5，6号

程単位修得退学 4 千葉大学人文学部助教授

2 1967年 4月-1970年 3月

3 1920年代アメリカの企業金融分析ー金融資本展 本間 重紀

開過程のー側面一 『社会科学研究j 21巻 2・3号 1968年 3月 東京大学法学部卒業

4 東京都立商科短期大学助教授 2 1968年 4月-1974年 3月

3 戦時経済法の研究一国家的独占と経済法一 『社

神林章夫 会科学研究J25巻6号 26巻1号

1967年 3月 東京大学大学院経済学研究科修士課 4 静岡大学人文学部助教授

程終了

2 1967年 4月-1972年 3月 原田純孝

3 公共企業体の自立的基盤 公共投資論への一視角 1968年 3月 東京大学法学部卒業

・日本電々公社と建設投資一 『社会科学研究.123 21968年 12月-1976年 11月

巻5・6号 3 農地賃貸借の法構造とその特質 『社会科学研究J
4 信州大学人文学部助教授 28巻 3，6号

宮崎 良夫

1967年 3月 東京大学法学部卒業

2 1967年 4月 -1973年 3月

3 r法治国」の理念と現実ープロイセン官僚命Ij法治

主義の特質一 『社会科学研究j 25巻 2号， 26巻

1号

4 東京大学社会科学研究所助教授

小湊繁

1968年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課

田端 博邦

1972年 3月 早稲田大学大学院法学研究科博士課

程単位修得退学

2 1972年 4月-1975年 3月

3 フランスKむける労働者参加制度一企業委員会制

度の成立と展開 『社会科学研究j 26巻 6号， 27

巻 1号

4 東京大学社会科学研究所助教授
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非常勤研究員(非常勤講師)

氏名 当時の勤務先 在 任 期 間

清水威久 外務省調査局 1947. 5. 9~49. 3.31 

堅山利忠 経営研究所研究部 1947. 7. 31 ~ 49. 3. 31 

藤封 洋 1947. 7. 31 ~ 49. 3. 31 

佐藤 功総理庁 1947. 10. 31 ~ 54. 3.31 

高 柳 信 一 1951. 4. 1 ~ 52. 9. 1 

聞般衆三 東京教育大学文学 1951. 7. 1 ~ m. 3. 31 
部

福島正夫 東京大学東洋文化 19臼 4.1 ~ 54. 3. 31 
研究所

尾 形 昭 二 1953. 4. 1 ~ 55. 3. 31 

永 原 慶 二 東京大学史料編纂 1953. 4. 1 ~ 55. 3.31 
所

本橋 渥 横浜国立大学経済 1953.4. 1 ~ 55. 3. 31 
学部

江口英一 専修大学経済学部 19臼 4.1 ~ 57. 3. 31 

津谷彰一 三菱経済研究所 19臼 4. 1 ~ 5s. 3. 31 

小山博也 1953. 7. 1 ~ 54. 3.31 

永井 秀夫 1954. 4. 1 ~ 55. 3.31 

松本達郎 東京女子大学 1954. 5. 1 ~ fs. 3. 31 

小林孝雄 1954. 7. 1 ~ 54. 12.31 

吉岡昭彦 福島大学経済学部 1954. 7. 1 ~ 55. 9. 30 

千葉正土 都立大学 1954. 7. 1 ~ 57. 3. 31 

李在茂 1954. 8. 1 ~ fs. 10. 18 

渓内 謙 名古屋大学法学部 1954.11. 1 ~ 55. 1. 31 

稲子恒夫 名古屋大学法学部 1954. 11. 1 ~ 55. 12.31 

佐藤経明 横浜国立大学 1955. 4. 1 ~ fs. 3. 31 

柏 正夫 1955. 4. 1 ~ fs. 3. 31 

高木鉦作 東京市政調査会 1955. 4. 1 ~ $ 3. 31 

渡辺洋三 1955. 4. 1 ~ fs. 6. 30 

大石慎三郎 1955. 4. 1 ~ 58. 3. 31 

上 原 信 博 農政調査会 1955. 4. 1 ~ω3.31 

早川武夫 神戸大学法学部 1955. 10. 1 ~ 55. 12.31 

阿利莫二 法政大学法学部 19fs. 4. 1 ~ 57. 3. 31 

升味準之助 都立大学人文学部 19fs. 4. 1 ~ 57. 3. 31 

田中英夫 東京大学法学部 19$ 4. 1 ~ 57. 3. 31 

本橋 正 学習院大学政経学 19fs.4. 1 ~ m. 3.31 
部

木田純一 愛知大学法学部 1957. 4. 1 ~ 58. 3.31 

松尾 均 国民経済研究協会 1957.4. 1 ~ω3.31 

神野玉章一郎 立教大学経済学部 1958. 1. 1 ~ω3.31 

玉 島 信 義 1958. 2. 1 ~ 58. 3.31 

氏名 当時の勤務先 在任期間

船橋尚道 法政大学法学部 1958. 2. 1-m. 3.31 

杉本俊朗 横浜国立大学経済 1958. 4. 1-ω3.31 
学部

佐藤 進 武蔵大学経済学部 1958. 4. 1-62. 3.31 

遠藤輝明 横浜国立大学経済 1958. 6. 1-m. 3.31 
学部

柏 正夫 千葉大学文理学部 19m. 4. 1-印 3.31

川上勝巳 国学院大学政経学 195白 4. 1-61. 3. 31 
昔日

津田秀夫 東京教育大学文学 19m. 4. 1-63. 3.31 
音日

戸原四郎 ゆ印1. 1-臼.3.31 

阿利莫三 法政大学法学部 19ω4. 1-61. 3.31 

水田 博国学院大学政経学 l叩. 4. 1 -61. 8. 31 
部

秋田成就 法政大学社会学部 19ω4. 1-63. 3.31 

高橋 誠法政大学経済学部 1961. 4. 1-62. 3.31 

津田真激 武蔵大学経済学部 1961. 4. 1-62. 3.31 

田口陽一 19臼 4. 1-63. 3.31 

小林 三衛 茨城大学文理学部 19包 1. 1 -62. 3. 31 

本僑 渥横浜国立大学経済 I抱 2.1-63. 3.31 
学部

佐藤 竺成撲大学政治経済 l抱 4. 1-印。 3.31
学部

田中正俊 横浜市立大学文理 l抱 4. 1-臼 3.31
学部

渡辺一夫 法政大学文学部 19包 4. 1-64. 3. 31 

伊藤 三次 千葉県教育研究所 1963.4. 1-臼 3.31

志村嘉一 専修大学経営学部 1963. 4. 1 -64. 3. 31 

利谷信義 都立大学法経学部 1963. 4. 1 -64. 3. 31 

唄 孝一都立大学法経学部 l知 .4. 1-64. 3. 31 

北野弘久 国土館大学政経学 ω63. 10. 1 -64. 9. 30 
部

南 克己 神奈川大学法経学 l知 10. 1-臼 9.30 
部

江口英一 日本女子大学 1964. 4. 1 -65. 3. 31 

小 林 謙一 名古屋市立大学経 ゆ64.4. 1 -65. 3. 31 
済学部

椎名重明 立正大学経済学部 1964. 4. 1-65. 3. 31 

畑 穣早稲田大学法学部 l蜘 4. 1-65. 3. 31 

林 健久立正大学経済学部 1964. 4. 1-ffi. 3. 31 

宮野啓二 立正大学経済学部 1964. 4. 1-65. 3.31 

針生誠育 成媛大学政経学部 19臼 10.1-ffi. 9. 30 
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氏名 当時の勤務先 在任期間

奥平康~l\ 名古屋大学法学部 196i. 10. 1 ~ ffi. 3. 31 

石崎昭彦 神奈川大学経済学 19ffi. 4. 1 ~ ffi， 3.31 
昔日

小 林 三 衛 茨城大学文理学部 19ffi. 4. 1 ~ ffi. 3.31 

下山瑛二 都立大学法経学部 19ffi. 4. 1 ~ ffi. 3.31 

唄 孝一 都立大学法経学部 19ffi.4. 1 ~ ffi. 3.31 

三 輪 昌 男 国学院大学法経学 1姉 4. 1~ffi. 3.31 
部

諸国 実 神奈川大学経済学 19ffi.4. 1 ~ ffi. 3. 31 
昔日

吉川経夫 法政大学法学部 19ffi. 10. 1 ~ ffi. 9. 30 

伊藤 隆 都立大学法学部 19ffi. 4. 1 ~ 01. 3. 31 

字治田富造 立教大学経済学部 19ffi. 4. 1 ~ 01. 3.31 

黒木三郎 愛知大学法経学部 19ffi. 4. 1 ~ 01. 3.31 

馬場宏二 神奈川大学経済学 19ffi. 4. 1 ~ 01. 3. 31 
向部l

北条 功 学習院大学経済学 l揃.4. 1 ~ 01. 3. 31 
部

山口浩一郎 横浜国立大学経済 19ffi. 4. 1 ~ 01. 3.31 
学部

山本 潔 法政大学経済学部 19ffi.4. 1 ~ 01. 3. 31 

隅 野 隆 徳 専修大学法学部 l蜘 11. 1 ~ 01. 9.30 

岡田 進 東京外国語大学外 1901.4. 1 ~ ffi. 3. 31 
国語学部

高村直助 償浜国立大学経済 1901. 4. 1 ~ ffi. 3.31 
学部

堀 部 政 男 一橋大学法学部 1901. 4. 1 ~ ffi. 3. 31 

毛利健三 福島大学経済学部 1967. 4. 1 ~ffi. 3.31 

森 恒夫 明治大学経営学部 1901.4. 1 ~ ffi. 3. 31 

山崎広明 法政大学経営学部 1967. 4. 1 ~ ffi. 3.31 

山 田 卓 生 中央大学法学部 1901. 4. 1 ~ ffi. 3. 31 

高梨 昌 信州大学人文学部 1901.11. 16 ~ 70. 3. 31 

二宮宏之 東京外国語大学外 19偲 4. 1~ 臼 3.31
国語学部

浜田 稔 愛知大学法経学部 19偲 4. 1~ω3.31 

林 健久 立正大学経済学部 19ffi.4. 1 ~印 3.31

室井 力 名古屋大学法学部 19ffi.4. I.~ω3.31 

山之内靖 東京外国語大学外 19ffi. 4. 1~ω3. 31 
国語学部

神代和欣 横浜国立大学経済 19ffi. 4. 1~臼 9.30
学部

徳永重良 法政大学経済学部 19ffi. 4. 1 ~ω9.30 

玉 田 美 治 信州大学人文学部 19ffi.10. 1 ~ 70. 3.31 

森 恒夫 明治大学経営学部 1抑 4. 1 ~ 70. 3. 31 

伊藤 隆 都立大学法学部 19印 4.1 ~ 71. 3. 31 

小林三衛 茨城大学文理学部 1知 4. 1 ~ 71. 3. 31 

中西臥次 愛知大学法経学部 19ω. 4. 1 ~ 71. 3. 31 

山中永之佑 大阪大学法学部 19ω4. 1~ 冗 3.31

氏名 当時の勤務先 在任期間

遅塚忠釘 都立大学人文学部 19ω10. 1 ~ 71. 3. 31 

中村政則 一橋大学経済学部 19a. 10. 1 ~ 71. 3. 31 

樋口陽一 東北大学法学部 19ω10. 1 ~ 71. 3. 31 

山口浩一郎 倹浜国立大学経済 19a.10. 1 ~71. 3.31 
学部

高橋 誠法政大学経済学部 1970. 4. 1 ~ 71. 3.31 

江藤イ介泰 都立大学法学部 1970. 4. 1 ~ 72. 3. 31 

斉藤 孝 学習院大学法学部 1970. 4. 1 ~ 72. 3.31 

清水 誠都立大学法学部 1970. 4. 1 ~ 72. 3.31 

志村嘉一 専修大学経営学部 1970. 4. 1 ~ 72. 3.31 

加藤栄一 東北大学教養部 1970. 4. 1 ~ 72. 9. 30 

荒瀬 豊東京大学新聞研究 1970. 4. 1 ~ 74. 3. 31 
所

林 健久東京大学経済学部 1970. 4. 1 ~ 74. 3. 31 

平田重明 都立商科短期大学 1970. 4. 1 ~ 7'5. 3. 31 
商学部

松下圭一 法政大学法学部 1971. 4. 1 ~ 72. 3.30 

小湊 繁信州大学人文学部 1971. 4. 1 ~ 72. 9.30 

手口座一清 金沢大学法文学部 1971. 4. 1 ~ 72. 9. 30 

清水 陸 中央大学法学部 1971. 4. 1~73. 3.31 

高梨 昌 信州大学人文学部 1971. 4. 1 ~ 73. 3.31 

高橋清徳 明治大学法学部 19九 4. 1 ~73. 3.31 

竹前栄治 都立工業高等専門 1971. 4. 1 ~ 73. 3. 31 
学校

田中 学立正大学経済学部 1971. 4. 1 ~ 73. 3. 31 

依田精一 東京経済大学経済 1971. 4. 1 ~ 73. 3. 31 
学部

上原信博 静岡大学文学部 1971. 4. 1 ~ 74. 3.31 

天川 晃東京大学法学部 1972. 4. 1 ~ 72. 9.30 

手塚利彰 千葉大学人文学部 1972. 4. 1 ~ 73. 3. 31 

小田中聡樹 都立大学法学部 1972. 4. 1 ~ 74. 3.31 

浅井 敦愛知大学法経学部 1972.4. 1 ~ 75. 3. 31 

天川 晃東京大学法学部 1973. 4. 1 ~ 73. 9. 30 

下村由一 駒沢大学 19沼 4.1 ~ 74. 3. 31 

柚 正夫九州大学法学部 1973. 4. 1 ~74. 3.31 

高橋 誠法政大学経済学部 1973. 4. 1 ~ 74. 3. 31 

田中 ‘学 東京大学農学部 1973. 4. 1 ~ 74. 3. 31 

星野安三郎 東京学芸大学教育 19沼 4. 1 ~74. 3.31 
学部

今井清一 横浜国立大学文理 1973. 4. 1 ~万 3.31
学部

影山日出弥 名古屋大学教養部 1973. 4. 1 ~万 3. 31

斉藤 孝学習院大学法学部 1973. 4. 1 ~ 7'5. 3. 31 

斎藤 稔法政大学経済学部 1973. 4. 1 ~ 75. 3. 31 

竹村英輔合化労連 1973. 4. 1 ~ 75. 3. 31 

真保潤一郎 高崎経済大学経済 1973. 4. 1 ~ 7'5. 3. 31 
学部
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非常勤研究員

氏名 当時の勤務先 在 任 期 間 氏名 当時の勤務先 在任期間

下村由一 津田塾大学学芸学 1974. 4. 1-75. 3.31 高畠通敏 立教大学法学部 1975. 4. 1 -71. 3. 31 

音11 樋口陽一 東北大学法学部 1975. 4. 1-71. 3. 31 

木村鏑二 茨波大学教養部 1974. 4. 1-万 3.31
キト 慶植 19万 4. 1 ~ 77. 3. 31 

諌山 正 新潟大学人文学部 1974. 4. 1-75. 9.30 
松井芳郎 名古屋大学法学部 19ち 4. 1 ~ 71. 3. 31 

本 間 重 紀 静岡大学人文学部 1974. 4. 1-万.9.30 
松本 宏 横浜国立大学経済 1975. 4. 1 ~ 71. 3. 31 

回中治男 東京外国語大学外 1974. 4. 1 -76. 3. 31 学部

国語学部
三和良一 青山学院大学経済 1975. 4. 1-77. 3. 31 

西川大二郎 法政大学教養部 1974. 4. 1 -76. 3. 31 学部

西川 正雄 東京大学教養学部 1974. 4. 1-76. 3. 31 田中 学 東京大学農学部 19万 11. 1~77. 3.31 

中村 政則 一橋大学経済学部 1974. 4. 1-77. 3. 31 影山日出弥 名古屋大学教養部 1976. 4. 1-76. 8. 30 

原 朗 東京大学経済学部 1974. 4. 1-π3.31 木村靖二 茨城大学教養部 1976. 4. 1-ア7.3.31 

白井正臣 早稲田大学文学部 1974. 4. 1-π3.31 下村由一 千葉大学人文学部 1976. 4. 1 -77. 3. 31 

小田中聡樹 都立大学法学部 19万 4. 1 -77. 3. 31 竹村英輔 日本福祉大学 1976. 4.・1~ 71. 3.31 

神田文人 京芸事女子高等学校 1975. 4. 1-π 3.31 諌山 正 新潟大学人文学部 1976. 10. 1 ~ 77. 3. 31 

北原 敦 北海道大学文学部 19万 4. 1-π. 3.31 

一一 109ーー



事務職員

.M 手塚越った子 1973.2.1 

現事務職員 図書館より配置換

資料雑誌掛

事 務 長 鈴 木 一男 1974.4.1 掛 長小黒義夫 1947.4.30採用

文学部より配置換 事務官小野欣也 19ffi. 10. 16 東洋文化研

総務主任野袴祐治郎 1976.6. 16 究所より配置換

農学部より配置換 同 三浦玲子 1袋D.2.1

図 書 主 任 坂本二郎 1948.12.13採用 庶務部より配置換

庶 務 掛
同 相田晴美 1967.11. 25採用

掛 長菊池敏昭 19万.4.1 農学部附属
同 栗林久美子 1971. 4. 1 

演習林より配置換 医学部より配置換

事務官渡部俊一 Eお7.4.1 採用
同 原島二美雄 1974.2.1 

東京工業高転等任専門
同 浜野輝子 1961. 8. aJ採用 学校より

同 入手藤雄 1974.3. 1 採用 番羽 訳 室

用務員野村うめ子 19$.4.1 採用 助 手森谷文昭 1974.8. 1 採用

倉持 豊 I叩.1.1 採用 全体研究事務局

岩間重一 19iO. 1. 25 助 手 土固とも子 1971. 2.1 採用
医学部より配置換

所長秘書室
青木ちか 19iO.IO.19 

事務補佐員稲田恭子 1976.4.1 採用学生部より配置換

会 計 発}

接} 長荒野賢治 1976.4.1高エネノレギ一物 旧 事務職員
理学研究所より配置換

給与主任片岡愛子 1957.3.1 採用 氏名 在職期間 備 考

事務 官櫛引伸彦 1961. 10.3 採用 事務長

同 川合登巳雄 19π.1.1 長 谷 川 潔 1946. 11. 3O~ 67. 3.31 庶務部へ配置換
文学部より配置換

安原弥三郎 1967. 4. 1 ~ η. 3.31 応用徴生物研究所
技 官愛川正三 1957.5.1 採用 へ配置換

業 務 設} 白石由博 1971. 4. 1 ~ 74. 3.31 医学部附属病院へ

掛 長塚 越 由 夫 1953.11. 16採用 配置換

技 官堀内 正雄 1962.1. 1 職員

経理部より配置換 小山喜一 1946. 11. 30 ~ 48. 6. 1 退職

事務官奥田嗣士 1962.7. 16 採用 二塚治、づ江 1947. 1. 21 ~ 47. 6.30 退職(矢内原と改

同 渡辺福治 1963.6. aJ採用 姓)

調査 統 計 掛 橋本昭三 1947. 1. 31 ~ 47. 2.28 退職

按i長併) 野瀞祐治郎 森谷幸子 1947. 1. 31 ~ω 1.31 退職(小黒と改姓)

事務官田中みさ子 1967.6.1 採用 星山 登 1947. 1. 31 ~47. 4.30 退験

図 書 接ト 清水利子 1947. 1. 31 ~ 52. 3.31 退職(長谷川と改
姓)

接} 長林紗千子 19!D.5.1 採用
菊池清四郎 1947. 1. 31 ~ 57. 3. 11 退職(死去)

事務官針貝信子 1975.1. 1 採用
長谷川弥吉 1947. 2. 1 ~ 52. 4. 1 法学部へ配置換

同 山本 節 子 1961. 4. 1 採用
長谷川正吉 1947. 3. 1 ~ 54. 4. 9 退職(死去)

同 笠原昌一郎 1鋭i5.3.16 採用
柏原宗太郎 1947. 3. 31 ~ 67. 10. 1 海洋研究所へ配置

同 直井あつ子 1後D.4.25 採用 換
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氏名 在職期間 イ商

田村倫子 1947. 3. 31 ~ '18. 8. 31 退職

坂口清明 1947. 3. 31 ~ '18. 12.31 退職

高木キク 1947. 4. 1 ~ $ 9.30 退職

野 口 周 子 1947. 4. 1 ~ 48. 12.23 退職

木 崎 和 広 1947. 4. 3O~ 47. 10.30 退職

三上トメヨ 1947. 5. 1 ~ 68. 6. 15 退職(永田， 1宰口
と改姓)(死去)

浅野 貞 19-17. 8. 31 ~ 49. 8.31 退職

鍔 本 英 子 1947.10. 31 ~ '18. 7.31 退職

野沢文吾 1947. 11. 10~ 49. 2. 18 退職

伏木千鶴子 1947. 1 1. 30~49. 8.31 退職

大石新三郎 1947. 12. 27 ~ 48. 12. 31 退織

山口 英子 l生18. 3 1 5~68. 9.30 退職(滝口と改姓)

千葉セツ子 1948. 4. 1 5~49. 8.31 退職(田添と耐性)

竹 内 義 信 1948. 4.30~76. 6.16 農学部へ配置換

小曾根節子 1948. 6. 1 5~ !IJ. 3. 20 退職

松回須美江 1948. 7. 31 ~ 48. 12. 28 退職

峰岸秀吉郎 1948. 8. 31 ~ 62. 3. 10 退職

河合 三 1948.10.1 5~ '19. 8.31 退職

相 河 文 一 1949. 1. 1 0~49. 9.30 退職

中台 宏 1949. 8. 31 ~!IJ. 7. 10 退職

小林百合子 1949. 9. 3O~ 52. 4. 1
'
1 退職(下山と改姓)

森 利枝 1949.10. 1 3~ 51. 1. 31 退職

長 谷 川 勲 1949.11. 1 5~ !IJ. 3.25 退験

中村宗四郎 19白 2.28~ 67. 6.30 停年退職

細田百合子 19!IJ. 4. 15~ 51. 7. 15 退職

高尾謙治 19!IJ. 4. 30~ 51. 3. 1 学生部へ配置換

高橋藤次郎 19!IJ. 7. 15~ 55. 4.30 退職

山本美千代 19日 3. 1 5~ 下1. 1. 30 退職(田村と改姓)

高尾潤治 1951. 3. 1 6~ 55. 6.30 退職

沢田幸一 1951. 4. 1 ~ &1. 10. 10 退職(死去)

樫尾道子 19日 4.1 6~ 白 1 1. 30 返J段

土居喜公 1951. 6. 1 6~ 74. 4. 1 医学部附属病院へ
配置換

加 藤 綾 子 1952. 1. 1 ~ 52. 12.31 退職

榎本京子 1952. 3. 31 ~日 6. 30 退職

清 水 政 子 1952.12. 1 ~臼. 7.31 退職

染 谷 政 治 1952. 12. 22~ 66. 12.31 停年退i織

牛崎斉子 19臼 1. 1 ~ 58.12.31 退l依(藤田と改姓)

作田健吉 19S1. 4. 1 ~ 54. 6.16 教育学部へ配置換

坂 本 泰 三 19S1. 7.1 6~ 臼. 11 . 15 退職

長島ー器 19日 3. 1 ~ 57. 6. 30 退職

伊平一三 1954. 6.16~57. 4.20 退j絞

千年貞子 19臼 10.8~ 61. 8.31 退j織(西)11と改姓)

小沢金作 19日 1. 1 ~ 62. 7. 1 医学部へ配置換

考 氏名

大岩知恵 1955. 4. 1 ~!l). 10. 31 退職(岡田と改姓)

イ蔚

員

考

験務事

手塚英夫

萩原宣之

岩崎喜久栄

桝回しのぶ

大竹 H令子

笹川周次

池田松子

黒沢清子

竹内公英

正木忠夫

原 博子

谷口究子

公文国子

町田美穂子

永戸民子

内田文尾

高梨即子

中山一郎

)11口綾子

斉藤瑞枝

川名慶子

小林栄吾

在 職 期 間

1955. 8. 1 ~ ill. 1. 31 

19$ 2. 1 ~5白 8.31

19!1). 2. 1 ~::9. 7. 31 

19!1). 4. 1 ~ 63. 3. 31 

19!1). 4. 11 ~ 61. 6. 30 

19!1). 8. 1 ~ !l). 12. 31 

19!1). 12. 1 ~ω9. 30 

1957. 3. 1 ~ 63. 9. 15 

1957. 4. 1 ~ 61. 7. 1 

1957. 9. 1 ~ 61. 9. 16 

1958. 4. 1 ~包 6. 30

1958. 6. 2~ 62 6.30 

19::9. 1. 2O ~62. 10. 31 

19::9. 1. 31 ~ 62. 9.30 

19::9. 4. 1 ~ ffi. 1. 31 

1959. 4. 1 ~ 61. 6. 30 

195白。 5.11 ~ 61. 7. 1 

山D.12. 1 ~ 67. 12. 31 

ゆ61.3. 1 ~ 61. 6. 30 

1961. 4. 1 ~ 64. 8. 1 

1961. 7. 1O~ 62. 4.30 

1961. 7. 11 ~ 62. 12.31 

退職(中堅と改姓)

返l熊

退職(廟さと改姓)

退職(藤森と改姓)

退職
退l段(法学部へ配置
換)(死去)

退j級(尼子と改姓)

一橋大学へ出向

退i獄

庶務部へ配置換

退l際(比屋根と改姓)

退J殺

退職

退!被

退職(花岡と改姓)

退職

退職

退職

退職

医学部へ配置換

退職

退職

高尾照男 1961. 10. 1 ~ 73. 4. 1 大型計算機セ:/?<
ーへ配置換

小沢 勇 l抱 2.26~75. 12. 31 停年退職

本沢 洋子 I抱 2.26~ 67. 6. 1 医学部F付属病院へ
配置換
(櫛号|と改姓)

津田浩子 1962. 7. 1 6~ 66. 12. 16 退職

子金雄七 ω62. 7. 1 6~65. 6.15 退職

田中節子 l抱 7.1 6~ 74. 12.31 退職

後藤貞夫 l抱 8. 1 ~72. 5.16 地震研究所へ配置
換

岸本小笑子 ゆ包 10.1 ~ 67. 6. 15 退!被(斉藤と改姓)

谷口喜代子 1963. 4. 1 ~ 66. 6.30 退職

秋山 日郷 19臼. 6. 1 ~ 74. 2. 1 東京工業高等専門
学校へ出向

中島 幸日子 1964. 12. 1 ~ 67. 5. 1 退職

小泉貞夫 19白 9.16~ 68. 4. 30 退i荻

伊藤万里子 1900. 9. 2O~ 70. 5.31 退職(田中と改姓)

辻喜美子 1966. 4. 11 ~ 67. 1. 26 退職(博田と改姓)

大木正八 1967. 2. 14~ω 7.31 退職

権藤宏子 1967. 7. 16~ω 12.31 退職(高村と改姓)

霧野貴子 1967. 11. 1 ~ ffi. 2.28 退職(辛島と改姓)

坂田幸雄 19ffi. 3. 16~ 72. 6. 5 退j様



氏名 在職期間 備 考 氏名 在職期間 備 考

池田重一 ωffi. 4. 1 ~ 74. 6. 1 信州大学へ出向 今野由美子 1971. 5. 11 ~ 75. 3. 31 退職(小川と改姶)

本間 トシ 19ffi. 4. 1 ~ 70. 3. 30 退職 藤田光子 1972. 4. 1 ~ 74. 8.31 退職(小熊と改姓)

金井久美子 19ω. 3. 16~ω4.15 退職 進藤治男 1972. 5. 16~ 75. 4. 1 地震研究所へ配置

福田友江 1970. 4. 1 ~ 70. 8. 22 退職
換

秋山寛子 1970. 4. 1 ~ 72. 3. 31 退職(中)11と改姓)
尾崎かほる 1974. 1. I ~ 74. 10.28 退職

渡辺雅子 1970. 10. I ~ 73. 12. 29 退験
藤田 隆 1974. 4. 1 ~ 76. 4. I 文学部へ配置換

大月雪乃 1971. 3. 1 ~ 71. 3. 31 退職
御園郁子 1975. 1. 1 ~花 3. 30 退職

小)11原茂樹 1971. 3. 25~ 77. 1. 1 文学部へ配置換



共同研究

本研究所の使命とする研究は，政治・法律経済等社会科学のあらゆる領域Kまたがってい

る。

元来，社会科学としての政治学・法律学・経済学は，その研究対象が密接な内面的関連を有

している点からいって，その研究は当然、Kそれらの各分野の有機的な連繋と協力とを必要とす

るのであるが，各分野の研究の進展ととも vr，それぞれ専門的K分化し，現在では研究上はほ

とんど互K関連のない独立の学問となっているといってよい状態tてある。それと同時vr，その

研究はしばしば専門技術化する傾向をまぬがれないのであって，それぞれの分野ではきわめて

詳細な研究が行われているKもかかわらず，最近の社会・国際情勢から生ずる政治法律経

済の互K影響しあった:複雑な現象は， ζれを全体として充分K解明し得ないと h う難点をまぬ

がれないととKなる。本研究所が，政治・法律・経済の 3分野を総合的K研究するという目的

をもって設立されたのも，まさKとのような複雑な現象の合理的解明を必要とするK至ったか

らKほかなら左い。

上K述べた目的を達成するためKは，もちろん，単K従来の各分野vr;1'，'ける諸研究を基礎と

して，その総合を企図するという Kとどまるζ とはできない。すなわち，本研究所は，一方で

は総合を目的とする理論的基礎的研究を推進するととも vr，他方では実証的 目歴史的研究K重

きを置き，しかもまた単Kわが国の笑態を研究するというだけでなく諸外国の実態と比較する

という方法をも採っている。 言葉をかえていえば，基礎研究と地域研究とを一体化して有機的

な共同研究を行っている。まさ vr，とれら社会科学の各分野の密接な協力Kよる総合的比較研

究は本研究所の研究K謀せられた大き左使命の一つであ 9，また，その研究K特色を与えるも

のでなければならない。そのような見地から，地域研究部門Kあっても，基礎研究部門との不

断の連繋をはかると同時vr，それぞれの部門vr:なける相互の研究協力をはか9，との部面K辛子

いても総合的研究を進めるととも vr，また，社会科学の国際的交流と協力と K貢献してきた。

したがって，本研究所で行われているいわゆる実態調査も，単Kわが国の現状の調査という

ととを目的とするものではなく，常K諸外国との比較研究をもって，わが国の現状の客観的・

歴史的分析を企図しているのである。そ して，ζのような目的K即して， 創立後直ちK実証的

な調査研究をはじめたのであるが，それは初めから必ずしも部門を単位とせず，研究課題を選

定 して，関連部門の研究者がとれK参加するという方式をとり ，r漸次追加された部門の担当者

を加えて調査研究を行って来た。

その趣旨の下K幾つかの共同研究組織が設けられている。とく vr，文部省特殊研究及び科研

費特定研究は，本研究所のプロジェクト共同研究として顕著な成果をあげている。最近の例と

しては r基本的人権の研究 J(特殊研究)， r戦後改革の研究 J(特殊研究)， rファ γ ズム

と民主主義」等がそれであって，各研究員は，原則としてζれらの共同研究K参加する。

また，共同研究の中Kは， ζのよう K所員全体が参加する全体研究のほかvr，所員を中心と

し，所外の研究者を含めたグノレープ研究がある。 ζ のグノレープ研究κは，特定のプロジェクト

をきめないで，基礎的な研究をする Fイプの もの，特定のプロジェクトを設定して，系統的K

何年かKわたってそれを研究するタイプのもの，さらvr，実態調査や第一次資料の収集 ・整理

を中心とするタイプのもの等，さまざまの Fイプのものがあるが，いずれも ，本研究所の公認

するグノレープ研究として，全体の研究体制jの中K重要な地位を占めている。各所員は，個人研

究，グループ研究，全体研究の相互の有機的つながりの中で，個人の研究業績と研究所の研究

業績とを統ー して，同時K高める職責を有してむ 9，そのための研究者の自己規律や相互点検
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も，近時， 大学改革の一環として進められてきている。

それらの共同研究や個人研究の成果は，あるいは所内の定期的念総合研究会で報告され，あ

るいは紀要『社会科学研究Ji'C発表され，さらVてまとまったものは単行本と して， r東京大学

社会科学研究所研究叢書J， r東京大学社会科学研究所研究報告J， r調査報告J.あるいは

『資料』 として公刊されているo また，とれらの論文なよび叢書の内容は英文でレジュメされ，

社会科学の国際交流と協力のためi'C， Annals of the Inst i tute of Social Science 

(もと Social Science Abstracts)として，ほほ毎年出版されている。

関所以来の共同研究のテーマ，参加者及び研究成果の主要なものは下記のとな bである。

1. ζ とK共同研究としてかかげたものは，当研究所「所員会記録 Ji'C共同研究として記載

されている研究，台よび文部省特別研究費(のち特殊研究費) 文部省科学研究費(機関

研究費，特定研究費，試験研究費， 総合研究費)等tてよる共同研究である。当研究所K辛子

いては， 1971年度以後， 1"""全体研究 J1"""グループ研究 J1"""個人研究」という研究区分が

主?となわれているが，ととに共同研究として記載されているのは，このうち前二者ーである。

なな， 1"""全体研究」をよびそれK相当するものKはネ印を付 した。

2 記載事項は，研究テーマ， (1)研究継続年度(研究費)， (2)研究組織なよび参加者， (3)研

究報告書である。記載Kあたっては，上記各項目の(1)(2)(3)等の付号のみをかかげた。

3. 研究組織・参加者Kついては，原則として研究発足時点の名称・参加者を記載した。在

台，代表者十ては*印を付した。

4 報告書は共同執筆のものUてかぎり，個人論文著作等はのぞいた。

5 配列は，研究開始年度の順Kょった。

民主主義研究*

第 1部「民主主義の思想と制度 各国の比較研究一」

第 2部「日本Kなける資本主義の発達と民主主義」

第 3昔日 「転換期Kなける行政機構の民主主義化の問題，

とく K各種行政委員会の実態調査」

第4部 「労働組合運動と民主主義，殊K最近の労働j争

議K現れたる民主主義化の傾向の実態調査」

(1)1947-48 (47・48科研費)

(2)学術研究会議民主主義研究特別委員会

矢内原忠雄*

第 3部鵜飼信成本 ，林茂，加藤一郎，大内力，

金沢良雄， 有泉亨， 下山瑛二，小山博也，矢沢

惇，喜多川篤JJl!.，高橋勇治，雄川一郎，天城勲，

辻清明，内田力蔵，綿貫芳源、

第 4部 大河内一男¥氏原正治郎，遠藤湘吉，

大塚斌，塩田庄兵衛，隅谷三喜男ほか

(3)東京大学社会科学研究所編『戦後労働組合の実態』

(研究報告第 1集， 1950年 3月，日本評論社)

東京大学社会科学研究所編『行政委員会J(研究報

告第 2集，1951年 5月，日本評論社)

宅地及び住宅問題の総合的研究

(1)1948-51 (建設省研究費，5 0手村済費総合〕

(2)東京大学宅地住宅総合研究会(東京大学社会科学研

究所内)

矢内原忠雄¥我妻栄，田中二郎， 山田盛太郎，

大河内一男，宇野弘蔵，有泉亨，島田久吉，三木

義雄，広瀬武文，幾代通，1藤田若雄， )11回侃，

江村稔

13)東京大学社会料学研究所編『戦後宅地住宅の笑態』

(研究報告第 3集， 1952年 6月， 東京大学出版

会)

林業経営と林業労働

(1) 1 948 -5 1 (林野庁委託)

(2)宇野弘蔵*鈴木鴻一郎，大内力，近江谷左馬之介，

中木康夫

(3)東京大学社会科学研究所編 『林業経営と林業労働』

(研究報告第 5集， 1954年4月，農林統計協会)

労働組合運動の実態調査

(1) 1948 -54 (科研費)

(2)東京大学社会科学研究所内労働問題調査研究会

大河内一男¥有泉亨，遠藤湘吉，氏原正治郎，

隅谷三喜男，塩田庄兵衛，秋田成就，内藤員IJ邦，

戸坂嵐子，川回侃，加藤勇，竹浪祥一郎，福島新



吾，藤田若雄，外尾健一

131大河内一男編『日本労働組合論J(研究報告第 6集，

1954年 6月，有斐閣)

東京大学社会科学研究所編 『戦後初期労働争議調査』

(調査報告第 13集，1971年 3月，同所干1]) 

日本社会の住宅問題

11) 1950 -53 ( 50科研費総合)

121宅地住宅総合研究会

有泉亨¥青木宗也，秋山懐，内山尚三，箆山京，

鈴木武雄，中鉢正美，中村卯一，楢崎二郎，波多

野真

131東京大学ネ士会科学研究所編『日本社会の住宅問題』

(研究報告第 4集， 1953年 1月，東京大学出版

会 )

安 定経済下の農村経済の変貌

11) 1 950 -5 2 (特別研究費， 50・51 科研費試験)

121本邦経済産業・財政金尾崎日門

宇野弘蔵¥鈴木鴻一郎，加藤俊彦，武田隆夫，

遠藤湘吉，大内刀，近江谷左馬之介，中木康夫，長

坂聴，西村甲一，隠峻衆三，斎藤精進，野尻重雄，

大島清 3 硲正夫

131宇野弘蔵 ・鈴木鴻一郎・加藤俊彦 武田隆夫・遠藤

湘吉・大内力「長野県西筑摩郡王滝村調査報告」

( r社会科学研究』第 3巻第 2号， 1951年12月)

字野弘蔵編『日本農村経済の実態j (研究報告第12

集， 1961年 2月，東京大学出版会)

立 法 及 び 政 治 教育の政策に寄与する目的のた

め の 農 村 実態の総合的調査

11) 1 950 -5 3 (特別研究費 50・51科研費試験)

121鵜飼信成*辻清明，高橋幸八郎，林茂，潮見俊隆，

福島新吾，喜多川篤典，磁田進，大内力，加藤一

郎，羽鳥卓也，小山博也，阪本仁作，下山瑛二，

照井隆太郎，竹浪祥一郎，中木康夫3 吉野悟，秋

田成就

131東京大学社会科学研究所編『町村行政の笑態』上・下

( 1953年，同所図書室所蔵，手稿 200字618枚〕

給与・公営住宅 の 研 究

11) 1950 -5 5 

(2)宅地住宅総合研究会

有泉亨¥氏原正治郎，戸坂嵐子，藤田若雄，秋

田成就，青木宗也，梶山晃，小林孝雄，中村卯一，

共同研究

外尾健一，小沢辰男

13)有泉亨編 『給与・公営住宅の研究J(研究報告第 9

集， 1956年 3月，東京大学出版会)

労働協約の総合的研究

11) 1950-54 ( 50・54科研費)

121労働協約研究会

有泉亨¥山之内一郎，氏原正治郎，藤田若雄，

秋田成就，外尾健一，藤田勇，佐藤進

13)東京大学社会科学研究所 「戦後労働協約の分析」

(労働法学会『労働法』第 2号， 1952年 10月)

労働協約研究会 「外国労働協約資料H，口，臼」

( r社会科学研究』第 5巻第 2号・ 3号・ 4号，

1954年8月-12月)

人民民主主義の政治・法律の総合的研究

(1) 1952-54 (53科研費)

121山之内一良s* ，高橋勇治，宇高基輔，高柳信一，藤

田若雄，竹浪祥一郎，藤田勇，岡崎栄松，平野義

太郎，仁井田陸，幼方直吉，戸沢鉄彦，五十嵐豊

作，新村猛，横越英一，長谷川正安， ~案内議，稲

子恒夫，岡本博之z宮内長，柳春生，浜田稔，苅

屋田義弘，古島和維，本橋渥

13)高橋勇治・戸沢鉄彦編『人民民主主義の研究Jllim

( 1955年 10月，動草書房)

日本社会の基礎を為すコンミューニティーの

総合的社会実態調査*

111 1 952 -54 (特別研究費)

121鵜飼信成¥有泉亨，内問力蔵，林茂，話題田進，加

藤俊彦，遠藤湘吉，大内力，潮見俊隆，高柳信一，

藤田若雄，福島新吾，小山博也，長坂聴、，江守五

夫，岡田与好，大島太郎，藤田勇，戸原四郎，陣

峻衆三

村落構造の研究

11) 1953-63 (徳島県研究費， 55・56特殊研究費

配分 56毎日学術奨励金)

121東京大学社会科学研究所村落構造研究会(rコミュ

ニティ研究」の一環)

機田進¥潮見俊隆，石田雄，江守五夫，岡田与

好，大島太郎，陣峻衆三，奥平康弘，高柳信一，

望月礼二郎，千葉正士，永原慶二，上原信博，渡

辺洋三，梶井功，小山博也，阿利莫二，安良城盛

昭，菊池昌典，松原治郎，井出嘉憲，石田雄



(31磯田進編 『村落構造の研究j (研究報告第 8集，

1955年12月，東京大学出版会)

石田雄井出嘉憲 ・安良城盛昭磁回進・潮見俊隆

千葉正士 ・障峻衆三 ・梶井功 望月礼二郎 「鹿児

島県農村調査覚書(1)-(7)J(r社会科学研究』第12

巻第 5号~第 14巻第 2号， 1961 年 3 月~ 62 

年 10月 )

都市におけ る貧困層の実証的研 究

( 1 1 1 953~63( 厚生科学研究費)

(21コミュニティ研究都市班

氏原正治郎¥江口英一，津田真激3 関谷耕一，

山崎、清，向山耶幸，松尾昌子

社会保障の比較研究

(11 1 953~62 (55・56厚生科学研究費)

(21山之内一郎て鵜飼信成，有泉亨，内田力蔵，宇高基

報i， 藤田勇，尾形昭二

(31東京大学社会科学研究所編『ソ連邦の社会保障』

(調査資料第 4集， 1963年，同所干11) 

農業災害補償制度の実態

(111954~55 (54・55農林省応用研究費)

(21大内力て大学院 学部学生約 20名

(31大内力 『農業災害補償制度の実態J(調査資料第 l

輯， 1957年 7月)

(31氏原正治宝日江口英一 ・高梨昌・関谷耕一 「都市K ニューディールの総合的研究

むける貧困層の分布と形成K関するー資料(1J(2IJ ( 111954~59 (54科研費総合)

q 社会科学研究』第8巻1号，第11巻2号， 1956 (21ニューデ ィーノレ研究会

年 11月， 1959年 10月 ) 嘉治真三て鵜飼信成，内問力蔵，鈴木圭介，鈴木

氏原正治郎・江口英一・ 山崎清 「日雇労働者の賃金 鴻一郎，宇i'!野玉章一郎，田口陽一

と最低生活費(I)(2)j( r社会科学研究』第13巻4 (31東京大学社会科学研究所編『ニューディーノレ政策文

号・第14巻6号，1962年2月・ 1963年3月) 献目録(経済編)J (文献目録第 3冊， 1960年，

東京大学社会科学研究所編 『都市(tC~，ける被保護層 同所干11) 

の研究j (調査報告第7集，1966年3月，同所干11) 

地租改正の研究

(11 1953~5 7( 53 ・ 55.56 科研費総合)

(21宇野弘蔵¥林茂，加藤俊彦，遠藤湘吉，大内力，

武田隆夫，小山博也，戸原四郎，限峻衆三，永井

秀夫，永原慶二

(31宇野弘蔵編 『地租改正の研究Jは)仔) (研究叢書

第 10冊-第 11冊， 1957年 B月・ 58年4月，

東京大学出版会)

京浜工業地帯におり る労働市場の実態調査研
dn  
7L 

(11 1 953~55(53科研費試験)

(21大河内一男ぺ有泉亨，氏原正治郎，藤田若雄，松本

達郎，秋田成就2 外尾健一，江口英一，高梨昌，

関谷耕一

(31大河内一男 氏原正治郎編 『労働市場の研究.1 (研

究報告第 7集， 1955年 9月，東京大学出版会)

立法過程の法社会学的研究

(11 195 3 ~ 54 ( 53 . 54科研費総合)

(21鵜飼信成て有泉亨，内田力蔵，高柳信一，石田雄，

福島新吾，奥平康弘，辻清明，佐藤功

失業の実態並に失業対策の効果に関する実証

的研究*

(11 195 5 ~ 5 9 ( 55 .56特殊研究費)

(21東京大学社会科学研究所失業調査石炭班・造船班

有泉亨て遠藤湘吉，大内力，氏原正治郎，藤田若

雄，秋田成就，江口英一，舟橋尚道，松尾均，高

梨昌，津田真激，小林謙一，戸塚秀夫，徳永重良，

栗田健，小池和男，神代和欣，山本潔，栗木安延

(31東京大学社会科学研究所編 『石炭産業Kなける技術

革新と労務管理.1 (調査報告第 1集， 1960年 3

月，同所干Ij) 

東京大学社会科学研究所編 『造船業tてなける技術革

新と労務管理』調査報告第 2集， 1960年 3月，

同所干Ij) 

東京大学社会科学研究所編『造船業t亡命ける社外企

業の性格と諸類型j (調査報告第 3集， 1963年

3月，同所干Ij) 

東京大学社会科学研究所編『造船業Kなける労働市

場の構造j (調査報告第 4集， 1964年 3月，同

所干Ij) 

東京大学社会科学研究所編『造船業Kがける労働市

場と賃金J(調査報告第 5集， 1965年 1月，同

所干11) 



共同研究

現代日本政治の実態分析に関する基礎的研究 (2)労働組合調査室

(1) 1955 -56 ( 55・56科研費総合)，1959-60 大河内一男て氏原正治郎 3 藤田若雄，薄信一，塩

(再開) 回庄兵衛，高橋洗，森直弘 3 佐藤進，津田真激，

(2)東京大学社会科学研究所政治実態、研究会 高梨昌，小池和男，神代和欣

石田雄て鵜飼信成，遠藤湘吉，氏原正治郎，潮見 (3)大河内一男・氏原正治郎・藤田若雄編 『労働組合の

俊隆，高WIJ信一，秋田成就，大島太郎，藤田若雄， 構造と機能J(研究報告第 I1集， 1959年 2月，

松沢弘陽，柚正夫，阿利莫二，小山博也，高木鉦 東京大学出版会)

作，福島新吾，升味準之輔，上原信博，障峻衆三，

松本達郎 我が国ドル不足とアメリカ経済

(3)東京大学社会科学研究所政治実態研究会編『地方自 (1) 1957-58 (57， 58科研費総合)

治文献目録J(1955年 8月，謄写印刷 (2)アメリカ経済研究会

同 『官僚制文献目録J(1956年 2月，謄写印刷) 嘉治真三て鈴木圭介，神野環一郎，水田博， 雪山

同『政党研究文献目録J(1956年 3月， 騰写印刷) 慶正，西田勲，字治田富造，松村善太郎， 二見sB，

川崎進一

ソ連邦および中国における財産制度の変選と 日本社会 の近代化に関する研究ーとくに土地

現状 制度を中心として ー

(1) 1955-56( 56科研費総 合(1 )1958-日0(58・59・60科研費機関)

(2)山之内一郎ぺ高橋勇治，宇高碁輔，古島和維，藤 (2)内田力蔵て(第 1班) 嘉治真三，辻清明，楊井克

田勇，渓内謙，稲子恒夫，本橋渥，岡崎栄松 巳，大塚久雄，遠藤({日吉，大内力，鈴木圭介，斎

J藻p;，矢沢淳，伊藤正己，高柳信一， (第2班)高

肥料消費構造の研究 橋幸八郎，宇高基輔，山田設，野田良之，潮見俊

(1) 1955 -56 (55 .56農林省応用研究費) 隆，加藤一郎，雄川一郎，渡辺洋三，芦昔日信喜，

(2)大内力て開峻衆三，加藤幸三郎，牛山敬二，川村英 松田智雄p 横山正彦，高橋勇治，福島正夫，藤田

明，藤井光典，菊地昌#t!. 勇総合班〕 鵜飼信成，1被田進，鈴木竹雄，

(3)大内力・障峻衆三 『肥料消費構造の研究J(調査資 田中二郎，大河内一男，有泉亨，鈴木鴻一郎，林

料第 2輯， 1957年 9月) 茂，加藤俊彦，武田隆夫，氏原正治郎，古島和維，

石田雄，藤田若雄

地主制の形成および展開過程の比較史的研究

(1) 1 9 56-6 0 ( 56 . 57・58科研費総合) アジア地域の法構造ならびに社会構造の近代

(2)比較土地制度史研究会 化に関する研究本

高橋幸八郎て高柳信一，石田雄，古島和維，遅塚 (1)1958-63(58・59・60科研費)

忠灼，古島敏雄，遠藤輝明， t象)11-郎，柴田三千 (2)内田力蔵て嘉治真三，鵜飼信成，有泉亨，高橋勇治，

雄，岡田与好，吉岡昭彦，椎名重明s 竹内幹敏， 高橋幸八郎，林茂，宇高基輔，磯田進，加藤俊彦，

中岡三益3 北条功，諸国実，永原慶二，安良城盛 遠藤湘吉，氏原正治郎，潮見俊隆，高柳信一，石

目白，佐々木潤之介，大石慎三郎，津田秀夫，丹羽 田雄，古島和維，渡辺洋三，藤田勇，田中二郎，

邦男，守田志郎，西嶋定生，田中正俊，佐伯有一， 山田最，久保正幡，来栖三郎，野田良之，平野龍

重田徳 一，伊藤正己，加藤一郎，芦部信喜，隅谷三喜男，

(3)高橋幸八郎・古島敏雄編 『養蚕業の発達と地主命JjJ 大内力，工藤進，野原四郎，鈴木朝英，逸見重雄，

(研究報告第 10集， 1958年 3月，御茶の水書 西野照太郎，川上勝己，小山惇也，福島新吾，風

房) 岡、浩，吉野倍，江守五夫，奥平康弘

わが国労働組合の組織および機能に関する実 アメリカ行政法の戦後日本の行政法に及ぼし

態調査研究 た影響に関する実証的比較的研究

(1) 1 956 -5 9 (56科研費試験(1)1958-60(58 .59科研費総合)
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(2)行政法研究会

鵜飼信成てB高柳信一，浅井敦，大島太郎，奥平康

弘，橋本公亘，猪俣幸和田英夫，川上勝己，

兼子仁，川添利幸，佐藤竺，清水陸，外間寛

(3)W.グノレホーン若鵜飼信成他訳『言論の自由と権力

の抑圧J(1959年 8月岩波書庖)

鵜飼信成編 『行政手続法の研究J0961年6凡有

信堂)

ロシア革命の研究

(1) 1 958 -59 

(2)東京大学社会科学研究所Y グェ ト史研究班

字高基輪本 ，江口朴郎，保田幸一，和田春樹ほか

(3)東京大学社会科学研究所編『東京大学所蔵ロシア ー

Yグェト関係図書目録j (文献目録第 1iflt・第 2

冊(I)(II)，1958・59年，同所干1]) 

国際歴史学会への 日本歴史学の現状報告書作

成及び日本歴史学文献の整序並びに翻訳

等々のための体系的研究

(1) 1958-59(58・59科研費総合)

(2)高橋幸八郎本ほか

宅地住宅総合研究 一 集団住宅とその管理一

(1) 1959 -61 

(2)有泉亨て渡辺洋三，藤田勇，望月礼二郎，星野英一，

鈴木禄弥，外尾健一，幾代通，長素連

(3)有泉亨編『集団住宅とその管理j (研究報告第 13 

集，1961年 4月， 東京大学出版会)

近代財政金融制度の成立

(1) 1 9，59 -6 3 (59・60科研費総合)

(2)明治史研究会(国立銀行班，官業払下班)

加藤俊彦¥林茂，遠藤湘吉，戸原四郎，石崎昭

彦，渡辺昭，小林謙一，武田隆夫，大内刀，字野

弘蔵，永原慶二，陣峻衆三，佐藤進，高橋誠，長

坂聴，志村嘉一，林健久，石崎昭彦

大沢一雄，立石能彦，秋田成就， 山田幸夫，下山

瑛二，広中俊雄，西日進，矢頭敏也，問中英夫，

奥平康弘，ツYンズ

社会主義協同組合の研究

(1) 1959-63 

(2)宇高基輔て高橋勇治，古島和雄，藤田勇，本橋渥，

三輪昌男

中小企業の合理化と階層 分化に関する研究

(1)1959-66 

(2)氏原正治郎て高梨昌，小林謙一，江口英一，近松順

一，下山房雄，山崎清，兵藤剣，吉永芳史

(3)神奈川県編『京浜工業地帯になける関連中小企業mj

(1964年3月，神奈川県)

現代アメリカ資本主義の特質と諸変化

(1) 1960-61 (60・61科研費試験)

(2)嘉治真三て鈴木圭介，神野E章一郎，宇治田富造，雪

山慶正，西田勲，水田博， 松村善太郎，二見昭，

川崎進一

(3)東京大学社会科学研究所編 r1957年アメリカ合衆

国農民経済階層K関ナる統計集j (調査資料第 3

集， 1960年 3月)

神 奈川 県における関連中小企業

(1)1960-61 (神奈川県専門委員調査費)

(2)大河内一男て氏原正治郎，高梨昌，兵藤剣

(3)神奈川県編 『京浜工業地帯vc:J:，'ける関連中小工業』

(1961年3月， 神奈川県 )

日本におけるユニオン・リーダーの性格

(1) 1960-61 (科研費，統計研究会調査費)

(2)大河内一男プ氏原正治郎，高梨昌

(3)大河内一男他 『日本のユニオン ・リーダー』

(1965年，東洋経済新報社)

(3)加藤俊彦 ・大内力編著『国立銀行の研究J(研究叢 神奈川県における民生基礎調査

書第 21冊， 1963年7月，効草 書 房(1)1960 -61 (神奈川県民生部調査費)

(2)氏原正治郎¥小池和男

19世紀初期におけるイギリス立法改革運動の (3)神奈川県民生部編『神奈川県Kかける民生基礎調査

研究 報告書J'(1962年3月，村奈川県民生部)

(1) 1959 -60 

(2)内田力蔵て望月礼二郎，関谷嵐子，平野龍一，伊藤 人民公社の総合的研究

正己，立石芳枝，楠本英隆，小松春男，早川武夫(1)1960 -63 



共同研究

(2)高橋勇治て古島和雄，浅井敦ほか 12名 嘉憲，藤田若雄，鈴木圭介ほか研究分担者 64名，

研究協力者 266名

土地制度の法律問題 (3)アジア地域総合研究組織『アジア地域総合研究連絡

(1)1960-63 季報j 1 Cl961年 9月 )-XVCl966年3月)

(2)渡辺洋三¥ 潮見俊隆，稲本洋之助，山田卓生，小 向上別冊 『アヅア地域総合研究経過並びK成果概要

林三衛 (昭和 33年-37年度 )JCl964年 3月)

戦後労働争議の研究 社会主義諸国における司法調停制度に関する

(1) 1960 -63 (60・61科研費試験) 比較研究

(2)藤田若雄，塩田庄兵衛，関谷嵐子，坂田和恒，石井 (1)1961-62 

弥二郎，高橋洗，西村割通，角田豊，戸塚秀夫，中 (2)高橋勇治，藤田勇， 浅井敦，波辺洋三，潮見俊隆，

林賢二郎，森田直弘， i清水慎三 利谷信義

(3)藤田若雄 塩田庄兵衛編『戦後日本の労働争議~ (3)福島正夫編『社会主義国家の裁判制度J(1965年

( 1963年 4月， 御茶の水書房 2月，東京大学出版会〕

戦後におけ るアーパニゼーションの進展と地 産業構造の比較史的研究

域社会 の変貌* (1)1961-63(61・62科研費総合〕

(1)1961-63 (61-63特殊研究費 (2)比較土地制度史研究会

(2)①京葉工業地帯Kなける財政・金融の実態 高橋幸八郎て 古島幸日放，安良城盛昭，藤瀬浩司，

遠藤湘吉，加藤俊彦，林健久，柴垣耳目夫，加藤栄 古島敏雄，海野福寿，大石慎三郎3 佐々木潤之介，

津田秀夫，永原慶二，丹羽邦男，守田志郎，西嶋

②京葉工業地帯Kなける労働事情と就業構造 定生，小山正明， 佐伯有一，重由徳， 田中正俊，

氏原正治郎，藤田若雄，伊藤三次，小林詠 ，小 遠藤輝明，岡田与好，椎名重明，柴田三千雄，橡

池和男 川一朗，北条功，諸問実， 吉岡flB彦

③京葉工業地帯十てなける開発行政と自治体

井出嘉憲，高柳信一，辰巳光世，伊藤隆

④京葉工業地帯十て沿ける公共用地取得と土地売買

高柳信一，渡辺洋三3 佐藤竺

⑤京葉工業地帯周辺Kなける農業 ・漁業問題

高橋幸八郎，潮見俊隆，安良城盛H召，利谷信義，

伊藤喜雄

⑥京葉工業地帯と住宅問題

有泉亨，星野英一，佐藤良雄，山田卓生

(3)東京大学社会科学研究所編『京葉J地帯Kなける工業

化と都市化.1(研究報告第 6集， 1965年3月，東京

大学出版会)

アジア地域の社会経済構造に関する総合的

研究*

(1)1961-62 (61・62科研費総合)

(2)高橋幸八郎*

嘉治真三，有泉亨，内田力蔵，高橋勇治，林茂，

宇高基輔，磯田進，加藤俊彦，遠藤湘吉，氏原正

治郎，潮見俊隆，高柳信一，石田雄，古島幸日雄，

渡辺洋三，藤田勇，安良城盛sB，戸原四郎，井出

アメリカ合衆国中西部の研究 (The Area 

S tud ies of the Midd le W巴st in the 

U.S.A) 

(1)1961-64 

(2)嘉治真三¥鈴木圭介，井出嘉憲， i清水知久，他 3

名

わが国中小単産の組織と機能に関する研究

(1)1961-64(科研費)

(2)大河内一男て藤田若雄，江口英塩田庄兵衛，氏

原正治郎，高梨昌， 高橋洗，小池和男，森直弘，

栗本安延，神代耳目欣， 戸塚秀夫，栗田健，徳永重

良

労働基準法の研究

(1) 1961-64(1961科研費総合， 1962-63日本労

働協会委託研究)

(2)有泉亨*秋田成就，関谷嵐子3 青木宗也，北川隆

一， 山口浩一郎
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福祉資金行政 に関する研究

(1)1962-63(神奈川県民生部調査費)

(2)氏原正治郎て 小池和男

(3)神奈川県民生部編『福祉資金行政実態調査報告』

(1963年 3月，神奈川県民生部)

日米両国の資源開発の歴史的実証的研 究

(1) 1963--65 (64・65科研費試験)

(2)嘉治真三ぺ一ノ瀬智司， 石井素介，石光亨，坂田

善三郎，宮下特五郎， 田口|場ー，波辺一夫

アジア・アフ リカ地域に関する研究文献なら

アメ リカ 資本主義の構造 び に資料の総合調査研 究

(1) 1962-66 (1) 1963-6う(科研費特定研究センター〕

(2)鈴木圭介て宮野啓二，中西弘次，楠井敏朗ほか (2)内田力蔵*， A.A特定研究参加各班組織代表者 22 

(3)鈴木圭介編『アメ リカ経済史j(1972年 12月， 東 名

京大学出版会 (3)アジア・アフリカ文献調査委員会編 『アジア ・77

リカ文献調査報告』第 1冊(1964年 3月)-第

世界経済研究 90附(1964年 7月 )

(1) 1962-67 (63・64科研費総合)

(2)加藤俊彦て戸原四郎，柴垣和夫，佐々木隆雄，武田 アジア ・アフ リカ地域の社会経済構造に関す

隆夫，石崎昭彦，林健久，加藤栄一，馬場宏二， る総合的研究

山崎広明，森恒夫， イ明英祐，岡本友孝， 宮川淳 (1)1963-66(63・64.65.66科研資特定 )
ホ

安保哲夫， 藤村幸雄 (2)内田力蔵， 古島幸日j私 田畑茂二郎，広中俊雄，星

川長七，幼方直吉，石川滋，尾崎彦朔，北川一雄，

インド及び東南ア ジアにおけるイギリス法の 宮下忠雄， 山本登，森田善二郎，飯塚治二，森鹿

影響の研 究 三，馬襖l東一，時野谷勝，皇至道，牛島義友，飯

(1)1963 

(2)内田力蔵，塀音E政男ほか数名

損害賠償 と損失補償の調査研究ーその理論と

実態 一

(1) 1963-64(63・64科研費総合)

(2)高柳信一て潮見俊隆，波辺洋三，佐藤良雄，保木本

一郎，唄孝一，兼子仁，下山瑛二，奥平康弘，園

部逸夫，宮島尚史，青木宗也，畑穣

(3) r企業誘致土地造成事業の法的構造」東京大学社会

科学研究所編 『京葉地帯(i(なける工業化と都市化』

(1965年 3月， 東京大学出版会，所収 )

老令者の職業と生活に関する研究

(1) 1963-64 (神奈川県民生部調査費)

(2)氏原正治郎て下回平裕身

(3)神奈川県民生部編 『神奈川県K沿ける老令者生活実

態調査J(1964年 3月，神奈川県)

近代日本にお け る 政 党 構 造 の 史 的 研 究

(1)1963-67 

(2)林茂て伊藤隆，松沢哲成，小山博也，金原左門，

鳥海靖，松尾章一，関口栄一，坂井雄官，坂野潤

治，成沢光

塚篤信，永井道雄，辻井静二，田村実造，榎一雄，

別枝篤彦，中島健一

公法と私法

(1)1963-69 

(2)高柳信一て波辺洋三，藤田勇，利谷信義，兼子仁s

針生誠吉，佐藤竺，町田顕，小長井良浩，佐藤司，

遠藤博也，真柄久雄，保木本一郎，北野弘久，奥

平康弘，山田卓生，戒能通厚，下山瑛二，唄孝一，

藤凹宙錆，阿部泰隆，池田敏雄，内藤勲， 山崎真

秀，針田五六，谷野陽，小高剛，高桑昭，宮田三

郎，宮崎良夫，石川正， 本間重紀，室井力

医 療制度の研究

(1) 1963 -66 (65科研費総合)

(2)有泉亨て 氏原正治郎，潮見俊隆，高柳信一，波辺

i洋三， 山口浩一郎，唄孝一，大内力，遠藤湘吉，

隅谷三喜男，武田隆夫，加藤一郎，江口英一，小

川政亮

日本近代化に関する総合的研究

(1)1964-65 (65科研費機関)(日本学術会議人文 ・

社会科学振昨持月IJ委員会からの委I病研究)

(2)有泉亨本ほか
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共同研究

基本的人権の比較的・総合的研究* (3)東京大学社会科学研究所編『基本的人権の研究』全

(1) 1964-66 (64-66特殊研究費 5巻 0968年 3月-1969年3月九所収の関

(2)高橋幸八郎へ 有泉亨，内田力蔵，高橋勇治，林茂， 係論文

字高基輔，磁田進，加藤俊彦，氏原正治郎，潮見

俊隆，高柳信一，渡辺洋三，石田雄，古島幸日雄， テ ュ ー ダ 一 期 の イ ギ リ ス 法

藤田勇，安良械盛昭，戸原四郎，井出嘉憲，大石 (111964-65 

嘉一郎，柴垣和夫，奥平康弘，藤田若雄，鈴木圭 (2)内田力蔵*堀部政男，他 15名

介，稲本洋之助，和田春樹，山田卓生，堀音[1政男，

保木本一郎，佐々木隆雄，中五太一，松沢哲成， アジアの経済法

柳沢治，戒能通厚，手塚利彰，野田良之，小林直 (1)1964-65 

樹，芦部信喜，遠藤l相官，下山瑛二，吉川経夫 (2)内田力蔵ぺ堀部政男ほか 7名

秋田成就，松沢弘陽，利谷信義，浅井敦，針生誠

吉，影山日出弥，山口浩一郎，隅野隆徳，堀部政 社会保障意識に関する研究

男，山崎真秀，石川晃弘 (1) 1964 -66 (神奈川県民生部調査費)

(3)東京大学社会科学研究所編『基本的人権の研究』全 (2)氏原正治郎て 石川晃弘，下回平裕身

5巻 (1968年 3月-1669年 3月 (3)神奈川県民生部編 『神奈川県Vてなけるソ シャノレ・

ニーズj0966年 3月，神奈川県民生部〕

産業革命の研究

(1)1964-65 

(2)比較土地制度史研究会(西洋班〕

高橋幸八郎て 岡田与好，吉岡昭彦，遠藤輝明，

北条功，諸国笑，椎名重明 3 遅塚忠弟，藤1頼浩司，

柴田三千雄，毛利健三，安良城盛昭

(3)高橋幸八郎編『産業革命の研究j(研究報告第 14集，

1965年 7月，岩波書庖 )

日本漁業と漁村の構造に関する法社会学的

研究

(1)1964-65 (64科研費試験)

(2)潮見俊隆へ 渡辺洋三，小林三衛，中尾英俊，黒木

三郎，浜田稔，武井正臣，和座一清

(3)東京大学社会科学研究所編『泊岸漁業と漁村社会の

研究一長崎県 田茨城県 ・千葉県の実態調査一』

(調査報告第 8集， 1967年 3凡同所干1])

中ソ論争の研究

(1)1964-65 

(2)高橋勇治へ 字高基輔，藤田勇，和田春樹，中主太

一，針生誠育，藤井昇三，ほか数名

社会主義法における個人の権利と自由および

その保障

(1)1964-65 

(2)高橋勇治へ藤田勇，福島正夫，稲子恒夫ほか15

名

日本産業革命の展開とその構造的特質に関する

研究

(1) 1964-67 

(2)大石嘉-f!s*， 安良城盛昭，高村直助，水沼知一，

石井寛治，中村政則，市川孝正，加藤幸三郎，佐

藤昌一郎，村上はつ

(3)東京大学社会科学研究所編 『倉敷紡績の資本蓄積と

大原家の土地所有第一部j(調査報告第 11集，1970

年 3月)同上『向上第二部F付属資料j(調査報告第

12集， 1970年 9月)

大石嘉一郎編『日本産業革命の研究』上・下巻(研

究報告第 24・25集， 1975年 6月・ 10月，東京

大学出版会)

農山漁村の法律問題の研究

(1)1964-67 

(2)潮見俊隆て 渡辺洋三，奥平康弘3 黒木三郎，小林

三衛，中尾英俊，武井正臣，和座一清，浜田稔

(3)東京大学社会科学研究所編 np-岸漁村の近代化K関

する研究一広島県・愛媛県・岩手県の実態調査 』

(調査報告第 10集 1969年3月，同所干11) 

アジア法(とくにインド法)の総合的研究

(1)1964-67 

(2)内田力蔵へ堀部政男，戒能通厚，下山瑛二，星川

長七，橋本英隆，立石龍彦，立石芳枝，矢頭敏也，

清水望，浅見公子，山崎利男，松平光央，落合淳



隆，鈴木敏和，大内穏

(3)内自力蔵 ・下山瑛二・堀内敏男「コーディフィクー

シヨン(法典化)J ( r比較法研究J31号 ，1970 

年 3月所載)

住宅団地管理に関する比較研究

(1)1965-66 (日本住宅公団の委嘱研究)

(2)有泉亨て 渡辺洋三，藤田勇，外尾健一，星野英一，

鈴木禄弥，佐々波秀彦，稲本洋之助

(1) 1965 -67 (65・66科研費総合)

(2)比較土地制度史研究会

高橋幸八郎て 大石嘉一郎，安良城盛昭，岡田与

好，柳沢治，諸回実，北条功，吉岡昭彦，椎名重

明，毛利健三，関口向志，山之内嫡，米JII伸一，

藤瀬浩司，遠藤輝明，遅塚忠、民，柴田三千雄，石

坂昭雄，塩沢君夫，山田舜，星埜惇，安孫子麟，

高村直助

(3)有泉亨編 『ヨーロッ パ諸国十てなける団地管理J(1967 現代社会の構造変化と政治指導 - 1930年代

年 3月，東京大学出版会) の比較政治的研究

地域開発の社会科学的研究

(1)1965-67C東大経済学部鈴木鴻一郎教授を代表者

とする機関研究「地域開発の社会科学的研究 JK

協力)

(2)加藤俊彦て 氏原正治虫ri，潮見俊隆，高柳信一，波

辺洋三，大石嘉一郎， 安良城盛H召，戸原四郎，柴

垣和夫，藤田若雄

ソ連における「工業化Jの歴史的・実証的研

究ーソヴェト社会主義の構造的特質の解

明の1ために一

(1) 1965-67 (65・67科研費総合)

(2)宇高基輔て 高橋勇治，古島和維，藤田勇，和田春

樹，中富太一，荒田洋，稲子恒夫，江口朴郎，門

脇彰，菊地昌典，木村英亮，庄野新，三輪昌男

戦後日本における労働調査の研究方法に関す

る基本資料の集成

(1) 1965-70(66・69・71科研費試験-総合)

(2)氏原正治郎て 藤田若雄，栗田健，神代和欣，戸塚

秀夫，徳永重良，小林謙一，山本潔， i江口英

小池和男，下回平裕身，高梨昌，兵藤剣，中西洋，

下山房雄，近松順一，高橋f光，石川晃弘

(3)労働調査論研究会編『戦後日本の労働調査J(研究

報告第 16集， 1970年 3月，東京大学出版会)

第三次産業の労働問題

(1) 1965_67 

(2)氏原E治f!s*， 江口英一，高梨昌，小林謙一，近松

l慎一，下山房雄

資本主義の進展と農業近代化 に関する比較史

的綜合研究

(1)1965-67 

(2)林茂て伊藤隆，岡義武ほか

公害問題の研究

(1)1965-67 (東大生産技術研究所と協力)

(2)有泉亨て 内田刀蔵，加藤俊彦，潮見俊隆，高柳信

一，波辺洋三，安良城盛sE，大石嘉一郎，柴垣和

夫，藤田若雄，山田卓生， 掘部政男，山口浩一郎，

保木本一郎

日本近代化過程における国家と経済に関する総

合的研究一国際的契機との関連において

(1) 1966-68 (66・67.68科研費特定)

(2)林茂へ加藤俊彦，磯田進，氏原正治郎，湾i)j見俊隆，

高羽[1信一，波辺洋三，石田雄，安良城盛UE，大石

嘉一郎，井出嘉憲，柴垣和夫，奥平康弘，藤田若

雄，伊藤隆，山田卓生，松沢哲成，保木本一郎，

小林直樹，小林三衛，利谷信義，佐藤誠三郎，山

口和維，石井寛治，黒木三郎，中尾英俊，升味準

之助，安井達弥，三谷太一郎，大内力，兵藤剣，

水沼知一，小山博也，篠原ー，遠藤湘吉，丸山真

男，安藤良雄

(3)東京大学社会科学研究所編『総理大臣演説の内容分

析(Con ten t Ana lysis of Publ ic Speeches 

Given by Prime Ministers)J (調査報告

第 14集， 1971年 11月，同所干1])

日本近代化の構造的特質に関する総合的研究

一人文・社会諸科学の協同による

(1)1966-68 (66・67・68科研費特定)

(2)高橋幸八郎*ほか

(3)高橋幸八郎編『日本近代化の研究』上 ・下巻(1972

年 l月 2月，東京大学出版会)
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団地居住者生活実態調査

(1)1966-68 (神奈川県民生部調査費)

(2)氏原正治es*， 江口英一，小林謙一，青木猪一郎，

篠原章

(3)神奈川県民生部編 『団地居住者生活実態調査報告書』

0968年 12月，神奈川県)

イギリス近代法の生成と展開

(1) 1966 -73 

(2)内田力蔵て 堀部政男，戒能通厚，伊藤正己，田中

英夫，星川長七，楠本英隆，立石龍彦s 下山瑛二，

望月礼二郎，矢頭敏也，梅原文雄，砂田卓二，新

生t-正男，清水望，浅見公子，松平光央，佐藤正滋

技術革新のおよぼす社会経済的影響ネ

(1)1967-71 (67-69特殊研究費)

(2)加藤俊彦へ内田力蔵s 藤田若雄，氏原正治郎，夜辺

洋三，古島和雄，藤田勇，岡田与好，戸原四郎，

戸塚秀夫，柴垣和夫，和田春樹，西川純子，神林

共同研究

出版会)

アメリカ独占資本主義の構造的特質に関す

る 研 究

川 1967-72(67科研費総合)

(2)鈴木圭介て 井出嘉憲，西川純子，中西弘次，宇治

田富造，田口|場一，宮野啓二，楠井敏朗，野村義

男， 1'1'野1章一郎，呉天降，大塚秀之，佐藤定幸

戦後日本における労働争議の法社会学的研究

一争議行為における対抗関係の特殊性と

調整・判例・学説の機能的研究を中心

(1)1968-71(68・69科研費総合A)

(2)藤田若雄て 有泉亨，氏原正治es，花見忠，村:代耳目

l欽，高梨昌，森直弘，松田保彦，角田霊長，佐藤進，

小池和男，檎崎二郎，1J日藤俊平，保原喜志夫，手

塚和彰，波辺章，神林章夫

章夫，手塚耳目彰，高梨昌，徳永重良，利1代和欣， 戦後改革の比較的・総合的研究*

森恒夫，玉由美治，山崎広明，山本潔，米山喜久 (1) 1969-72 (69-71特殊研究費， 70-72科研費特

治，波辺章 定)

(2) 潮見俊隆へ加藤俊彦て 石田雄，大石嘉一郎，
* ー資本主義の形成・展開と営業の自由 柴垣和夫，利谷信義，戸原四郎，山本潔(以上連

(1)1967-72 (67-68科研費総合) 営委員)，井出嘉憲，稲本洋之助，氏原正治郎，

(2)高柳信一て荒JlI重勝，池島宏幸，石井宣和，稲本 奥平康弘，戒能通厚，加藤栄一，高柳信一，戸塚

洋之助，潮見俊隆，牛山積，江藤(介泰，奥島孝康， 秀夫，馬場宏二，原因純孝， 宮崎良夫，山崎広明，

奥平康弘，大須賀明，甲斐道太郎，戒能通厚，何 吉田克己，渡辺洋三，和国春樹 (以上所内)，天

合研一，北野弘久，坂本重雄，桜木澄和，佐藤篤 川晃，荒瀬豊，上原信博，江藤イ介泰，遠藤湘育，

土，佐藤英善，清水誠，下山瑛二，隅野隆徳，竹 大内力，小田中聴樹，小林三衛，小湊繁，斉藤孝，

下英男，田山輝明，手塚利彰，利谷信義，富山康 篠原一，清水誠，清水陸，志村嘉一，布11正夫，高

官，中村紘一，平野克明，平野毅，藤田勇，保木 橋誠，竹前栄治，田中学，辻清明，手塚利彰，早

本一郎，堀昔日政男，松林和夫，宮坂富之助，宮崎 川征一郎，林健久，星野安三郎，松下圭一，依由

良夫，室井力，森実，山田卓生，波辺洋三，氏原 精一 (以上所外)

正治郎s 遠藤輝明，大石嘉一郎，岡田与好，清成 (3)東京大学社会科学研究所編 『戦後改革』全 8巻

忠雄，栗田健，神代和欣，神林章夫，徳永重良 0974-75年，東京大学社会科学研究所〉

柴垣和夫，下山房雄，高橋克嘉，遅塚忠M，戸塚

秀夫，中西洋，西川純子，樋口徹，兵藤剣，松尾 「新左翼」労働運動の歴史的・実証的研究

展成，毛利健三，柳沢治，山之内靖，吉岡昭彦(1)1969--74(70・72科研費一般c) 
和国春樹 (2)戸塚秀夫へ 山本潔，中西洋，兵藤幸IJ

(3)東京大学社会科学研究所編 r1971年憲法の資料的 (3)戸塚・中西・兵藤・ 山本共著『日本I'C;J:，'ける「新左

研究j(資料第 5集，1972年 2月，東京大学社会 翼」の労働運動』上 ・下巻 0976年3月 -4月，

科学研究所) 東京大学出版会)

高柳信一 ・藤田勇編『資本主義法の形成と展開J1 

-3巻(1972年 10月 -1973年 3月，東京大学 19世紀後半における欧米諸国近代化の実証的研究
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(1)1969 (科研費一般 B) 

(2)氏原正治郎て 高橋幸八郎，宇高基輔，岡田与好 3

藤田勇， 鈴木圭介，稲本洋之助，戸原四郎，馬場

宏二，戸塚秀夫，井出嘉窓，有賀弘，和田春樹

市民革命の研究

(1)1970-72 

(2)岡田与好う 石坂昭雄，遠藤輝明，椎名重明，柴田

三千雄，遅塚忠、約， 二宮宏之，藤瀬浩司，毛利健

三，森本芳樹，柳沢治，山之内病，吉岡昭彦，和

田春樹

(3)岡田与好編『近代革命の研究』上下 (1973年，東

京大学出版会)

現代の家族法と家族政策に関する総合的研究

(1)1970-

(2)利谷信義，青山道夫，磁野誠一，稲子宣子，石田雄，

稲本洋之助，上野雅和，潮見俊隆，幼方直吉，小

川政亮，黒木三郎，立石芳枝，中川高男，西原道

雄，福島正夫，三木妙子，森実，山中永之佑，湯

沢*彦，依田精一，波辺洋三

(3)福島正夫編『家族政策と首長J1， 2， 5， 7巻(1975-

76年，東京大学出版会)

農村・ 漁村の法律問題

(1)1970-

(2)波辺洋三て 潮見俊隆，奥平康弘，小林三衛，黒木

三郎，和座一清，浜田稔，中尾英俊，武井正臣

(3)東京大学社会科学研究所編 『漁業紛争の法社会学的

研究J(調査報告第 15集， 1974年，同所干11) 

渡辺洋三編著『入会と財産区j(I974年，動草書房)

渡辺洋三・北条浩編著『林野入会と村落構造J(I9 

75年s 東京大学出版会)

黒木三郎 熊谷開作 ・中尾英俊『昭和 49年全国山

林原野入会慣行調査J( 1975年，青甲社)

(1) 1972-75 

(2)古島和維て 浅井敦，近藤邦康，斎藤稔， A保潤ー

郎，二瓶剛男，平田重明，藤田勇，和田春樹

(3)東京大学社会科学研究所編 R見代社会主義ーその

多元的諸相J(l977年，東京大学出版会〕

「ファシズムと民主主義」の比較的・総合的

研究*

(1)1973- (75科研費一般A，76特殊研究費 〉

(2)波辺洋三〈岡田与好て奥平康弘，安保哲夫，有賀

弘，稲本洋之助，西田美昭，馬場宏二，山崎広明，

和田春樹(以上運営委員)，井出嘉rri，石田雄，

潮見俊隆，氏原正治郎，大石嘉一郎，加藤栄一，

加藤俊彦，近藤邦康，柴垣和夫，高相l信-，回端

博邦，利谷信義，戸塚秀夫，戸原四郎，馬場康雄，

坂野潤治，広illU青吾，藤田勇，古島和雄，宮崎良

夫，波辺治(以上所内)，諌山正，今井清一，遠

藤湘吉，大内力，小田中聴樹，影山日出弥，神田

文人，北原敦，木村靖二，斉藤孝，斎藤真，下村

由一，高畠通敏，竹村英輔，田中治男，中村政員1]，

西川大二郎，西川正雄3 原朗，樋口陽一，本間重

紀，キト慶植，松井l芳郎，松元宏， 三谷太一郎， 三

和良一，白井正臣(以上所外〕

イギリス所有権法の総体的把握

(1)1973- (73科研費一般B)

(2)戒能通厚〈古城誠*飯塚和久，石田真，上野雅和，

内田力蔵，梅原文雄，岡田与好，椎名重明，下山

瑛二z 野村稔，堀部I1文男，堀田牧太郎，松林和夫，

毛利健三，望月礼二郎，元山健，森建資，渡辺f台

土地・都市開発法制の総合的研究

(1)1974- (74科研費総合A)

(2)波辺洋三て新垣進，稲本洋之助，甲斐道太郎，戒能

通厚，北野弘久，古城誠，清水誠，下山瑛二，利

谷信義，西原道雄，原田純孝，原野砲，広渡清吾

近代フランス法の研究 真砂泰輔，宮坂富之助，室井力，山中永之佑，吉

(1)1971- 田克己

(2)稲本洋之助う磯部力，江藤{介泰，尾中普子，鎌田薫，

土井長久，北村一郎 3 小石倫子，坂本茂樹，島田 現代財政金融の研究

和夫，滝沢正，田端博邦，中村紘一，奈川節子 (1)1974-
本

新倉修，原因純孝，堀田牧太郎，水林彪3 二輪隆 (2)加藤俊彦， 安保哲夫，加藤栄，工藤主主，柴垣和

村上I1貝，吉田克己 夫，戸原四郎，馬場宏二，林健久，山崎広明

現代社会主義の研究* “高度経済成長"の終意にともなう労使関係の
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共同研究

変貌に関する実態調査 (1) 1975-

(1)1975- (75科研費総合A) (2)利谷信義て久保田穣，小口彦太，藤田正，水林彪，

(2)氏原正治郎て 石川晃弘，遠藤公嗣，上井喜彦，栗 向井健，吉井蒼生夫，池田恒男， 1，渡辺治

田健，小池和男，高梨昌，手塚耳目彰，戸塚秀夫，

中西洋，仁田道夫，早川征一郎，兵藤幸1]，松崎義， 昭和恐慌の実証的研究 一農村恐慌を中心とし

光岡博美3 山口浩一郎， 山本潔，山本郁郎，下山 て 一

房雄，井上雅雄 (1)1976- (76科研費一般c) 
(2)大石嘉一郎て 石井寛治z 後藤光蔵，高村直助，中

日本近代法史研究 村政貝1]，商由美昭



内地研究員の受入れ

本研究所は，ζれまで国内の諸大学研究機関から多〈研究者を受入れてきた。

その氏名は次のと晶、りである。

種別 氏名 受入時の現職 期間 種別 氏名 受入時の現j絞 期間

国立大江志乃夫広島大学助手
1955. 4. 1 

国立柴田高好静岡大学助教授 1962.9 1 
1956.3.31 1963. 2. 28 

/1 大木啓次宇都宮大学助手 1955.5. 1 
私学森 実法政大学助手 1963.4. 1 

1956. 2. 29 1963. 9. 30 

/1 角田 豊静岡大学助教授
1955. 6. 1 

国立海道勝税:富山大学助教侵 1963.9 ] 

1956. 3. 31 1964. 2. 29 

/1 富塚良三福島大学助教授 1955. 6. 1 H 篠笥窓爾福島大学助教授 1964. 9 1 
1956. 3. 31 1965. 2. 27 

/1 大江志乃夫広島大学助手 1956.4. 1 
私学村間後三西南学院大学助教授 1964. 10. 1 

1956.8.31 1965.3.31 

私費西村達夫東北学院大学助教授 1956. 4 1 
公立細谷俊夫高知短期大学講師 1965.4. 1 

1956. 9. 30 1966. 3. 31 

国立中村義和島根大学講師 1956. 5. 1 私学向山耶幸 日本女子大学助手 1965. 4 
1957. 2. 28 1966.3.31 

/1 鈴木喜久夫埼玉大学講師 1956. 5. 1 
国立 中村賢二郎香川大学助教授 1965.9 I 

1957. 2. 28 1966. 2. 28 

/1 田 中菊次東北大学助教授 1956.5. 1 
吉岡幹夫静岡大学助教授 1965.9 1 

1957. 2. 28 1966. 2. 28 

私費 i沢口 信光北海道学芸大学講師 1956. 5. /1 石神兼文鹿児島大学助教授 1965. 10. I 
1957. 2. 28 1966. 3. 29 

私学保坂栄一富山女子短期大学助教 1959. 4. 1 私学高橋 f克 明治大学教授
1966.4. 

1960. 3. 31 1967.3.31 

国立大江志乃夫広島大学講師 1959.9. 11 
国立佐藤 正岩手大学助教授 1966. 9. 1 

1960. 3. 10 1967. 2. 28 

私学竹内重年岡山女子短期大学講師 1959. 10. 1 H 山崎 真秀東京学芸大学助手 1966. 9. 1 
1960.3.31 1967. 2. 28 

私費松沢弘陽北海道大学助教授 1960. 6. 1 /1 松岡寛爾静岡大学助教授 1966. 9. 1 
1961. 3. 31 1967. 2. 28 

国立遠藤輝明横浜国立大学助教授 1960. 9. 11 
公立誉回保之 北九州大学助教授 1966. 10. 1 

1961. 3.10 1967. 2. 28 

/1 日南田静真茨城大学助手 1960. 9. 11 
国立佐々木一郎岡山大学助手 1967. 9. 1 

1961. 3. 10 1968. 2. 28 

私学 川上忠雄法政大学助手 1961. 4 1 /1 上 野雅利岡山大学助教授 1967.9 1 
1961. 7. 1968. 2. 28 

/1 中西弘次愛知大学講師 1961. 4. 私学近藤哲生名城大学助教授 1968. 10. 1 
1962.3.31 1969.3.31 

国立高梨 昌信州大学講師 1961. 9. 1 
逢坂 充熊本商科大学講師 1968. 10. 1 

1962. 2. 28 1969. 3. 31 

私学岩元 仰八幡大学講師 1962. 4. 
国立毛利健三 福島大学助教授 1969. 9. 1 

1963.3.31 1970. 2. 28 

/1 中西弘次愛知大学講師 1962. 4. 1 /1 高村直助横浜国立大学助教授 1970.9. 1 
1962. 9. 30 1971. 2. 28 
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内地研究員の受入れ

種別 氏名 受入時の現!被 期間 種別 氏名 受入時の現職 期間

国立平野克明静岡大学助教授 1970. 9. 1 
国立坂本忠次岡山大学助教授 1973. 9. 1 

1971. 2. 28 1974. 2. 28 

私費岡 利郎北海道大学助教授 1971. 4 I H 松林和夫群馬大学助教授 1973. 9. 1 
1971. 9. 30 1974. 2. 28 

私学吉田和正長野経済短期大学助教 1971. 4. 
11 神林章夫信州大学講師 1974. 9. 

1972.3.31 1975. 2. 28 

国立中五太一滋賀大学助教授 1971. 5. 1 
安達昌勝静岡大学助教授 1974. 9. 

1972. 2. 29 1975. 2. 28 

11 手塚利彰千葉大学講師 1971. 9. 1 
私学荒田 洋国学院大学助教授

1975. 4 I 
1972. 2. 29 1976. 3. 31 

私学保木本一郎国学院大学助教授 1972.4 l 
国立藤村俊郎福島大学助教授

1975. 7 l 
1973. 3. 31 1976. 2. 29 

私費加来祥男滋賀大学助手 1972.4 1 11 井上 巽小偉商科大学助教授 1975. 9. 1 
1973. 3. 31 1976. 2. 29 

国立安藤 実静岡大学助教媛 1972. 9. 1 
私学渋谷隆一 駒沢大学教疑 1976. 4 

1973. 2. 28 1977. 3. 31 

11 新垣 進 教五fEl授求大学短期大学部助 1972. 9. 1 
11 川上義夫立正大学助教授 1976.4. 

1973. 2. 28 1977.3.31 

私費 竹川 慎吾 富山大学助手 1972.10.20 11 永田啓恭竜谷大学教授 1976. 5. 1 
1973. 3. 10 1976.12.31 

H 萩野芳夫鹿児島大学助教授 1973. 4. 1 
国立小林正雄宇都宮大学講師 1976. 9. 1 

1973. 9. 30 1977. 2. 28 



外国人研究員の受入れ

本研究所は， とれまで，所員を海外に出張させると同時に多くの外国人研究者を受入れると

とKよって，海外諸大学 ・研究機関との聞の学術交流を深めるとと K努力してきた。海外から

受入れた研究者は次のとなりである。

氏名

Allan Spi(z 

David S. Sissons 

P. P. Topekha 

Francine Herai I 

Alber( Soboul 

J. A. S (ockwi n 

Chr i s (opher Hill 

Te(suo Naj i (a 

G.M.Wilson 

C. E. Labrousse 

Char I es Haguenauer 

Seymour Broadbr idge 

Ga iI Berns (e in 

David S. Sissons 

Bah r r i n J ahy a 

業東駿

Fri (z Lebenbach 

Zd巴抗ka Vasiljevov~ 

Michael A. Leiserson 

Ehud Harari 

国 籍 研究期間中の身分

米 ミシガン州立大学教授

ソ連

研究題目

近代日本政治史

-央 析A
H
 

h
目別
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の
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ぶ

岸田
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時
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日
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連

オ

姉

ソ

員

期間

1955. 10-1956. 8 

1956.9-1961. '6 

1957.9-1957.10 

1961. 9-1961.10 

1961.l0-1961.12 

1962.2-1963.1 

英 オクスフォード大学教授 17世紀イ ギリス革命史 1962. 3-1962. 4 

インド

ネシア

仏 パリ，東洋語学校研究員
奈良時代Vておける日本
の社会情l肢体制l

フランス革命及び農業
土地制度

イム
クレノレモン・フェラン大学教

授

英 オーストラリア国立大学研戦後日本の政党
究員

米 、 バード大学歴史学部大 日本近代史
学院博士候補

会リノイ大学歴史学部助教 北一輝の研究米

イム パ リ大学教授
18，19世紀のヨーロッ
パ社会経済史

日本の古代(平安時代)
文法

仏 パリ大学教授

英
ロンドン大学東洋研究所所 1945年以降の日本経
員 済の発展

、ーパード大学歴史学部博現代日本史(河上肇の
士候補 研究

品ーストラリア国立大学講戦後日本の政治分析

米

英

インドネシア国家企画委員経済開発計画
会生産部門技術幹事

1962. 4-1963.7 

1962. 5-1962. 9 

1963. 2-1963. 8 

1963. 7-1964.1 

1963. 7-1964.6 

1963.10-1964.3 

1963.10 -1964.4 

韓国 ソウノレ大学校講師

米

イギリス憲法の研究 1963.10-1964.9 

1963.10-1964.9 

チェコス
ロパキア

イスラ
エノレ

ミシガン大学政治学部大学 日本の政党における政 1964. 5 -1966.9 
院博士候補 策決定過程

カレノレ大学講師 日本の昭和政治史

米

題

情

問
事

働

治

労
政

の
本

本

口
μ

口
μ

代

後
現
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学
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フ

学
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士

リ

大

工

博

カ

部

1964. 6-1966.5 

1965. 9 -1967. 9 

1965.10 -1967. 9 



氏 名

Catherine Cadou 

Richard Smethurst 

H巴nry D. Smi th 

Akira Kubota 

R. Boutruche 

James F. Hoare 

Patricia Golden 

Georg巴 Akita 

Gordon M. Bergel 

Kenneth Y. Sagawa 

Richard Anthony Yasko 

Dalm巴r D. Hoskins 

Irwin Scheiner 

Irwin Scheinr巴

Tetsuo Naj i ta 

John C. Campb巴11

Gavan McCormack 

~ 

女 乗 直

David G. Egler 

Ro日巴rW. Benjamin 

Deswarte Benedicte 

Leslie Russell Oates 

Te r ry Macdouga 1 1 

国 籍

仏

研究期間中の身分 研 究 題 目

外国人研究員の受入れ

期 間

米

況

動

状

究

透

度

済

研

生

態
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の

学
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の
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の

治

本
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代

政

日
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時

の

代

郷

正

年
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大

青

)

学

大

研

費

大

部

所

給

部

学

究

入

学

史

研

国

史

歴

本

外

歴

学

日

省

学

大

補

学

部

大

補

ド

候

大

文
生

y

候

一

士

y

本

究

ガ

士

パ

博

ガ

日
研

γ
侍

一

院

シ

員

(
、
、
、
院
ハ
学
、
、
、
究

1966. 4 -1967. 4 

1966. 4-1966. 9 

1966. 6-1967. 6 

1966. 7-1967. 6 

1966. 7-1966.10 

1966. 9-1967. 3 

1966.10-1967. 9 

1967. 8-1968. 8 

1967.10-1969. 5 

1968. 7-1971. 6 

1968. 8-1969. 5 

1968. 9-1969. 5 

1 968. 1 2 -1969. 10 

1969. 1 -1 969. 12 

1969.2-1969.8 

米 コロ Y ピア大学政治学部博 予算決定過程の研究 1969. 2-1970. 9 
士候補

家 ロンドン大学東洋研究所員 1920年代tてなける満州 1969. 5-1970. 9 
をめぐっての日中関係

米

米

韓 国 ソウノレ大学校商科大同講師植民地下朝鮮の国際収 1969. 5-1970. 8 
十 支と資本流出入

米

米

仏 パリ大学教授 比較法制経済史

英
ロY ドン大学東洋研究所所 1868年c---1899年の日
員 本になける外国人居住

問題

ハーバード大学社会関係学転向問題の社会学的研
部大学院博士候補 究

ハワイ大学歴史学部助教授 日本政治史

エーノレ大学政治学部大学院 現代日本史 1930-45
博士候補 (大政翼賛会Kついて)

ウイスコンシン大学歴史学 原敬内閣の政策決定過
部大学院博士候補 程

シカゴ大学歴史学部大学院平沼朕一郎研究
博士候補

ミγ ガン大学政治学部博士 日本の社会保障制度の
候補 政治的左面について

カリフオノレニア大学助教授 明治期Kなける集団的
政治運動

カリフォノレニア大学歴史学 明治社会史と思想史
音rl助教授 社会臣民史

米

米

米

米

米

米

米

米

米
ウイスコンシン大学歴史学
部助教授

日本近代政治思想史

アリゾナ大学歴史学部博士 現代日本歴史 1969. 9-1971. 6 
候補

長ネソタ大学政治学部助教政治参与 1969.1日間 12

仏 (長室2部省外国人給費 ) 22位員童話器 1969.10-1971. 3 
一 関

メノレホ・ノレ y 大学文学部講師 中野正剛を中心とする 1969.11-1970. 5 
日本の右翼思想

ーノレ大学政治学部大学院 日本の大都市Uてなける
政党政治ーー多党化の 1970. 8-1972. 1 

博士候補 研究

豪

米
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氏 名

Esm巴in J ean Cha r 1 es 

Cather ine Cadou 

Richard L. S taubi tz 

William D. Wray 

Mal耳aret Dard巴ss

Omar Martineu Legorreta 

Wi 11 ie T. Nagari 

George A.R.Silver 

国籍

仏

カナダ

研究期間中の身分 研究題目
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史

合

済

自

代

)

展

経

方

近

期

発

る

地

国

正

的

す

る

立

中

大

済

関

け

設

び

'

経

K
究

な

の

及

治

の

れ

研

K
構

本

明

本

そ

の

治

機

日

(

日

び

説

明

体

教

)

補

院

研

候

学

金

士

大

学

博

究

奨

科

研

府

史

本

政

歴

日

ス

生

学

学
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学

大

大
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フ

究

一

パ
授

(

エ米

米 想田
む治

社

政
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会

の

代

船

民

近

郵

兆

本

本

江

日

日

中

博

博

金

日

立

ロ

学

学

史

史
歴

歴

尚

子

山

{

子

大

大

ト

ア
一

ビ

パ
補

y
補

一

候

ロ

候

ハ
士
コ
士

メキシ エノレ ・コレヒオ デ・メヒ

コ コ東洋研究所教授

米 コロラド大学助教授

日本現代の高等教育

賀川豊彦とその時代

期 間

1970. 9 -1 972. 8 

1970. 9-1971. 9 

1970. 9-1972.12 

1971. 4-1974. 3 

1971.10-1972. 7 

1972. 3-1972. 8 

1972. 4 -1973. 5 

米
ーノレ大学歴史学部博士候 1930年代iL;!:"ける保守

補 主義一一比較77γ ズ 1972. 2-1972. 8 
ム研究

米
カリフォノレニア大学歴史学 明治15年の福島自由民
部惇士候補 権運動とその背景

ーーエL-

Aurelia D.Pery Johnston ジーラ ウエリントン大学講師
ンド

ハヨ」
佳

作，
，

n
u
J
 

nu 
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u

ヮ
，

n川
d

る
定

け
決

hu
価

K
米
て

治
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い

政
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本
体

K

日
団
題

代
益
問

現
利
の

Michael F.J. Connors 

Solomon. B. Levine 

Mikiso Hane 

Stephen Gre耳orgVlastos 

Gavan Mcokmrk 

Ehud Harari 

J ohn De rek C rump 

Dani巴1Okimoto 

James Henry Rapl】ael

David S. Sissons 

J .A. A. S tockwin 

李 徳 清

Sav i t r i Vi shwana than 

Sung Jo Rark 

英
Y ェフィーノレド大学博士候

日本の賃金体系
補

1972. 11 -1974. 3 

米 ウイスコンジン大学教授 日本の労資関係 1973.1-1973.6 

米 ノックス大学歴史学教授 昭和前期の政治指導者 1973. 3-1973. 9 

イスラ
コニノレ

英 リーズ大学東洋史講師 現代径東史満州事変前
後の日 ・中経済関係

日本の審議会の政治的
な機能

テノレアピフ'大学講師

+ 
央

日本労働者の階級運動
K卦ける革命の概念

政治文化

シェフィーノレド大学

米

米

ミシガン大学博士候補

豪

ミシZY大学大学院博士課 大正期の満州政策
程在子

高ーストラリア国立大学講 日 豪関係史Kついて

オーストラリヤ国立大学助 日本の野党の近代政策
教授 と政治

英

インド イY ドネシア科学院国立文 日本の政治外交史
ヰγ ア化研究所 長

臼本の住民運動 ・公害
問題

アジア諸国の開発計画
なよび政策

インドデリー大学講師

韓 国 ノレーノレ大学教授

一一130

1973. 4-1974. 3 

1973. 7-1974. 3 

1973. 9-1974. 9 

1973.10-1 975. 3 

1973.10-1975. 9 

1973.11-1975.8 

1973.11-1974. 1 

1974. 1-1974. 6 

1974. 1-1974. 7 

1974. 3-1974. 9 

1974. 7-1974.10 



氏 名

Leslie Russell Oates 

EI i s巴 Kurashge Tipton 

Richard Staubitz 

Glenn Hoak 

Akira Kubota 

James Elliott 

Theodo r巴 Fai lor Cook 

Bernard Daniel Quinlan 

T.J. Pempel 

Alan Gordon Rix 

Uayne A. Koonce 

John Creighton Call1pbell 

国 籍 研究期間中の身分

師講尚子大ンレホレJ
f
 

ス
リ

一
-
7

オ
ト
ア

米 インディアナ大学

米 エーノレ大学助教授

研究題目

戦前の右翼思想(中野
正剛と関連介子を中心
f'( ) 

警察と戦前日本右翼の
弾圧

明治地方自治制の研究

英
ランカスター大学大学院学 日本の子供の平和の概
生 念の研究

米 ウイ y ザ一大学助教授

英

外国人研究員の受入れ

期 問

1975. 1-1975.7 

1975. 2-1976. 1 

1975. 5-1 975. 8 

1975. 5 -1976. 9 

oo 
cu 

マ
'
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d
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FHυ 
7
'
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J
 

る
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よ
政

K
ト

一一
タ
リ
，

一
エ
究

ュ
び
研

ピ
及
の

y

ス
識

コ
7

1
忠

米

クイ-;/ズランド大学講師政治とビジネスの関係

プリンストン大学大学院学 日本の将校一一出身 ・
生 教育 ・経歴の変遷

米 ハワイ大学大学院学生

米 コーネノレ大学助教授

明治大正政治外交史

日本官僚制

オースト オーストラリア国立大学大 日本の経済協力の決定
ラリア学院学生 過程

原子力開発，日本の環
米 ハーバード大学大学院学生境になける住民団体，

行政問題

米 ミシガン大学助教授 日本になける老人向け
政策

1975. 9 -1976. 1 

1975.10-1976.9 

1976. 1-1977.12 

1976.12-1977. 8 

1976. 2-1977. 2 

1977. 10-1978. 9 

(予定)

1977. 9-1978. 6 
(予定〕



大学院への参加

本研究所の研究職員は，大学院研究科の構成メンパーとなっている。

各研究科の授業担当者と担当期聞は次のとなりである。(1953年から 1963年まで社会科

学研究科の分は，夫々法学政治学，経済学，社会学研究科の中K含まれているo ) 

1953.4. 1 ~ 62. 3. 31 

1973.4. 1 ~ 

1953.4. 1 ~ 73.3.31 

1958.4. 1 ~ 73.3.31 

1962.4. 1 ~ 72. 3. 31 

1967.4. 1 ~ 

1973. 4. 16 ~ 

1975.4. 1 ~ 

1953.4. 1 ~ 

1953.4. 1 ~ 75.10.19 

1953.4. 1 ~ 

1954.4. 1 ~ 

宇高基輔

二瓶剛男

(経済史学)

高橋幸八郎

鈴木圭介

安良城盛昭

岡田与好

毛利健三

西田美昭

応用経済学

大内 力

遠藤湘吉

加藤俊彦

氏原正治郎

法学政治学研究科

担当期間

1953.4. 1 ~ 62. 3.31 

1956.4. 1 ~ 

1966.4. 1 ~ 

1974.4. 1 ~ 

1953.4. 1 ~ 63. 3. 31 

1958.4. 1 ~ 

1964.4. 1 ~ 73. 3. 31 

1976.4. 1 ~ 

1953.4. 1 ~ 69. 3.31 

1953. 4. 1 ~ 75. 3. 31 

1954.4. 1 ~ 56. 3.31 

1957.4. 1 ~ 

1962.4. 1 ~ 

1964. 4. 1 ~ 

1965. 4.1 ~ 

1967.4. 1 ~ 

1968. 4.1 ~ 

1970.4. 1 ~ 

1972. 4. 1 ~ 

1974.4. 1 ~ 

1974.4. 1 ~ 

郎

郎

夫

夫

二

潔

明

四

嘉

和

秀

宏

夫

社会学研究科

1953.4. 1 ~ 65.3.31 

1953.4. 1 ~ 69. 3. 31 

1956. 4. 1 ~ 72. 3. 31 

1956.4. 1 ~ 57. 3. 31 

1959.4. 1 ~ 

1968.4. 1 ~ 

広

栄

哲

原

石

垣

塚

場

本

崎

藤

保

戸

大

柴

戸

馬

山

山

加

安

1963. 4. I ~ 

1966.4. J ~ 

1969.4. 1 ~ 

1972.4. 1 ~ 75. 3. 31 

1974.4. 1 ~ 

1953.4. 1 ~ 73. 3. 31 

1959.4. 1 ~ 

1964.4. 1 ~ 

国際関係論

嘉治真三

高橋勇治

宇高基輔

内回力蔵

古島和雄

和田春樹

町一 132一ー

1968.4. 1 ~ 

1953‘4. 1 ~ 58. 3. 31 

1953.4. 1 ~ 71. 3.31 

1974.4. J ~ 

1975.4. 1 ~ 

経済学研究科

理論経済学・経済史学

(理論経済学)

字野 ~1、蔵

鈴木 鴻 一 郎

公法

鵜 飼 信 成

高柳信

奥平康弘

宮崎良夫

民刑事法

有泉 亨

渡辺洋三

藤田若雄

田端博邦

基礎法学

内田力蔵

磯田 進

山之内一郎

潮 見 俊 隆

藤田 勇

稲本洋之助

利谷 信 義

戒能 通 厚

広 渡 清 吾

政 治

林茂

石田 雄

井出 嘉 憲

有賀 弘

近 藤 邦 康

坂野潤治



図 書・資 料

1 特 色 (2) 極東国際軍事裁判記録極東国際軍事裁判Uvc関する

社会科学研究所K所蔵する図書資料雑誌は本研究 記録は，との裁判自体の研究のみならず，現代史研究

所の性格十てふさわし<，その大部分が社会科学関係、のも にとって貴重な資料であるが，現在その全体にわたつ

の，すなわち法律 ・政治 ・経済 ・労働 ・社会関係のもの て所蔵しているのは，法務省，朝日新聞社，早稲田大

Kよって占められている。その特色は，和書では労働問 学図書館と本研究所Kすきない。本研究所は. 1966 

題関係資料，日本共産党関係資料，旧満州関係資料など， 年K金l頼薫二弁護士(橋本欣五郎被告担当)所蔵の文

洋書ではとく vc:/速の法令集 ・判例集・法学雑誌・各法 書の購入以来，関係資料の収集K努力してきたが，

学領域の戦後の学術書が系統自~vcJ灰集され，中国 東欧 1971年に三文字正平弁護士(小B韓国昭被告担当)所

社会主義諸国の法令集 ・法学雑誌も収集されているとと 蔵の文書，法務省，朝日新聞社，早稲田大学図書館の

Vてある。 重複文書の寄贈をうける幸運K恵まれ，本絡的左整理

また，本研究所になhては一般蔵書から区別されて別 段階K入り . 1973年度十てとれを完了した。膨大念資

途K保管されている文庫等ーには，職業紹介事業の草分け 料を整理するための方針の樹立Kついては，法務省豊

である故糸井護治氏，元参議院議員故細川嘉六氏，元子 回限雄氏，早稲田大学中沢保氏，朝日新聞社の御教示

爵故阪谷芳郎氏，元本研究所所長故山之内一郎教授旧蔵 K負う所が大きい。

の「糸井文庫J.1細川文庫J.11仮谷文庫J， 1山之

内文庫J.な よび文部省科学研究費機関研究「日本社会

の近代化K関する研究一ーとく K土地制度を中心としてJ.
「アジア地域の法構造ならびK社会構造の近代化K関す

る研究Jvcよる収集図書 ・資料，健東国際軍事裁判記録

等がある。なな，元国鉄総裁十河信二氏寄贈の旧満鉄を

中心とした図書・資料 ・雑誌は別掲目録作成のうえ，一

般書庫K収納されている。 ζれらの文庫等のうち，主要

な三，三のものKついて，その若干の内容を紹介すれば

以下の如くである。

川糸井文庫 との文庫は，故糸井譲治氏(189ト 1959年)

旧蔵資料が糸井幸子夫人安田辰馬氏，小幡佐七氏ら

資料Kついては，以下の 3冊の目録がある。

a 1総記編J目録(東京大学社会科学研究所文献目

録第4冊(皿)1973 ) ζ れは「目録・索ヲIJ

(18巻)， 1公判関係資料J(61巻). 1公明j速記

録J(英文 134巻，和文 10巻). 1弁護関係資料」

(43巻)の内容目録である。

b 1検察側証拠書類」目録(東京大学社会科学研究

所文献目録第 4冊 (I)1971)・...・ ζれは検察側証

拠書類82巻の内容目録である。

c 1弁護側証拠書類J目録(東京大学社会科学研究

所文献目録第 4冊(lI)1972) ・0ζれは弁護側証

拠書類 106巻の内容目録である。

の御好意により ，一指して当研究所K寄贈されたもの 上記 454巻の資料は，目録順K配列されてなり，自

である。資料約 9，900点，図書 540余点になよぶ職業 録Kよって容易K検出するととができるO また資料の

紹介事業関係の原資料類で， ζ の分野での最も貴重在 中十ては，法廷Kよって却下された資料や，弁護側が弁

資料プロァクの一つを左している。故糸井氏は.1920 慈のためK準備した生の資料も含まれているo まな，

年協調会中央職業紹介所書記 1929年職業紹介事務 上記の目録Kは掲載されていないが "pear1 Hal 

局名古屋地方事務局長. 1934年東京地方職業紹介事 bo山 一 Attack" や旧満州関係資料等も，極東裁判関

務局長. 1942年警視庁職業課長等， ながく職業紹介 連資料ょして整理されている。

事業K関係されている。その問，自ら作成された起案 (3) 1アジア地域の法構造ならびK社会構造の近代化に

文書，部内資料，関係資料等を丹念K収集所蔵され， 関する研究」関係図書 ・資料 ζの図書 資料プロァ

早〈から関係者の間では，その資料的価値の高さ十ては クは，文部省科学研究費特定研究(19 58~60年総合

定評があった。なな，その内容の詳細Kついては安田 研究別枠. 1 96 1~ 62年特に推進すべき部門. 1963 

辰馬「糸井文庫資料目録の意義JU日労研資料 j ~65年特定研究) 1アジア アフリカ地域総合液事J

( 1 958~62年は「アジア地域の社会経済構造J ) vc ¥¥ 第 735号. 1968年 4月下匂)なよび別掲の 『糸井文

庫資料目録』を参照されたい。 よる研究費助成Kより購入した。図書 ・資料の冊数は

- 133ー



2350冊。その内容を概観すれば，イ Y ド・東南アジ

ア地域諸国の法令集(一部判例集を含む)並びKアダ

ァトレ ヒ卜(イ y ドネシア )関係資料など法並びK法

慣習K関する資料を中心として，アジア ・アア リカ地

域諸国の法律 -政治 ・経済 社会K関する研究図書

資料である。

アジア地域総合研究の研究費助成Kよって収集され

た上記の図書・資料Kついては，文部省大学学術局品、

よび同総合研究組織によって編集された「アジア地域

総合研究文献目録」第 1-第 5巻 (1959-63年). 

「アジア ・アフ リカ地域特定研究文献目録」第 1-第

3巻 (1964-66年 Hc収録されている。

2 図書 ・資料の収集

図書 ・資料の収集Kついては，本研究所の設立目的で

ある社会科学の総合的研究の達成のためK必要な基本文

献を洩れなく 収集するとと を目的としている。 図書の購

入については，各種の文献目録の中から所員が選定した

図書とf諸外国，日本の新刊書の中から検討の上，購入

決定をなとなっている。とれらの図書・資料は. r東京

大学社会科学研究所図書分類表 (1960年 12月現在 Hc
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もとづいて，地域別(大分類)，内容月1](中分類)I'C分 1974 3193 2102 5295 

類した上，洋書，利害Kわけて整理している。 カードは 1975 2603 2427 5030 

著者 ・書名・分類の 3種類を基本とし，それぞれの内容 合計 77714 41726 119440 

に応じて，適宜参照カードを附加してい る。 なた，図書資料関係の施設としては，事務室，雑誌、資

な事、，資料・雑誌掛の発足Kより ，会合よそ 1970年 料展示室，閲覧室，目録カー ド室，マイ クロ フイノレム リ

以降の国内資料Kついては，機関別す念わち(官庁)各 ーダ一室，同保存室，資料整備室，書庫(積層式10層，

省庁別. (民間)団体名7J1jI'C区分し，外国資料Vてついて 保存書庫及び地下書庫)がある。

は，国際機関別，国7J1j1'C区分整理されている。定期の資

料 ・雑誌は原則として継続刊行されているものを主とし 3 目 録

ているため，カードは既存の書名，著者名カードK関連 本研究所で作製した文献・図書 ・資料目録のうち.r東
指示カードを挿入し，資料基本カードと連携さぜ利用K 京大学社会科学研究所文献目録」として本書「出版物」

供しているo の項K収録されている以外のものは以下のとなりである。

っき'I'C. 1946年 8月，本研究所が設立されて以来(1) 東京大学社会科学研究所資料 ・雑誌掛『受入雑誌所

1976年 3月末までK受入れ，整理された図書 ・資料 ・ 蔵目録(稿)1971年 7月末現在 J( 1971年 9月

雑誌の冊数を和洋別，会計年度7J1j1'C表示すれば，次の通 同所)

りであるo

年度利害洋書 計 ・

1946 2212 0 2212 

1947 1631 368 1999 

1948 1152 392 1544 

1949 928 108 1036 

1950 1367 314 1681 

1951 1563 600 2163 

1952 2278 556 2834 
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(2) 東京大学社会科学研究所資料 ・雑誌掛『官公庁(国

内)資料目録(稿)1973年 l月末現在 j( 1973年

3月同所)

(3) 東京大学社会科学研究所資料掛編『糸井文庫資料目

録一一職業紹介事業資料を中心にして←ー資料，第壱，

第弐，第参分冊，整理済図書分冊 j( 1966年 9月.

同所，謄写印刷.s 5. 37 8P. ) 

(4) 東京大学社会科学研究所資料室編『 十河信二氏寄贈

書仮目録 J(1968年 1月，同所，ゼロァ クスコヒ.ー，



図書 ・資料

46 P. ) 究文献目録(政治実態研究資料第 3号 )J(1956年，

(5) 東京大学社会科学研究所資料室編『阪谷文庫総目録』 同所， B5， 81P.)

( 1970年 l月，同所，謄写印刷，B 5， 74 P. ) (10 東京大学社会科学研究所政治実態研究会編『政治実

(6) 東京大学社会科学研究所資料掛編『社会科学文献目 態研究会資料目録.1( 1956年，同所，B 5， 12P.) 

録(地方政治資料編)一一県議会(県会)史 -県政史 聞東京大学社会科学研究所資料室編『労働調査資料目

を中心として J ( 1965年，同所， B 5， 48P.) 録 .1(1970年 10月，同所，!.謄写印刷，B5， 100P.) 

(7) 東京大学社会科学研究所村落構造研究会繍『鹿児島 (13) 東京大学社会科学研究所労働調査室編「日本労働組

県tてなける村落構造の研究K関する文献目録J(1954 合総評議会 (総評) 資料目録 ( 1 968~70年).1 ( 1 972

年，同所， B5， 3P.) 年11月，同所，ゼロックスコピー， 414 P. ) 

(8) 東京大学社会科学研究所政治実態研究会編 『地方自 M 東京大学社会科学研究所労働調査室編 『労働問題調

治文献目録(政治実態研究資料第 l号 ).1(1955年， 査会 ( 1 949~ 55年)所蔵資料目録， 1973年12月改

同所，B5， 89P.) 訂版 J(ゼロアク スコピー， 162 P. ) 

(9) 東京大学社会科学研究所政治実態研究会繍『宮僚制 聞東京大学社会科学研究所戦後改革研究会編『戦後雑

文献目録(政治実態研究資料第 2号 )j(1956年， 誌、目次総覧 政治 ・経済 ・社会(上)J( 1976年，東

同所，B 5.) 京大学出版会， 22 c m • 552 P. ) 

白骨 東京大学社会科学研究所政治実態研究会編 『政党研
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予算・定員・建物の状況

予算 の状況

1957年(昭和32年度)~ 75年(昭和 50年度Hてなける予算の状況(決算額)なよび最近

3カ年(1973年~75年) の校費の配分状況並びK年度月|周己当定員は下記の通りである。

配当予算決算額 (単位千円)

Ejz 1957 (昭32) 1958 (昭33) 1959 (昭34) 1960 (U召35) 1961 (紹36)

部門金 額 部門金 額 部門金 額 部門金 額 部門金 額

人件 費 II 21，900 11 22，911 11 24，539 1 1 29，324 11 35，000 

旅 費 384 549 620 595 898 

校 費 7，490 26，485 7，825 9，314 11，645 

小言↑ 29，774 49，945 32，984 39，223 47，543 

件数
科学研究費 5 1，4 7 0 7 5，720 10 8，710 10 9，730 8 13，514 

合計 31，244 55，665 41，694 48，953 61，057 

主立 1962(837) 1963 (昭 38) 1964 (昭39) 1965 (昭40) 1966(昭41)

部門金 額 部門金 額 部門金 額 部 門 金 額 部門金 額

人 件 費 11 41，605 11 47，376 II 55，316 12 63，173 12 74，792 

旅 費 1，012 946 1，253 1，180 1，700 

校 費 14，804 15，044 15，777 21，1 10 20，623 

小 計 57，4 21 63，366 72，346 85，4 63 97，1 1 5 

件数
科学研究費 6 7，930 5 11，800 12 13，046 11 11，781 6 11，950 

合 計 65，351 75，166 85，392 97，244 109，065 

~ 1967(842) 1968 (昭43) 1969(昭44) 1970 (昭45) 1971 (昭46)

部門金 額 部門金 額 部門金 額 部門金 額 部門金 額

人 件 費 13 74，211 15 94，625 16 94，378 16 110，943 16 130，935 

旅 費 1，954 1，944 2，046 2，179 2，246 

校 費 27，247 29，948 29.1 0 '1 28，128 30，237 

小 計 103，4 12 126，517 125，528 141，250 163，418 

件数
科学研究費 9 8，950 9 9，470 12 15，100 12 6，170 10 6，600 

合 計 112，362 135，987 140，628 147，4 20 170，018 
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32 1972(日百47) 1973 (昭48)

部門 E 介、ぺ 額 部門 金 額

人件費 16 144，678 17 165，947 

旅 費 2，328 3，024 

校 費 29，1 67 37，557 

小昔| 176，173 206，528 

件数
科学研究費 8 5，320 6 5，330 

合計 181，493 211.858 

校費配分内訳(決算額) (単位千円)

よ4 1973 1974 1975 
(昭48) (SB49) (昭50)

図 書 費 11，465 13，698 14，095 

出 版 費 7，516 5，618 6，456 

研究室経費 993 1，915 1，720 

全体研究経費 1，370 4，751 3，1 43 

特別研究経費 3，000 4，700 8，110 

人件費(賃金) 1，378 1，539 1，665 

光熱水料 2，528 3，543 4，758 

管 理 費 8，594 9，038 9，134 

そ の イ由 713 179 553 

言十 37，557 44，981 49，634 

年度別配当定員表(日)(官命IJ施行後)

区pき I 94 9 1 950 1 9 5 I 1 9 5 2 

教 授 7 7 11 11 

助教授 7 7 1 I II 

講 師 2 2 2 2 

助 手 1 2 1 2 I 6 I 6 

事務官 5 5 5 5 

雇 1庸人 1 8 I 8 I 9 I 9 

計 5 1 5 I 64 64 

部門新設
増減内訳

治 13 

予算ー定員 ・建物の状況

19740B49) 1975(昭50)

部門

17 

6 

1 953 

11 

II 

2 

1 6 

5 

I 9 

64 

金 額 部門 金 額

236，180 17 268，485 

3，153 3，643 

44，981 49，634 

284，314 321，762 

5，110 10 9，180 

289，424 330，942 

定員の状況

年度別配当定員表 (1)

訟ぞき 1946 1947 

教 授 5 5 

助教授 5 5 

助 手 5 5 

翻訳官 2 2 

書 記 2 2 

嘱託員 5 10 

雇 員 6 11 

傭 人 2 10 

言↑ 32 50 

1 954 1 9 5 5 I 9 56 I 9 57 

1 I 1 1 11 1 I 

11 1 0 10 1 0 

2 2 2 2 

I 6 I 6 I 6 I 6 

5 5 5 5 

I 9 1 8 18 1 8 

64 62 62 62 

行政整理

減 2 

1948 

7 

7 

7 

2 

3 

10 

11 

9 

56 

1 958 

11 

10 

2 

1 6 

5 

I 9 

63 

臨職定員

化増 l 
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言示ぞF1 959 1 960 1 961 1 962 1 963 1 964 1 965 1 966 I 967 

教 授 11 11 11 1 1 I 1 11 1 2 12 I 3 

助教授 1 0 1 0 1 0 1 0 10 1 0 11 11 1 2 

言誇 師 2 2 2 2 4 4 4 4 4 

助 手 1 6 1 6 I 6 1 6 I 6 16 1 7 I 7 18 

事務官 6 1 1 II 1 4 1 2 12 1 2 1 2 12 

雇傭人 18 1 3 1 5 22 22 22 24 24 26 

計 63 63 6 5 75 7 5 75 80 80 85 

任用定数 任用定数 臨戦定員 臨戦定員 事務官. 昔日門新設 部門新設

増 減 内 訳 講師振替

変更 l 変更 5 化i曽 2 化増 10 2 i首 5 増 5 

訟ぞ里 1 969 1 970 1 971 1 972 1 973 1 974 1 975 I 976 

教 授 1 6 1 6 1 6 1 6 I 7 1 7 I 7 17 

助教授 1 5 1 5 1 5 1 5 I 6 1 6 16 16 

講 師 3 3 3 3 I 

助 手 1 6 1 6 I 6 I 6 I 5 1 5 I 5 15 

事務官 I 2 I 2 I 2 1 2 I 2 1 2 1 2 
の職員

雇傭人 24 23 23 22 22 2 1 20 32 

86 85 85 84 83 82 8 I 8 I 

部門新設 定員減 l 定員減 l 部門新設 定員主主 l 定員減 I

増減内訳 1首 3 増 2 
阪替滅2

定員減 l 定員減 1

建物の状況

1. 本研究所は当初，事務室を法文経 1号館 l階Kあった経済学部事務室の中K品、いて発足

した。

2. 1947年 4月現在の配置(借用)状況は次のようであ った。

判 事務室法文経 2号館 3階38番教室控室

(吋助手室がよび書庫法文経 l号館 19番教室及び控室

付図書 室 法 文 経 1号営 19番教室及び控室

(寸会議室法文経 l号館西側 1階奥

~T0 教官研究室総合図書館 2 階(東側)

1 968 

1 5 

1 4 

3 

1 6 

1 2 

24 

84 

部門新設
士曽 4 
振替減3
定員減2

3. 1954年K現在地K建物の一部が竣工(地下 I階，地上 4階延商積 1，072m
2
)，1955年

に事務室，教官研究室なよび会議室が新建物K移転した。

4 次いで 1957年に地下 111皆，地上 4階，延面積 1，152m2が二期工事として増築され，図

書室，助手室，書庫などが移転して一応形が整った。

5 その後， 念品、研究室ならびに書庫等の不足のため， 1968年K至り新たK2.074m2，さ

らK1972年 148m2の増築を見，総面積は 4，446m2となった。

6 念丸建物の 4階の一部K従来からあった教養学部附属アメリカ研究資料センターの研

究室 158m2が，1976年K本研究所K所属替された。 従って合計4，604m2で現在K至っている。
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予算定員 ・建物の状況

建物の利用状況なよび配置図は次のとなりである。

建物の利用状況
(単位 m'，1976.11.30現在)

¥ 研究 室 演 習 室 調 査 室 所長室，事務室 事務関係、諸室 会 議 室

室数面 積 室数 面 積 室数 面 積 室数 面 積 室数 面 積 室数 商 積

地階 3 84 9 226 

1階 6 247 3 92 3 147 

2階 13 332 5 127 43 

3階 11 266 2 143 8 183 

4階 9 209 16 35 

5階 7 174 

6階 7 123 

計 47 1，104 3 84 5 127 8 390 22 560 4 182 

¥ 外談国話人研究室室 書 庫 便所通路他， 言十
その イ蔵 考

室数面積 室数面 積 面 積 室 数 面 積

地階 6 266 222 18 798 1， 2階法律政治別室，経済

1 r滑 49 309 13 844 別室辛子よび翻訳室は調査室の中に

21活 33 2 82 247 22 864 含ま れている。

3階 49 223 22 864 2， 31瞥図書事務室の中K資

4階 49 258 12 567 料室が含まれている。

5階 49 82 8 305 

6階 33 49 157 9 362 

言十 2 66 13 593 1，498 104 4，604 



建 物 百E 置 図

地階
001 倉庫 014 書庫問 1954年 002 シャワ一室 015 資料書庫

完成 003 当直室 016 保存書庫 017 

004 演習室 017 倉庫
005 
006 H 

008 休憩室
009 更衣室 通
010 書類書庫

1968年 011 倉庫
よ曽築 012 書資庫

013 料書庫

1972年
増築

新聞研究所

時間外通用口

l 階

101 事務室 112 準備室
114 仁ニゴ 116 

102 113 小会議室
103 事務応接室 114 大会議室
104 事務長室 115 新聞研
106 統計機械室 116 書庫
107 機械室
108 事務室 113 I 115 
109 ストックノレーム

110 所長室
111 所長応接室 112 

111 

140 



予算定員 .建物の状況

2 階 201 研究室 217 研究別室
202 218 談話室
203 219 調査室 11 220 日ヨ 223
204 220 
205 221 写真室
206 H 222 保存書庫 隠 219
208 223 書庫
209 
210 
211 m 218 222 
212 研究別室
213 研究室
214 

臨 217 221 
215 
216 

213 212 I 206 I 204 

| 新聞研究所

3 階 301 研究室 317 閲覧室
302 318 図書事務室 319 
303 319 資料室 l:::l:::I 323 
304 320 カ ド室
305 321 マイクロ保存室
306 322 マイクロリーダ一室

隠 318 308 11 323 書庫
309 
310 
311 322 
312 組合事務室
313 研究室 i語 321 
314 11 

315 m 317 Lよ 320 316 



4 階

401 研究室
402 11 

403 
404 11 

405 1: 403 
406 
407 
408 書 庫 [ 402 407 
409 組合青年部室
410 会議室
411 研究室 m Ml1 I 406 

412 助手OB室

話夜守

屋 上回出陣上

5 階

502 

501 
502 
503 
504 

6 階 607 

508 
606 

605 

604 

603 608 
507 

602 

室

庫

究
H

H

研

書

601 研究室

602 
603 
604 
605 

606 研究室

607 
608 外国人研究員室
609 書庫
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研究所の出版活動

本研究所K辛子ける共同研究や個人研究の成果は，所内 選人名簿J.御茶の水書房. 1 970~ 1 97 j ) ， 以後は，

の各種研究会(月例研究会，全体研究研究会，グノレー プ 本項目の形式K吸収 ・統一する とととなった。

研究研究会在ど )vてないて報告されるととも VC，下記の (7) 東京大学社会科学研究所文献資料目録(形式 ・東京

各種刊行物として公表されている。 大学社会科学研究所編集 発行，非売品)・・ ・研究所

(1) 東京大学社会科学研究所紀要『社会科学研究 j 所員，資料掛)が作成した文献や資料の目録で，現

( j 948年2月創干1]，年 6回，非売品)・ ー本研究所の 在第 5冊まで刊行されている。

機関誌として， 11個閏人研究主公?よひび，共同研究の成果の発表 (ωB剖 Anna1 s 0 f 1 he 1 n】st 1 t 川ut同e0ωf Social Sc引ler川巴

の場と念つている。現在 (μ1976年度末，以下£台、在じ形式.東京大学社会科学研究所編集 .発行'年 I回，

第28巻第6号まで刊行されている。 非売品. Ai: 6まで Social Science Abstracts) 

(2) 社会科学研究叢書(形式・個人名義の単行本，市販) ー 主として，所員の「個人研究JIグノレープ研究」

1948年から 1949年Kかけて，社会科学協会の 「全体研究」の成果のうち，海外の研究者との交流に

企画Kより ，所員の個人研究の成果を自白書院から刊 有益な論文その他を外国文(主として英文 )vc翻訳し

行したもので 5冊の刊行を もって終り，次項(3)VC継 たもので，現在必18まで刊行されている。

承された。 (9) 全体研究の成果の干1]行… 1960年代以降の全体研

(3) 東京大学社会科学研究所研究叢書(形式・個人名義 究の研究成果をまとめたもので，現在までVC，r京葉

の単行本，市販) ー 所員が個人としてその研究成果 地帯Vてなける工業化と都市化 j(東京大学社会科学研

をとりまとめたもので，現在第45冊まで刊行されてい 究所編， 1965)，r基本的人権 j(全 5巻，東京大

る。 学社会科学研究所編. 1 968~ 1 959) ， r 戦後改革』

(4) 東京大学社会科学研究所研究報告(形式 ・個人また (全8巻，東京大学社会科学研究所編， 1 974~ j 975) 

は研究会編集，市販)・…・・所員が「グノレー プ研究Jと 等が刊行され，東京大学出版会から市販されている。

して行った調査研究の成果を取りまとめたもので， 。閉 その他の出版物

現在第26集まで刊行されている。 ①『社会科学の基本問題J(全 2巻，東京大学社会科

(5) 東京大学社会科学研究所調査報告(形式 ・東京大学 学研究所編.1953) ー本研究所の童Ij立15周年を

社会科学研究所編集・発行，非売品)・…ー所員が個人 記念して刊行された論文集。

または「グノレープ研究」として行った調査研究を，中 ②本研究所の紹介 ...r東京大学社会科学研究所要覧』

間報告として取りまとめたもの，あるいは最終報告で (非売品)は，本研究所の泊革・規則 ・組織 ・職員

あるが，研究の性格上市販されがたいもので，現在第 ・予算・設備・図書・資料・研究の概況 ・出版物な

15集まで刊行されている。 ど，本研究所の高oと活動を紹介するもので，約 3

(6) 東京大学社会科学研究所資料(形式・東京大学社会 年どと K作成され，現在Ai:7(1974)まで刊行さ

科学研究所編集・発行，非売品)・ ー所員の調査研究 れている。 TheInstitute of Social Science 

を通して収集された資料を，主として資料紹介を目的 は，前記『要覧Jを簡単Kして英訳したものである。

として公表しようとするもので，現在第 7集まで刊行 また『研究経過ならびK実績』は，共同研究なよび

されている。 個人研究の双方Kついて，当該年庶ーの研究計画と前

左右>，所員Kよる資料の公刊が， I東京大学社会科 年度の研究経過と実績をまとめたもので，各年民主の

学研究所資料叢書J(第 1集・全 5冊)の形式を以て 当初K刊行されている。

行われたととがあるが(r貴族院多額納税者議員互
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東京大学社会科学研究所紀要

『 社会科学 研究』

第 |巻

1号 1948.2.10 2号 1948.4.30

3号 19118.9.10 "号 1949.1 .15 

矢内原忠雄創刊の辞...・ ー.........・ ・・・I号

論説

字野 ~L.、蔵社会科学の客観性 マァクス・

ウヱーパーの『理想、型』について一一 . .• 1 

内聞 力蔵 ベンタムの立法理論研究への序説 ......1

林 茂日本K卦ける社会主義研究組織の

松本達郎藤田五郎著 『日本近代産業の形成 .1....3

竹浪祥一郎 グアノレガ批判lについてー ー................3 

U 回中和夫著 『英米法の基礎 j..・ ・・ 3

嘉治真三 C.W.ライト著「合衆国経済史 j.. …'4 

有泉 亨 イギリスの労働裁判K現れた賃金

決定の原理一一ラ Y キYの著書K

よって一一 ・ ー ・ー・.4

資料

山之内一郎 ユーゴスラグィヤ連邦人民共和国

憲法ー......................一一 ..............3 

学研民主主 労働組合実態調査中間報告

義特別委員 労信』組合と民主主義ーー・・・一 ..3 
会第四部

生誕ーー明治31!¥j三の「社会主義研 南原 繁社会科学研究所の設置Vてついて .........1

究会Jf'[ついて一一ー ー..................1 所報

鈴木鴻一郎 日本農業Vてなける資本主義の発展 … . •••....•.. ……・・・・・・・…….........2

『新封建派 』の見解Vてついてー ....1 11 ・・H ・M ・-一ー・ ぃ・ .....・ー・・・・・…・ ・0 ・ 3 

高橋勇治 中国新憲法と基本的人権 ・ ー・0 ・ .2 …....・ H ・............… .....4 

大内 力生産力理論K卦けるスミス とリス

卜!1){2)(3・完 ・白 目E ・ ・ ・・ 2.3，4 第2巻

毎回庄兵衛幸徳秋水の思想的転化一一明治社

会主義運動の方向転換論争をめぐ

I号 1950. 4， 5 2号 1950.7. 5 

3号 1950.10.31 4号 1951.1.31

ってー ー・・・・・・ 0 ・・ e・・・ー ..................2 論 説

有泉 亨朝鮮婚姻法の近代化................・0 ・・ 2 宇野弘蔵 『経済学の方法 』について ・・ー・ ・ ] 

鵜 飼信 成司 法権優越制と国会主権の原理 高橋幸八郎 r.".ニュ 77クチュア 』の歴史的

一一サー・エドワード ・コ ークを 形態一一資本命Ij生産の端初的存在

中iL，'f'[して一一一 ー .........・......3 形態について一一 一.......................1

内田 力蔵 ベンタムとブラックストウン(1) 高橋 勇治近代中国ノレヰサンス(1)(2) 反儒

ベンタムの立法理論研究への 教運動を中心としてー_..・ 0 ・・ .• 2，" 
序説その 2一一 ー ・・・・0 ・・ 4 藤井 洋ニューディ ノレの信用政策 貸

遠藤湘吉 ホ y プズ研究序説(1)..........・一......一一 4 付資金の過充を中心として ー一 2 

佐藤 功 ロベノレト ・フォン ・モーノレの生涯 遠藤湘吉 ホップス研究序説(承前)ー …… ・ー 2 

と学説川一一ドイツ K品、ける近代 山之内一郎 ヴイシンスキ-f'[よるソグェト

国家学の系譜 その 1 ・0 ・e・0・・・・ 0 ・'4 法理論の確立(1，完)•••• •••••• .•• ...• •.• 3，" 
展望 大内力戦後日本農民の財政負担 …・・一 "".3

遠藤湘吉国有化とイギリス労働党をめぐっ 佐藤 功ロベノレ卜・フォン・モーノレの生涯

て ー ーーー ・ーー・・ーーー・....・ 2 と学説 (2.完)一一ドイツ K品、ける

紹介 近代国家学の系譜その I一一… 3

鵜飼信成パウンド若『行政法』一ーその発 鈴木鴻一郎 『総体的価値形態から一般的価値

達-手続及び意義一一・・ー....・0・・・ 0 ・・・・1 

大内 力 カーノレ・カウツキー 『労働者保護

と農民保護』

嘉治真三 アメリカよりの寄贈書二篇一一

R.B.Hall Area Studies そ

の他一一・・0 ・ ー ーー・ー・・ー ー・・・ ・・・・・・ 2 

形態への推移 jf'[ついて一一宮)11

実教授K答う一一 ー・ 一 e・.. 目・・ 4 

持論

磯田 進改正労働組合法の若干の問題一一

アウトサイダー組合・不当労働行

為一一ー
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研究覚書

内田 力蔵 パウ Y ドの法発展方式について

メーンの法進化論との関係 . 3 

加藤俊彦安田銀行と安田善次郎 ー ー・ ー3

喜多川篤典 「制度」の法律的意味Vてついて

米谷隆三著「約款法の性格」

を読む ・ーー 一一ー ・ー・ ー・ ・ 4

学界展望

有泉 亨 労働法にむける解釈の問題 …・・・ …...・・ 2

大河内一男 社会政策論争の論 ... 一一…・・・…・..2

鵜飼信成わが国は共和国である という考

え方をめぐって・・・ー・ー 一一ー........4

文献解説

鈴木鴻一郎 戦後十てなける「資本論」研究文献・ー ・ I 

林 茂満洲事変以降の政治過程(1)・ー・ 0・4

紹介

下山瑛二高柳賢三著「英国公法の理論J............ 1 

林 茂グウチ・外交並びK治術K関する

諸研究 1942年干11........... ー ..2

藤田 若雄吾妻労働法学の基底Uてあるもの

吾妻光俊著『近代社会と労働

法 』を読みて一一 ー ー ーー・….......2

竹浪祥一郎 チェノレヌイシヱーフスキイの経済

学書................一 ・・…・・一一 ....・H ・.2

資料

学研民主主 教職員適格審査委員会合よび公職

義研究特型適否審査委員会の分析 I 
委員会第二

音日

の

究

会

研
社

ム
ス

ス

ン

イ

-7

テ

フ

ル

代

ベ
近

ル

「

l

コ

け

一
ヤ

l
」

ニ

成

サ

形

夫

評

康

書

木中

研究所の出版活動

佐藤 功政治と憲法一一ピスマルクの憲法

思想 ドイツ Vてなける近代国家学

の系譜その 2-ー・ ・・ ー ....・ 1

遠藤湘吉減税について 卜7 ス ・ペイ y

Kふれつ~-_. . . .. ..一. . .. •.•. ••. •. . .• ••••.. 1 

磯田 進村落構造の 『型 Jの問題ー....... 一'..2

氏原正治郎所謂「常用工」と「臨時工Jvcつ

いて一一わが国労働経済のー問題

点一一ーーー ー ........， ...ー 一 2

労働基本権の保障について ・ ー.......3

『資本論jvcなける恐慌理論の難

点.................................…・・・ ・・ ・ー・ 3 

条約改正をめぐる初期政党・ー ・・ e ・3

国家独占資本主義としてのニュー

ディーノレ(遺稿) ー・一一 .• ..........4 

アメリカ行政法の展開 ・・ 0 ・・ー・ー・・ ー'..4

有泉 テ

宇野弘蔵

小山博也

藤井 洋

鵜飼信成

展望

末延三次

嘉治真三

内田力蔵

アメリカ法研究の方法について ・ . •• 4 

アメリカに於ける地域研究K就い

て ー・

アメリカになけるパウンド法学の

ある評価について 一つの名、ぽ

えがきーー・

実態調査

宇野 弘蔵 長野県西筑摩郡王滝村調査報告・・・ー・ 2 

鈴木鴻一郎

加藤俊彦

武田隆夫

遠藤湘吉

大内 力

紹介

近江谷左罵之介二つの窮乏化理論一一カウツ

キーと卜ロコンスキ ーー ・・ ーー・ー ・ '.1 

の最近のー水準一一-一 ー ーー・ー… ..3 資 料

磯田 進川島武宜・渡辺洋三箸「土建請負 鵜飼信成大学と共産主義者 カリプオノレ

契約論J............... …・……・・ 0・ー … 4 ニア大学事件の判決について ..'・ 1 

氏原正治郎 ILO Action Against 高橋幸八郎 1848年の農民問題・・0 ・・ー ー・・ ・・ I 

Unemployment ...・ー.• • • . • . . -. . • . • . .・・ 4 林 茂満洲事変以降の政治過程(2) 文

献解説一一

第3巻

1号 1951.9.10 2号 1951.12.28

3号 1952.6.30 4号 1952. 7.30 

=.6.三M
日間 毘見

林 茂 貴族院の組織とその性格一一貴族

院令起草者の意図したもの一一・・・・・・・ー 2

内田力蔵訳 パウンド「アメリカ法の発展とそ

のイギリス法からの離脱点J(t) 

字高 基輔再生産論と恐慌との連繋について (2 完) ー…・・・…..........… 2，3

一一山本二三丸著『恐慌論研究』 高柳信ー へフター 119世紀Kなけるドイ

V亡よせてーー・…ー ー… ・.... …・… I ツ自治行政J..……ー…......…....・ o・..3 
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第4巻

l号 1952.11.20 2号 1954.1.25

3号 1954.2.25 4号 1954.5.30

論説

加藤俊彦 日本勧業銀行の成立(1)，(2)・・ ー......1，2 

大内 力 農民層の分解にかんする一考察・・・・ ーー l

近江谷左馬之介

高 柳 信 一 プロイセ y 地方自治情Ijの生成とそ

長坂 聴ベJレンシュタインの 『金融資本論』

批判lをめぐって・ーーー ーー一.............4

書評

輝峻衆三大島清著『農業問題序説』一 ・・・… ・ー 2

第5巻

l号 1954.7.30 2号 1954. 8.30 

3号 1954.10.20 4号 1954.12.20

の特質(1).………ー・ ー・ー…・…ー・・ ーー.....1 論 説

林 茂日独伊三国同盟成立の経緯(1)一一 嘉治真三アメ リカ合衆国Kなけるセクシ ョ

主として日本側資料による一つの

覚え書き -…...........・・・…ー…・・2

ンとリジ ョ:/.......…・・・目。........・ーー ・・ 1 

福島 新吾戦後日本の警察と治安・ …・・…・ ー…"'1

潮見俊隆漁業労働関係の特質ーーその 1 石田 雄 「家族国家」観の政治的機能

と<~歩合制の問題を中心K して ・ 2 「形成期~:j:.'ける 『 家族国家 』 観

渓内 謙 ソグェト行政になける統制組織の の構造と機能J第 3部一一・ ・・ー 一 ..2 

岡田与好 イギリス ・マナー崩壊の基本的特発展一一官僚主義克服過程の一考察-，.3

藤田 勇 ヰッフ・第一期の契約法Kついて 質(1)(2)一一農業Kなける資本主義

一一過渡期の法に関する考察ー・…・… 3 形成の歴史的前提一一・………一・… ・ー 2，3 

藤田 若雄 「組織的強制Jの社会的性格 吉野 悟古代ローマ Vてなける掌捕の構造(1)

ユニオン ・ショップ命IJの研究 '..4 

石田 雄 「家族国家」観の観念構造一一政

(2)一一古代ローマ法Kむける支配

・責任・債務の展開 第 l音1¥の 1，

治構造へのアプローチとして一一 … 4 2一一 ・・・・................・0・・・・・・・ ・・0・・・ 3，4 

叢説 磯田進農村K辛子ける援制的親子関係Kつ

高橋勇治中国~なけるプノレジョア民族解放 いて(1)(2)ーー特K村落構造との関

運動の本質と限界・ ・ーー 一 ........3 連Vてないて一一 一 ………一一一一 3，4

研究ノー ト 鈴木圭介アメ リカ農業の地帯的構造一一農

藤田若雄戦後労働政策の特質と経営協議会 業K台ける資本主義発達の若干の

一一労働協約研究覚書一一・… ーリ・ ・ーl 問題Kついて 第 1部一一・…ー … ・・…ぃ4

江守五夫年齢 階梯街IjならびK自由恋愛に関 研究ノート

するH・シュノレツの学説について.........4 江守 五夫年齢階梯制度下U亡事、ける婚綱と親

展望 族組織の形態K関するH 'クノー

有泉 亨住宅立法の問題点・……・-…一 .........2 の学説Kついて(1)・・・・ ・............4

調査 論評

松本達郎絹 ・ 人絹織物業~かける労働事情 宇野弘蔵 『資本論J~会ける利子論Kついて

秩父織物業Kついて ・・・・…・ 回目 2 一一三宅義夫氏の非難K対する弁

紹介 明一一-

外尾健一フランス労働法の概念と性格一一 資料

デュラン「労働法要論」の書評K 山之内一郎 クリコプ船長事件の鑑定書一一ソ

代えて一一・・・・ー ・・・・ー・田……・・…........1 グェ ト法U亡がける公船の性質事、よ

福島新吾 警察権限及び手続き K関する王立 びその他Kついて一一一-・…・-….......1 

委員会報告(1929年)一一警察 江守五夫訳 A'H・ポスト『民族学的法学研

権の強化と小市民の批判一一 ・・・ … 2 究序説』 一・...............… ・・・ ー・ 田・2

資料

マチアス・ラコ・/

竹浪祥一郎訳

労働協約研 スイス ・パーセソレ地方化学産業統

わが人民民主主義の道・…....一・・… 3 究会訳 ー労働協約一一外国労働協約資料
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(1)_.....................・ e ・・・ーー ー..2 

労働協約研 フランス家事使用人の全国労働協
究会訳

約一一外国労働協約資料(2)一一- ー..3

労働協約研 ハンブノレグ地方金属産業基本労働
究会訳

協約一一外国労働協約資料(3)一一・ ・ ー4

書評

面韓国 進本多淳亮『米国不当労働行為制度 J..… l 

大島 太郎平野義太郎著『国家権力の構造 』 一ー 3 

戸原 四郎 エノレスナーの恐慌論...........................4

第6巻

1号 1955.2.28 2号 1955. 5.30 

3号 1955.7.30 4号 1955.10.30

論説

鈴木鴻一郎 『簡単な価値形態J(1)(2)一一久留

研究所の出版活動

ービュー計画一……・・ ...・ e・ー・ 0・0 ・ぃ l

書評

秋田 成就 イギリス労働組合の実態研究に関

する二著について・ー……・・ ー........2

本橋 渥許地主新著 『広義政治経済学第 3

巻 』・ー・ー …・・・…・.. • • . • . . . . . …・・・… 2

第7巻

l号 1956.2.10 2・3・4合併号 1956.3.10
<山之内一郎教授還暦記念号>

5号 1956.5.10 6号

論説

鈴木圭介 アメ リカ農業K晶、ける資本主義発

達の諸指標一一農業VU:，-ける資本

1956.8.10 

てい
い

っ

…

K

…
 

題

・
聞
い

の干若一

昨

一

発

部

義刊

2

主

第

間鮫造教授の所説Kふれて一一.........1，2 吉野 悟古代ローマ法Kなける握取行為

吉野 悟古代ローマ法K於ける拘束行為の CMancipium)の構造(2)一一古代

構造一一古代ローマ法に於ける支 ローマ法Kなける支配 ・責任 ・債

配 ・責任 ・債務の展開第 2部一一ーー ーl 務の展開第 3部の 2ー ...........・ e・..1 

磯田 進農村f'C;J:，-ける擬街IJ的親子関係、Kつ 宇高基輔東欧諸国にむける土地改革と農業

いて(3・完 )一一特K村落構造 の再編成ー一人民民主主義経済研

との関連tてないて .... •• •. ... •. •. ... .•.. • 1 

鵜飼信成地域行政の構造一 ..............................2

有泉 亨労働協約の余後効Kついて一一労

働協約覚え書の I ・ … ーー 一 ..3 

大内 力 価値法則と日本農業 鈴木鴻ー

郎・大島清両教授の批判1Jf'C関連し

てー一一-一・ー・・・・・一 . . • • . • • . • . ・ ー.....3

永原慶二 日本tてなける封建制形成の歴史的

前提......………ー・ ・ー・・ ・一 ー".4

吉野 悟古代ローマ法Kなける握取行為の

構造川一一古代ローマ法Kなける

支配・責任・債務の展開第 3音[1

の 1一一一........・・・・...・・・・ 目・ー・ ー・・・-一.4 

研究ノート

江守五夫年齢階梯描IJ度下f'C;J:，-ける婚姻と親

族組織の形態K関する H'クノー

の学説について(2)・ ・・・ ・・ ........1 

奥平康~j.、 非米活動委員会をめぐる若干の点描......3

調査報告

渡辺 洋三 下関になける漁業労働関係の写実態・・一 一 2

紹介

加藤俊彦銀行史紹介・・…・・・ ....一一一…・ー4

資料

嘉治真三 社会調査に於ける質問書とインタ

究序説一一回一ー 一 ・・・ …・…2・3・4

高橋勇治 中華人民共和国憲法Kついて・…ー 2・3目4

宇野弘蔵市場価値論について ー・ぃ……・日・・ 5

李 在茂朝鮮Kなける「土地調査事業jの

実体・・・・一-一ー ・ー … -一……・・ 5

小山博也 明治前期Kむける地租軽減論の展

開一一自由党をめぐって一一・ー…・・…… 6

吉岡 昭彦 1 7世紀イギリスの「耕作地主」

について一一口パート・ ローダー

の農業経営とその歴史的地位一一 …….6

回顧と展望

山之内一郎 日本Kなけるソグェト法研究一一
福島正夫 山之内一郎教授に開 (_.........2目3・4
稲子恒夫
藤田 勇

資料

内藤目IJ邦炭鉱労働組合の組合財政一一日本

炭鉱労働組合支部組合財政実態調

査より一一…・………・… .... ・・… ・・・ 5

占領軍の労働政策K関するー資料… '.6 

書評

障峻衆三業原百寿著「農業問題入門」・・…・ … ・1

安良城盛昭 永原慶二箸「日本封建社会論J..……...6 

山之内一郎教授著作目録・年譜.......ー..…・・ー.2・3・4



第8巻

l号 1956.11.15 2号 1957.1.21

3・4合併号 1957.2.28 5・6合併号 1957.3.28

論説

外尾健一 フランス初期労働協約法理の形成

過程(1)(2)(3) ・ ・ ・・ー・・…・ 1，2，3・4

江守五夫本邦のく一時的訪婚>慣行の発生

~関する社会構造論的考察(序説)

(本論その 1)..... … 一一 .......2，5田6

藤田 勇全人民的所有の運動形態としての

計画契約の法的構造(11・・・・・.......・・3・4

大島太郎 日本地方行財政の形成と構造(1)

原型創出過程の考察 ーー・ 5・6

調査

氏原正治郎都市Kなける貧困層の分布と形成

江口 英ー に関するー資料(1)・・・田……・ー・ ー 1 

資料

大内 力農地改革~なける農地買収価格K

大内 力市場価値法則と差額地代.....….......4・5

1J日藤俊彦 日本勧業銀行の研究一一日清戦後

乃至日露戦後を中心Kして .•. 4・5

林 茂立憲改進党員の地方分布

附立憲改進党員名簿 ーー・ー・ 4.5 

李 在茂いわゆる「日韓併合J= I強占」

前になける日本帝国主義による朝

鮮植民地化の基礎的諸指標ー ・・…ー・・・ 6 

回顧

語り手 経済学四十年(座談会) ・ー …・・ .4.5 
宇野弘蔵

聞き手

林 茂，大内力，加藤俊彦.
石田 雄，遠藤湘吉，渡辺洋三

調査

渡辺洋三入会山に関するー資料 長野県

湖南村調査報告一一一- ー…・…・ ....2

紹介

小山 博也 『ドイツ諸政党の社会学』 ー ・ー.....3

資料
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戸原 四郎 マノレタス遺稿とアムステノレタム社

会史国際研究所・・ ・ ー・ ・・ー ・5・6

第 9巻

l号 1957. 6.25 2号 1957.8.30

3号 1957.11.15 4'5合併号 1958.2.20
<宇野弘蔵教授還暦記念号>

6号 1958. 3.20 

4・5

3・15事件(1928年)当時押収

された日本共産党関係資料ー・ 0・・ ・・ 6 

海外学界事情

鵜飼信成 アメリカ法学界展望....・・……・一一 6

宇野臥蔵教授著作目録 ・年譜・ 一..……… .. 4・5

第 10巻

l号 1958. 8.25 2・3合併号 1958.11.10

4号 1958.12.10 5号 1959. 3.16 

6号 1959. 3.24 

論説

論説

古島 和雄 中国の土地改革と富農問題ー・ 日・ 0・ー…・・1

藤田 勇全人民的所有の運動形態としての

計画契約の法的構造(2) 第 2部

の I一一・

守田志郎明治 期Uてなける地方銀行の展開と 戸原四郎 ドイツ金融資本成立過程の研究(1)

地主及び商業資本一←新潟県第四 (2) ノレーノレ地方の重工業と銀行

国立銀行を中心K一一・・ 田…・・・・白 目……ぃ 2 との関係ーー ・・ー ・一.... …・・・ 1，2.3 

大島 太郎 日本地方行財政の形成と構造(2) 田中英夫公益事業の料金の統制の内容と

一一原型創出過程の考察一一・・ ・・・ 2 Due Process Clause .............…・… I

渡辺洋三入会権の実態と性格(1)(2)ー l 潮見俊隆固有林の法律問題一ーその 1

国有林法制の展開と固有地入会権 共用林野制度一一 ...........一…・・ 2・3

の解体 … ・・ …-一 …・・・一'"3， 6 石田 雄 農業協同組合の組織論的考察一一

大石慎三郎封建的土地所有解体K関する研究 わが国圧力団体の特質究明のため

ノート・ ・・ー・ー ・・ ・・・・................・・ 3 ~一一一 日ー....・・回目・・・ 0・・ ・・・ ・・ 4
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長坂 根創業利得の一考察一 ーー・ ・ー・・一.....4

遠藤湘吉株式会社の機能について 長坂

聴兵の所論Kふれて一一一.... ・ 0・・・ 5

奥平康弘 アメ リカ Kなける映画検閲借り(1)(2)

現代Kむける表現の自由のー

考察一一・・…ーーーー・ 一 "'5，6

氏原正治郎 本工・臨時工・社外工 -・ー .....・ 6 

研究ノート

遅塚忠興 アy シアン ・レジーム K於ける大

借地農の成立とその基本性格.... ー6

調査

藤田若雄賃金協定K関する覚書 ー 一 一l

津田真激炭鉱Kなける坑外労働と労働組合

のI殿場組織..... 一ー...........・ ・・ ・6

資料

安良減盛昭 明治 22年「田畑自作地実際収穫

及該耕作ニ対スノレ実質明細調J!tL 

ついて・ ー・ー・・ ー・ ー ........2・3

関谷嵐子 イギ リスの労働組合になける「遍
ピゾグνスアム

歴制度」の紹介一一 E.J.Hobs

bawm， The Tramping Artisan 

( Econ目 Hist.Review， 2nd 

Series， Vol.皿.No.3.1951) 

の所論を中心として←-'・・・ ...・ ・・・・ 5

海外学界事情 ・動向

有泉 亨 いき‘りす人の法生活 ー・…・・・・…・・・ 2.3

高橋幸八郎 1 4・5世紀になける「経済的表

退」論K関する最近の宣言J向とその

研究所の出版活動

過程-一・・・ ・・ ・・・ .. •• ・ ....4 

絵沢弘陽天皇制体制!tLなける労働運動リー

ダーシップの諸類型(1トー ・・ .•• ....5・6

渡辺洋三 明治期の借地制度・ 0 ・ぃ … ・5・6

津田 秀夫安政段階の種物及びf由K関する

「国訴J!tLついてリ ・・・リ・ ......・ 5・6

研究ノート

利谷信義家団論K関する覚書一一成立の契

機と性格 ................. …・ 3

調査

氏原正治郎・江口英一 都市!tL:lo'ける貧困層の分

高梨 昌 ・関谷耕一布と形成に関するー資料(2)" 2 

小林謙一北洋漁業の雇用構造ーーなもにサ

ク ・マス独航船について一一 .......5・6

資料

小林謙一 イY ド農業問題の諸相 1958 

年10月インド共産党全国協議会の

決議一一一一一...........・・ .......，...・ 4

書評

戸塚秀夫大河内一男

研究動向

氏原正治郎編「労働組合の構造と
藤田若雄

機能j一一労働組合研究の最近の

動向一一 ー ーー … ・・0・・・・・ ー4

水本 浩 わ が国Uてなけるイギリス土地所有

法研究の進展・・・….... ・ 5.6 

海外学界事情

批判 ーー…ー………・・・…・ .................4 大内 力 モリス rl873年より 85年tていた

る明治期日本!tLむける小農民問題む

第 11巻 ーアメ リカの日本経済史研究の

1号 1959. 8.15 2号 1959.9.15 一端一一 ー

3号 1959.12.25 4号 1960.2.17

5'6合併号 1960.3.26 第 12巻

論説 1号 1960.9.12 2号 1960.11.21

望月礼二郎謄本保有権の近代化(1)(2) イギ 3号 1961.1.20 4号 1961. 2.28 

リス土地所有法近代化のー断面 ・・ 1，2 5号 1961.3.15 6号 1961. 3.25 

佐藤 進革命と反革命の過程十てなけるプロ 論説

イセ Y の所得税立法..……・ 0・・ 0・一一 l 有泉 亨

遠藤湘音 声パコ専売法の制定と補償問題ー ー......2 ク法tてなける現物給与をめぐって

鵜飼 信成 基本的人権と公共の福祉 ー・ー・・...........3 一一・・・…・・

大内 力 アメリカの土地所有................…-・ 3 石田 雄組織の生成から消滅まで・ー …・・・ ・・・ 1 

高柳信一 行政上の立入検査と捜索令状一一 渡辺洋三近代的土地所有権の法的構造ー ........ 1 

プランク事件判決によせて一一・・ 0・・…"4 石崎 昭彦 アメリカ金融資本成立過程の研究

遠 藤 輝 明 フランスKなける産業草命の展開 (1)(2)一一鉄鋼業の構造変化を中心
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Kして一一 ・..・・・・・一....... ・・・・・・ー2，4 

1渡辺 昭商品の「価値の実体j論と商品の

「価値形態J論(1)12)一一労働価値

説の歴史になけるマルクス 一一・…・ 2， 4 

高橋 勇治 中華民国憲法の欺i備性Kついてい ー …・3

高柳信一 日本Uてなける法の支配ー -一..• • • . • • . • . . .・ 3

藤田若雄戦後労働運働史の理論仮説 ....一......5 

藤田 勇初期 ソビエ卜 Kなけるマノレタス主

義法理論の展開(1)一一ーそのー側面一一。ー5

浅井 教社会主義的憲法原理としての民主

集中ltJlj(l)ー・ 一- 一ー・・・ー ー一・ ・・・・ 6

古島不u雄 中国の農業協同化と人民公社ーー

人民公社の基礎構造解明のための

覚書として一一・…・ υ ・・ H ・・0・ー・ ・ ー 6 

研究ノート

神野埠一郎 カブダKなける独占 ・6 ・・ー・・ ・・ ー・ l 

稲本洋之助 ナポレオ y 民法JI4.( 1804年)(11:

なける家族法ーーその近代法とし

ての論理的可能性Kついて ・ー・・ ・・・ 2

資料

浅井 教法の本質と社会主義的適法性 - ・・3

大内 力農地改革のさいの農地買収対価の

増額請求事件の判決について ... 6 

資料紹介

石川 浩戦後東独人民革命と 国家装置の問

集中llilj(2) 日

利 谷信義 「家」術iJ度の構造と機能(1)12)一一

「家」をめぐる財産関係の考察

2. 3， 4 

林 茂壬午政変と自 由党系新聞雑誌の論

調(1)

渡辺 洋三 農地相続Kついて(1)(2)・・ ・・ ・一…..5， 6 

藤田 勇初期 ゾピエトになける 7 )レタス主

高橋 言成

調査

磯田 進

潮見俊隆

千葉正士

輝峻衆三
梶井 功

調査報告

義法理論の展開(2)ーーそのー側面

...・5

日本所得税制lの史的構造・白目… ー・ー・.....6

鹿児島県農村調査覚書(3) 旧郷

士衛IJ村落の社会構造(上)一一ーー ー2・3

鹿児島県農村調査覚害(4)士族共有

社一一旧郷土制村落のー側面一一一 一一..5

鹿児島県農村調査覚書(5)地域*.ru音色・0 ・。・ 6

鹿児島県農村調査覚舎(6)土地利用

の変遷・主T.主小作関係 ・改革後の

農業経済の動向........ ー .................. 6 

氏原正治郎 ・江口英一 ・ 日雇労働者の賃金と

山崎清 最低生活費(1) ・ 4

資料紹介

遅塚 丘、約 フランス K於ける土地制度史関係、

題...............ー ーいー..一 一...........5 史料Kついてー

研究覚書 紹介

加藤俊彦三井銀行と池田成彬・ ーー・・…・一 .........4 竹内 重年 『ポ Y基本法のイデオロギー的内

調査 容jHelmulRumpf "Der 

石田 雄鹿児島県農村調査覚書(1)一一地域 ideologische Gehalt des 

井出 嘉憲 社会になける政治と行政一一・・ ー.........5 Bonner Grundgeselzes"， 1958." ・6

安良城盛昭 鹿児島県農村調査覚書(2)一一議摩

藩大限国姶良郡蒲生郷の農民と郷 第 14巻

士 .......一…・ー・…・・・・・ …...........6 

第 13巻

l号 1961.10.31 2・3合併号 1961.12.12

4号 1962.2.12 5号 1962.3. 5 

6号 1962.3.23 

論 説

関谷嵐子 イギリス労働組合の共済手当制度

(1)(2)一一主として 19世紀末にな

l号 1962.10.15 2号 1962.10.31

3・4合併号 1962.12.14 5号 1963.2.18 

6号 1963. 3.23 

論説

戸原 四郎 ドイァ産業資本の特質 (上)一一

1 9世紀の南ドイツ綿工業につい

て一一-ー

李 在茂李朝末期tてがける農民の社会的存

在形態・・0

けるその機能と問題点Kついて 林 健久 明治前期の租税構造(1)(2)・・ー ・・・・ 2，3・4

・'1，2 .3 小池 和男産業別賃金交渉の構造(1)(2)一ー鉄

浅井 教 社会主義的憲法原理としての民主 銅産業Kなける実証的研究一一・・一.2，3・4
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小林三衛私有林野の形成ー ・ 0 ・・ 0 ・・ 5 

研究所の出版活動

済構造(1)(2)一一領主経済の構造と

木田純一ゾグヱト刑法と刑罰の本質 ・・…・ 0・5 変動 ーーー ・ぃ ・・ 0 ・・ 3.4.5 

針生誠吉中華人民共和国国家論の諸問題 田口陽一後進国援助の現状 主として対

人民公社の政社合ーと国家死 外債務償還負担累増側面からの接

滅論一一 ........ ・..・..・・ 0 ・・ 0 ・・.6 近 ー......................・・・ 0・・・5

高梨 昌現代日本の中小企業問題一一中小 藤瀬浩司プロ γ ャ農民解放と農業進化の構

企業論の反省一一 ・・ ・・ー・・・・ 0 ・・ 0 ・・・・ 6 造(1).................................. .........・ ・6

調査 潮見俊隆基地訴訟の現状と基地闘争の諸形

望月礼二郎鹿児島県農村調査覚書(7トー山林 態(1)一一続・日本の念かの外国一一 '6 

所有の諸形態 ..••. •.• ••.. ・・ ・・ 2

調査報告

氏原正治郎

中西 洋

伊藤三次

神奈川県Kなける新規学卒者労働j

市場の変貌ハ ー.....一 '・・…ー… 3・4

京葉工業地帯調査中間報告川新規

学卒者の就業問題 変貌過程K

ある千葉県の実態一一・・…・ ......・・0・6

氏原正治郎 ・江口英一 ・ 日雇労働者の賃金と

山崎 清

資料紹介

最低生活費(2)ーー 6 

遅 塚 忠 県 フランス土地情Ij度史関係史料補遺 ・・ I

佐藤良雄藤井対武田事件一一大正4年連合

部判決直後Kなける「婚約」保護

の一事例--'・ F
D
 

書評

宇野 博二石崎昭彦『アメリカ金融資本の成

立 』

海外学界事情

石田 雄西欧・アジア・日本一一海外研究

断想一一 ー ・ ・・・・・・ー・ 0 ・ー・・・ 0・6

第 15巻

1号 1963. 8.20 2号 1963.9.14

3'4合併号 1963.11 . 29 5号 1964.2.5 論説

6号 1964. 2.29 

論説

三輪畠男戦後農業金融制度の構造 一一 ……… l 

戸 原 四 郎 ドイツ産業資本の特質(下)一一

1 9世紀の南ドイツ綿工業Kつい

研究ノート

加藤俊彦第一銀行と佐々木勇之助一 -

研究覚書

堀音[1 政男 イギリス V亡事、けるヘイピアス ・コ

ーパスの歴史的展開ーーその身柄

提出令状的な機能の時期を中心と

して一一一.....................・ ...... 6 

.3・4

書評

隅谷三喜男 藤田若雄・船橋尚道編『石炭鉱業

合理1ヒの実態、J...........・ ー一 ..2

山口 和雄加藤俊彦大内力編著 『国立銀行

の研究J....一.......... 一.....5

5 

回顧

南原 繁 ・大内兵衛

我妻 栄・宇野弘蔵

鵜飼信成 -有泉 亨

内田 力蔵・高橋幸八郎

記事

東京大学社会科学研究所創立 15周年記念式典記事・..1 

社会科学研究所の

1 5年・ ・・ー…・ ・ー一 I

第 16巻

l号 1964.10.22 2号 1964.11.25 

3号 1965. 1.25 "・ 5合併号 1965.3.12 

6号 1965.3.24 
く嘉治真三教授還暦記念号>

安良減盛昭 第一議会f'L:1>>ける地主議員の動向・・ ・ー 1

藤1額浩司 プロシャ農民解放と農業進化の構

造(2) ー.1

内田力蔵サー ・へY リー ・メ-;/とイギリ

ス法の「法典化J(1)←ー 19世紀

てー一・ー・一......................................1 イン ドU亡事、ける立法Uてたいするメ

柴垣罪IJ夫 日本金融資本研究序説(I)(2) 財 -;/の貢献 ................................2 

関型金融資本の構造介析一一 目白・2.3・4 伊藤喜雄農地改革後になける農家の階層変

志村嘉一国家独占資本主義の方法論的な試 動(1)(2)................. ・・……・・・ぃ2.3 

論一一一両世界大戦世界恐慌と管 加藤栄一 グァイマノレ期ドイツ資本主義の構

理通貨制一一・ー ................・・ ・・・・・・ ・2 造と運動(1)(2)一一国家独占資本主

遅 塚 忠 釘 1 7・8世紀ノレアン大司教領の経 義的政策体系の必然性一一・・・・・・・3.4・5
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石田 雄 日本になける政治的近代化の型K 大銀行を中心として一一 . • •...• ........ 1，2 

ついて・……ー…ー・ー・・・・… 一…......"・5 山本 潔 技術革新と労働市場構造の変貌

辰巳 光世政治的キー ・シYポノレと引照、基準

の体系川一一憲法調査会公聴会記

一ー機械工業なよび装置工業K名、

ける実~iE的研究一一 ー ・ ー I

録の内容分析を通して一一・・・............4・5 渡辺洋三 戦後の地方行政と公有地入会 ・・… ・2

井出嘉憲アメリカ~;J:，'ける政府 P R の構造 藤田若雄戦後日本労働争議論ーー ーー ーー ー......2

と機能・ー・・・ ・ ・ ・……・・・・ー・ーー .6 和田 春樹 近代ロ γア社会の発展構造(1)(2)

鈴木圭介アメリカ農業金融の史的展開一一 一一 1890年代のロ γァ一一 ー ー2.3 

主として南北戦争以後の抵当金融 稲本洋之助 フランス革命期になける相続法改

を中心として一一・ーー …・・・・・・ .......6 草Vてついて(1)(2)'" ・・ 0・ー ー・・ .... 3， 5 

渡辺一夫新潟地震←ーその社会経済地理的 伊藤 隆ロンドン海軍軍縮問題をめぐる諸

諸問題一一・・…・ ・ー・・ ・…・・ーー .6 政治集団の対抗と提携〔第 His)ー一 ." 

資料 佐藤 良雄 判例IHてなける婚姻予約の研究ー・・ ・・ーー 5

石田雄解説 S. N .アイゼ/''/ュ fl." ト「近 藤田 勇 30年代前半のソビエト法論Kつ

大森 弥訳 代化一一成長と多様性 J .・・・・・・・・・ l いて・ ー....・...ーーー ー .........・・・ 6

宮野啓二南北戦争前夜~;J:，'けるアメリカ工

業一一 1860年工業セ Y サスの統

計的整理を基礎Kして一一 ・・・ ー・…..6

調査報告

稲本洋之助 1 8世紀末のパリ 地方Kなける直

系卑属相続人の相続分割慣行(1)(2)

( 1786一一共和暦 3年)..............3，4' 5 

研究ノート

大石嘉一郎 日本Kなける 「産業資本確立期」

Uてついて 最近の「通説l批判l
の検討 一........・・0・・ー・一 ......4・5

大内 力段階説と類型論Kかんする覚書

毛利健三 1825年恐慌とイギリス綿工業

一一イギ リス産業資本確立過程の

構造分析序論-_...........-...・・ .... 6 

研究ノート

坂 野 潤 治 杉 固 定 一 ・野田仁兵衛関係文書K

伊藤 隆みる明治 20年代の選挙と地方政

治…・…ー ー・…・・ ー ー….....・..........1 

文献紹介

中五太一 ソグェト K於ける中国フソレジョア

革命運動史の研究 エス・エリ

・チフピンスキー著「孫逸イ山Jを

中心として一一・ーー ー・ー・・・…..............2 

ーロストウとガーシエンクロン 調査報告

6 渡辺洋三入会権の実態一一岐阜県吉減郡小

学界事情 森 実 j鴛利地区の一事例一一・… 田ー ・…・ー・・ 3

高橋幸八郎・毛利健三歴史学国際会議K

遅塚忠粥 ・石坂昭雄つい7・e ・・・ ー・……・ 2
石田 雄・和田春樹 .、

回顧

嘉治真三(語りて)嘉治教授還暦記念座談会

鵜飼信費(聞きて) rアメリカ研究と私』 ・ 6 
鈴木圭ノl

渡辺一夫
加藤俊彦(司会)

第げ 巻

l号 1965.10.18 2号 1965.11.16

3号 1965.12.18 4号 1966.2.7 

5号 1966. 2.28 6号 1966.3.17

論説

加藤俊彦戦時経済下の銀行資本(l)(2)一一六

小泉 明神奈川県Kなける老齢者の健康状

鈴木継美態Kついてー ー・・・ ー.4

資料

高柳信一京築地帯K辛子ける企業誘致土地造

成事業関係資料(l)(2)・ 一・ー・ーー .....5，6

書評

栗田 健大河内一男編 『産業別賃金決定の

機構』・・・・・

御園生等柴垣和夫箸『日本金融資本分析』

一一 「財閥」の成立とその構造 .... 4 

第 18巻

l号 1966.6.10 2号 1966.10.25
<有泉亨教授還暦記念号>

3号 1966.11.2

5号 1967.3.2 

4号 1967.2.10 

6号 1967. 3.18 
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論説

渡辺洋三

藤田若雄

山口浩一郎

佐藤良雄

潮見俊隆

l貝 孝一

石坂昭雄

労働j法の基本問題ー・・ー 一一 ・・・ ・・・l

就業規貝IJ~関する判例研究ー ・・・ー・・ l 

試用労働契約の法的構成Kついて・ 0 ・・・1

西ドイツ』てなける第二次大戦後の

内縁問題

検察官論断章一一岐路Kたつ検察

輸血過誤の研究序論(1)(2)一一不適

合輸血を中心として一一 ー ... ーー2.5

オランク Kなける近代財政の成立

(1)(2)一一オランダ型貿易国家の市

民革命と財政制度の変革(1975 

1830)一一 ・ 0 ・.. ・・ 0 ・0 ・・・.2，3 

山田卓生借地法の生成と展開(1)(2) 宅地

利用権の譲渡転貸を中心Kして一一・ 2，4 

稲本洋之助 相続法Kなける立憲君主制的契機

1 9世紀前半のフランスをみ

て ー........................................3

中五太一 中国官僚資本主義の形成(1)(2)一一

3 0年代K於ける国民党の経済政

策を中心としてー_ ........................3，4 

内田 力蔵 イギリスKかける裁判官の身分保

障~ついてー ・ーー…ーー・ー ーー ー5

佐々木隆雄南北戦争以後のアメリカ鉄道建設

とその経済的意義 1860-90年

(1 )(2) 一一一...........・ e ・ .............5，6 

研究ノート

氏原正治郎 「社会政策なき社会政策論」一一

岸本助教授の大河内教授批判一一 ーリー l

史料紹介

渡辺国武関係文書研究会渡辺国武関係文書(1)(2)'"4，5 

書評

柴垣和夫渡辺洋三編『現代法と経済』

岩波講座 現代法 7-ー・…・・・・ー ー・ー一 2

高橋幸八郎 ユベーノレ ・プロシェ 『日本経済の

奇蹟J(パリ 1965年)・・・・・・ ・・・・ ・・ 3 

研究資料

基本的人権研究会 「基本的人権研究会」研究

報告集

渡辺洋三現代国家Kなける基本的人権…口 6 

石田 雄 日本Vてなける法的思考の発展と基

本的人権 ・........・ e・.."....・ H ・-・ 0・....・….6

針生誠吉人権保障Kなける近代立憲主義型

研究所の出版活動

と社会主義型一ーその原理的試論一一 "6

藤田 男社会主義社会と基本的人権 .....…・ ・・ 6

奥平康弘戦前日本憲法学Kなける「基本権j

の観念 ・…・・ ....・."............."... …"6 

回顧

有泉 亨(語りて)有泉教授還暦記念座談会

加藤 一郎 (聞きて)r有泉先生の学聞をめぐ
藤田若雄
渡辺洋三 って 』一........一一…ー・…・・I

氏原正治郎(司会)

第 19巻

l号 1967.10.12 2号 1967.12，28

3号 1968. 1.16 4号 1968. 3.15

5号 1968. 3.21 6号 1968. 3.27 

論説

坊!音1I 政男 イギリス近代法の形成(1)(2)一一18

世紀後半Kなける司法的立法研究

序説一一・， 守・・・………・一 一ー ......1， 2 

山口浩一郎 試用労働契約の研究・…・・・ぃ・ー 一......1 

伊藤 隆 ロントツ海軍軍縮問題をめぐる諸

政治集団の対抗と提携(2)・ ・ ......2 

松沢 哲成 「昭和維新」の思想と行動一一橘

孝三郎の場合 ー ー..............3 

高村 直JliJ 日本紡績業の確立と構造(1)(2) 

1 890~ 1 900 年一 •• • 4， 5 

三輪昌男 協同組合理論の若干の検討(1)(2)

近藤理論系譜の諸研究Kつい

て ...........一…・・・・・・ ー・ .......4. 5 

保木本一郎 ドイツ~;j:，'ける営業警察の展開川(2)' " 5， 6 

高村直助 日本紡績業の展開一一 1 900~

1914年一一......，....-.............・・・・・・・・ 6

調訳

渡辺 章 分析的・比較的文脈Kなける「プ

手塚 利彰 ロテスタンテイズムの倫理」説・ ・ー ・・・・ l
岡罪Ij郎

座談会

磁田 進 -稲本洋之助

藤田 若雄・保原喜志夫

山口浩一郎 ・渡辺達郎

渡辺洋三

磯田 進(編集者)

書評

プランスの労働事情

(1)(2)(3) ・・ー ー.....2.3，4 

佐藤 正東京大学社会科学研究所編『泊岸

漁業と漁村社会の研究』 一一長崎 -

茨城・千葉の実態調査一一 ー一 ...3 

研究ノート

柳沢 治三月革命期Kなける手工業者運動
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とその社会的経済的諸問題・ ーー・ー… 5 村1林章夫 明治前期町村財政の形成と教育

資料分析 費徴集・…

安良城~UB 初期帝国議会下の地租軽減 ・ 地価 書評

修正述動とその基盤 ・・ー ・ 6 福島正夫 藤田勇著 『ソビエト法理論史研究』

1917ー 1738年 . •• .• ・・・ 2 

第20巻

l号 ゆ68.9.10 2号 ぽ渇.10.25

3・4合併号 1969.3.26 5・6合併号 1969.3.31 

<内田力草花教授還暦記念号> <高橋勇治教授還暦記念号>

論説

馬場宏二アメ リカ貿易 1 9 1 9~1939 年一..... 1 

山之内 靖 マルクス・エングノレスのドイツ資

回顧

高橋勇治(語り手)r高橋先生と中国研究J..一 5・6

古島荊11$(聞き手)

本 橋 渥

垂1生誠吉
藤対昇三

内田力蔵教授略歴 ・著作目録一覧 ..・.....… 3・4

高橋勇治教授略歴 ・著作目録 ー ーー・ー・・・… 5・6

本主義論一一三月革命時代を中心 第21巻

Kして一一一 ・

内田 力蔵 1 9世紀後半のインドの統治と法

とメーン一一サー ・へy リー メ

l号 1969.1 2. 17 2' 3合併号 1970.3.18

4号 1970.3.25 5・6合併号 1970.3.31 

論説

-;/と イギリス法の「法!lI!-化」 戸塚秀夫 戦時社会政策論の一回顧....・..・・・・…..1 

(2)・ ーーー・・ 0・・ー・・…・ 0・・・ ー ー2 内田 力蔵 イY ド忙なけるイギリス法導入と

保本木一郎ドイツ Kなける営業警察の展開 メーン(2).......

( 3・完 )ーー・…・・・・ ・・・…ー・…・ ・…・ 2 西川 純子 1920年代アメリカの企業金融分

内田力蔵イ Y ドKやけるイギリス法導入と 析一一金融資本展開過程のー側面

望月礼二郎 イギリス法Uてかける「基本的違反

の法理J~てついてー ...................3・4

堀部政男 イギリスKなける先例拘束性法理

の確立期論ーーマ Y スフィーノレド

裁判所の先例理論を中心K して一一...3・4

戒能通厚近代イギリスUてなける土地所有と

相続(1)-イギリス所有権法のー

考察一一...................................3・4

7 ランス革命初期の民事陪審論 3・4

持株会長tvてついての一考察一一T

NEC報告第 29巻を中心K一一 ー..3・4

国民経済復興期tてなける統制l政策

とその性格一・….............. ・・ー… 5・6

中国Kかける過渡期階級闘争と犯

罪闘争の理論と実態…・・・……・ ー一ー 5・6

中国の文化大革命の政治過程・ ー ....5・6 研究ノート

転形期Kなける「中国銀行」の綿 奥平康弘明治 20年新聞紙条例・出版条例

メ-;/・・・・・ 0 ・・.......・... ーー・0・・・ 3・4

稲本洋之助

西川純子

古島和維

針生誠吉

管沼 正久

中島 太一

業投資の構造 …・… ・・・・一 … .-... 5・6

藤田 勇十月革命Uてなける人民裁判所の形

相11沢

2 .3 

治 ドイ Y三月革命の農業 ・土地問題

一一「農民革命」の介析を中心K

2 .3 

洋三損失補償の実態と理論 一................ー 4 

信正

和恵

通厚近代イギリスKなける土地所有と

相続(2)一一イギリス所有権法の一

考察一一一-

戦後国鉄賃金決定機構の考察一一

昭利 24~ 32年を中心として ・ーー5・6

『帝国主義論』プラ y …・ ・・0・・・・・・・ 5'0

辺
島
屋

渡
野
大

戒能

早川征一郎

馬場宏二

資料

伊藤 隆

坂野 1潤治
竹山護夫

岡田良平関係文書 υ …e・e・..........・・5・6

Kついての若干の考察(1)(2)一一明

治憲法になける表現の自由の考察

成過程一一裁判所Kかんする布告 の前提と して一一 一一・ ・・ ー・・・…・・ 1，4 

第 l号の成立女め ぐって一一・・ ・ー.....5・6 書 評

研究ノート 岡田 与好小山貞夫著 『中世イギリ スの地方
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行政 』 一 ー・ ・・… ・ー .....2・3

戦後改革研究会報告

戦後改革研究会戦後改革研究の課題と視角- 一ー 5・6

柴垣和夫 1日本経済の側面から・ ・ ........5・6

戸原 四郎 2外国経済の事例から e・・.-..・ー・・ ー5.6

石田 ~~ 3政治学の観点から・一…ー ーー ・…….....5・6

J蕗悶 勇 4.社会主義諸国のばあい ー .....5・6

大内 力 5. r戦後改革jへの二つのアプローチ 5・6

第22巻

I号 1970.10.20 2号 1970.12.17

3号 1971. 1.22 4号 1971.3. 9 

5'6合併号 1971. 3.29 

論説

小湊 繁相対的安定期Kなけるドイツの大

銀行と産業の資本蓄積(Jトーー・ ー … l 

石田 lJt 内容分析Kよる田中耕太郎最高裁

研究所の出版活動

伊藤 喜雄労働調査論研究会編『戦後日本の

労働調査J.......・ e・… 一一一 ・・…・・ー3

村上 勝彦 社会科学研究所調査報告第 12集

『倉敷紡績の資本蓄積と大原家の

土地所有J.........・ e ・・・・・・・・ '.4 

戦後改革研究会報告

戸塚秀夫 労働改革研究への接近方法 ・・ ・・l

労働j調査論研究会中間報告

戸塚 秀夫 戦後初期の労働組合 ・争議調査 ・ー一一..<1 

山本 潔京浜工業地帯調査について ・ ・一....4 

中西 洋 『労働市場の研究 』についてー .....-...5・6

早川征一郎 日本型労働者論と郵政現業職員

調査一.............. ・ ・ e・ e ・.....5・6

第23巻

l号 1971.9. 3 2号 1971.11. 5 

3号 1972.2. 5 '1号 1972. 3.25 
<宇高基輔教袋還暦記念号>

5・6合併号 1972.3.27

論説

長官の観念構造の究明・・・・ 0・・・...........••• 1 渡辺 洋三 戦時立法と戦後改革.......・.......・ 6・・ e ・l

加藤俊彦戦後インフレーショ Y と銀行ーー… '..2

小湊 繁相対的安定期Kなけるドイツ の大

銀行と産業の資本蓄積(2)・......・ 0 ・0 ・ 2 

藤田 若1$労働協約の研究一一大正 9年~昭

利谷 信義 明治民法になける「家」と相続・・・・一 l

稲本洋之助 フランス草命初期の裁判官選任論・・ ・・・・ 2

鈴木 圭介 アメリカ資本主義の発展と鉄道業

中西 弘次 (3)一一南北戦争以前の時期を中心

利 5年頃の労働協約一ー ・…・ 0・・・ e ・ ・3 K一一.........................一 .....-......2

松沢哲成石原莞爾と世界最終!ìl~論( 1 )!2)-V持 戒能通厚近代イ ギリス土地相続法の社会的

州事変前後の日本 77シズム運動一一 3，4 基鍵(1)(2)一一イギリス所有権法の

鈴 木 圭介アメリカ資本主義の発展と鉄道業 一考察ーー・・・・ー・…・・・ー・一一・・ 3，5・6

中西広次 (1)- 南北戦争以前の時期を中心 藤間 勇 「ゾピエ ト社会主義法学」 の展開

K一一 ー・ー ー・ー・ ー......・・ ・ 4 一一第一次法体系論争をめぐって一一・・.4

戸原 四郎 1920年代を中心とするアメ リカ 和田春樹ロシア第一次革命Kなける労働J問

の景気変動と金問、の動向ー・ ・・・ 5・6 題一一ココ アツォ 7委員会をめぐ

鈴木圭介アメリカ資本主義の発展と鉄道業 って一一

中西弘次 (2)一一南北戦争以前の時期を中心 中高太一戦後K於ける中国官僚資本の基本

に一一ー ・ー・ー・…ー ・・・… .....5・6 性格 1946-47年段階の工業

研究ノート を中心として一一・…・ー ・・・…一......… 4

奥平康弘明治 20年新聞紙条例 ・出版条例 神林 章 夫 公共企業体の自立的基盤一一「公

Kついての若干の考察(3) 明治 共投資論」への一視角・日本電々

憲法になける表現の自由の考察の 公社と建設投資 ーーー ー ...........5・6

前提としてー-'"・ ..........一…・・ 2 研究ノート

手塚利彰戦前の労働組合法問題と|日労働組 手塚幸11彰戦前の労働組合法問題と旧労働組

合法の形成と展開(1トー ・・・・ 0 ・0・・ ・ 2 合法の形成と展開(2)目・h ・・・…ー・・・・・・ 2 

書評 宮崎良夫行政国家Kなける営業の自由(1)(2)"3，5・6

宮川 淳 馬場宏二著『ア メリカ農業問題の 本間重紀戦時経済統制j法分析K関する予備

発生J..一・ ……・一一一 ・・・ … … l 作業ー ・............... …・… H ・...一… 3
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戦後改革研究会報告

馬場宏二戦前戦後の世界経済… ー一.......・ ーーl 

斉藤 孝第二次世界大戦Vてなける枢軸諸国

の敗戦の態様

稲本洋之助 現代法研究の方法上の諸問題 ー .........1 

石田 雄戦後改革と組織構造一-一 ・ ・・ーー I

遠藤湘吉政府聞の財政関係一一地方財政調

整制度を中心K一一 ・・・ ・・・ 3 

柴垣和夫財閥解体と財閥再編 ー ....... ・ー 3 

林 健久 ドァジライン， γ ャウプ勧告の周

辺 戦後財政史口述資料Kよる

研究のために

岡田与好現代経済史学の成立一- ………・ 2

稲本洋之助 プランス革命初期Kなける検察の

構造ー・ ぃ ・υ ・ー ・・ ・・・・ 一・0・・・… 2 

宮野啓二 ぺ yγ ノレグェニア保護主義の経済

的基盤 I 9世紀前半期のアメ

リカ鉄工業と保護関税一一・ー・・・・・・・・ 3 

田口 陽一 J・タック商会の成立とその倒産

一一アメリ力投資金融業の展開と

金融資本形成過程への推転のー側

面 - _..ー・ 0・…一一・・ー ー ........3 

. 5・6 西川 純子 1920年代アメリカ tてなける金融

平田 重明 東欧の戦後改革とその国際関係....・..5.6 機関の集中・ー・・ ー・・・・ ・ '..3 

加藤栄一国際通貨制度VL:h>ける戦前戦後の 外尾健一アメ リカのユニオ Y ・γ ョァプ布IJlI)......4 

連続と不連続一一連合国の戦後世 秋田成就アメリカ労働協約に名、ける非争議

界経済核想のー側面一一 ー ー5・6 条項の法的強制jの問題 Boys 

書評 Market Case(1970)に関連し

社会科学研究所編『基本的人権の研究 j(全 5巻) て一一一 …一一 ..............................4

長谷川正安基本的人権研究のためK一一 『基 山口浩一郎 「労働者憲章」法とその後のイタ

本的人権の研究』総論の書評とし リア労使関係.•• • • • • • • . . • • • • . • • . • • • • • • • • • • • .・ 4

て一一 ・ ー....・・・・・ 0・・・ ・・・・.........1 宮崎 良夫 プロイセン忙なける官府裁判

樋口 陽一基本的人権の歴史性と法技術的構

成の理解をめぐる若干の問題点・ ・ー I 

和田英夫 「基本的人権」のはじめての総合

的研究

片岡 具 「基本的人権Jと労働基本権論・0 ・0 ・0 ・・l

座談会

字高 基輔 (語り手) 宇高基輔教授と経済学 ー ....4 
藤田 勇(聞き手 )

岡崎栄松
古島 幸口雄

和田 春樹

宇高基輔教授略歴 ・著作目録 ー...・H ・.....・e・-回一・…・… 4 

第 24巻

l号 1972. 8.12 2号 1972.12.27
<林茂教授還暦記念号> <高橋幸八郎教授還暦記念号>

3号 1973. 3. 9 4号 1973.3.24
<鈴木圭介教授還暦記念号> <藤田若雄教授還暦記念、号>

5・6合併号 1973.3.28 

論説

干高島新吾 警察と政治との交錯 一................•. . ••• • 1 

小山 博也 日本社会党設立時の地方組織

一一埼玉県の場合一ー ・ .....ー.....・・ 1

伊藤 隆 「挙国一致」内閣期の政界再編成

問題一一昭和 13年近衛新党問題

一一 156

(Ka mm er j us ( i z ) ーー ー ー5'6

戒能 通厚 司法国家命Ijの歴史的構造一一近代

イギリス統治構造分析 ・序一一・ー...5.6 

研究ノート

松沢哲成 「満洲国」の形成ー一日 中関係史

のー断面一一-

石田 雄 ラテン ・アメリカになける日本研

究断想

加藤俊彦陸奥宗光と地租改正 ーー .....・..・・ 0・・2

大石嘉一郎 雇用契約書の変遷からみた製糸業

賃労働の形態変化 ーー ーー ー・ーー 2

柴垣和夫日本金融資本の特質 拙著への

書評をめぐって ..........・ ・・・ ・・・ 2

平石 直 昭 横井小楠i研究ノート 一一思想形成

VL関する事実分析を中心K一一・…...5.6 

戦後改革研究会報告

清水 陸 「憲法改正Jと国会 ー … …… 5'6 

書評

藤田若雄鼓肇雄若『マ ックス ・グェパーと

労働問題 』を読んで ー ー............4 

座談会

高橋幸八郎(語り手) 経済史研究とその国際

稲本洋之助(聞き手) 交流一一社会科学研究
潮見俊隆
大石嘉一郎 所 25年間の回顧とと



和田春樹 もに一一・………・・・・ー一一.....2
渡辺洋三

岡田与好(司会)

鈴 木 圭介(語り 手 )
宇治団富造(聞き手)
本田創造

田 口 陽 一

田 島 恵 児

宮野啓二(司会)
中西弘次(報告)

回想

アメ リカ経済史研究の

回願と展望・ 0 ・ー・・・・ ー ..3 

戸 塚 秀 夫 (聞き手) 藤田若雄先生K聞く

一ーその学問と信仰一一 … 4

文献目録

中 西 弘 次 アメリカ経済史関係文献目録

( 1 945~7 1 年) ........…-ー… ".3

林茂教授略歴 ・著作目録

高橋幸八郎教授略歴 ・業績目録 。 リ・・・ ー・・・ー・… 2 

鈴木圭介教授略歴・著作目録・ー・ー・・ .... 一一・・一一 3

藤田若雄教授略歴・著作目録一 ........... … ..-.-・・ 4

第 25巻

1号 1973.10.12 2号 1974.2. 9 

3号 1974. 2.13 4号 1974.2.26

5号 1974. 3.23 6号 1974.3.29

論説

加藤俊彦長期信用銀行の一考察一一長期信

用銀行の構想の形成過程一一ー・… ー .1 

外尾 健一 アメリカのユニオン・ショァプ制(2) ・1

稲本洋之助 フランス革命初期Kなける治安判

事の創設(1)(2)".. ・・ ・・・…・ 田・・・・・…・・ 2， 3 

宮崎 良夫 「法治国」の理念と現実(1)一一プ

ロイセン官僚甘j1J法治主義の特質一一一一 2

手塚耳目彰 ドイツ団結法発展史論(上)

一一団結の自由放任期になける労

働組合と団結法一一・ー ・・・・…........3 

研究所の出版活動

戸塚秀夫 日本Kなける外国人労働者問題K

ついて・・・・・司・・ー・ーー 一・ー・・・ ・・・ー・・一ー・..5

資料紹介

佐藤良雄判例家族法の再検討のために一一
関粥一郎 婚姻予約在いし内縁(1)一一・・・ -・.....6

戦後改革研究会報告

竹前 栄治 アメリカの初期対日労働政策・・・…-…..1 

小田中聡樹 刑事訴訟制度の改革Kついて・・ー・・ "'1 

依 田 精 一 戦 後 改 革Kなける新家族観の成立 ........2 

書評

高柳信一・藤田勇編『資本主義法の形成と展開 j(全3巻)

遅塚忠鰐資本主義と営業の自由( 1巻).. ー.....3

片岡 屍行政 ・労働と営業の自由(2巻 ) ・・ 3

山中永之佑 企業と営業の自由(3巻) ー・・ ぃ・田3

川上敏充
平岡 久

宇治田富造鈴木圭介編『アメ リカ経済史 』ぃ ー.....4

川上忠雄馬場宏三著 『世界経済一一基軸と

周辺』 二つの必然性ーーー.......…"4

調査報告

戸塚秀夫 日本の「新左翼j諸党派の形成と

展開 その組織的系譜について

の概観

座談会

氏原正治郎(語り手)
井出嘉憲(聞き手)

高初1I 信一
田端博邦

利谷信義

宮崎良夫
渡辺 治
渡辺洋三

第26巻

公務員制度調査会発足

の経緯と問題点(1)'" ・・…田・・ .6

l号 1974.11. 1 2号 1975.1. 4 

3'4合例号 1975.2.12 5号 1975.3.1 

<1磯田進教授還暦記念号>

和田 春樹 1896年ベテノレブノレク綿工業労働 6号 1975.3.27

者のゼネスト・ぃ………・ー・・・ー・…..… 4 論 説

伊藤 隆 「挙国一致」 内閣期の政界再編成 宮崎良夫 「法治国jの理念と現実(2)一一プ

問題(2)ー υ …・・・・.........….-....一…..4 ロイセ Y官僚制法治主義の特質一一・ ・・ 1

平石直昭主体 ・天理 ・天帝(1)(2) 横井小 本間 重紀戦時経済法の研究(2)一一国家的独

備の政治思想一一一…・・田・・ー・ー … 5，6 占と経済法

藤田 勇 ソ連K品、ける経済改革と法(1).......・・・ 5 天川 晃占領初期の政治状況 内務省と

本間重紀戦時経済法の研究(1)一一国家的独 民政局の対応ーー .......・-一 一……・.2

占と経済法一一・ ……・……・ - 一.6 潮見俊隆 法社会学Kなける村落構造論一一

研究ノート 戦後法社会学史のー駒一一........一 ..3・4
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渡辺洋三入会の解体とその要因・・一一……一.....3・4 磁田 進法社会学と私・ー ・・・・… ............3.4

江守五夫村~類型論からみた農村家族の構

造- …・ ・・ーー 一一..............1・4

利谷信義農業資産相続特例法案と GHQ.........3・4

稲本洋之助 意識分析一一相続と農業経営資産・ ー3・4

秋田成就労働 契 約Kなける契約の推定操作

Kついて 一............. リ・・・・・・・・......3・4

外尾健 :f1.フト ・ハートレ一法下のユニオ

;/.ショァプ筒1].…・・一・・・ー ー・…・ 3'4

望月礼二郎 イギリスの危険物責任一一ライラ

Y ズ準員1]の消長一一・・・・ー・・ ー ー3・4

吉野 悟 ガイウス法学提要Uてなける自由身

分の論理・・・・・・・・・ ・・・・・・……ー … 3.4 

加藤栄一 ニューディーノレ財政の成果と限界(1)......5 

毛利健三 「自由貿易帝国主義j論争の意義

と限界一一自由貿易物神崇符批判

のネ見4まから一一 一・ ・ ・・・…・ー・・田・ー 5

田端 博邦 フランス~j:"ける労働者参加制度

(1) 企業委員会制度の成立と展

開一一 .•...• ••.....• ー・・ ・・・・・….....6

山本 潔戦後危機に品、ける「大衆示威j運

動....................・・ ...... 一ー・・ 0・e ・6 

研究ノート

安保哲夫 W・A・ブラウ y の戦間期アメリ

カ資本輸出論一一W.A. Brown， 

Jr.， Th.e fnte γnationat Gotd 

StandaγdRe;nteγpγeted， 

磁回進教授略歴・作品目録・・・・・ーー・ ・… …・……・3・4

第27巻

l号 1975.8.29

3号 1976.2.12

5・6合併号 1976.3.30

2号 1975.12.5 

4号 1976.2.19 

論説

藤田 勇 ソ連Kむける経済改革と法(2) ・…・… 1

田端博邦 フランスKなける労働者参加制度

木村靖二

伊藤 隆

広渡清吾

加藤栄一

岡田与好

竹村英輔

(2ト一一企業委員会制度の成立と展

開一一…

グァイマノレ共和国』てなけるドイツ

保守派の解体一………・・・一一一一一一 2

「挙国一致j内閣期の政界再編成

問題(3)ー ..........................................2

「第三帝国の法構造j試論ー←授

権法体制を中心として一一・ー・・・ー…一 3 

ニューデ ィーノレ財政の成果と限界(2)・一 3 

自由放任主義と社会改革一一 119

世紀行政革命」論争K寄せてーー… ...4

イデオロギーとしての協同体国家

一一イタリア ・ファシズム史のー

断面一一・・ ・・… u ………・ 目白・・ー…・・… 4

稲本洋之助農地所有と公的介入(1)-フラン

スになける 1960年代以降の展開

ー..5・6

1914-1934， NBER. N.Y.， 石田 雄オーストラリアになける労働組合

1940 (XXX+l，420p)より一一 ・・・ . 5 と政党 .................... ー・・ 5.6

調査報告 手塚利彰 ドイツ団結法発展史論(中)一一

手塚耳目彰 昭和 40年代Kなける農村労働市 団結の自由放任期Kなける労働組

場変化の一事例(1)・・ ....…・・・…………・ 6 合と団結法一一 一・・・ 0 ・・ 0 ・・ 5.6 

資料紹介 研究ノート

佐藤良雄判例家族法の再検討のためK一一

関粥一郎婚姻予約在いし内縁(2)(3)一一ー…・・・ 1，2 
馬場宏二国家独占資本主義論をめぐって・ ・ 2 

和田 春樹 日露逃亡犯努人引渡条約付属秘密

伊藤 隆 「江木千之 ・江木翼関係、文書」 宣言書・・ー・…ー・ ・・・・・・ 0・…・・ー ・… 4 

「小泉策太郎関係文書J.…ー ぃ・・・・・… 2 奥田 央 ソビエ ト初期経済建設期Kやける

座談会 「農工結合体J理念の展開と消滅…・・… 4
敵国 進(語り手) 研究生活の回顧・ー・...........3・4

渡辺 治 1920年代Kなける天皇制国家の

秋田成就(聞き手) 治安法制l再編成をめぐって 治
潮見俊隆
利谷信義

安維持法成立史論一一…・……… ……5・6

望月礼二郎 資料紹介

山口浩一郎
渡辺洋三

江守五夫(司会)

佐藤良雄判例家族法の再検討のために一一

関粥一郎婚姻予約ないし内縁(4)(5)ー・.....1，5・6
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書評

藤1頼浩司

隅谷三喜男

西回美昭

傷井克己

升味準之輔

大島 清

田中英夫

大 内 秀 明

第 28巻

柳沢治若『ドイツ三月革命の研究 』 ー・ l

東京大学社会科学研究所編『戦後

改革 JI(全 8巻)ー ・0・・・ - ー 一2

東京大学社会科学研究所編『戦後

改革 6 農地改革 』…....................2

東京大学社会科学研究所編 『戦後

改革 2 国際環境J・・ …・ 0 ・・ ・ ・ 3 

東京大学社会科学研究所編 『戦後

改革 3 政治過程 j.. ・ ーー ・ー・ 3 

東京大学社会科学研究所編 『戦後

改革 7 経済改革 』ー…・ー ー・ '4 

東京大学社会科学研究所編 『戦後

改革 4 司法改革』一・ ・ー ー5・6

東京大学社会科学研究所編 『戦後

改革 8 改革後の日本経済 j........5・6

l号 1976.7.24 2号 1976.8.31 

3号 1976.11. 2 4・5合併号 1977.3.2 
<加藤俊彦教授還暦記念号>

6号 1977. 3.22 

論説

山本 潔東芝争議(1949年)の研究(1)(2)

(3)・・・ 0 ・・・・ ・・ ・・...・ ー ...........1，2，6 

稲本洋之助 フランスKなける夫婦財産関係、法

の現代的展開目白白ー・・ ー ・ 一ー ーー I

石田 雄中村敬字と福沢諭吉 西欧思想

への対応になける二つの型 ー・・・・ 2 

稲本洋之助 農地所有と公的介入(2) フラン

スVてなける 1960年代以降の展開 ・..2

原因純孝農地賃貸借の法構造とその特質(1)

(2)一一ナポレオン法典の成立過程

K見るその法律的社会的基礎一一・・・ー 3，6

戸原四郎 ヒノレファディ Y グの貨幣論の現実

的背景一一オーストリーの通貨事

情との関連をめぐって ...........4・5

岡田与好自由貿易と教育改革 口パート

・ローのばあい一一・・ ・・ ・・ 田・ー・ー・・・・ー 4・5

加藤栄一 相対的安定期ドイツの地方債市場・・…4・5

安保哲夫 1920年代アメリカ外国証券発行

の投機的性格 圏内証券投機事、

よび投資銀行の活動との関連f"C:J:.' 

いて一一・ー・ ・・・・・ ・・ ・・ e ・・ ・ ・4・5

山崎広明戦時下になける在華北日本紡績会

研究所の出版活動

社の経営動向K関する覚書ー・ー・ ・・ 4'5 

後藤光蔵稲作経営受委託の構造ー農民層分

解の現段階一一…・一一一一・ー… ..6 

研究ノート

工藤 章 相対的安定期のドイツ化学工業 ・・ ・・・l

田 中慎一保護国問題 有賀長雄立作太

郎の保護国論争一一........・..............2

池田恒男明治 41年大審院「第三者」制限

連合部判決の意義一一不動産物権

変動論の歴史的理解のためK一一一 '・ 2

吉田 克己 現代不動産賃貸借法制分析へのー

視角一一フラ Y スを素材として ーー 3

調査報告

柴垣和夫大学の移転統合 ・新設Uてとも在う

地方行財政の諸問題・……・ーー ・ 4・5

海外事情

渡辺洋三イギリスの社会と法一 一・……一 4・5

全体研究報告

斉藤 孝イタリア 77γ ズムの諸問題 .....3 

有賀 臥 アパ γーと抵抗一一ドイツ教会闘

争をめぐって一一・ ・0・0・・…一 ...........3 

大石嘉一郎 昭和恐慌と地方財政・・ ・・・・…・・ 一.....4・5

書評

田沼 肇東京大学社会科学研究所編『戦後

改革 5 労働改革』ー・…・…ー "1 

山之内靖 和田春樹著『マノレクス ・エングノレ

スと革命ロ γ ア』…・…ー・・ ・・ ・ 6 

座談会

加藤俊彦(語り手) 研究生活を回顧して 金

渡辺洋三(聞き手) 融史研究を中心Kー υ4・5
大石嘉一郎
柴垣和夫
山崎広明
戸原四郎(司会)

加藤俊彦教授略年譜・著作目録 ・・・・・・・…....・ a・4・5

社会科学研究叢書

1 宇野~j，、蔵資本論入門(第1巻) 白白書院 1948.1 

2 有泉亨労働争議の法理 自白書院 1948.3 

3 高橋勇治中国国民党と中国共自白書院 1948.3 
産党

4 遠藤湘吉 イYプレーショ Yと 自白書院 1949.2 
日本の財政

5 字野弘蔵資本論入門(第2巻) 自白書院 1949.5 
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第221冊 柴 垣 和 夫

東 京大学社 会 科学研 究 所研 究叢書 日本金融資本分析 東京大学出版会 1965. 9 

第23冊氏原正、治郎

第 l官1]-鵜飼信成 日本労働問題研究 東京大学出版会 1966. 1 

行政法の歴史的展開 有斐閣 1952.12 第24fllt 山本 潔

第 2冊佐藤 功 日本労働市場の構造 東京大学出版会 1967. 2 

憲法解釈の諸問題 有斐閣 1953. 7 第25冊 井出嘉憲

第 3冊大内 力 行政広報論 効草書房 1967. 8 

農業恐慌 有斐閣 1954. 3 第26fllt 稲本洋之助

第 4而}渡辺 洋三 近代相続法の研究 岩波害1苫 1967. 3 

農業水利権の研究 東京大学出版会 19臼.6 第2η|骨藤田 勇

第 5冊 潮 見 俊隆 ソビエト法理論史研究 1917~1 937 岩波書庖 1967. 3 

農村の構造 岩波書庖 19~泊 .11 第28i11t 石田 雄

第 6冊石田 雄 破局と平和 東京大学出版会 1968.10 

明治政治思想史研究 未来社 1954.11 第四fflt 安良城盛昭

第 7冊高 柳 信一 歴史学Vてなける理論と実証(第l昔日)街擦の7J<:書房 1969.3 

近代プロイセン国家成立史序説 有斐閣 1954.12 第301m 馬場宏二

第 8冊 石田 雄 アメリカ農業問題の発生東京大学出版会 1969. 7 

近代日本政治構造の研究未来社 1956. 6 第31冊氏原正治郎高梨 昌

第 9冊加藤俊彦 日本労働市場分析(上) 東京大学出版会 1971.10 

本邦告斯子史論 東京大学出版会 1957. 3 第32冊 氏原正治郎高梨 伝自ヨ

第10冊宇 野 iJ1.、蔵編 日本労働市場分析(下) 東京大学出版会 1971.12 

地租改正の研究(上巻 ) 東京大学出版会 1957. 8 第33冊渡辺洋三

第11冊宇野虫、蔵編 法社会学研究 l 現代国家と行政権

地穏改正の研究(下巻) 東京大学出版会 1958. 4 東京大学出版会 1972. 2 

第12冊高 橋 勇治 第34fl日渡辺洋三

中国人民革命の研究 iJJ.、文堂 1957.10 法社会学研院2 入会と法東京大学出版会 1972. 3 

第13冊藤田 勇 第35冊渡辺 洋三

社会主義的所有と契約 東京大学出版会 1957.11 法社会学研究3 農業と法東京大学出版会 1972. 9 

第14冊渡辺洋三 第36fl骨渡辺 洋三

法社会学と法解釈学 岩波書l苫 1959. 5 法社会学研究4 財産と法東京大学出版会 1973. 3 

第15冊潮見俊隆 第37fllt 藤田若雄

農村と基地の法社会学 岩波書底 19ω. 4 日本労働争議法論 東京大学出版会 1973. 3 

第16冊 渡 辺 洋三 第38冊馬場宏二

土地・建物の法律制度L上)東京大学出版会 19ω. 9 世界経済基砲lJと周辺 東京大学出版会 1973. 3 

第17冊石田 雄 第四冊渡辺洋三

現代組織論 岩波書庖 1961. 3 法社会学研院5 家族と法 東京大学出版会 1973. 9 

第18冊小 林 謙一 第40冊渡辺洋三

就業構造と農村過剰人口 御茶の水書房 1961. 3 法社会学研究 6 憲法と法社会学

第19冊藤田 若雄 東京大学出版会 1974. 3 

日本労働協約論 東京大学出版会 1961. 5 第41冊渡辺 洋三

第20冊 渡辺 洋三 法社会学研究 7 法社会学の課題

土地・建物の法律制度(中) 東京大学出版会 1962. 4 東京大学出版会 19九 .3 

第21冊 加藤俊彦・大内力編著 第42冊和田春樹

国立銀行の研究 動草書房 1963. 7 マノレクス ・エングノレスと革命ロシア
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動草書房 1975. 1 

第43fl甘 山 崎 広 明

日本化繊産業発達史論 東京大学出版会 1975.10 

第44冊渡辺洋三

現代法の構造 岩波書庄 1975.11 

第45冊石田 雄

日本近代思想史Kなける法と政治 1976. 2 

東京大学社会科学研究所研究報告

第 1集東京大学社会科学研究所編(代表者大河内一男)

戦後労働組合の実態 日本評論社 1950. 3 

(大河内一男編労働組合の生成と組織東京大学

出版会 1956.再干Ij) 

第 2集東京大学社会科学研究所編(代表者鵜飼信成)

行政委員会 日本評論社 1951. 5 

第 3集東京大学社会科学研究所編(代表者有泉 亨)

戦後宅地住宅の実態 東京大学出版会 1952. 6 

第 4集東京大学社会科学研究所編(代表者有泉 亨)

日本社会の住宅問題 東京大学出版会 19日.11

第 5集東京大学社会科学研究所編(代表者宇野弘蔵)

林業経営と林業労働 農林統計協会 1954. 4 

第 6集大河内一男編

日本労働組合論 有斐閣 1954. 6 

第 7集大河内一男・氏原正治郎編

労働市場の研究一一中学校卒業生の就職問題一一

東京大学出版会 1955. 9 

第 8集磁田 進編

村落構造の研究 徳島県木屋平村一一

東京大学出版会 1955.12 

第 9集有泉 亨編

給与公営住宅の研究 東京大学出版会 1956. 3 

第10集高橋幸八郎 ・古島敏雄編

養蚕業の発達と地主制 福島県伊達郡伏黒村実態調

査報告一一 御茶の水書房 1958. 3 

第11集 大河内一男 ・氏原正治郎 ・藤田若雄編

労働組合の構造と機能 東京大学出版会 1959. 2 

第12集宇野弘蔵 編

日本農村経済の実態 東京大学出版会 1961. 2 

第13集 有 泉 亨編

集団住宅とその管理 東京大学出版会 1961. 4 

研究所の出版活動

ヨ一口ツノf諸国の団地管理東京大学出版会 1967. 3 

第16集労働調査論研究会編 (代表者氏原正治郎)

戦後日本の労働調査 東京大学出版会 1970. 3 

第17集高柳信一藤田勇編

資本主義法の形成と展開 1-一資本主義と営業の

自由 東京大学出版会 1972.10

第18集高柳信一 ・藤田勇編

資本主義法の形成と展開 2-一行政・労働と営業の

自由一一 東京大学出版会 1972.12

第19集高柳信一・藤田勇編

資本主義法の形成と展開 3一一企業と営業の自由一一

東京大学出版会 1973. 3 

第2Q集鈴木圭介編

アメリカ経済史 東京大学出版会 1972.12 

第21集岡田与好編

近代革命の研究(上) 東京大学出版会 1973. 8 

第22集岡田与好編

近代革命の研究(下) 東京大学出版会 1973. 8 

第23集渡辺洋三編

入会と財産区 動草書房 1974.11 

第24集大石嘉一郎編

日本産業革命の研究(上)一一確立期日本資本主義の

再生産構造一一

第25集大石嘉一郎編

東京大学出版会 1975. 6 

日本産業革命の研究(下) 確立期日本資本主義の

再生産構造一一 東京大学出版会 1975.10 

第26集東京大学社会科学研究所編

現代社会主義 その多元的諸相一一

東京大学出版会 1977. 3 

東京大学社会科学研究所調査報告

第 I集石炭業になける技術革新と労務管理 1筑~

第 2集造船業Kなける技術革新と労務管理 l従量3

第 3集 造船業十てなける社外企業の性格と諸類型 1知

第 4集造船業Kむける労働市場の構造 1964 

第 5集 造船業十てなける労働J市場と賃金 1965 

第 6集京葉地帯tてなける工業化と都市化 l後五5

第 7集都市tてなける被保護層の研究 1966 

第 8集 f臼岸漁業と漁村社会の研究 1967 

長崎県・茨城県・千葉県の実態調査ー一

第 9集都心地十てなける宅地住宅の変遷 ゆ68第14集高橋幸八郎編

産業革命の研究 岩波書庄 1965. 7 第10集活岸漁村の近代化K関する研究 1969 

第15集 有 泉 亨編 一一広島県 ・愛媛県 ・岩手県の実態調査一一
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第11集倉敷紡績の資本蓄積と大原家の土地所有 1970 

第一部

第12集倉敷紡績の資本蓄積と大原家の土地所有 1970 

第二部

第13集戦後初期労働争議調査

第14集総理大臣演説の内容分析

第日集 漁業紛争の法社会学的研究

東 京 大学 社 会 科学 研究 所 資 料

(第 1集~第 4集は調査資料)

第 l集大内力

農業災害補償制度の実態

第 2集大内力・略峻衆三

肥料消費構造の研究

第 3集嘉治 真三 ・鈴木圭介

1957年アメリカ合衆国農民経済階層K関する統計集 l蜘

第 4集 ソ連邦の社会保障 19臼

第 5集 1791年憲法の資料的研究 1972 

第 6集戦後危機Kなける労働争議 1

一一読売新聞争議一一 1973 

第 7集戦後危機Vてなける労働争議 2

一一統読売新聞争議一一 1974 

東京大学社会科学研究所資料叢書

第 l集貴族院多額納税者議員互選人名簿

第 l冊 (新潟県) 御茶の水書房 1970 

第 2冊 (東京府) 御茶の水書房 1970 

第 3冊 (千葉県) 御茶の水書房 1970 

第 4冊 (山梨県) 御茶の水書房 1970 

第 5冊 (群馬県) 御茶の7.1<書房 1971 

東京大学社 会 科学 研究 所

文献 資 料目録

第1冊 東京大学所蔵ロシア ・ゾグェ ト

関係図書目録

第 2冊(I)同

第 2冊 (II) 同

第 3冊 ニュー・ディーノレ政策文献目録(経済編) 1鮒

第 4冊(1) 極東国際軍事裁判記録

「検察側証拠書類J目録

第4冊 (II) 極東国際軍事裁判記録

1971 

1971 

1974 

「弁護t領IJ証拠書類」目録 1972 

第 4冊(皿) 極東国際軍事裁判記録

「総記編J 目録 1973 

第 5冊 「旧労働法」立法関係資料等目録

松岡三郎教授資料一一 1976 

ANNALS OF THE INSTITUTE OF 

SOCIAL SCIENCE 

No.7 (1966) - No. 18 (1977) 

1957 

.Mil (1953)， Aii.2(1956)， Aii.3-6 (1962-65) 

は SocialScience Abstracts の誌名の下I'Cf社会

科学研究』掲載の主在論文なよび社会科学研究所の刊行

1957 物(単行本)の英文要旨を掲載した。また，.Mi 7以降の

各号Kも，社会科学研究所の刊行物(単行本)の英文要

旨が掲載されているが，以下では省略。

Nn7 (1966) 

Popu l a r At t i t udes Toward the J apanese 

Emperor.........・ 一 ・・ー ISHIDA Takeshi 

Development of Japanese Banl<ing S;'stem ・

IくATO Toshihil<o 

Development of the Agricultural Production 

& ItsProductivity in theTokugawa Shogu 

na te ..............ー ー ............ARAKI Morial<i 

Nn8(1967> 

Urbanization & Its Impact on Japanese pol i-

tics: A Case of a Late & Rapidly Deve-

loped Coun t ry....・υ ・・・0・・ー・ ISHIDA Tal<eshi 

La Revolution francaise et le Jacobinisme 

dans I'historiographie japonaise 

.. T AKAHASH I Kohach i ro 

Nn9(1968) 

お

羽

田

Q
d

n

v

n
ud
 

Profi t & the Socia l i st Economy 

UDAKA M 0 tosul<e 

Japanese Public Opinion & Foreign Policy--

Present Aspects & Future Outlook 

I SHIDA Takeshi 

Iくomeito Its Political Characteristics' 

.ARUGA Hiroshi 

NnIO(1969) 

1971 

Some Problems of Political parties in the 

Meij i Era .. ・・・・・・ ・・0・・・ HAYASHI Shigeru 

La Restaurat ion de Meij i au Japon et la 

Revo l u t i on Franca i se 
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研究所の出版活動

...TAKAHASHI 1くohachiro in the Rehabi 1 i tation Period of the Na 

The Pecul iari ty of Labor Mark巴tin Japan tional Economy...・・・ FURUSHIMA Kazuo 

with Special Reference to the TollYo- The Rise of Mod巴rnEconomic History 

Yokohama Industrial Area ・・・・ 目・・ ・・・ ・・ ・・....・・・・・・・・・・ ・・・・・ OKADA Tomoyosh i 

UJ IHARA Shoj iro Some Preparatory Notes on the peace PreseI 

No. 1 1 (1 970) va t i on Law i n P rewa r J a pan 

lndustrial izat ion & Agricul ture・ ACritique .................................OKUDAIRA yasuhiro 

of Prof.S.Kuznets' Emphasis on Agricul- The Logic of Japanese lmperialism ・

ture in the Process of lndustrialization ・ー・・ ・・ 一ー ー・・ 田・ー…・. SHI BAGAIく Kazuo

'OKADA Tomoyoshi No.I5(1974) 

Contemporary Problems of Medical Law in Judges in Japan ........... USHIOMI Toshitaka 

Japan .................................... BAI Koichi Fami ly and Law in Modern Japan.. 

Japan's Changing lmage of Gandhi・・・・・・ ・ ・・・ ・・・ ......................υ・ WATANABE Yozo 

ー ISHIDA Talleshi The Russian February Revolution of 1917 

The Management of Local Government ・ 0 ・ 田・・・・ ... ..' ............ ... ........ WADA Ha rull i 

ー .....IDE Yoshinori History of Marxist Legal Theory in Japan: 

No.I2(1971) Some Aspects ...........…... FUJ ITA Isamu 

Management & Politics in Local Government No.I6(1975) 

ー ..IDE Yoshinori Universal ism in Late Kokugawa Japan: The 

A Content Analysis of Chief Justice of the 'Confucian' Thought of Yokoi Shonan .. 

Supreme Court Kotaro Tanal叶 'sSpeeches ・・・ ・ e ・0・ー..... HI RAI SHI Naoak i 

.. ISHIDA Takeshi The Formation and Development of the Japa-

Differenciation of the Peasantry & Peasants' nese 'New Left' Groups: AHistorical 

Movements in the Process of Disintegration Survey of Their Organizations 

of Feudal & Seignorial Land Property in . TOTSUKA Hideo 

J apan .. ー・・ ・ー ・・ ・・ ・・ー・・ OISHI Kaichiro No.I7(1976) 

Researches on Labor Problems in postwar Japan Japan's Modern Legal System: lts Formatio日

Study Group on Labor Problems and Structure......TOSHITANI Nobuyoshi 

Administrative Implications of population 'Mass Demonstration' Movements in the Period 

Growth; the .Japanese Case ........一・ーー ーー of postwar Crisis......YAMAMOTO Kiyoshi 

..TACHI Minoru & IDE Yoshinori Korean Immigration in Prewar Japan 

No.I3(1972) ・・ 0 ・ ー・・…・・0・・ ........ TOTSUKA Hideo 

High Growth and Supply of Funds in the Post- Elem巴ntsof Tradi tion and 'Renovation， in 

war Japanese Economy......KATO Toshihiko Japan During th巴・Eraof Fascism¥..... 

The Decision-Making Process of the Regional ー リ ー・・・・・・・・・・ー ...............ISHIDA Takeshi 
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全体 研 究の成果の 刊 行

京葉地帯における工業化と都市化 1965.3.30 

総論 (遠藤湘吉井出嘉憲)

第 I編財政・金融 (遠藤湘吉・加藤栄一 ・加藤俊彦

-柴垣和夫 ・志村嘉一 ・林健久)

第 1章都市化 ・工業化と千葉県財政

第 2章旧市原町の財政

第 3章工業化と千葉県金融

第E編土地造成・水利 (戸原四郎 -柴垣和夫・高柳

信一・佐藤竺・渡辺洋三)

第 l章 臨海部Kなける土地造成の経済的諸問題

第 2章企業誘致土地造成事業の法的構造

第 3章工業用水と農業用水

第皿編農業・漁業 ・家族 (安良J:;R盛昭・伊藤喜雄・

潮見俊隆・利谷信義)

第 1章 京葉工業地帯の展開と農業構造の変貌

第 2章漁業補償

第 3章農漁業家族trc対する工業化の影響

第N編工業・労働 (氏原正治郎・高梨昌・藤田若土佐

-伊藤三次)

序章問題の所在と限定

第 I章工業化と労働移動

第 2章新規学卒者労働市場と学校教育

第 3主主 臨海部進出企業の労働問題

第V編 住宅 (有泉亨・山口浩一郎 ・佐藤良雄-山田

卓生)

序章

第 1章千葉県の住宅事情

第 2章 ベッド ・タウン地区と工業化地区の比較

第 3章住宅供給の実態

第 4章辰巳団地

第 5章給与 住宅

第百編政治 (井出嘉憲・辰巳光世 ・伊藤隆)

第 1章工業化をめぐる政策決定過程

第 2章戦後千葉県Kなける選挙と政党

基本的人権の研究 (全 5巻 }

第 l巻総論 1968.3.26

高橋八郎右衛門序

高柳信一近代国家Uてなける基本的人権

小林直樹現代国家と人権 立憲街Ijの人権保障機能

の検討一一

渡辺洋三現代資本主義と基本的人権

芦部信喜私人聞になける基本的人権の保障

針生誠吉 人権債韓十てなける近代立憲主義型と社会主

義型ーーその原理的試論一一

柴垣和夫 資本主義経済と基本的人権一一諸権利と経

済との距離一一

藤田 勇社会主義社会と基本的人権

第2巻歴史 1968.7.10

I 日本

石田 雄 日本Kなける法的思考の発展と基本的人権

奥平康弘明治憲法忙なける自由権法的Ijーーその若干

の考察

大石嘉一郎 自由民権運動の「基本的人権」論とその基

盤

利谷信義明治前期の人権と明治憲法

加藤俊彦経済統制法と財産権(そのー)

渡辺洋三経済統制法と財産権(その二)

洋VI見 俊 隆 日本trc;!:.-ける人権侵害事件の実態とぞの処

理状況

H イギリス

下山瑛二 イギリス法十てなける基本権一一「人身の自

由」の制度的定着過程について一一

期部政男 イギリ ス革命と人権一一「営業の自由」の

成立過程

皿 アメ リカ

鈴木圭介 アメリカ独立戦争と人権宣言

井出 嘉憲 アメ リカにむける投票の権利と平等の代表

一一代表再配分の問題を中心K一一

第3巻 歴 史Il 1968.9.10 

N フランス

野田 良之基本的人権の思想史的背景ーーとく K抵抗

権理論をめぐって一一

稲本洋之助 1789年の「人をよび市民の権利の宣言J

一ーその市民革命Uてなける位置づけ

V ドイツ

奥平康弘 ドイツの「基本権」観念ーーその成立Kか

んする若干の考察一一

影山日出弥 グァイ 7 ーノレ憲法Vてなける「社会権」

戸原 四郎 グァイマーノレ体制と失業問題

VI ロシア・ソビエ卜

和国 春樹近代ロシア社会の法的構造

藤田 勇 ロシア革命と基本的人権



宇高基輔 「全人民国家Jvcついての一考察

vll 中国

古島 幸日雄 旧中国の人権問題と基本権思想、一一人民民

主独裁論との関連Vてないて一一

浅井 敦 中国社会主義法秩序の形成と公民の基本権

針生誠吉中固にむける法的保障害の位置づけ 大限

進からプロレタリア文化大革命まで

第4巻各論I 1968.12.25 

人身の自由

吉川 経夫 日本Uてかける罪刑法定主義の治革

内田 力蔵 イギリス法Kなける「個人的自由の権利j

について一一フ・ラシクストンの「絶対権jの観

念を中心とするひとつの覚え書き一一

堀音1I 政男 人身の自由の手続法的保障一一ヘイ ピアス

・コーパスの人身保護令状的機能の成立史

H 表現の自由

芦部信喜現代Kなける言論 ・出版の自 由一ーその機

能と限界のー断面一一

奥平康弘言論の自由と司法審査 戸別訪問禁止規

定をめぐって一一

隅野隆徳集団示威運動の自由

稲本洋之助 1 9世紀フランスにかける「出版の自由」

一ーとく K定期刊行物をめぐる法的規制Jvc
ついて

朋 学問の自由

高柳信一学問の自由と大学の自治

山崎真秀 戦前日本Vてなける「学問の自由J
第5巻各論n 1969.3.25 

N 信教の自由

有賀 弘宗教的寛容一一信仰の自由の思想史的背景

山田 卓生信教の自由一一最近のアメ リカ Kなける展

開

V 財産権営業の自由

遠藤湘吉私有財産権の課税

高橋幸八郎営業の自由 その成立の歴史的条件一一

岡田 与好 「営業の自由Jと，r独占Jなよび「団結j

v1 労働権

有泉 王子労働基本権の構造

氏原正治郎 労働基本権の経済的基礎

藤田 若雄争議法理論の法社会学的研究一一労使対抗

研究所の出版活動

山口浩一郎 労働組合Kなける組合員の権不|ト一組合民

主主義の法的側商一一

氏原正治郎 社会保障の権利意識

石川晃弘
下回平裕身

戦後改革 (全8巻 }

第 l巻課題と視角 1974.3.20 

高柳信一序文

大内 力戦後改革と国家独占資本主義

大石嘉一郎 戦後改革と日本資本主義の構造変化一一そ

の連続説と断絶説一一

渡辺洋三戦後改革と日本現代法

石田 放戦後改革と組織なよび象徴

篠原 一戦後改革と政治カノレチャ一

宮崎隆次

依田精一戦後家族制度改革と新家族観の成立

第2巻国際環境 1974. 10. 1 1 

戦後改革研究会はしがき

斉藤 孝 アメリカの対外政策と日本占領

罪~I回 春樹 Y ピエト連邦の対日政策

戸原 四郎西ドイツ十てなける戦後改革

稲本洋之助 フランスKなける戦後改革一一憲法制定国

民議会期の国有化問題を中心として一一

戸塚秀夫 イギリスの戦後改革への道一一労使関係の

枠組を中心Kして

馬場宏二戦前・戦後の世界経済一一日本賠償問題K

関連して

加藤栄一国際通貨制度の改革構想

第3巻政治過程 1974.12.10 

戦後改革研究会はしがき

辻 清明戦後改革と政治過程

松下圭一 戦後憲法の理論構成

清水 l産

柚 正夫

井出嘉憲

憲法「改正」と議会制度改革

選挙制度の改革

戦後改革と日本官僚ffJlJ一一公務員制度の創

出過程一

天川 晃地方自治制度の改革

星野安三郎警察制度の改革

荒i額 豊占領統治とジャーナリズム

奥平康弘放送法制の再編成一ーその準備過程一一

第4巻司法改革 1975.7.10 

関係の特質に注目してーーー 戦後改革研究会はしがき

日護団 進公務員のストライキ権K関する判例法の展 押Vl見俊隆 日本の司法制度改革

開一一批判lと展望一一 利谷信義戦後改革と国民の司法参加一一陪審制・参
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審布Ijを中心として一一 柴垣和夫産業構造の変革

小田中聡樹刑事裁判制度の改革 加藤俊彦資本蓄積と金融市場一一貸付市場を中心K

高棚l 信一行政訴訟法制の改革

宮崎 良夫 ドイツ連邦共利国の行政裁判制度改革一一一

ナチス体制からポン基本法にかけて

江藤イ介泰 フランスの司法制度改革

第 5巻 労働改革 ]974.7.10 

戦後改革研究会はしがき

戸塚秀夫戦後日 本の労働改革

山本 潔戦後危機の展開過程一ー時期区分を中心と

して一一一

竹前栄治 アメリカの初WJ対日労働J政策

山本 潔 「産業再建」と諸政治主体

手塚利彰 旧労働組合法の形成と展開一一初期労働委

員会の機能分析を中心として一一

早川征一郎 官公労使関係の生成と展開一一国鉄・郵政

(1:なける権利関係を中心として一一

氏原正治郎戦時労働論覚書

第 6巻農地改革 1975.2.24 

戦後改革研究会はしがき

大石嘉一郎農地改革の歴史的意義

上原信博農地改革過程と農地改革論

渡辺洋三農地改革と戦後農地法

吉田克己 農地改革法の立法過程一一農業経営規模問

題を中心として一一

小林三衛農地改 革と行政過程

石田 雄農地改革と農村になける政治指導の変化

田中 学農地改革と農民運動

利谷信義農地改革と土地改良法の成立

大内 カ農地改革後の農業の発展

原田純孝 フランスKかける農地賃貸借制度改革

第 7巻経済改革 1974.5.20 

戦後改革研究会はしがき

加藤俊彦改革期 の 日 本 経 済

柴垣和夫財閥解体と集中排除

小湊 繁企業再建整備

高僑 誠財政制度 改 革

林 健久 γ ャウプ勧告と税制改革

遠藤湘吉政府間 の 財 政 調 整(1)一一地方財政調整制度

の変遷一一

加藤俊彦金融制度改革

志 村 嘉 一 証 券 制度改革

第8巻改革後の日本経済 1975.7.25 

戦後改革研究会 はしがき

大内 力高度成長経済の対外関係

志村嘉一資本蓄積と証券市場

田中 学労働力調達機構と労使関係

林 健久 健全財政主義一一成立 ・展開・崩嬢

渡辺洋三石油産業と戦後経済法体制

山崎広明戦後改革と化繊産業

戦後雑誌目次総覧一一政治・経済 ・社会一一

東京大学社会科学研究所戦後改革研究会編

東京大学出版会干Ij上巻 ] 976. 3 

下巻 1977年刊行予定

本書は全体研究「戦後改革」の一環として，占領下に

発行された人文 ・社会関係の雑誌の目次を年次別・雑誌

矧J(1:整E型し，執筆者名索引を付したものである。

その 他 の 出 版物

社会科学研究所創立15周年記念論文集

序

社会科学の基本問題上下巻 1963.3 

上巻

第 I篤農業・土地所有の諸問題

高橋幸八郎 比較土地制度論考一一共同体規範の解体と

の関連(1::b>ける一一

岡田 与好 イギリス農業革命論の現状ー- T'S'ァ

シュト Y の所論K即して一一

鈴木圭介 ] 9世紀末アメリカになける巨大農業経営

の歴史的性格ーーいわゆる「ポナンザ フ

ァーム」の成立と消滅一一

遅塚 忠約 1 8世紀フランスの農民の主地所有一一ノ

ノレマンディの一個別調査報告

藤i頼 浩司 ドイツ東部十てなける地主大農業の近代化の

構造ー 18世紀後半地主ら 19世紀 80年

代までの経営記録の検討一一

安良城盛日召 幕末期泉州になける小作農の存在形態

自立的小作農民経営形成の困難性とその過

渡的性格をめぐって一一

古島 和維 中国Vてなける農民的土地所有の形成とその

集団的所有への展開

第 2篇独占資本をめぐる諸問題

遠藤湘吉金融資本論の方法Vてかんする一考察一一宮

本義男氏の所論Kふれて一一

大内 力国家独占資本主義論ノート
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研究所の出版活動

戸原四郎第一次大戦前のドイツの資本輸出 Kあらわれる「共同放牧地J
宇高基輔 ロシアKなける国家独占資本主義一一ソグ 望月礼二郎 イギリス法になける入会権

利回 春樹 ェト史学の最近の動向Kついて一一 藤田 勇 社会主義と民法一-'J連V亡事、ける民法典論

嘉治真三 アメリカ合衆国になける企業合同の発展 争史をめぐって

石崎昭彦アメリカ帝国主義』てかんする一考察 ア 利谷信義戦後の農家相続論覚書ーーその展望と問題

メリカの対フィリピ y経済政策の分析一一 点一一

加藤 俊彦財閥十てなける銀行の役割 江守五夫家族史研究と唯物史観一一青山 ・玉城論争

林 健久 明治前期の株式会社一一日本金融資本分析 を中，心として一一一

の一前提 内田力蔵 イギリスの家族法Kなける子の地位 二

柴垣和夫産業資本段階の日本資本主義と「財閥」 つの委員会の報告を中心とする覚書ーー

1890年代の紡績業と三井・三菱 稲本洋之助 農業経営資産と相続一一フランス民法典K

庫峻衆三独占段階への移行期Kなける日本の農業問 なけるその解決一一

題 潮見俊隆東欧諸国の家族と家族法

第 3篇労使関係、の諸問題 第 5篇 国家と公法の諸問題

大河内一男 日本的労使関係の原型一ー第一次大戦後の 高 柳 信一公法と私法 わが国行政法諸原理の批判

「工場委員会lをめぐって一一 的考察

氏原正治郎 日本の労働組合 下山瑛二 イギリス行政手続法の法理

藤 田若雄昭和 29年以降の労働組合運動 奥平康弘最近の合衆国最高裁判所をめぐる論議Kつ

塩田庄兵衛国鉄労組新潟地本の第二組合問題 いて一一現代Uてなける基本的人権保障制度

関谷嵐子医療産業の労使関係一一病院争議分析序論 の一考察のために一一

井出 嘉憲 アメリカになける行政理論の転換過程

磯田 進 ピケット権の限界十てついての裁判所的思惟 その歴史的展望と現代Kなける基本動向

一一特に三友炭鉱 ・羽幌炭鉱両事件を比較

しつつ一一 浅井 敦行政救済の中国的方式とその特色

有泉 亨労働基準法Kなけるこ，三の総則的問題 石田 雄戦後日本の政治と政治学

秋田成就労働基準法と権利意識の問題 若干の実 林 茂小選挙区法覚えがき一一大正8年の場合一一

態調査を中心として 小山 博也 市!J限選挙制度下十てなける政党支部組織一一

小林謙一運輸労働者の社会的性格ーーその作業種別 埼玉県政友会支部十てついて←ー

介析 伊藤 隆 明治 I7 -23年の立憲改進党ー一国会開

小池不II男職員層の形成と賃金問題 設以前K品、ける政党の一考察

下巻 高橋勇治社会主義国家Kなける人民の基本権 と

第 4篇市民社会と私法の諸問題 <1tL中国を中心Kして 一一

渡 辺洋三現代財産法学の課題 辰巳光世思、想史学の方法 A.u ラプジョイを

喜多川篤典 法人理論の問題性一一実在説的考え方を批 中心1tL-一一

判する方法一一 萩原宣之 アーモ Y ド=コ ノレ?/'理論の構造と位置

有泉 王子 生産物責任論序説 づけ一一新興国家の政治分析の方法論とし

吉野 悟 Ager Compascuus一一古代ロー 7 土地法 て
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編集後記

1. r東京大学百年史 』のなかの「部局史」の原稿作成を担当するものと して，社研史編纂委

員会が設置されたのは. 1974年 12月 12日のととであった。 同委員会は，委員長岡田与好，

委員高柳信一，井出嘉憲，柴垣和夫，山本潔，キ11回春樹，広1渡清吾品、よび鈴木一男(事務長).

竹内義信(総務主任).菊地敏昭(庶務掛長)f'Cよって構成され，以後，戦後社会科学の諸

分野の動向とそのなかでの社研の役割Kついて自 由討議をなζ なってきたが. 1975年秋に

至り.r百年史 』中の「音11局j史とは7JIJf'C.独自f'Cr社会科学研究所三十年史 J(仮称)を

編纂する方針を固めた。

2. 1976年 4月，岡田委員長の所長就任にとも在う所内人事配置の変更なよび竹内委員の転

出Kよって，委員会の構成は，委員長柴垣和夫，委員高柳信一，山本潔，毛利健三和国春

樹，坂野潤J台，広渡清吾，鈴木一男(事務長).野溝祐治郎(総務主任).菊地敏sB(庶務

掛長)f'C変更された。新委員会は，前記の自由討議を継続するととも f'C.本格的在 「社研三

十年史 』編纂の前提作業として，ま た 1977年春K予定されている「社研創立三十周年記念

式典」の記念品として，従来『要覧 』の形で不定期K刊行されてきた本研究所の「現況」と，

年表ならびK座談会等Kよる 「社研30年の概観lとを合体した本小冊子の編集 ・刊行/j針を

固め. 76年 10月の所員会でその了承を得た。小冊子の制作は業務掛が担当するとととなり，

それKともなって塚越由夫(業務掛長).田中みさ子(向掛員)が委員に補充された。

3 本小冊子の編集K当つては，研究所外の多〈の方々から多大のど協力を得た。座談会Kど

出席いただいた歴代元所長をはじめとする OBの}jI?刊行費用K予算措置をと っていただ

いた本部事務局長よび害IJ付，装丁十てど協力いただいた東京大学出版会の山下正，奈良節夫，

小山忠男の三氏Kは，とく K感謝する次第である。編集委員以外の所員，事務職員からも全

面的な協力を得たが，とくに古参の小黒義夫資料雑誌掛長から，研究所の初期の資料の発堀

K多大の協力を得た ζ とを記してなき たい。;1::1>'.編纂委員会内部の分担としては，主とし

て. ["年表」と「共同研究lは山本，毛利，和田が. ["座談会jの整理は高柳，坂野，広渡

が，それ以外は爾余の各委員が担当した。

4 本小冊子の記事は「年表」をはじめ原則として 1976年末の時点で執筆されているが，以

後77年2月末までの事情の変化は可能なかき'り筆を入れた。委員会はとれから本格的f'Cr社
研三十年史 』の編纂作業Kとりかかる予定であるが，本小冊子にあるやもしれぬ誤記等の指

摘をふくめて，関係各位のど協力をな願いする次第である。

1977年 3月

東京大学社会科学研究所

ネ土研史編纂委員会

一ーJ68 



1977年 3月 30日 初版

1977年 12月 15日 第二刷

社会科学研究所の30年
年表・座談会・資料

編集・発行所東京大学社会科学研究所

113東京都文京区本郷7丁目 3番 1号

印刷所研友社


	社会科学研究所の30年
	目次
	はじめに
	口絵
	沿革・東京大学社会科学研究所規則
	年表 社会科学研究所 1945-1976
	座談会　社会科学研究所の30年
	１．社会科学研究所の創立をめぐって
	別添資料　社会科学研究所の創立をめぐって

	２．社会科学研究所の30年―その1―
	３．社会科学研究所の30年―その２―

	東京大学社会科学研究所拡充改組計画
	所員とその業績
	初代所長
	定年退官教授
	現教授・助教授
	元教授・助教授
	併任教授・助教授
	現助手

	元助手の在任期間、助手論文および現職
	非常勤研究員（非常勤講師）
	事務職員
	共同研究
	内地研究員の受け入れ
	外国人研究員の受け入れ
	大学院への参加
	図書・資料 
	予算・定員・建物の状況
	研究所の出版活動
	東京大学社会科学研究所紀要『社会科学研究』
	社会科学研究叢書
	東京大学社会科学研究所研究叢書
	東京大学社会科学研究所研究報告
	東京大学社会科学研究所資料
	東京大学社会科学研究所文献資料目録
	Annals of the Institute of Social Science
	全体研究の成果の刊行
	その他の出版物

	編集後記
	奥付



